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第1章 はじめに  
第1節 本研究の問題意識  
市場のグローバル化や競争のグローバル化が進み、顧客の要求が高度化・多様化し、IT
を始めとした技術革新が加速する中で、多くの企業は環境変化に適応し成長を継続できる
ように事業戦略を見直し事業を変革することが必要と考えている。しかし、淀川（ 2013）
によれば、「実際に事業戦略の見直しを実施した企業の割合は、必要と考えている企業より
も少ない。事業戦略を見直すには、新たな戦略の実現に向けて自社のバリューチェーン（価
値連鎖）を変革しなければならない。しかし、現場主導による改善を実行する企業はあっ
ても、抜本的な価値連鎖の再設計にまで踏み込んで変革を実行した企業は多くはない」と
いう実情である。ここでいう「変革を実行した」とは、単に価値連鎖を「変更した」だけ
ではなく、品質向上、効率向上、スピード向上といった自社にとっての期待を達成するよ
うに価値連鎖を変えることが出来たという意味である。 
第 1項 変革の定義  
あらためて変革とは何かを定義する。大月（ 2005）は、組織が行う変革という行動を、
環境への適応と関係づけて次のように定義している。「組織は成功体験を組織内に埋め込
むため、行動をルーティン化し、慣性力を形成する。環境が変化すると、それまでの成功
体験が通用しなくなるが、いったん構築した組織ルーティンや勢いがついた慣性力の方向
転換は容易にできない。組織の慣性力の修正を含む環境適応のことを変革という。」本研究
では、この定義に基づいて価値連鎖の変革について検討する。 
第 2項 バリューチェーン（価値連鎖）の変革  
Porter(1985)はバリューチェーン（価値連鎖）を次のように定義している。「バリュー
チェーンとは、製品やサービスを顧客に提供するための企業活動において、調達／開発／
製造／販売／サービスといった業務プロセスが、一連の流れの中で順次、価値とコストを
付加・蓄積していき、この連鎖的活動によって顧客に向けた最終的な“価値”が生み出さ
れることである。」 
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企業が、事業価値を創出するように事業を変革するためには、価値連鎖を競争優位が生
まれるように作り直す必要がある。本研究では、価値連鎖の変革を変革の対象別と種類別
に次のように分類する。  
（１）変革の対象  
価値連鎖の変革には、価値連鎖のアウトプットである「製品・サービスの変革」、価値連
鎖を構成する「業務プロセスの変革」、価値連鎖の構造そのものである「ビジネスモデルの
変革」がある。  
 
（２）変革の種類  
製品・サービス、業務プロセス、ビジネスモデルのいずれについても、「改善」「再設計」
「創造」の 3 種類の変革がある。 
①  「改善」：既存の機能や実現方法を基本的には変えずに、漸進的に環境への適応を行う
変革 
②  「再設計」：既存の機能や実現方法を抜本的に見直し、断続的に再設計を行う変革 
③  「創造」：これまでに無い新たな機能を、新たな方法で実現する変革  
第 3項 変革の効果の指標  
企業業績を多角的に捉える総合的な指標として Kaplan＆ Norton(1992)が提唱した
BSC(Balanced Scorecard)が用いられている。これは、最終的な財務業績のみならず，中
間的な成果を重視するプロセス志向の考え方であり、「社員の学習と成長」、「業務」、
「顧客」、「財務」の4つの視点から総合的な成果の評価を行う。 
BSC の 4 つの視点は、「社員の学習と成長」の視点での成果が「業務」の視点での成果
を引き出し、「業務」が「顧客」、「顧客」が「財務」へと、それぞれの成果が順序を持
って関係していくことを想定している。この関係をもとに、企業の戦略を 4 つの視点に基
づいて変革内容と業績評価指標（ KPI）に展開できる。（図表 1） 
本研究でも、BSC の４つの視点をもとにして変革の効果創出を考える。４つの視点のう
ち、「社員の学習と成長」は、組織や人材の整備の実現目標となる指標であり、「業務」は、
価値連鎖の変革の実現目標となる指標である。そして、組織と人材の整備が価値連鎖の変
革を可能にし、価値連鎖の変革が結果的に「顧客」と「財務」の指標の向上に繋がる。し
たがって、本研究では、変革の最終的な成果である「顧客」の指標と「財務」の指標で、
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変革の効果を捉える。  
図表  1 BSC の業績評価指標（KPI）例  
財務的効果
【KPI例】
・利益向上
・売上増加
・費用削減
・資産効率向上
顧客の効果
【KPI例】
・クロスセリング率向上
・顧客維持率向上
・顧客数増加
・顧客満足度向上
業務の効果
【KPI例】
・業務品質向上
・業務生産性向上
・業務スピード向上
・業務標準化度合
学習と成長の効果
【KPI例】
・情報発信数増加
・資格取得率向上
・研修受講率向上
・社員満足度向上
出所）Kaplan等のBSCに基づき筆者作成  
 
第 4項 変革の方法に関する２つの理論  
Beer & Nohria（ 2000）は、変革に関する論文集の巻頭論文の中で、変革の目的、リーダ
ーシップ、方法等についての研究者と実務家の間での論議を、中立の立場から E 理論と O
理論の２つに大別して次のように整理している。 
「 E 理論は、 Economic Value（経済的価値）を最重視する変革論であり、株主価値の最
大化を目的にして、CEO のトップダウンのリーダーシップのもとで、Structure（組織構造）
と System（組織運営システム）の設計に焦点を置いて、計画的に変革を実行する。一方、
O 理論は、Organizational Capability（組織能力）を最重視する変革論であり、組織能力
の開発を目的として、経営トップのチームと従業員の参画によって、 Culture（組織文化）
の醸成に焦点を置いて、創発的に変革を実行する。」（図表 2） 
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図表  2 変革に関する E 理論と O 理論  
E理論 O理論
Economic Value Organizational Capability
目的 株主価値の最大化 組織能力の開発
リーダーシップ CEOのトップダウン トップチームと従業員の参画
焦点となる要素 Structure Culture
System
プランニング 計画的で 創発的で
プログラム的 非プログラム的
モチベーション 金銭インセンティブ 金銭はインセンティブではなく
結果的なもの
支援するコンサル MBA的大コンサル企業 プロセス指向ブティック企業
出所）Beer & Nohria (2000)  
 
計画的変革とは対照的に、創発的変革とは「明示的な事前の意図が無く組織の新しいパ
ターンを実現すること」（ Orlikowski、1996 ）である。Beer 等（ 2000）は、「それぞれの
理論には利点も欠点もある」としている。 E 理論は、短期間に企業の業績を高め、企業の
経済的価値を向上させて株主に報いる点で優れている。しかし、急進的な変革を経営者の
意思にそって強引に進めることによって、従業員との関係を損ない、企業の持つ強みを壊
してしまうおそれもあるので、競争力が将来も継続できる保証はない。一方、 O 理論は、
従業員参加型で現場重視の変革を自発的に進めることによって、将来に向けた競争優位の
源泉を生み出し、結果として全ての利害関係者に利益をもたらす。しかし、変革の進む方
向があらかじめ明確にしにくく、成果の創出に時間を要しているうちに直面する危機への
対応が手遅れになり企業が存続できなくなるおそれもある。  
計画的変革は、断続的な再設計や創造のための方法であり、創発的変革は、継続的な改
善を進めるための方法である。したがって、「両方の良いところを組み合わせて、E 理論に
よる計画的変革と O理論による創発的変革を使い分けるのが良い」というのが Beer等（ 2000）
の結論である。 
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第 5項 計画的変革と創発的変革の関係  
計画的変革と創発的変革の関係については、様々な見方がある。 
（１）断続的な計画的変革と継続的な創発的変革の繰り返し 
 企業にとって創発的変革だけで十分というわけではない。均衡期間が続くうちに構成要
素間の相互依存性が高くなりすぎた企業では、慣性力が大きくて環境適応がままならなく
なり、それを打開するために全体を変える計画的変革が必要になる。（ Miles、 1997） 
また、長期的にみると、「断続的均衡」によって組織は絶えず環境適応できるように進化
する。すなわち、長期の均衡期間における漸進的な変革と、急激な環境変化を背景に稀に
起こる断続的な計画的変革が交互に起こるのが、組織の進化のパターンである。（ Tushman 
& Romaneli、1985) 
これらをまとめると、企業は、定常的に創発的な改善を行っているが、改善の積み重ね
だけでは超えられないような大きな環境変化に見舞われたり、改善を繰り返している間に
強固な慣性力が形成され環境適応が出来なくなったりした場合に計画的な再設計や創造に
踏み切り、それが一段落したらまた継続的な改善に戻るということを繰り返すというのが
従来の事業変革の考え方であった。 
 
（２）計画的変革と創発的変革の同時進行 
一方、断続的な計画的変革という考え方に対して、D'Aveni （ 1994）は、ハイパーコ
ンペティションという概念を唱えて批判した。「競争環境が急速に変化する状況におい
ては、もはや持続可能な競争優位などありえず、一時的な競争優位の繰り返しによって事
業戦略を継続的に見直していく能力が必要である」という主張である。これは計画的変革
と創発的変革の同時進行でしか、変化する環境には適応できないとするものである。 
実際に、新興国の台頭が著しい組み立て型製造業、技術革新が速い情報機器製造業や情
報通信サービス業、消費者の選好が厳しい外食産業や小売業など、競争環境の変化が激し
い企業では、再設計や創造といった計画的変革の実行頻度が高くなり、計画的変革と創発
的な改善が同時並行で行われることが多い。 
 
（３）計画的変革の創発的変革による補完 
また、企業の価値連鎖全体を再設計するような相互依存性の高い構成要素からなるシス
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テムの変革は、計画に基づいて全体の整合性を保って実行する必要があるが、競争環境の
変化が激しい企業では、当初の計画通りに変革を完遂できることは稀であり、変革の実行
途上で創発的な試行錯誤を経て計画を絶えず見直すことも必要になる。 
たとえば、 Weick（2000）は、次のような計画的変革の弱点を挙げている。 
・事業部門間で変革の進展が不均衡になる 
・回復不能なほど大きい短期的な損失が生じる  
・機会よりも危機による変革の方に向いている  
・予測できることに制約があるために期待とは異なる結果になる 
・変革への見せかけの賛同（口では革命を叫ぶが行動は抵抗）を呼び起こしやすい 
・異なる環境の下で成功したベストプラクティスを適用しようとする  
・現場で起こっていることや現場の能力に関して経営トップが理解していない 
・変革の実現までにタイムラグがあり実現したころには時代遅れになっている 
 そして、これらの弱点を補うのに創発的変革の利点が活かせるとしている。 
・現場で起こっていることに関する感度を上げる 
・現場直結でリアルタイムに試行錯誤し学習し合意形成する 
・自己完結でマネジメントしやすい 
・（従業員の）自立性、コントロール、自己表現のニーズを満たしやすい 
・導入段階への移行が容易 
・つぶされることへの抵抗力がある 
・すでに持っている暗黙知を適用できる 
・行動した結果からはっきりとした素早いフィードバックが得られる  
大月（2005）は、「企業は、環境変化を事前に想定して、それに適応するための計画を事
業戦略として策定し、計画にそって変革を実行する。しかし、予想外の環境変化が起こる
ことが常であり、その混乱の中から創発的な変革が生まれ、それがコンセンサスとなって
事業戦略を修正するという過程が、実際の企業では行われる」としている。このように、
変化の激しい競争環境のもとでは、企業は計画的かつ創発的な変革の実行が必要であると
いう主張がなされるようになった。 
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第 6項 変革の促進要因にも阻害要因にもなる IT 
（１）変革の促進要因としての IT 
IT は、製品・サービスを構成する一要素として、その中に組み込まれている。企業の中
の大半の業務プロセスは情報システムによって実行される。企業の内外の組織間の価値連
鎖は、 IT ネットワークによって連結されており、ビジネスモデルを構成する上で IT は欠
かせない土台となっている。このように、製品・サービス、業務プロセス、ビジネスモデ
ルのいずれを変革するためにも、 IT を有効に活かすことが大きな助けになる。 
 
(２ )変革の阻害要因としての IT 
その一方で、多くの企業では、情報システムは既存の事業を行う上でなくてはならない
事業基盤のひとつになっており、蓄積された膨大な情報システムを事業の変革に合わせて
改変しなければならないことは、変革の実行を難しくする一因である。 JUAS（日本情報シ
ステムユーザー協会、2013）の調査では、「企業は IT 投資の大半を既存システムの保守運
用に充てており、新たなシステムの開発には平均して 3 割強しか投資できない」という状
況にある。変革のための情報システムに回せる分はさらにその中の一部分に限られてしま
う。投資額の大きさだけでなく、長い間の改修の繰り返しを経て複雑な構造になってしま
った既存システムを大幅に変更することは困難であり、短期間で一気に実施できるもので
はない。 
第 7項 研究の問題意識と目的  
以上のことから、本研究における問題意識は次のとおりである。 
「変化が激しい競争環境の中で、改善だけの変革の限界、計画的変革の困難さ、既存情
報システムの硬直性を打破して、IT を活用した計画的かつ創発的な価値連鎖の変革を進め
るために、企業はどのようなマネジメントを行っているか。」 
 
本研究の目的は、「企業はどのような場合に、どのような方法で、どのような要素に焦点
をあてたマネジメントを行って、計画的かつ創発的な変革を実行するか、また、これらに、
IT がどのように関係するか」を明らかにすることである。 
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第2節 本論文の構成  
 本論文は IT を活用した変革のマネジメントに関する２つの理論研究、２つの量的研究、
ひとつの事例研究から構成される。（図表 3）  
（１） IT を活用した変革の構成要素の定義：「 IT を活用した変革による効果創出モデル」
の作成 
第 1 部では、先行研究をもとに IT を活用した変革のイネーブラー（変革の実行を可能
にするもの）として、価値観、組織、人材、プロセス（これらを人間系システムとして括
る）、 IT 活用力を抽出し、これらの変革のイネーブラーと変革の動機となる事業戦略につ
いて、それぞれ関連する先行研究によって内容を補完した。そして、事業戦略、変革のイ
ネーブラー、変革の実行内容、変革の効果という変革の構成要素間の関係について、「 IT を
活用した変革による効果創出モデル（想定版）」を作成した。さらに、計画的変革と創発的
変革を対比する形で、変革の構成要素の特長を整理した。 
そして、日本企業に対するアンケート調査結果にもとづいて、事業戦略、人間系システ
ム、IT 活用力、変革の実行内容、変革の効果という変革の構成要素間の関係を分析し、「 IT
を活用した変革による効果創出モデル」の妥当性を確認した。そして、このモデルから、
IT を活用した変革に関して「事業戦略駆動型アプローチ」「 IT 駆動型アプローチ」「人間系
システム駆動型アプローチ」があることを想定した。このモデルに登場する変革の構成要
素は、本研究の問題意識である計画的かつ創発的な変革のマネジメントの内容を検討する
際の視点として用いることができる。 
 
（２）問題意識への回答としての「価値創造サイクル」モデルの提示  
第 2 部では、変化の激しい競争環境のもとで計画的かつ創発的な変革を行う方法として、
野中等（ 1995）が提唱した知識創造サイクルを価値連鎖の中に組織ルーティンとして埋め
込んだ価値創造サイクルのモデルを提示した。変化の激しい事業環境の中で計画的変革を
行う際に、変革の途上で計画見直しが必要となるという困難さを克服するために、計画的
変革の中に創発的な要素を取り入れ段階的に実行することが考えられる。また、計画的変
革の頻度が高まって変革が定常的に繰り返されるようになり、計画的変革と創発的変革を
同時進行させなければならないという状況も発生する。そのためには、計画的な意図に収
斂するように創発的な変革のサイクルを回し続けて、その中から結果的に戦略を形成して
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いくことが考えられる。価値創造サイクルは、この両方を実現する方法である。 
そして、変革を繰り返して成長を持続してきたセブンイレブン、しまむら、ウェルズフ
ァーゴ、 GE、グーグルの事例により、企業における価値創造サイクルの実際を分析し、計
画的変革、創発的変革、計画的かつ創発的な変革と価値創造サイクルの対応関係を整理し、
IT 活用力と人間系システムに属するイネーブラーが価値創造サイクルを駆動する上でも
重要な役割を果たしていることを確認した。 
 
（３）量的分析による事業の状況に応じた変革内容の違いの確認 
第 3 部では、IT が競争優位に繋がるコア技術であるか否か、事業戦略を見直したか否か
という企業が行う事業の状況によって、変革の構成要素がどのように異なるか、とりわけ、
変革のイネーブラーが変革の効果創出に与える影響がどのように異なるかを、第 1 部と同
様のアンケート調査結果を用いて分析した。その結果、IT の役割と事業戦略見直しの有無
によって、変革の効果を創出している企業が変革への 4 つの異なるアプローチを行ってい
ることを確認した。 
・人間系システム駆動型アプローチによって、現状の問題解決中心の改善型変革と創発的
変革を行う。  
・ IT 駆動型アプローチによって創発的に改善型変革を行う。 
・事業戦略駆動型アプローチによって改善型変革が中心ではあるが計画的変革を行う。 
・事業戦略駆動かつ IT 駆動型のアプローチによって改善型変革が中心ではあるが再設計
創造型変革も含めて IT を活用した計画的かつ創発的な変革を行う。  
 そして、4 つのアプローチに対して、変革のイネーブラーの内容、変革への IT 活用の方
針、価値創造サイクルの内容を対応させた。 
これによって、事業の状況によって変革内容が異なり、IT がコア技術の企業が事業戦略
を見直した場合において変革の効果を創出する企業は、価値創造サイクルを回して計画的
かつ創発的な変革を行っていることがわかった。それに加えて、IT がコア技術の企業が事
業戦略を見直した場合でも、もっぱら改善型変革に留まり、IT を活用した製品・サービス、
業務プロセス、ビジネスモデルの再設計創造型の変革までは踏み切れないという日本企業
の課題も明らかになった。 
 
（４）事例分析による IT を活用した計画的かつ創発的な変革の成功要因の確認 
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そこで、第 4 部では、IT がコア技術である企業が事業戦略を見直して、業務と情報シス
テムの再設計を伴う計画的かつ創発的な変革を行う場合の困難さとそれを克服するための
成功要因を、東京海上日動の「抜本改革」の事例分析によって明らかにした。 
同社は、革新的な保険商品と業務プロセスを再設計し、それを業務部品化して新たな商
品提供サイクルを組み立て実践する中で検証を繰り返す価値創造サイクルによって計画的
かつ創発的な変革を実行した。 
 
（５）企業が価値創造サイクルを実行するための示唆と結論 
 「おわりに」では、本論文の全体の流れを総括した上で、企業が価値創造サイクルによ
る計画的かつ創発的な変革を実行するための示唆を述べ、本論文の理論的貢献と実務的貢
献を確認し、限界を明らかにした。 
 
このように、本論文は、第 1 部で先行研究を体系化することによって IT を活用した変
革の構成要素を定義し、変革の構成要素間の関係に関する「 IT を活用した変革による効果
創出モデル」を作成し、アンケート調査のデータ分析に基づいてモデルの妥当性を確認し
た。第 2 部では、変革を繰り返して成長を持続している先進企業の事例をもとに、本研究
の問題意識に沿って、計画的かつ創発的な変革の方法として価値創造サイクルのモデルを
提示した。そして、第 3 部で IT がコア技術であるか否か、事業戦略を見直したか否かとい
う事業の状況による効果の創出に繋がる変革の構成要素の内容の違いをデータ分析をもと
づいて 4 つのアプローチとして提示し、企業がどのような場合に価値創造サイクルによる
計画的かつ創発的な変革を行うかを明らかにした。さらに、第 4 部では、IT を活用した計
画的かつ創発的な変革の成功要因を事例分析によって確認した。「おわりに」で全体総括と
一般の企業が価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革を行うための示唆を述べた。 
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図表  3 本論文の構成  
はじめに　本研究の問題意識
・先行研究による変革の枠組の確認（変革の定義、価値連鎖、変革の効果、計画的変革と創発的変革）
・問題意識と研究目的の設定
問題意識：「変化が激しい競争環境の中で、
改善だけの変革の限界、計画的変革の困難さ、既存情報システムの硬直性を打破して、
ITを活用した計画的かつ創発的な価値連鎖の変革を進めるために、
企業はどのようなマネジメントを行っているか」
第1部　ITを活用した変革の構成要素の定義：「ITを活用した変革による効果創出モデル」の作成
・先行研究のレビューによる変革のイネーブラー（人間系システムとIT活用力)の定義
・変革の構成要素間の関係について「ITを活用した変革による効果創出モデル（想定版）」の作成
・計画的変革と創発的変革における変革の構成要素の特徴の対比
・日本企業に対するアンケート調査結果に基づく変革の構成要素間の関係の量的分析
・企業の実態と照らし合わせた「ITを活用した変革による効果創出モデル」の妥当性の確認
第2部　問題意識への回答としての「価値創造サイクル」モデルの提示
・変化の激しい競争環境下で計画的かつ創発的な変革を行う方法として価値創造サイクルのモデル化
・事例分析（SEJ、しまむら、ウェルズファーゴ、GE、グーグル）に基づく価値創造サイクルの具体化
・価値創造サイクルのイネーブラーとしてのIT活用力と人間系システム
・計画的変革、創発的変革、計画的かつ創発的な変革と価値創造サイクルの対応関係の整理
第3部　量的分析による事業の状況に応じた変革の内容の違いの確認
・ITの役割と事業戦略見直しの有無による変革内容の違いの確認
・ITの役割と事業戦略見直しの有無による変革のイネーブラーの効果創出への影響の違いの確認
・人間系システム駆動型、戦略駆動型、IT駆動型、戦略駆動かつIT駆動型の変革のアプローチの提示
・日本企業におけるITを活用した変革の課題の指摘
第4部　事例分析によるITを活用した計画的かつ創発的な変革の成功要因の確認
・業務と情報システムの再設計を伴うITを活用した計画的かつ創発的な変革の難しさに関する問い
・東京海上日動の「抜本改革」における変革の進め方とイネーブラーの分析
・業務と情報システムの再設計を伴うITを活用した計画的かつ創発的な変革の成功要因の確認
おわりに
・本論文の全体総括
・企業が価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革を実行するための示唆
・結論と限界
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第１部 IT を活用した変革の構成要素の定義：「 IT を
活用した変革による効果創出モデル」の作成  
13 
第2章 IT を活用した変革を可能にするもの（イネーブラー）とは何
か  
第1節 変革全般のイネーブラーをめぐる議論  
変革のマネジメントを構成する要素は、改善、再設計、創造といった変革の実行内容、
変革の効果、変革の達成目標となる事業戦略、そして、それぞれを適合させてマネジメン
トすることによって変革の実行を可能にするもの、すなわち変革のイネーブラーから成る。
第１部では、これらの変革の構成要素について、とりわけ変革のイネーブラーについてそ
の意味するものを先行研究に基づいて定義する。  
IT を活用するか否かに関わらず、これまでに変革全般を可能とするイネーブラーとして
様々な要素が主張されてきた。  
（１） 組織構造か組織文化か  
 Galbraith（ 1995）は、「特に企業が戦略的な方向の転換に迫られている場合には、権力
の配置、影響力、意思決定責任という公式な組織構造とシステムを速やかに変えることが
重要である」とした。「容易にかつ迅速に再構成できる組織を設計することが究極の目的で
あり、そのために組織構造、組織システム、人的資源システムを利用すべきである」と主
張した。  
これに対して、Hirschhorn（ 2000）は、「多くの企業は拙速な組織構造の転換の失敗によ
って組織の見直しを繰り返しており、社員の振る舞いを変えるためには公式な組織構造や
システムを変えることは持続的な効果に繋がらない」とした。それに代わって、「経営者は
旧来の行動原理となっていた信念や価値観の集合である組織文化に着目すべきである」と
主張した。「危機に直面して経営者が危機を乗り越えるために旧来と対立するような新た
な構図を示すことが組織文化を変えるために有効であり、特別な危機が無い場合には、社
員の新たなアイデアや製品への渇望感をきっかけにすることもできる」としている。  
 
（２） 変革を実行するプロセス  
 Ghoshal & Bartlett（ 2000）は、変革を成功させるには、一定のプロセスを経ることが
必要であるとした。彼らは、「まず合理化によって個々の組織を強くし、次に組織間の統合
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を図って再活性化させ、その上で全体での継続的な学習を促して再生を進めるといったス
テップを踏む必要がある」ことを、GE の変革などを例に挙げて主張した。  
 Kotter（ 1996）は、成功する変革のためのより詳細化された 8 ステップとして、「①危機
意識を高める、②変革推進チームを築く、③ビジョンと戦略を生み出す、④ビジョンを周
知徹底する、⑤従業員の自発を促す、⑥短期的成果を実現する、⑦さらなる変革を推進す
る、⑧組織文化に定着させる」を挙げた。Kotter は、企業全体にわたるような大掛かりな
変革を成功させるには、この 8 つのステップを着実に踏んでいく必要があるとしている。  
Kotter の 8 ステップは、 Levin（ 1951）の「解凍～変革～再凍結」という考え方を、企
業の変革事例を踏まえて拡張したものである。はじめの 5 ステップが解凍であり、続く 2
ステップが変革であり、最後のステップが再凍結にあたる。目指すべきビジョンと実現に
向けた戦略を始めに明確に示し、それを組織内で共有した上で、変革プログラムを実行し
ていくというステップは、基本的には計画的変革の立場に立つものである。  
しかし同時に、 kotter（ 1996）は、経営者による変革推進チームの編成や、ビジョンの
共有、従業員の巻き込みと自発性の尊重など創発的変革の要素を随所に取り入れており、
「変革実行の最終段階を組織文化への定着とする」点でも O 理論の利点を重視している。
一方、「危機意識を高め、短期的成果の実現を重視して」、変革が腰折れしないようにする
点では、 E 理論の利点も取り入れている。このように、 Kotter の 8 ステップは、計画的か
つ創発的変革の具体的な実行手順を示したものと言える。  
このようなプロセスを重視する考え方に対して、 Weick（ 1995）は、「変革とは従来一緒
にはならないものの間での合意形成の取り組みであり、あらかじめ決められたプロセスに
そって計画的に進むものではなく、創発的に起こるものである」と主張した。  
 
（３） 人材の動機付け  
 Wruck（ 2000）は「変革を行う人材の動機付けについては、金銭的なインセンティブだけ
がすべてではないものの、それが中心的な役割を果たす」とした。「金銭的なインセンティ
ブは、生産性の向上、社員の個人的な能力向上、価値のあるナレッジの移転、組織の慣性
力や変革への抵抗の克服を促し、経済的価値を高める」と主張した。  
これに対して Ledford & Heneman(1992)は、「変革の方向性の提示と合意形成がまず必要
なことであり、金銭的なインセンティブは結果的に与えるべきものである」とした。また、
Lawler（ 2000）は、「変革に向けて動機づけるのか、スキルの習得と学習を促すのか、オペ
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レーショナルな効果を向上させるのかといった目的に応じて、企業は社員にインセンティ
ブを与える方法を使い分けるべきである」とした。  
第2節 変革のイネーブラーの統合モデルとしての 7S 
（１）計画的変革と創発的変革のマネジメント要素としての 7S 
Beer 等（ 2000）は、これらの主張を統合して、変革を進める上で焦点となる要素として、
「 E 理論では Structure（組織構造）と System（組織運営システム）を、O 理論では Culture
（組織文化）」を挙げている。これらの要素は、 Peters 等が優良企業を成功に導くマネジ
メントの 7 つの要素として挙げたものに由来している。 
Peters & Waterman(1982)は、企業が成功するには、「共有された価値観（ shared value）
を中心にすえて、戦略（ strategy）、組織構造（ structure）、システム（ system）、スキル
（ skill）、スタッフ（staff）、スタイル（ style）という組織の７つの要素を調和させてマ
ネジする必要がある」とした。（図表 4） Peters 等（ 1992）は、「米国企業が従来重視して
きた、 Strategy、 Structure、System というハードの 3Ｓに加えて、 Staff、 Skill、 Style
というソフトの 3Ｓと価値観という人的な側面のマネジメントが、成功する組織のマネジ
メントの秘訣である」と主張している。そして、優良企業が持つ特質として、「分析よりも
行動の重視、自主性と企業家精神の尊重、人を通じた生産性の向上、価値観に基づく実践
などの人間重視の経営」を挙げた。Peters 自身は E 理論や O 理論という用語は用いていな
いが、従来 E 理論によるマネジメントに偏りがちだった米国企業に対して、 O 理論による
マネジメントの重要性を強調したものと解釈できる。 
Beer 等（ 2000）は、この 7S が変革の実行においても重要なマネジメントの要素である
と考え、「 E 理論によるトップダウンの計画的変革ではハードの 3S が、 O 理論による従業
員参画型の創発的変革ではソフトの 3Ｓと価値観（これらを Culture と表現している）が
特に焦点となる」としている。そして、計画的変革と創発的変革を使い分けるには、ハー
ドとソフトの両面の施策を駆使する必要があることになる。 
 
（２） 7S を変革全般のイネーブラーの統合モデルとして利用 
Peters 等の著書の訳者でありマッキンゼー社の同僚であった大前（ 1983）は次のように
述べている。「大組織をいかに運営しその活性を保ち、利益を上げ続けることができるか？
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という問いに対し、何人も合意できる最終的な答えなど用意できるわけはない。読者自身
が、その構成要素や事例を挿入し改訂し続ける必要があるのではないか」。事実、Peters 等
が超優良企業の事例として取り上げたなかには、現在でも優良企業であり続けている企業
も多いが、当時の輝きを維持できずに姿を消した企業もある。  
7S のそれぞれの内容や組み合わせ方は、企業によっても異なるであろうし、経営環境に
よって変えていくことも必要であろう。しかし、組織のマネジメントの要素を、7 つの S の
組み合わせで捉える枠組は、一般性が高いと考えられる。これまで変革全般のイネーブラ
ーとして論じられてきた要素は、この 7Ｓに包含することができ、7S は変革全般のイネー
ブラーの統合モデルと考えることができる。  
図表  4 Peters 等の組織のマネジメントの 7S  
出所）Peters & Waterman (1982)
共有された
価値観
（Shared 
Value）
戦略
（Strategy）
システム
（System）
スタイル
（style）
スキル
（Skill）
スタッフ
(Stuff
組織構造
（Structure)
 
 
第3節 COBIT5 を参照モデルとした IT を活用した変革のイネーブラーの検討  
（１） IT を活用した変革に特有のイネーブラー 
 IT を活用した変革のイネーブラーには、7S とは異なる要素があるだろうか。 Hammer & 
Champy (1993)は、業務をいちから考えなおして再設計を行う BPR の方法の中で、「変革の
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イネーブラーとしての IT とそれを支援する要素である情報の重要性」を主張した。また、
ERP（統合業務パッケージ）や SCM（製品・サービスの提供プロセスの統合管理）のような
IT によるソリューションの利用を前提として変革を行う場合には、企業や組織を超えた情
報の統合化や業務プロセスの標準化を行うための設計や変革管理の実行プロセスが重要で
ある。 
 
（２） COBIT5 を IT を活用した変革のイネーブラーとして利用 
このような IT を活用した価値連鎖の変革を実行する上で参照すべき国際的フレームワ
ークとして、IT ガバナンスの専門家が構成する ISACA が策定した COBIT5 がある。 COBIT5
は、企業の事業価値創出全体のマネジメントの一環として IT をマネジメントすることを目的
として、前の版の COBIT4.1 から大きく改訂され 2012 年に公開された。  
COBIT5 の柱となる考え方は次の通りである。  
・IT 活用の目的は、企業の利害関係者にとっての利益を実現し、リスクを最適化し、リソース
配分を最適化して、価値を生み出すことである。  
・そのために、企業としてのビジネスの目標（事業戦略）を定め、その実現のための IT に関
連した目標（ IT 戦略）を定め、その実現のためのイネーブラーの目標を定める。  
・イネーブラーには、①原則・ポリシー・フレームワーク、②（ IT マネジメントの）プロセス、
③組織構造、④カルチャー・倫理観・行動原理、⑤情報、⑥ IT サービス・ IT インフラ・アプ
リケーション、⑦人材・スキル・コンピテンシーがある。  
  
このように COBIT5 は IT 活用のマネジメントのためのフレームワークではあるが、事業とし
ての目標を達成するための事業戦略と整合した IT 活用を行うことに焦点を置いている。この
ため、 COBIT5 のイネーブラーの中で、⑥ IT サービス・ IT インフラ・アプリケーションは情報
システムに関するものだが、それ以外はすべて人間系システム（人間に関わる仕組みの意味）
に関するものである。 COBIT5 のイネーブラーには、 7S に相当するものやプロセス、情報、 IT
といった要素も含まれており、事業価値を生む IT 活用のためのイネーブラーであると同時に、
IT を活用して価値が生まれるように価値連鎖を変革するためのイネーブラーにもなりうる。  
 
（３） COBIT5 のイネーブラーを変革のイネーブラーに拡張する方法  
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「事業戦略を策定し、それと整合した IT 戦略を明確にし、人間系システムと情報システ
ム（ IT）というイネーブラーを整備した上で変革を実行することにより、事業価値が創出
される」という、基本的な考え方が COBIT5 では示されている。 
しかし、 COBIT5 のイネーブラーはあくまで効果的な IT 活用を実現するためのイネーブ
ラーであり、変革のためのイネーブラーではない。また、COBIT5 では、プロセスと情報の
イネーブラーについては、内容が定義されているが、その他のイネーブラーについては特
に詳細は示されていない。 
したがって、COBIT5 が事業価値を生む IT 活用のためのイネーブラーとして提示してい
る人間系システムと情報システム（IT）を、価値連鎖の変革のためのイネ―ブラーに相応
しい内容に拡張する必要がある。このためには、変革全般のイネーブラーの統合モデルで
ある 7Ｓと COBIT5 を照合して、IT を活用した変革のイネーブラーを抽出し、人間系システ
ムを構成する組織、人材、カルチャー、変革プロセス等と IT 活用について、各イネーブラ
ーの意味するものを関連する先行研究によって補う必要がある。さらに、人間系システム
と IT が、計画的変革や創発的変革の実行に対してどのように影響するかを明らかにして、
価値連鎖の変革のイネーブラーとしての活用方法を示す必要がある。  
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第3章 先行研究による IT を活用した変革のイネーブラーの具体化 
第1節 IT を活用した変革のイネーブラーの抽出  
Peters 等の７Ｓと COBIT5 のイネーブラーとはほぼ対応させることが出来る。 
・「共有された価値観」を表現する方法が、「原則・ポリシー・フレームワーク」である。 
・「スタイル」には、「カルチャー・倫理観・行動原理」が相当する。これを本研究では「組
織文化」と呼ぶ。 
・「組織構造」は両者で共通する。 
・「システム」には、「プロセス」と「情報」と「 IT サービス・IT インフラ・アプリケーシ
ョン」が相当する。本研究では、「システム」を「組織運営システム」、「情報」、「 IT 活用
力」、「（変革を実行する）プロセス」の 4 つの要素に分ける。 
・「スタッフ」と「スキル」には、「人材・スキル・コンピテンシー」が相当する。本研究
では、これを「（変革を推進する）人材」と呼ぶ。 
・「戦略」は、変革のイネーブラーではなく、変革の達成目標として変革と整合すべきもの
である。 
COBIT5 では、 7S の「システム」の部分が「情報」「プロセス」「 IT サービス・ IT インフ
ラ・アプリケーション」というそれぞれ独立したイネーブラーとして扱われている。これ
は、IT を活用した変革においては、IT を活用することによってより大量、多様、即時にな
った情報が、変革の価値の源泉として重要であり、また、IT と一体となった業務の変革を
設計し導入する手順としてのプロセスが重要であり、IT サービス・IT インフラ・アプリケ
ーションといった IT の構成要素を変革のために活用できることが重要だからである。本
研究では、IT の個々の構成要素よりもそれらを効果的に活用できる能力が変革のイネーブ
ラーであると考えて「IT 活用力」と呼ぶ。 
このように、7S と COBIT5 のイネ―ブラーを対応させたうえで、本研究では、「共有され
た価値観」と「組織文化」をひと括りにして「価値観」のイネ―ブラーとし、「組織構造」、
「組織運営システム」、「情報」をひと括りにして「組織」のイネ―ブラーとし、「プロセス」、
「 IT 活用力」、「人材」はそれぞれ独立したイネ―ブラーとして扱う。（図表 5） 
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図表  5  Peters 等の 7S と COBIT5 のイネーブラーの対応関係  
Peters等の7S COBIT5のイネーブラー ITを活用した
変革のイネーブラー
共有された価値観 原則・ポリシー・フレームワーク 価値観
(Shared Value) （価値観と
スタイル（Style） カルチャー・倫理観・行動原理 組織文化）
組織構造（Structure） 組織構造 組織
（組織構造と
システム（System） 情報 組織運営システム）
プロセス プロセス
（変革を実行する）
ITサービス・ITインフラ・アプリ ＩＴ活用力
スタッフ（Staff） 人材・スキル・コンピテンシー 人材
スキル（Skill） （変革を推進する）
戦略（Strategy） ー （変革と整合化）
 
出所） Peters 等の 7S と COBIT5 より筆者作成 
第2節 IT を活用した変革のイネーブラーの先行研究による補完  
IT を活用した変革の構成要素のうち、変革の実行内容と変革の効果についてはすでに第
1 章で定義しているので、 IT を活用した変革のイネ―ブラーとして新たに抽出した「価値
観」、「組織」、「人材」、「プロセス」、「 IT 活用力」と変革の達成目標となる「事業戦略」に
ついて、関連する先行研究によってそれぞれの内容を補完する。 
第 1項 価値観  
（１）組織文化に関する二つの主張  
Peters のように価値観や組織文化をマネジメントの対象とする考え方だけが、これまで
の研究の主流ではない。 Martin(1985）は、一方には、「文化はコミットメントや生産性の
鍵であり、マネジメントが可能である」と主張する「文化プラグマティスト」がいる反面、
他方には「文化はマネジメントできない。それは創発的に生まれるものである。リーダー
は文化を創らない。組織の成員が文化を創る」とする「文化純粋主義者」がいると述べて
いる。「文化純粋主義者」とは「組織文化は成員の認識と独立に存在する客観的な実在物で
はなく、成員間の相互作用を通じて社会的に構成された間主観的な意味世界である」（坂下、
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2001）と主張する解釈主義的組織文化論のことである。 
 
（２）組織文化はマネジメント可能とする考え方 
文化プラグマティストの代表が、Peters & Waterman である。その他にも、Schein(1985)
は、「リーダーが自分自身の仮定を組織の日常生活に植えつける際利用しうる強力な 1 次
的方法として、自分が奨励する事例、役割のモデリング、危機への対処の流儀、求人、人
選、昇進、免職の基準など」を挙げ、「より曖昧で制御しにくい 2 次的な方法として、組織
の機構、手続き、ルーティン化された業務、物理的レイアウト、物語や伝説、公式声明な
どに込められたメッセージ」を挙げた。また、 Deal & Kennedy(1982)は、管理者がとりう
るシンボリックな行動として「価値観といった「意味」を直接主張するシンボル化の行動
や、「意味」をすでに象徴しているさまざまなシンボル（物理的、行動的、言語的なアーテ
ィファクト）」を挙げた。これらの方法によって経営者は、組織の文化に影響を与え、均質
的、一元的な文化を創ることができるというのが一方の主張である。  
 
（３）解釈主義的文化論の立場 
これに対して、多くの解釈主義的組織文化論者は、文化は社員の間の暗黙の意味体系で
あり、経営者がマネジする対象ではないと考えている。しかし、解釈主義的組織文化論に
立ちながらも、「経営者が、言語やシンボリズムや儀礼・儀式といったシンボルを操作して
成員の意味解釈過程や意味構成過程に影響を与え、価値観や信念やパラダイムといった意
味の体系を成員に共有させる」（ Alvesson & Berg、1992）ことは可能という考え方もある。
ここでは、文化は経営者が社員に対して一方的に植え付けるものではなく、経営者は社員
の解釈や意味構成にシンボルを用いて影響を与え社員自らが意味を共有するように促すの
である。これを Berg(1986)は、「シンボリック・マネジメント」と呼んだ。この考え方の端
緒は、Pheffer(1981)の「マネジメントが政治的な言語やシンボリックな行為によって信念
の共有化をはかろうとするとき、そういった行為が創発的な規範や価値と両立するような
方向に解釈されるなら、マネジメントは成員のポジティブな感情やコンプライアンスを高
めることに成功する」という主張に見ることができる。 
 
（４）ビジョンや戦略設計図の提示 
社員間の暗黙の了解である文化そのものを変えるわけではないが、たとえば、ビジョン
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は経営者が社員に対して共通の価値観を示す方法として重要である。 Albrecht(1994)は、
「ビジョンを持つということは、会社にこうあって欲しいとか、こういう会社にしたいと
いう共通のイメージを持つことであり、今後進むべき方向の目標を定めることができる」
と述べている。また、Nanus(1992)は、ビジョンとは、「自分の会社にとって、現実的で、
信頼できて、魅力的な未来」であり、「会社とは何か、会社が目指しているものは何かを理
解すべきすべての人間にとっての道標となる」として、「現状把握、現状吟味、脈絡の構築、
ビジョンの選択」から成るビジョンの作成のためのステップを示した。また、 Gardner 
(1995)は、ビジョンを具体的な物語として語る「語り部としての経営者の役割が重要であ
る」とした。ただし、ビジョンは、経営者の想いを漠然と語っただけのものであっては意
味が社員に伝わらない。また、ある手続きに沿って美辞麗句を謳いあげたものであっても
社員を動かすものにはならない。 
Hamel & Prahalad（ 1994）は、ビジョンよりもより具体的に企業と社員が目指す方向を
示すために、「経営者は、今後 10 年間に提供していく新しい付加価値や機能、必要なコア・
コンピタンス、価値を顧客に届ける方法について戦略設計図を描くべき」であるとしてい
る。戦略設計図とは、「未来をつかむために今この瞬間から、どのような企業力を築き上げ、
どのような新しい顧客集団を研究し、どのような新しい流通チャネルを開拓し、どのよう
な優先順位で製品開発を進めるべきかなどを示す。ビジネスチャンスへの大まかなアプロ
ーチ計画」である。そして「戦略設計図は未来への道を示すが、その道を走るエネルギー
となる思い入れと知恵を供給する夢と力に満ちた「戦略方針」」を策定する。「戦略方針は
現状の経営資源や能力をはるかに超えてストレッチするもの」であり、「ストレッチ戦略」
と表現している。計画的変革においては、このような経営者の意思を明確に反映した価値
観の提示が有効であろう。 
 
本研究は、経営者は社員の意味体系の構成過程に働きかけて、社員とともに価値観や組
織文化を変えることができるという立場をとる。その際に用いられるシンボルの一形態が
創発的変革においては「原則」のような暗黙の了解であり、計画的変革においては「ビジ
ョン」「戦略設計図」といった明示された言語による表現である。それに加えて、経営者の
言動や環境づくりも、組織文化を変えるためのシンボルとして機能する。価値連鎖を変革
するには、変革者は、様々なシンボルを用いて、変革に積極的に関わるような組織の価値
観や文化を醸成する必要がある。 
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第 2項 組織  
（１）組織 IQ が示す変化適応力が高い組織の原則  
変革のイネーブラーとして組織が持つべき特性を示したものに「組織 IQ」がある。組織
IQ はベンチャー企業の企業価値評価を目的として Mendelson & Ziegler(1999)によって
考案されたが、その後、ベンチャー企業のみならず、事業の変化が早い産業を中心とする
様々な企業で、組織 IQ と企業業績との間に正の相関があることが実証された。「外部の
情報を認識し、内部で知識を発信し合い、効率的な意思決定が出来るようにし、組織の焦
点を明確にし、継続的革新を促す」という組織 IQ に示された 5 つの組織原則は、環境変化
に対して素早く的確に価値連鎖を適応させ続けるための組織の共通の能力と考えられる。 
5 つの原則は、いかなる変革においても有効な能力であるが、計画的変革の遂行におい
ては、効率的な意思決定ができる組織構造や組織運営システムと、それぞれの役割が明示
的に定義された焦点が明確な組織構造が重要であろう。また、創発的変革においては、そ
のような組織階層や役割分担の枠を超えて、変革への参加者が、それぞれ主体的に外部の
情報を獲得し、自ら内部で知識を交換し合い、継続的な革新が推奨されるような自由度の
高い組織運営が創発の機会を増やすであろう。  
 
（２）学習する組織 
創発的変革を行う組織は、構成メンバーが知識の取得に向けて動機付けられている「学
習する組織」である必要がある。学習する組織とは、「革新的で発展的な思考パターンがた
えず育まれる組織」「共同して学ぶ方法をたえず学び続ける組織」(Senge、 1990)である。
また、 Garbin(1993)は、「学習する組織とは、知識を創造・習得・移転するスキルを有し、
既 存の行動様式を新 しい知識や洞察を反 映しながら変革でき る組織」であるとし、
Daft(1997）は、「組織内のあらゆる人々が、問題の発見と解決に取り組み、実験・変化・
改善を繰り返し、それにより成長・学習・目標達成をする能力を高める組織」であると定
義している。 
 
（３）知識共有と知識創造の場としてのチーム組織 
そして、個人の知識がメンバー間で共有され、より価値の高い知識に発展するためには、
「場」が必要である。伊丹（ 2000）は、「場とは、人々が参加し、意識・無意識のうちに相
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互に観察し、コミュニケーションを行い、相互に理解をし、相互に働きかけあい、共通の
経験をする枠組み」であるとしている。 
場を形成するための組織形態のひとつがチームである。Mantz & Sims(1993)は、「高業績
の自律的チームを編成して、生産性、品質、労働の質、離職率や欠勤率、社員の協調性、
革新の機会、柔軟性、コスト効率を向上させる」ことができるとして、高業績チームにな
るためのロードマップを示した。Zenger 他（ 1994）も 4 段階による伝統的組織から高業績
チームへの移行方法を示した。また、Kotter（ 1996）は、「変革プロジェクトに方向性を示
す役割を持つ連帯チームの構築が重要であり、社内に影響力のある重要人物、様々な専門
的視点を持つ人、社内の信頼の厚い人、リーダーシップのある人を参加させた変革推進チ
ームを編成すべき」であるとした。 
チーム組織は、定常的業務とは独立したプロジェクトとして行われる変革行動のため
に向いている形態である。計画的変革のためには、 Kotterが述べた全社的変革推進チーム
などの編成が有効であり、創発的変革においては、事業の各現場組織における自律的変革
チームの編成が有効であろう。 
 
本研究は、チームの編成など「組織構造」や「組織運営システム」を適切に設計して
知識共有と知識創造の場とし、学習する組織を形成して、組織 IQに示された組織の変革実
行能力を、価値連鎖の変革に向けて企業は向上させることが可能であるという立場をと
る。 
第 3項 人材  
（１） IT を活用した変革推進人材像としての UISS の拡張 
「 IT を活用して変革を実行出来る」能力やスキルとして、変革に必要な人材を一般的に
規定することができる。 COBIT5 では、英国の IT 人材スキル標準を参照モデルとして挙げ
ている。しかし、本研究では、IT 部門だけでなく、IT を活用して変革を実行する事業部門
の人材も含めて人材像を提示している点から、IPA（情報処理推進機構、2010）の UISS（情
報システムユーザースキル標準）をもとに、IT を活用した変革に必要な人材の定義を行う。 
 UISS では、 IT ユーザー企業にとって必要となる IT 人材を次のように分類している。 
「ビジネスストラテジスト、IS ストラテジスト、プログラムマネージャ、プロジェクトマ
ネージャ、IS アナリスト、アプリケーションデザイナー、システムデザイナー、IS オペレ
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ーション、 IS アドミニストレータ、 IS アーキテクト」 
 本研究では、ビジネスステラテジストと IS ストラテジストを「ストラテジスト」として
括る。これは、事業戦略にもとづく IT 戦略と IT 駆動による事業戦略は相互補完的である
ので、この 2 つの人材の境界をあえて明確に分けずに、業際的な戦略立案人材を想定すべ
きと考えるからである。  
 プログラムマネージャは、IT を活用した業務変革を牽引する人材として「ビジネスリー
ダー」と呼ぶ。プロジェクトマネージャは、情報システムの構築プロジェクトを牽引する
人材として、同じく「プロジェクトマネージャ」と呼ぶ。情報システムの構築は、何らか
の変革プログラムの一部分として実行されることが多く、変革全体をリードする「ビジネ
スリーダー」と IT の構築に責任を持つ「プロジェクトマネージャ」の連携が不可欠であ
る。なお、変革を牽引するのは管理者であるマネージャではなく、変革の方向を示し参加
者をそれに向けて鼓舞するリーダーでなければならないと考え、あえて、「ビジネスリーダ
ー」と呼ぶ。 
 IS アナリストは、IT を活用した業務変革を企画・立案する人材として「アナリスト」と
呼ぶ。IS アーキテクトは、自社の業務と情報システムにとって最適なアーキテクチャを選
別し設計できる人材として「アーキテクト」と呼ぶ。（UISS では IS は情報システムの意味
であり、本研究での IT と同義で使われている）。アナリストもアーキテクトも IT に関す
る設計の専門家であるだけでなく、IT を活用した業務のあり方や業務の構造も提案できる
発想力が求められる。以上の人材を、IT の有効活用の企画・計画・推進に関わる変革人材
と考え、本研究の対象とする。 
 
（２）変革をリードする人材 
Kotter（ 1996）は、変革のイネ―ブラーとしての「人材」には、スキル（技能）に加え
て、「コンピテンシ―（実行能力）と変革に向けて積極的に関与する姿勢や行動が求められ
る」と主張した。そして、「管理者に求められる資質は、変革の実行を管理する「マネージ
ャ」ではなく、変革を牽引する「リーダー」である」とした。 
変革をリードする立場として経営者自身のあり方は重要である。 Bennis(1989)は、リー
ダーの基本要件として「導きとなるビジョン、情熱、高潔さ、信頼感、好奇心、大胆さ」
をあげた。Nanus(1989)は、リーダーの最重要な技能として「先見性、卓越した変革力、組
織デザイン力、先行学習、率先力、相互依存性を確立する力、ハイレベルの高潔」をあげ
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た。 O’Toole(1996)は、リーダーの特質として「高潔さ、信頼、傾聴、部下への敬意」を
挙げた。それぞれに共通する部分もあるが、計画的変革では経営者自身が先頭に立つ必要
があるので Nanus の率先力を重視したリーダー像が向いており、創発的変革では経営者は
社員の変革行動を促進する立場であるので、O’Tool の部下を尊重するスポンサーとして
のリーダー像が向いているといえよう。 
計画的変革において経営者が変革をリードする場合でも、経営者の意思を変革行動に具
現化していくストラテジスト人材やマネージャ人材は必要である。また、創発的変革にお
いては、自らが新たな事業や業務を発想する創造性を発揮できるアナリストやアーキテク
トと、その発想を事業として実現させる起業家精神のあるビジネスリーダーが重要になる。 
本研究は、管理者や社員をこうした「人材」に変えていくことは簡単ではないが、スキ
ル教育だけではなく、社員を意識づける教育、社員がそのように行動できる環境、経験に
よる訓練によって可能であるという立場をとる。 
第 4項 プロセス  
（１）変革の種類によるプロセスの使い分け 
計画的変革における実行プロセスの一例が Kotter の 8 ステップである。創発的変革に
おいては、「問題定義、測定、分析、改善、コントロール」から成るシックス・シグマ（Six 
Sigma Academy、1995）の DMAIC サイクルのようなプロセスが適用できる。（図表 6）また、
IT コーディネータ協会（ 2014）は、ビジネスのイノベーションを実現するための創発的な
試行錯誤のプロセスとして、「アイデアを生み出す価値発見フェーズ、顧客価値を設計し実
現方法を具体化する価値設計フェーズ、部分的に実環境で検証する価値検証フェーズから
なる価値創出プロセス」を提案している。 
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図表  6 シックス・シグマの DMAIC サイクル  
 
出訴） Six Sigma Academy (1995) 
 
（２） COBIT5 のプロセスの変革のマネジメントへの転用 
COBIT5 では、IT 運営の全体マネジメントプロセスである APO（整合化・計画・組織化）、
変革プログラムとそれと対応した IT プロジェクトのマネジメントプロセスである BAI（構
築・調達・導入）といった、 IT のマネジメントの標準的プロセスを定義している。 
APO のドメインには、IT に関するヒト、モノ、カネの管理について次のプロセスが定義さ
れている。これは IT を活用した変革全体の管理にも通じる内容である。 
・ APO01：マネジメントフレームワークの管理  ・ APO02： IT 戦略の管理 
・ APO03：エンタプライズアーキテクチャ（システム全体構造）の管理 
・ APO04：イノベーション（新技術の導入）の管理 
・ APO05： IT 投資ポートフォリオの管理 ・APO06：予算とコストの管理 
・ APO07：人的資源の管理  ・ APO08：（顧客、利用者と IT 提供者の間の）関係の管理 
・ APO09：（ IT 提供の）サービス契約の管理  
・ APO10：（ IT サービスの）サプライヤーの管理  ・ APO11:（ IT サービスの）品質の管理  
・ APO12:リスクの管理 ・ APO13:セキュリティの管理   
BAI01（プログラムとプロジェクトの管理）のプロセスには、次のサブプロセスが定義さ
DEFINE
（問題定義）
MEASURE   
（測定）
ANALIZE     
（分析）
IMPLOVE    
（改善）
CONTROL  
（コントロー
ル）
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れている。これは、IT に限らないプログラム・プロジェクト管理全般のフレームワークで
ある PMBOK（ Project Management Institute、2013）を参照モデルにして定義されている。 
・ 01：管理のアプローチの維持 
・ 02：プログラムの設定  
・ 03：ステークホルダーの関与の管理 
・ 04：プログラム計画の策定と維持 
・ 05：プログラムの開始と実行 
・ 06：プログラムの結果のモニタ・コントロール・報告 
・ 07：プロジェクトの開始と設定 
・ 08：プログラムとプロジェクトの品質管理 
・ 09：プログラムとプロジェクトのリスク管理  
・ 10：プロジェクトのモニタとコントロール 
・ 11：プロジェクトのリソースとワークパッケージの管理 
・ 12 プロジェクトまたはイテレーションの終了 
・ 13：プログラムの終了  
これらの IT マネジメントのプロセスを、変革のためのマネジメントプロセスに拡張し
て活用することができる。 
本研究では、先行研究が示している計画的変革のための直列型のプロセスと、創発的変
革のためのスパイラル型のプロセスを必要に応じて組み合わせて変革を実行することが出
来ると考える。 
第 5項 IT 活用力  
IT については、その戦略性について様々な議論がある。 
（１） IT の戦略性否定論 
 ひとつは、IT はもはや競争優位を生むような戦略性はない、という Carr(2004)の主張で
ある。これは、「 IT がたどってきた歴史を鉄道・電信など他のインフラと比較してみると、
IT はすでに誰もが利用できるインフラとなり生産要素の一種でしかなくなっている」とし
ている。したがって、企業は、新たな IT の導入を積極的に行っても競争優位にはつながら
ないので、効率化に繋がる範囲内で必要最低限の投資をして、シンプルで標準的な IT のみ
を持てばよいと主張した。 
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（２） IT の戦略性重視論 
一方、これと反対の立場から、IT をもっと重視すべきであるという主張もある。これは、
「 IT は事業戦略の実現をオペレーショナルに支援するだけでなく、ビジネスそのものの形
成と一体化している。IT を駆動力にして、環境変化に対応できる競争優位を築くべきであ
る」（ Drnevich & Croson、 2013）という考え方である。 
 IT が環境変化に対応できる競争優位に役立つひとつの方法は、「 IT を使って創発的変革
のための試行錯誤を高速化、低コスト化、多頻度化して」（ Thomke、 2003）、時間がかかり
すぎるという創発的変革の弱点を補強することである。 IT をイテレーション（繰り返し）
の手段とし、創発的変革を加速するのである。  
また、 IT によって企業の環境変化への対応をより柔軟にすることである。これは、「業
務や情報システムの構造をモジュールに分割し、たがいに独立した自律的なモジュールの
組み合わせで全体を構成する」（ MacCormack、 2008）ことによって実現される。モジュー
ル化によって、将来のデザインの追加や変更に対する適応をしやすくする。 
さらに、モジュール化がすすんだ業界では、「自社の提供する製品・サービスに付加価値
をつけてくれる関連製品・サービスが増えるほど、自社製品・サービスの利便性が高まっ
て競争力が増すので、外部企業にもインターフェースを公開して開発しやすくしたり、自
社のサービスを他社サービスに組み込みやすくしたりして、共存共栄のエコシステム」（國
領、2011）が形成される。そして、「多様な主体が協働する際に、協働を促進するコミュニ
ケーションの基盤となる道具や仕組み」のことをプラットフォームと呼ぶ。IT は協働のプ
ラットフォームを形成する有力な方法のひとつである。  
 
（３） 業務と情報システムの全体構造（アーキテクチャ）の重要性  
 モジュール化やプラットフォームの形成のためには、業務と情報システムの全体構造（ア
ーキテクチャ）のあり方が重要である。  
企業のアーキテクチャを分類するモデルとして Ross(2002)はアーキテクチャの成熟度
の 4 段階を提唱した。企業の業務と情報システムの全体構造は標準化と共有化の進展度合
いによって、次の 4 段階に分類される。（図表 7） 
①  個別最適型：各事業部門の個別最適を優先し、各部門が独自に IT 基盤やアプリケーシ
ョンの技術・製品の選択、及び構築を行っている。 
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②  IT 基盤標準型：個別最適型の特徴を持ちつつも、 IT 基盤（ネットワーク、データベー
スなどのインフラ部分）については、部門間で共通の技術・製品を適用している。 
③  業務プロセス・データ統合型：IT 基盤標準型の特徴に加えて、業務プロセスやデータ
そのものも部門間で共通化され、全体最適が図られている。 
④  共通部品型：上記に加えて、共通機能/部品を活用し、各部門に応じたカスタマイズが
施されている。  
図表  7 アーキテクチャの成熟度の 4 段階  
 
出所） Ross (2002)のアーキテクチャ成熟度をもとに筆者作成  
 業務プロセス・データ統合型は、4 つの段階の中で最も IT 運営のコスト効率性が高く、
業務プロセスや情報システムの品質が安定し、データの一元管理ができるので、企業とし
てのひとつの到達点である。しかし、統合システムが巨大になると、環境や戦略の変化へ
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の俊敏な適合がしにくくなる。 
 一方、個別最適型は、その他の部門や情報システムからの制約に縛られることなく情報
システムを作ることが出来るので、情報システムの局所的な俊敏性は高い。しかし、個別
システムが積み重なってくると、既存システムの維持管理の負担が膨大になりコスト増に
繋がる。 
 個別最適化の俊敏性と統合型の全体最適を両立させるのが共通部品型である。しかし、
業務と情報システムを共通部品として設計し、それを共有するためのマネジメントは、難
易度が高く管理の負担も大きいので、実現することが容易ではない。モジュール化とは、
4 分類の中では、この共通部品型を実現する方法である。  
 
 また、藤本（ 2003）は、組み立て型製品を対象に、製品の内部構造（製品アーキテクチ
ャ）を「インテグラル（摺り合わせ）型とモジュール（組み合わせ）型」に分類し、さら
に、「製品を構成する部品の調達が個別企業に閉じたクローズド（囲い込み）か、オープン
（業界標準）か」に分類した。インテグラルでオープンという組み合わせは無いので、製
品アーキテクチャは 3 種類に分類できることになる。  
インテグラル型は、時間と資源をかけるほど機能や性能は向上していくが、構成要素間
の摺り合わせに時間がかかるため、市場投入（実用化）スピードが遅くなる。一方、モジ
ュール型は、あらかじめ決められた標準にそって部品を組み合わせるため短期間で一定水
準の性能を発揮する製品が出来るが、その後は、インターフェースの許容範囲が制約にな
り劇的な性能向上は見込めない。継続的性能向上と実用までにかかる時間のどちらを採る
かによって製品アーキテクチャの選択が変わる。  
 モジュール型の製品については、インターフェースを公開して部品をオープン調達する
か自社内で製造するかという選択がある。自社製品をプラットフォームにするには、イン
ターフェースのオープン化が前提となる。  
 この分類は、製品だけでなく、業務プロセスや情報システムについても適用できる考え
方である。インテグラル型が業務プロセス・データ統合型、モジュール型が共通部品型に
対応する。変化に対応して業務や情報システムを迅速に改訂できるようにするには、モジ
ュール型すなわち共通部品型が適しており、外部の企業との連携や顧客との連携を行うに
は、インターフェースを公開してオープン型にする必要があるということである。  
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（４） IT と人間系システムの相乗効果  
「 IT は変革を加速するイネ－ブラーである」（ Davenport、1993）。製品・サービス、業務
プロセス、ビジネスモデルのいずれを変革するためにも、IT を有効に活かすことが大きな
助けになる。ただし、 IT は直接的に財務的効果を生むものではないという主張もある。
Brynjolfsson 他(2002)は，「 IT 投資だけで経済的リターン（財務的効果）がえられるわけ
ではないが，IT の効果を引き出す能力や取り組みなどの無形の資産（人間系システムに相
当する）への投資を行うことにより、企業価値を高めることが可能である」ことを示した。 
日本企業を対象とした研究もある。平野 (2007)は，組織 IQ を用いた組織能力の概念を導入
し，「組織能力が高くなるほど IT 投資が企業業績に与える影響は大きい、一方で、組織能
力が低いときに IT 投資を増やしても効果は薄い」ことを実証した。歌代（ 2007）は、「 IT
マネジメントの成熟度が情報システムの整備度に繋がり、それが業務プロセスとイノベー
ションプロセスの成果に繋がり、それが顧客満足度、イノベーションの成果に繋がり、成
長性、効率性に繋がり、最終的に収益性に繋がる」という効果創出の過程を示した。篠原
（ 2007）は、「情報化だけでなく、組織改革や人的資本対応をした企業のほうが、BSC の評
価指標で示される効果は高いこと、情報化が低くても他の 2 つが高ければ効果は高くなる
こと」を示した。大森・妹尾（ 2007）は、導入された IT 資産の強度と特性や、組織 IQ に
よって示される組織特性によって、BSC の指標で示される IT 投資の効果の認識が異なるか
を分析した。そして、「 IT 資産の強度と特性が効果の認識に影響を及ぼすこと、組織特性
が効果の認識に影響を及ぼすこと、さらに IT 資産と組織特性が相乗的に効果の認識に影
響を及ぼすこと」を実証した。このように、IT と人間系システムの整備の相乗効果に関す
る研究が多くなされている。 
 
本研究では、計画的変革においては業務機能のモジュール化によって業務と情報システ
ムの柔軟性を確保するアーキテクチャ・マネジメントが重要であり、創発的変革において
はイテレーションの手段や協働のプラットフォームとして IT を活用し、人間系システム
と相乗効果を発揮するマネジメントが重要であると考える。 
第 6項 事業戦略  
（１）戦略に関する２つの考え方 
「戦略」は、「組織のミッション及び目標に沿って成果を達成するためのトップマネジメ
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ントによるプラン」（ Wright 他、1992）という意味で用いられる。この定義では、事業戦略
は、経営者が策定し、社員を成員とする組織が実行する、方針あるいは計画であるという
ことが前提になっている。経営者が策定した事業戦略を実現できるように、計画的に組織
や人材を整え、組織が価値連鎖を計画的に変革する。 
一方、事業戦略は組織によって創発的に生み出されるという主張もある。「事業戦略の形
成は単に戦略策定者に意図されたものではなく、行為の中から創発的に戦略が生み出され
てくる側面もあり、その観点から事業戦略は「一連の行為のパターン」である」（ Mintzberg、
1998）といった考え方である。組織や人材が創発的に継続的に行う変革の中から、パター
ンとして戦略が生成される。 
「事業戦略は企業が置かれた外部環境によってあらかじめ決定される」という意味で計
画的な事業戦略の考え方に属すのが、Porter (1980)のポジショニング論である。外的状況で
ある顧客と競争、すなわち市場構造や業界構造に基づいて事業戦略を決めるために、「新規
参入者の脅威、売り手の交渉力、買い手の交渉力、代替品の脅威、競争業者間の敵対関係」
という５つの競争要因を評価する。これを「5 フォース分析」という。（図表 8）  
・新規参入者の脅威：業界への新規参入の障壁が高ければ、和気あいあいで競争は緩やか
だが、障壁が低いと、競争が激しくなる。  
・売り手の交渉力：売り手が多くの顧客を持っていたり、独占的な供給元になっていたり
すると、売り手の交渉力が強くなり、交渉が厳しくなる。  
・買い手の交渉力：買い手（顧客）が、購入量、情報量、代替製品を持っていると、買い
手の交渉力が強くなり、価格交渉が厳しくなる。  
・代替品の脅威：ほかの業界の革新によって、業界内にある製品やサービスの代替品が提
供されると、自らの業界が浸食される。  
・競争業者の敵対関係：業界他社との敵対関係が激しいと生き残りが大変になる。  
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図表  8 競争要因の 5 フォース分析  
競争業
者間
新規参
入者
買い手
代替品
売り手
脅威
交渉力
脅威
交渉力
敵対関係
 
出所） Porter (1980)   
 
そして、業界における競争の構造に基づいて、「コストリーダーシップ」、「差別化」、「集
中」の基本戦略のいずれかを選択する。  
・コストリーダーシップ：自社の属する業界で、同業者よりも低コストの地位を占めよう
とするものである。この戦略は、経験を累積すること、大規模な生産設備への投資、規模
の経済性の追求、総体的なオペレーティング・コストの低減などによって実現される。  
・差別化：ユニークな製品やサービスを開発し、ブランド・顧客ロイヤリティを獲得しよ
うとするものである。企業は、他社よりも品質やパフォーマンスが高いか、あるいは著し
くユニークな特徴を持っていることによって、価格の高さを正当化することができる。  
・集中：狭く絞られた市場セグメントを扱おうとするものである。企業は、特定の顧客グ
ループ、製品ライン、あるいは特定の地域市場に集中できる。  
 
一方、創発的な事業戦略の代表が Barney (1991)のリソースベーストビューである。こ
れは、内的状況である自社の強みとする資源に基づいて、効果的な事業戦略を決める方法
である。「企業の資源には、物理的なもの、人的なもの、組織的なものが含まれ、企業文化
によってこれらをひとつにまとめ上げることで、自社の強みを活かした事業戦略が形成さ
れる」という考え方である。自社の資源が競争優位になるかどうかを、「 Value:経済価値が
あるか、 Rarity:希少性があるか、Inimitability:真似しにくいか、 Organization:組織が
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整っているかという 4 点から評価する。」これを 4 つの頭文字をとって「 VRIO 分析」と呼
ぶ。  
 
自社の強みとなる資源にもとづく競争優位という考え方は、Hamel & Prahalad(1994) の
コア・コンピタンス論や、Stalk, Evans, & Shulman(1992)のコア・ケイパビリティ論に発
展した。コア・コンピタンスは「個別スキルや組織という枠を超えた学習の積み重ねであ
り、種々の生産能力を調整する方法、または複数の技術的流れを統合するもの」（ Hamel 等、
1994）であり、コア・ケイパビリティは「単なる資源の保有ではなく、資源を活用する組
織ルーティンやビジネスプロセスの統合的集合」（Stalk 等、1992）である。このように資
源を持つだけではなく資源を活用する能力が競争優位であり、その能力は長期的に意図し
て創り上げるものである。 
しかし、いったん構築したコア・コンピタンスも、時間の経過と環境の変化によって、
優位性を失い、それが変えられないことがかえって優位性を阻害するという「コア・リジ
リティ」を Leonard-Barton(1992)は主張した。この問題を解決するために、Teece 他 (1997)
は、「ダイナミックケイパビリティ」すなわち「急激に変化する環境に対処するために、組
織の利用できる内外の資源を統合・構築・再構成する能力」が必要であると主張した。こ
のように、創発的な戦略論では、戦略の内容の優劣ではなく、競争優位を築くことができ
る組織能力のあり方が中心的な論点になってきた。 
 
本研究では、計画としての事業戦略と創発される事業戦略のいずれもが、企業の中で併
存すると考える。そして、計画と創発の双方向の過程を通じて、事業戦略と変革の実行は
整合性が保たれると考える。 
 
（２）事業戦略を見直す視点 
事業戦略を立てるにあたっては、「企業の外的状況の評価と内的状況の評価をもとに戦
略の選択肢を決定する」（ Andrews 他、1982）ことが一般的である。外的状況には顧客と競
争の分析があり、内的状況には自社の強み弱みの分析がある。こうして決定した「戦略を
実行する方針として、企業はマーケティングミックスを決定する。」（ Kotler 他、 2006） 
本研究では、①市場と顧客、②業界と競合、③自社の強み、④マーケティングミックス
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を、企業に変革を迫るような事業戦略の見直しの 4 つの軸と考える。  
 
（３）事業戦略、変革、 IT 戦略の関係 
IT 戦略については、計画された事業戦略に基づいて、それを支援する IT 活用方針を策
定するという、「戦略駆動型」の IT 戦略と、IT が持つ可能性を活かして組織能力を向上さ
せ、結果として競争優位に繋がる事業戦略が生まれるという「 IT 駆動型」の IT 戦略があ
る。 
「戦略駆動型」の IT 戦略の代表は、「ビジネスと IT の整合化モデル」を唱えた Henderson 
& Venkatraman (1993)である。このモデルでは、「事業戦略、IT 戦略、組織インフラ、
情報システムインフラの４つの領域を、適合させ、統合してマネジメントすることが重
要である」としている。これは事業戦略が主導し、組織の変革と IT 活用はそれに従う
という考え方である。（図表 9） 
図表  9 Henderson 等のビジネスと IT の整合化モデル  
ビジネスドメイン ITドメイン
外部 事業戦略 技術的潜在力 IT戦略
競争的潜在力
サービスレベル
内部 組織インフラと 戦略実行 情報システムインフラ
プロセス とプロセス
出所）Henderson & Venkatraman (1993)  
 
一方、「 IT 駆動型」の IT 戦略の原点は、Nolan(1973)のステージ理論である。 
これは、企業における IT 活用の発展段階として、「導入段階、普及段階、統制段階、
統合段階という４つのステージ」を想定し、自社の段階に応じた IT 活用方針を考える
ものである。事業戦略とは直接関係させずに、技術としての IT の活用の進展をもとに
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IT 戦略を策定する。ステージは後に 6 段階に拡張されるが、基本となる考え方を示す
ものとして、ここでは当初の理論を取り上げている。 
Woodward 他 (2013)は、IT 戦略（ IT 活用方針）を「ポジショニング」「レバレージン
グ」「オポチュニズム」の３つに体系化した。ポジショニングが「業界における競争優
位を築くための IT 活用」、レバレージングが「自社の独自の強みをさらに強化するた
めの IT 活用」、オポチュニズムが「新たな事業機会を掴むための IT 活用」を指す。  
 
計画的事業戦略と計画的変革、創発的事業戦略と創発的変革は、それぞれ一対として
論じることができる。また、計画的事業戦略が策定されることが「戦略駆動型」の IT
戦略の前提となっている。 
 「 IT 駆動型」の IT 戦略は、IT の特性をもとにして IT 活用方針を考え、それを変革
方針や事業戦略にも反映させるということであり、事業戦略ありきで変革を考えその
手段として IT を考える、というように IT を補助的な位置付けにしない。「 IT 駆動型」
の IT 戦略と対をなす変革や事業戦略は、計画的なものもあれば、創発的なものもある。
（図表 10） 
図表  10 事業戦略、変革、 IT の関係  
出所）筆者作成
創発 駆動
創発的戦略 創発的変革 IT駆動型IT戦略
駆動
計画的戦略 計画的変革 戦略駆動型ＩＴ戦略
整合 整合
 
第3節 IT を活用した変革の構成要素のまとめ（想定版モデルの提示） 
 先行研究のレビュー結果を踏まえて、IT を活用した変革の構成要素の間の相互関係を整
理すると次の「 IT を活用した変革による効果創出モデル」が想定される。（図表 11） 
「・事業戦略と整合させて  
・価値観、組織、人材、プロセスから構成される人間系システムと、IT 活用力をイネーブ
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ラーとして活かして 
・改善、再設計、創造といった価値連鎖の変革を実行すれば  
・顧客の評価や財務的効果で表現される変革の効果が創出される。」  
図表  11 IT を活用した変革による効果創出モデル（想定版）  
イネーブラー
人間系システム
・価値観
・組織
・人材
・プロセス
整合 活用 創出
事業戦略 価値連鎖の変革の実行 変革の効果
・市場と顧客 ・改善 ・顧客の評価
・業界と競合 ・再設計 ・財務的効果
・自社の強み ・創造
・マーケティングミックス
　活用
ＩＴ活用力
イネーブラー  
出所）筆者作成 
 
さらに、IT を活用した変革の構成要素の内容について、計画的変革と創発的変革を対比
する形で先行研究の検討結果を整理する。（図表 12） 
①  変革実行内容：計画的変革は、事業や業務の再設計・創造のために断続的に行われる。
一方、創発的変革は、事業や業務の改善のために継続的に行われる。  
②  事業戦略：計画的変革に対応するのは計画的事業戦略である。事業のポジショニングに
もとづく中長期経営方針・計画といった形で示される計画的な事業戦略にそって、計画
的に変革は実行される。一方、創造発的変革に対応するのは創発的事業戦略である。創
発的な変革の実行を通じて、自社の強みとなる資源を生かし、競争優位を築ける組織能
力を獲得する方向で、目指すべき将来の合意が組織の中で戦略として形成されてゆく。 
③  価値観：計画的変革においては、経営者が作成し社員に提示するビジョンや戦略設計図
といった将来に向けたあるべき姿が社員の間で共通の価値観となる。一方、創発的変革
においては、組織の中に暗黙の形で存在する原則が価値観となる。 
④  組織：計画的変革を実行する組織は、ミッションを明確にした全社チームとして編成さ
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れ、組織横断的にキーパーソンが集結する。ミッション達成のために、意思決定構造は
明確で効率的であり、チーム内のタスク間の焦点の当て方や役割分担も明確で混乱が
ない。一方、創発的変革は、社員自らの意思で編成され自律的に運営される分散チーム
によって行われる。チームに参加するメンバー間、あるいは、チーム間では、外部情報
の認識、内部での知識交流、継続的な革新への取り組みが自発的に行われる。 
⑤  人材：計画的変革においては、経営者は自ら変革を牽引するリーダーシップを発揮する。
求められるキーパーソンは、経営者の意図を汲み取って変革方針として具現化するス
トラテジストと、方針に沿って変革を確実に遂行する管理能力が高いプロジェクトマ
ネージャである。一方、創発的変革においては、経営者は社員の創発的行動を促すスポ
ンサーの役割を果たす。キーパーソンは、新たな事業や業務の発想を形にできる創造力
を持ったアナリストやアーキテクトであり、そうした発想を事業として実体化できる
起業家精神があるビジネスリーダーである。 
⑥  プロセス：計画的変革は、あらかじめ決められたステップを順次踏んでゆく直列型のプ
ロセスで実行される。そのために変革全体プログラムとそれを構成するプロジェクト
のマネジメントプロセスの整備が重要である。一方、創発型変革は、実行の途上での試
行錯誤を経てスパイラルに実行される。そのために改善サイクルを効果的に回すプロ
セスの整備が重要である。 
⑦  IT 活用力：計画的変革では、 IT は価値連鎖に組み込まれて製品・サービス、業務プロ
セス、ビジネスモデル等を変えるために活用される。重要な IT の役割は、業務機能や
システム機能をモジュール化して柔軟性・拡張性を確保することである。そのための業
務と情報システムの全体構造（アーキテクチャ）のマネジメントが重要である。一方、
創発的変革では、組織、人材、プロセスといった人間系システムを高度化するのため協
働のプラットフォームとして IT は活用される。また、創発の結果として価値連鎖を変
えるためにも活用される。重要な IT の役割は、イテレーションを高度化、高速化、多
頻度化する手段を提供することである。そして人間系システムと IT 活用の相乗効果の
マネジメントが重要である。 
⑧  変革の効果：顧客の評価や財務的指標といった効果は、計画的変革では一時に飛躍的に
創出され、創発的変革では継続的に漸進的に創出される。 
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図表  12 計画的変革と創発的変革における IT を活用した変革の構成要素  
変革の構成要素 計画的変革 創発的変革
【変革実行内容】 断続的な再設計や創造 継続的な改善
【事業戦略】 計画的戦略（経営者によるプラン） 創発的戦略（組織により生み出されるパターン）
事業のポジショニングの選択 自社の強みの資源を生かせる方針
中長期経営方針・計画 競争優位を築ける組織能力の獲得
【イネーブラー】
価値観 経営者が指し示すビジョン 組織が共有する暗黙の原則
将来の事業へのアプローチを示す戦略設計図
組織 変革実行のミッションを持った全社チーム 自発的、自律的な分散チーム
効率的な意思決定、焦点が明確な組織 外部情報認識、内部知識交流、継続的革新
人材 経営者のリーダーシップ 経営者のスポンサーシップ
経営者の意図を具現化するストラテジスト 創造力があるアナリストやアーキテクト
管理能力が高いプロジェクトマネージャ 起業家精神があるビジネスリーダー
プロセス ステップを踏んだ直列型の実行プロセス 試行錯誤によるスパイラル型の実行プロセス
プログラム・プロジェクトマネジメント 改善サイクル
IT活用力 業務と情報システムの柔軟性の確保 人間系システムを高度化する協働プラットフォーム
業務機能やシステム機能のモジュール化 試行錯誤を加速するイテレーション手段
アーキテクチャ・マネジメント 人間系システムとIT活用の相乗効果
【変革の効果】 顧客の評価や財務的指標の飛躍的向上 顧客の評価や財務的指標の漸進的向上
出所）筆者作成  
以上の整理によって、IT を活用した変革の構成要素間の関係に関するモデルと、企業が
計画的変革を行う場合と創発的変革を行う場合の変革の構成要素の違いを示すことができ
た。 
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第4章 IT を活用した変革による効果創出モデルの確認 
第1節 変革の構成要素の関係に関する第 1 の問いと仮説１の設定  
 この章では、前章で先行研究にもとづいて定義した IT を活用した変革の構成要素の間
にどのような関係があるかを、企業の実際の行動を分析することによって確認する。その
ための本研究の第一の問い（リサーチクエスチョン１）を次の通りとする。 
「計画的変革や創発的変革に適用できるように先行研究によって COBIT5 のイネ―ブラ
ーを拡張して得られた事業戦略、人間系システム、IT 活用力は、変革の実行と変革の効果
創出にどのような影響を与えるか？」  
 
 前章で作成した「 IT を活用した変革による効果創出モデル（想定版）」を詳細化して企
業の実態によって確認するために、変革の構成要素間の関係について先行研究の結果から
次の仮定を設定する。 
（１）計画的変革と創発的変革による効果創出  
・価値連鎖の変革を実行することによって、財務的効果や顧客による評価の向上（以下で
は、「顧客の評価」と呼ぶ）で表現される変革の効果が生み出される。 
・変革の方法には、計画的変革と創発的変革がある。 
・創発的変革は価値連鎖の継続的な改善のための方法であり、計画的変革は価値連鎖の再
設計や創造のための方法である。 
・それぞれは相互補完的であり、変化の激しい競争環境下では計画的かつ創発的な変革が
求められる。 
 
（２）人間系システムと IT 活用力から成る変革のイネ―ブラー 
・ Peters 等（ 1992）のマネジメントの 7 つの要素（７S）は、計画的変革や創発的変革の
ためのイネ―ブラーでもある。 
・ COBIT5（ 2012）は、価値を生む IT 活用のためのイネ―ブラーを提示している。 
・ Peters の 7S と COBIT5 のイネ―ブラーを、相互に対応させて IT を活用した価値連鎖の
変革のためのイネーブラーを抽出することができる。 
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・価値連鎖の変革を可能にするイネーブラーは、人間系システムと IT 活用力である。人間
系システムは、価値観、組織、人材、（変革実行の）プロセスから構成される。  
 
（３）変革実行や効果創出と変革のイネ―ブラーや事業戦略との関係  
・人間系システムの整備は、変革の実行を通じて間接的に効果の創出に繋がる。 
・IT 活用力は、変革の実行を通じて間接的に効果の創出に繋がる。IT 活用力は、人間系シ
ステムの整備にも貢献する。 
・事業戦略の見直しは、人間系システムの整備と IT 活用力の強化を促す。 
 
仮説１：これらの仮定から導かれる、事業戦略、人間系システム、IT 活用力、変革の実
行、変革の効果の間の関係に関する仮説は次の通りである。  
仮説１－１：価値連鎖の改善、再設計、創造といった変革を実行することによって、顧客
の評価や財務的効果で表現される変革の効果が生み出される。 
仮説１－２：人間系システム（価値観、組織、人材、プロセス）と IT 活用力は、価値連鎖
の変革の実行による効果創出を可能にするイネーブラーである。 
仮説１－３：IT 活用力は、人間系システムの整備を促すことによって、間接的に変革の実
行に繋がる。  
仮説１―４：事業戦略の見直しは、人間系システムの整備と IT 活用力の強化を促すこと
によって、間接的に変革の実行に影響を与える。   
 なお、第 1 の問いと仮説 1 に関する分析は、筆者等の経営情報学会誌掲載論文「IT を活
用した変革による効果創出モデル」（淀川・平野、 2015）をもとにしている。 
第2節 研究方法  
第 1項 アンケート調査の方法  
IT を活用した変革のイネーブラーの変革の実行への影響を調査したデータはこれまで
に存在しないので、独自の調査が必要であった。日本企業の IT 活用実態調査は、 2003 年
から毎年継続して実施され、経営者マタ―のテーマについて真摯に答えていただける回答
者層を形成してきた。2013 年 12 月に行ったこの調査のアンケートに変革に関する質問を
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追加して実施した。日本の売上高上位企業 3000 社の情報システム担当役員や情報システ
ム部門長に調査票を郵送し、そのうち 599 社から郵送によって回答を得た（回答率約 20％）。
集計結果は郵便にて回答企業に返送した。回答企業の業種別と売上規模別のクロス集計結
果を示す。（図表 13）このように、回答企業は、業種の違いと企業規模の違いを満遍なく
カバーしており、日本の大手企業を代表するサンプルといえる。 
 図表  13 回答企業の業種別ｘ売上規模別の構成  
１００億円
未満
１００億円
～３００億
円未満
３００億円
～６００億
円未満
６００億円
～１，００
０億円未満
１，０００
億円～３，
０００億円
未満
３，０００
億円～６，
０００億円
未満
６，０００
億円～１兆
円未満 １兆円以上
度数 33 50 33 24 42 18 8 22 230
総和の % 6.1% 9.2% 6.1% 4.4% 7.7% 3.3% 1.5% 4.1% 42.4%
度数 11 16 15 15 22 7 2 4 92
総和の % 2.0% 2.9% 2.8% 2.8% 4.1% 1.3% .4% .7% 16.9%
度数 11 8 1 4 10 2 3 6 45
総和の % 2.0% 1.5% .2% .7% 1.8% .4% .6% 1.1% 8.3%
度数 29 27 19 8 18 7 5 7 120
総和の % 5.3% 5.0% 3.5% 1.5% 3.3% 1.3% .9% 1.3% 22.1%
度数 20 11 2 1 3 1 0 1 39
総和の % 3.7% 2.0% .4% .2% .6% .2% 0.0% .2% 7.2%
度数 5 4 2 1 1 1 1 2 17
総和の % .9% .7% .4% .2% .2% .2% .2% .4% 3.1%
度数 109 116 72 53 96 36 19 42 543
総和の % 20.1% 21.4% 13.3% 9.8% 17.7% 6.6% 3.5% 7.7% 100.0%
注）業種や売上高が無回答の企業は集計に含めていない
合計
売上規模
合計
業種大分類 製造業
流通業
金融業
サービス業
情報サービ
ス業
その他
 
出所） IT 活用実態調査 2013 年 
 
ちなみに、回答企業における COBIT（これまでに公表されているいずれの版でも良い）
の活用状況は、活用している 17 社（ 2.8％）、ある程度活用している 72 社（ 12.6％）、どち
らともいえない 60 社（ 10.0％）、あまり活用していない 51 社（8.5％）、活用していない
266 社（ 44.4％）、不明 133 社（ 22.2％）である。本研究では、回答企業が COBIT を利用し
ているか否かにかかわらず、COBIT5 のイネーブラーを鏡としてそれに相当する変革のネジ
メントを行っているかどうかを確認した。 
仮説１における事業戦略、改善、再設計、創造といった変革の実行、人間系システム、
IT 活用力、変革の効果といった要素の間の関係を検討するために、アンケートでは、事業
戦略の見直し内容、変革の実行内容、人間系システムの整備内容、変革のための IT 活用内
容（ IT 活用力に対応する）、変革の効果創出に関して、それぞれ複数の質問項目を用意し
た。そして、各質問項目について、実施度合（実施したか否か）や創出度合（効果が出て
いるか否か）を、 5 点肯定、 4 点ある程度肯定、 3 点どちらともいえない、 2 点どちらかと
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いえば否定、1 点否定という 5 段階の選択肢を設けて平均値をとった。それらの質問項目
を集約して分析のための変数を作成した。 
第 2項 分析する変数の定義  
（１） 事業戦略見直しの必要度合と実施度合 
 調査では、①市場と顧客、②業界と競合、③自社の強み、④マーケティングミックスと
いう、4 つの事業戦略の見直しについて必要度合と実施度合を聞いた。そして、この 4 つ
の平均値をとって「事業戦略見直し必要度合」と「事業戦略見直し実施度合」という変数
とした。質問項目は、それぞれに 1％水準で有意の正の相関があり、平均値をとることに
よってたがいに打ち消し合うことはない。事業戦略を見直した場合に変革の実行度合が高
まることによって、事業戦略と変革実行の整合性を確認する。 
 
（２）変革の実行度合 
価値連鎖の変革には、「製品・サービスの変革」、「業務プロセスの変革」、「ビジネスモデ
ルの変革」の 3 つの対象がある。また、製品・サービス、業務プロセス、ビジネスモデル
のいずれについても、「改善」「再設計」「創造」の 3 種類の変革がある。 
調査では、変革の３つの対象と３つの種類を組み合わせて、９つの変革の実行度合を聞
いた。9 つの変革の実行度合の値を見ると、3 つの改善（相関係数 0.47 以上）、３つの再設
計（相関係数 0.56 以上）、３つの創造（相関係数 0.62 以上）は、それぞれ実行度合の相関
が高い。また、再設計と創造も相関が高い（相関係数 0.43 以上）。そこで、３つの再設計
と３つの創造を合わせて平均値をとって「再設計創造型変革実行度合」とし、３つの改善
の平均値をとって「改善型変革実行度合」という変数とした。質問項目は、それぞれに 1％
水準で有意の正の相関があり、平均値をとることによってたがいに打ち消し合うことはな
い。 
 
（３）人間系システム整備度合 
調査では、「 IT」以外の変革のイネ―ブラーである「価値観」、「組織」、「人材」、「プロセ
ス」に関するマネジメントの実施度合を聞いた。そして、その 4 つを人間系システムとし
て括って平均値をとり、「人間系システム整備度合」という変数とした。質問項目は、それ
ぞれに 1％水準で有意の正の相関があり、平均値をとることによってたがいに打ち消し合
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うことはない。 
 
（４）変革のための IT 活用度合 
調査では、IT 活用力に関して以下の３つの変革のための IT 活用度合を聞いた。そして、
その 3 つの平均値をとって「変革のための IT 活用度合」という変数とした。質問項目は、
それぞれに 1％水準で有意の正の相関があり、平均値をとることによってたがいに打ち消
し合うことはない。 
①  製品・サービスの変革への IT 活用 
②  業務プロセスの変革への IT 活用 
③  ビジネスモデルの変革への IT 活用 
 変革のために IT を活用する度合が高いことによって、IT 活用力の高さを確認する。 
 
（５）変革の効果創出度合 
調査では、変革の効果について、BSC の結果指標である「顧客の評価」と「財務的効果」
を挙げて、それぞれ効果創出度合を聞いた。この 2 つを効果を見るための変数とした。 
第 3項 各変数の平均値の傾向  
 各変数について、回答企業全体の平均値をとってみると次のような傾向がある。いずれ
の変数の平均値も 2 点台から 4 点台であり、極端に高いものも低いものも無い。このこと
から、どの企業にとってもあたりまえに実行できることやどの企業も実行できないような
ことは構成要素として取り上げていないことが確認できる。 
（１）事業戦略の見直しの必要度合と実施度合  
 4 つの見直しの軸のいずれについても、必要度合が 4 点台前半、実施度合が 3 点台後半
であり、 0.5 ポイントほどの差がある。事業戦略の見直しの必要性は感じるが、実際には
見直しには踏み切れない企業が多いことがわかる。4 つの軸の中では、「市場と顧客」の見
直しをする企業が多く、「マーケティングミックス」を見直すと答えた企業がやや少ないが、
4 つの軸の間に大きな差はない。「市場と顧客」については、見直しが必要と考える企業が
特に多い。企業は、顧客の要求の変化や対象とする市場の変化によって事業戦略見直しに
迫られていることがわかる。（図表 14、図表 15） 
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図表  14 事業戦略の見直しの必要度合と実施度合（表）  
事業戦略の軸 見直しの必要度合 見直しの実施度合
市場と顧客 4.30 3.85
業界と競合 4.06 3.62
自社の強み 4.04 3.57
マーケティングミックス 3.97 3.45  
出所） IT 活用実態調査 2013 年 
図表  15 事業戦略の見直しの必要度合と実施度合（グラフ）  
2.00
2.50
3.00
3.50
4.00
4.50
見直しの必要度合
見直しの実施度合
 
出所） IT 活用実態調査 2013 年 
 
（２） 変革の実行度合 
 製品・サービス、業務プロセス、ビジネスモデルのいずれについても、改善の実行度合
が 3.5 程度、再設計や創造の実行度合が 2.5 強であり、 1 ポイント弱の差がある。改善レ
ベルの変革は実行する企業が多いが、再設計や創造まで踏み込む企業は少ないということ
ができる。3 つの変革の対象の中では、「ビジネスモデル」の変革が、やや低いが、大きな
差はない。（図表 16） 
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図表  16 変革の実行度合  
変革の対象
ビジネスモデル 3.29 2.76 2.60
業務プロセス 3.53 2.86 2.51
製品・サービス 3.55 2.88 2.73
改善 再設計 創造
変革の種類  
出所） IT 活用実態調査 2013 年 
 
（３）人間系システムの整備度合、IT の活用度合、変革の効果創出度合 
 4 つの人間系システムの整備度合の中では、「価値観」が他の 3 つよりも低い。組織構造
の変更や人材の確保や変革のためのプロセスの導入は、目に見える形で取り組みやすいが、
価値観を変えることはそれに比べて難しいことのようである。これは、組織文化は社員の
間の暗黙の了解であり経営者が変えることが出来ないものであるという考え方を支持して
いるともいえるが、平均値は 3 点を超えており、企業にとって価値観は難しいけれどもマ
ネジできないわけではないと考えられる。 
変革のための IT 活用度合では、「業務プロセスの変革」への IT 活用度合が、他の２つよ
りも高い。企業にとって、業務プロセスは IT に組み込まれていることが多く、変革に IT
が使われることが一般的である。それに比べると、製品・サービスに IT が組み込まれてい
ない企業もあり、IT を使って製品・サービスを変革することは一部の製造業などに限られ
る。、また、ビジネスモデルの実現手段が IT ではない企業もあり、IT を使ってビジネスモ
デルを変革することは情報サービス企業など特定の業種に限られるということであろう。  
変革の効果創出度合は、顧客の評価の向上も財務的効果も 3.2 程度であり、あまり高い
とはいえない。変革の実行度合が、改善レベルで 3.5、再設計や創造レベルで 2 点台後半
であることと考えあわせると、改善ではある程度まで効果が得られているが、再設計や創
造まで含めると効果が出ているとも出ていないともいえないということであろう。（図表
17、図表 18） 
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図表  17 人間系システムの整備度合、 IT 活用度合、効果創出度合（表）  
変数 平均値
整備度合（価値観） 3.25
整備度合（組織） 3.49
整備度合（人材） 3.46
整備度合（プロセス） 3.52
IT活用度合（製品・サービス） 3.04
IT活用度合（業務プロセス） 3.71
IT活用度合（ビジネスモデル） 3.00
効果創出度合（顧客の評価） 3.24
効果創出度合（財務的効果） 3.20  
出所） IT 活用実態調査 2013 年 
図表  18 人間系システムの整備度合、 IT 活用度合、効果創出度合（グラフ）  
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出所） IT 活用実態調査 2013 年  
第3節 仮説１の確認  
（１）仮説１－１の確認  
 変革の効果に対して、仮説に登場するどの要素が影響するかを確認するために、財務的
効果と顧客の評価を従属変数とし、事業戦略見直し実施度合、再設計創造型変革実行度合、
改善型変革実行度合、人間系システム整備度合、変革のための IT 活用度合を独立変数とし
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て、ステップワイズ法で重回帰分析を行った。回帰分析の係数が大きいほど大きな影響が
ある変数であり、影響が小さい変数は式から除外されている。 
なお、各独立変数の間には強い線形関係はなく、多重共線性は認められない。 
財務的効果  ＝  改善型変革実行度合  × 0.549 ＋  
        再設計創造型変革実行度合 × 0.265 ＋ 
        変革のための IT 活用度合 × 0.128 ＋ 
        人間系システム整備度合  × 0.111 ＋  0.226 （ R2 乗  = 0.391） 
顧客の評価  = 改善型変革実行度合  × 0.426  ＋ 
        再設計創造型変革実行度合 × 0.265 ＋ 
        変革のための IT 活用度合 × 0.248 ＋ 
        人間系システム整備度合  × 0.103 ＋  0.130 （ R2 乗 = 0.439）  
 財務的効果、顧客の評価のいずれについても、改善型変革実施度合が大きく影響し、再設
計創造型変革実施度合も影響する。加えて、人間系システム整備度合や変革のための IT 活
用度合も影響がある。事業戦略見直し実施度合は、いずれの効果にも直接には影響を与え
ない。これによって、仮説 1－１は支持された。 
 
（２）仮説１－２の確認  
 ２つの変革の実行に対して事業戦略の見直しと変革のイネ―ブラーがどのように影響を
与えるかを確認するために、改善型変革実行度合と再設計創造型変革実行度合を従属変数
とし、事業戦略見直し実施度合、人間系システム整備度合、変革のための IT 活用度合を独
立変数として、ステップワイズ法で重回帰分析を行った。 
改善型変革実行度合  ＝  人間系システム整備度合 × 0.225 ＋  
            変革のための IT 活用度合  × 0.155 ＋ 
            事業戦略見直し実施度合 × 0.171 ＋  1.561  
（ R2 乗  = 0.233） 
再設計創造型変革実行度合  = 人間系システム整備度合 × 0.300 ＋ 
            変革のための IT 活用度合 × 0.277 ＋  
            事業戦略見直し実施度合 × 0.097 ＋  0.450  
（ R2 乗  = 0.288） 
 改善型変革実行度合にも再設計創造型変革実行度合にも、人間系システムの整備が影響
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を与える。変革のための IT 活用度合も影響があるが、改善型変革に対してはやや影響が小
さい。事業戦略の見直しも変革の実行にある程度影響がある。これによって、仮説１－2 は
支持された。 
 
（３）仮説１－３の確認  
 人間系システムの整備に対して事業戦略の見直しと IT 活用がどのように影響するかを
確認するために、人間系システムの整備度合を従属変数として、事業戦略見直し実施度合、
変革のための IT 活用度合を独立変数として、ステップワイズ法で重回帰分析を行った。 
人間系システム整備度合  = 事業戦略見直し実施度合  × 0.359 ＋ 
         変革のための IT 活用度合  × 0.242 ＋  1.344 （ R2 乗＝ 0.258） 
 変革のための IT 活用度合は、事業戦略見直し実施度合とともに、人間系システム整備度
合に影響を与える。以上によって、仮説１－3 は支持された。 
 
（４）仮説１－４の確認  
事業戦略の見直しが人間系システムと IT 活用にどのように影響するかを確認するため
に、人間系システム整備度合と変革のための IT 活用度合を従属変数として、事業戦略見直
し実施度合を独立変数として回帰分析を行った。 
人間系システム整備度合  = 事業戦略見直し実施度合  × 0.445 ＋  1.821  
（ R2 乗＝ 0.189） 
変革のための IT 活用度合  ＝  事業戦略見直し実施度合 × 0.426 ＋ 1.710  
（ R2 乗＝ 0.130） 
 事業戦略見直し度合は、人間系システムの整備や変革のための IT 活用度合に影響があ
り、それを通じて改善型変革や再設計創造型変革の実行に影響を与えるが、R2 乗の値が小
さく説明力はあまり高くない。これによって仮説１－ 4 はある程度支持された。 
第4節 仮説１に関する考察  
第 1項 IT を活用した変革による効果創出モデルの妥当性  
IT を活用した変革の要素間の関係をまとめると、図表 19 に示したような IT を活用した
51 
変革による価値創出モデル（実態版）が出来上がる。図では、各要素間の関係を矢印で表
している。矢印の向きは仮説で設定した因果関係によって決定した。矢印の太さは要素の
間の影響の大きさを示している。図に示したことを書き下すと次のようになる。 
「変革の効果は、改善型変革と再設計創造型変革の実行によって生み出され（仮説１－
１）、効果を生む改善型変革と再設計創造型変革のイネーブラーは、人間系システムと IT
活用力である（仮説１－２）。IT 活用力は人間系システムの整備を促し（仮説１－３）、事
業戦略の見直しは人間系システムの整備と IT 活用力の強化を促す（仮説１－４）ことに
よって、間接的に変革の実行に影響を与える。」  
図表  19 IT を活用した変革による効果創出モデル（実態版）  
事業戦略見直し 変革のイネーブラー 価値連鎖の変革 変革の効果創出
人間系システム
・価値観
・組織
・人材
事業戦略 ・プロセス 改善型変革 財務的効果
・市場と顧客
・業界と競合
・自社の強み
・マーケミックス
再設計創造型変革 顧客の評価
IT活用力
・変革へのIT活用
注）矢印の太さは影響度の大きさを表す。点線の矢印は説明力がやや低いことを表す。  
出所） IT 活用実態調査 2013 年の結果より筆者作成 
  
実態版のモデルは想定版のモデルの内容と概ね合致しており、理論研究の結果によって
企業の実際の変革行動が説明できると考えられる。しかし、事業戦略の見直しは、人間系
システムに大きく影響するが、変革への IT 活用、変革の実行度合、変革の効果創出に直接
与える影響は小さいという点では違いが見られる。これについては、次項で解釈を試みる。  
第 2項 分析結果からの推論  
 実態版のモデルからは、次のようなことが言える。 
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（１）改善型変革と再設計創造型変革の効果への影響 
財務的効果にも顧客の評価にも、改善型変革が大きく影響し、それに比べると再設計創
造型変革の影響はやや小さい。 
改善型変革は、短いサイクルで改善が実行され、顧客サービス向上やコスト削減などで
目に見える効果が着実に刈り取れるが、再設計創造型変革は、顧客拡大やその結果として
の増収といった効果が現れるのに変革を実行してから時間がかかると解釈できる。 
 
（２）変革への IT 活用と人間系システムの効果への影響 
変革への IT 活用は、顧客の評価に直接影響を与えるが、財務的効果への影響は大きくな
い。人間系システムは、財務的効果にも顧客の評価にも直接影響があるが影響は大きくな
い。 
IT 活用は自動化効果によって、人間系システムは、社員の技能、姿勢、意欲の変化によ
って、顧客の評価や業務効率の向上にある程度直接に繋がっていると考えることもできる。
しかし、ここに表れている IT 活用や人間系システムと財務的効果創出との関係性はあま
り強いものではないので、変革実行のためのイネーブラーとしての間接的な影響が反映し
たものと考えた方が良い。ただし、IT 活用の顧客の評価への影響が大きいことは、IT によ
る顧客接点の革新が顧客サービスを直接的に向上させる効果を示しているとも解釈できる。 
 
（３）変革への IT 活用と人間系システムの変革実行度合への影響 
再設計創造型変革には、人間系システムと IT 活用は、同程度に大きく影響する。一方、
改善型変革には、人間系システムの方が、 IT 活用よりも大きく影響する。 
再設計創造型変革は、業務の再設計や新業務の創造にあたって、情報システムの改変が
人間系システムの整備と同様に欠かせない。改善型変革は、改善のサイクルを回し続ける
人間系システムが整備されれば、 IT 活用は特に必要ない場合もあると解釈できる。 
 
（４）変革への IT 活用、人間系システム、事業戦略の関係 
人間系システムの整備には、IT 活用と事業戦略が影響する。IT 活用力の強化には、事業
戦略が影響するが、その説明力は高くない。 
事業戦略によって、人間系システムの整備や IT 活用力の強化が促される。ただし、常に
IT を必要とする事業戦略ばかりが立てられるわけではないし、事業戦略とは関係なく実施
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される IT 活用もあると解釈できる。たとえば、情報システムの中には、事業戦略に基づい
た目的のために整備されるもの以外に、社員の活動基盤として導入されるオフィス環境や
コミュニケーション環境に関するシステムもある。これらは戦略の如何に関わらすに人間
系システムの整備に役立つ。 
 
（５）事業戦略の変革の実行と効果への影響 
事業戦略の見直しは、財務的効果にも顧客の評価にも直接影響を与えない。また、事業
戦略の見直しは、変革の実行にも大きな影響を与えない。 
 これは想定版のモデルとは異なる結果であるが、事業戦略の見直しは、変革の効果が生
まれる前提のひとつではあるが、変革の効果に直結するものではないということである。
つまり、事業戦略を見直しただけでは効果は生まれない、事業戦略を見直してもそれを実
現するような変革を実行していないこともある、と解釈できる。また、事業戦略の見直し
がプラスの効果を生むとは限らないと考えることもできる。さらには、事業戦略を見直さ
なくとも、改善的変革の実行によって変革の効果が生まれる場合があるとも考えられる。 
第5節 IT を活用した変革による効果創出モデルのまとめ  
第 1項 モデルによる先行研究の追試   
IT を活用した変革による効果創出に関する実態版のモデルは、 COBIT5 のイネーブラー
が、変革のためのイネーブラーとして拡張して利用できることを示している。それに加え
て、先行研究の結果を追試する内容を含んでいる。 
このモデルにおける「人間系システムの整備→価値連鎖の変革→変革の効果創出」の過
程は、 Kaplan 等（1992）が提唱した BSC における「社員の学習と成長」の成果が「業務」
の成果に、そして、「顧客の評価」や「財務」の成果に繋がるという関係に相当する。 
また、「 IT 活用力→人間系システムの整備→財務的効果」の過程は、平野（ 2007）、歌代
（ 2007）、篠原（ 2007）、大森・妹尾（ 2007）が確認した組織能力と IT 活用による業績への
影響分析の結果と符合する。 
事業戦略、人間系システムの整備、IT 活用力の関係は、Henderson 等（ 1993）が提唱し
たビジネスと IT の整合化モデルに相当する。  
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このように、実態版のモデルは、先行研究と矛盾せず、それらの結果を統合したものに
なっていると言える。 
第 2項 変革実行への複数のアプローチ  
 さらに、実態版のモデルは、IT を活用した変革を実行するためには複数のアプローチが
あると解釈できる。 
 まず、「事業戦略駆動型アプローチ」である。これは、環境変化に対応して事業戦略を見
直し、それを実現するために人間系システムと IT 活用力を強化し、計画的に変革を開始
し、変革途上で創発的に計画を見直すという、計画的変革に創発を組み入れた変革の実行
である。  
 次に、「 IT 駆動型アプローチ」である。これは、IT を活用して人間系システムの性能を
向上させて変革実行能力を高め、創発的変革を促進し、その結果を計画的変革に発展させ、
事業戦略として形にしていくという、創発的な変革を計画的意図に収斂させる変革の実行
である。  
 加えて、「人間系システム駆動型アプローチ」がある。これは、人間系システムが持って
いる高い変革実行能力によって、事業戦略の如何に関わらずに絶えず改善や創発的変革を
繰り返すというものである。この場合は、 IT 活用は副次的な存在である。  
 以降の章において、企業が行う事業の状況に応じた変革の方法を検討する際に、これら
のアプローチをその選択肢として用いることができる。 
第 3項 IT を活用した変革全般に共通する構成要素の関係 
 実態版のモデルは、計画的変革、創発的変革、計画的かつ創発的な変革に関わらず、 IT
を活用した変革全般に共通する構成要素間の関係を示したものである。以降の章において、
本研究の問題意識である計画的かつ創発的な変革のマネジメントの内容を具体化する際に
は、このモデルに登場する構成要素を検討の視点として用いることができる。 
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第 2 部 問題意識への回答としての「価値創造サイク
ル」モデルの提示  
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第5章 価値創造サイクルとは  
第1節 計画的かつ創発的な変革の方法としての価値創造サイクル  
第 1項 創発を組み入れた計画的変革と計画的意図に収斂する創発的変革  
本研究の問題意識である計画的かつ創発的変革を行う場合のマネジメントはどのよう
に行えばよいか。第 3 章のまとめにおいて示したような計画的変革のマネジメントと創発
的変革のマネジメントを両方合わせて実施するというだけでは、かえって変革の実行に混
乱をきたすであろう。Miles(1997)が言うように「断続的な計画的変革と、その後の継続的
な創発的変革」で、マネジメントの内容を切り替えるというのがひとつの回答である。し
かし、一旦確立したマネジメントを簡単に切り替えることができるものだろうか。また、
D’Aveni(1994)が言うように「計画的変革と創発的変革を同時進行させる」場合のマネジ
メントについては回答にならない。そこで、企業が、計画的変革を途上で計画を創発的に
見直しながら実行したり、ある計画的意図にそって創発的変革を繰り返し実行したりする
方法について、第 2 部では検討する。 
変化の激しい競争環境の中で計画的変革を行う際に、当初の計画通りに変革を遂行でき
ることは稀で、変革の途上で計画見直しが必要になるという困難さを克服するには、計画
的変革の中に創発的な要素を組み入れて段階的に実行することが考えられる。また、計画
的変革の頻度が高まって変革が定常的に繰り返されるようになり、計画的変革と創発的変
革を同時進行させなければならないという状況も発生する。そのためには、ある計画的な
意図に収斂するように創発的変革のサイクルを回し続けて、その中から結果的に戦略を形
成していくことが考えられる。このように計画的かつ創発的な変革には、創発を組み入れ
た計画的変革と計画的意図に収斂する創発的変革が含まれる。 
 本章では、創発を組み入れた計画的変革にも、計画的意図に収斂する創発的変革にも適
用できる方法として「価値創造サイクル」という考え方を提示する。  
第 2項 商品・サービスの開発サイクルと提供サイクルからなる価値連鎖  
企業の価値連鎖は、商品やサービスが開発され生産され、市場に投入され販売され、顧
客に提供され顧客に利用され、顧客の評価を受けその結果がフィードバックされて、次の
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商品やサービスの開発や生産に活かされるという、サイクルで運営される。そして、その
サイクルは、商品・サービス開発サイクルと商品・サービス提供サイクルに分けられる。
商品・サービス開発サイクルは価値連鎖の川下組織が行う商品・サービスの企画のための
仮説検証サイクルと川上組織が行う新商品・サービスの試作サイクルから構成される。商
品・サービス提供サイクルは、価値連鎖の川下組織が行う顧客への商品・サービスの提供
サイクルと、川上組織が行う商品・サービスの供給サイクルから構成される。川下組織と
川上組織は同一企業内にある場合もあるし、別々の企業が役割を分担している場合もある。 
計画的かつ創発的な変革は、こうした定常的な価値連鎖のサイクルとは別に断続的な変
革プロジェクトを実施するのではなく、商品・サービス開発サイクルを革新的な商品や業
務プロセスやビジネスモデルを再設計・創造する場として回し、また、商品・サービス提
供サイクルを改善を超えた商品や業務プロセスの創発的な改良の場として回して、変革を
常態化することによって実行される。（図表 20） 
図表  20 商品・サービス開発サイクルと商品・サービス提供サイクル  
サプライヤー
生産 納入 試作 プロトタイプ
試用
川上 川上
サイクル サイクル
生産の 一時的在庫 商品・サービスの 評価
指示 配送 設計 サンプル出荷
補充 商品・サービス 商品・サービス 商品・サービス
発注 の提供 仮説の設定 の試行
川下 川下
サイクル サイクル
 需要仮説の 需要仮説の マーケティング 商品・サービス
設定 検証 仮説の検証
顧客
商品・サービス提供サイクル 商品・サービス開発サイクル  
出所）筆者作成 
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第 3項 変革の本質としての知識創造サイクル  
Grant（ 1996）は、「生産は投入物を産出物に変換するプロセス」（価値連鎖のこと）であ
り、「生産における本質的な投入物と価値の主要な源泉は知識である」として知識が企業活
動の最重要な資産であると主張した。企業は、競争優位に繋がる知識を継続的に創造し、
戦略や新商品などのアウトプットを連続的に形成する組織能力を持つ必要がある。これは
Teece 他（ 1997）が、「ダイナミックケイパビリティ」と呼んだ能力である。Eisenhardt & 
Marthin （ 2000）は、ダイナミックケイパビリティを「市場の変化に適合し、さらに市場
を変革するために、新しい資源構成を実現する組織的で戦略的なルーティンを遂行する能
力」であるとし、「この能力の優劣がはっきり現れるのは知識創造と戦略的意思決定、新商
品開発のプロセスにおいてである」とした。そして、 Carlsson(2001)は、ダイナミックケ
イパビリティの本質は、「動的環境のもとで知識の創造、統合、保存、移転、活用を行う知
識プロセスである」と述べている。 
この知識プロセスを、野中・竹内(1995)は SECI モデルで示される知識創造サイクルとし
て定義した。知識を言語化しにくい暗黙知とそれが容易な形式知に分けた上で、知識創造
サイクルを、「個人の暗黙知を共有しグループの暗黙知を創造する（ Socialization、共同
化 ）、 組 織 の 境 界 を 超 え た 本 質 的 対 話 で 暗 黙 知 を コ ン セ プ ト に 昇 華 し て 形 式 知 す る
（ Externalization、表出化）、時空間を超えて形式知を体系化する（ Combination、連結化）、
知識を技術、商品、ソフト、サービスに結晶化し、自己のノウハウとして暗黙知にする
（ Internalization、内面化）」という４つの段階から成るスパイラルとして定義した。（図
表 21） 
図表  21 野中等による知識創造サイクル（SECI モデル） 
暗黙知 暗黙知
個人の暗黙知を 組織を超えた対話により
組織の暗黙知に 暗黙知 共同化 表出化 形式知 暗黙知をコンセプトに
暗黙知 内面化 連結化 形式知
形式知を結晶化し 時空間を超えて
自己のノウハウに 形式知 形式知 形式知を体系化
知識
創造
 
 
出所）野中等（ 1995）をもとに筆者作成 
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第 4項 価値連鎖の中での知識創造サイクルの実践  
商品・サービス開発を、暗黙知の共同化とモデル作成による表出化と試作品を用いた試
行錯誤から成る知識創造サイクルとして運営し、商品・サービス提供を、現場組織による
形式知の連結化と仮説設定・検証を通じた形式知の内面化を繰り返す知識創造サイクルと
して運営することによって、創発的な変革を持続的に行い、ダイナミックケイパビリティ
を実践することができると考えられる。 
本研究では、多様な知識を結集して試行錯誤により新たな価値を生み出すという意味で
前者を価値創発サイクル、顧客への価値提供の過程での仮説検証により顧客への価値を最
大化するという意味で後者を価値増幅サイクルと表現し、価値創発サイクルと価値増幅サ
イクルを合わせて価値創造サイクルと呼ぶ。価値創造サイクルは、知識創造サイクルを組
織ルーティンとして商品・サービス開発サイクルと商品・サービス提供サイクルに埋め込
むことによって形成される。 
商品・サービス開発サイクルを、シーズの応用仮説を策定し、試作品を作成し、顧客と
の試行によって評価・改良を繰り返すような、価値創発サイクルとして回し続ける。応用
仮説の設定が暗黙知の表出化、試作品の作成が形式知の連結化、顧客との試行による評価
が形式知の内面化、試作品の改良が暗黙知の共同化を経た形式知の表出化に相当する。 
商品・サービス提供サイクルを、試作品を実用化してサービス部品を生成し、顧客への
提供プロセスの中でサービス部品を利用して評価し、サービス部品を改訂するような価値
増幅サイクルとして回し続ける。サービス部品の生成が形式知の連結化、サービス部品の
利用と評価が形式知の内面化、サービス部品の改訂が暗黙知の共同化を経たあらたな形式
知の表出化に相当する。２つのサイクルは、創発された試作品の実用化と実用品の利用結
果のフィードバックにより連結されている。（図表 22） 
従来の商品・サービス開発や商品・サービス提供の改善と、価値創造サイクルが異なる
のは、既存の知識を活用してアウトプットを生み出すだけでなく、探索や試行によって新
たな知識を創造し、それを活用して新たな価値を持つアウトプットをサービス部品として
生成し、顧客へ提供する中でさらに知識を追加していくところにある。 
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図表  22 価値創発サイクルと価値増幅サイクルから成る価値創造サイクル  
サプライヤー
実用化
実用品 試作品
サービス部品 サービス部品 評価 応用仮説
の改訂 の生成 /改良 の設定
価値増幅 価値創発
サイクル サイクル
（仮説検証） フィードバック （試行錯誤）
利用状況 サービス部品 顧客との 試作品
の評価 の利用 試行 の作成
顧客
 
出所）筆者作成 
第2節 セブンイレブンにおける価値創造サイクル  
 IT を活用して持続的競争優位を獲得しているセブンイレブンの独自のビジネスモデル
は、価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革の成果として解釈することができる。
この事例は、『セブンーイレブンだけがなぜ勝ち続けるのか』（緒方知行  & 田口香世、2014
年）にもとづいている。本書は、緒方氏が 40 年にわたってセブンイレブンを取材し続けた
集大成としてまとめたものであり、創業者の鈴木敏文氏へのインタビューなどを数多く重
ねてきた成果である。このため、筆者が当事者から直接取材したものではないが、信憑性
が高い事例であると考える。 
第 1項 身近な生活総合サービス企業  
セブンイレブンは、弁当、惣菜、パン、麺類、デザート、飲料など豊富な食品を揃えた
小売業であるが、それにとどまらず、年間 60 億人が利用する生活基幹産業、「近くて便利」
という生活価値を提供する総合的なコンビニエンスサービス企業といえる。セブンイレブ
ンが提供するものは、「欲しい人に、欲しいモノとサービスが、欲しいときに、欲しいだけ、
より望ましい条件で、提供できる」という利便性である。  
また、セブンイレブンは、資本関係の無い他人を組織の中に包含したユニークなネット
ワーク型ビジネスモデルである。店舗は全て個人が経営するフランチャイズ店であり、商
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品は自主開発するものが大部分だが生産は全てメーカーに任せ、きめ細かい店舗への配送
を行うが物流業務は全てベンダーに任せ、高度な商品開発やシステム構築を行うが全て外
部企業との協働チームで行う。  
第 2項 顧客プラットフォーム：既存の小売店を加盟店にしたフランチャイズチェーン  
セブンイレブンは 1 号店から直営店舗を持たず、酒屋などを営んでいた既存の小売店を
フランチャイズ店にすることで拡大してきた。これは、量販店などの大規模店の出店攻勢
の中でも中小店が商売と経営を持続でき、大と中小が共存できるビジネスモデルであった。 
セブンイレブンの店舗運営の基本原則は、「フレンドリー、クリンリネス、品質、欠品の
無い品揃え」であり、個店経営を行う各店舗がこれを実践できるように、本部が店長や店
員の意識と能力を高め、加盟店を支えるインフラを整備する支援を行う。  
加盟店の繁盛を支援することが本部の責任である。店舗の粗利の一定割合が本部の収入
になり、加盟店の収入の最低額を本部が補てんして保証するという契約関係であるため、
加盟店が儲かって初めて本部も儲かる。セブンイレブンの加盟店は他のコンビニエンスス
トアよりも店舗当たりの売上が高く利益も高いため、結果として本部も高い収入をあげて
いるが、本部は加盟店から得た収入のうちの多くをチェーン全体のインフラの整備と加盟
店への支援に使っている。  
本部の OFC（オペレーション・フィールド・カウンセラー）がきめ細かく店舗を回って、
店舗経営や店舗運営や発注精度の質を高めるためのアドバイスを行っている。 OFC は隔週
で本社に集合し、鈴木敏文会長のメッセージを直接聴き、店舗指導に役立つ情報を仕入れ
る。  
第 3項 価値増幅サイクル：高密度多店舗出店による高効率ロジスティクス  
セブンイレブンの店舗は、狭いエリアに高密度で出店される。飛び地に点々と店を構え
て粗く全国をカバーするということは決してしなかった。この高密度出店の原則を守りと
おすことによって、セブンイレブンの強みが発揮されている。まず、顧客にとって近くて
便利を実践できる密度の高いサービス網を構築でき、地域での認知度を向上させることが
できる。  
そして、当初は既存店舗を居ぬきで活用するため小規模な売り場スペースしか取れずバ
ックヤードに在庫を持てないという制約があった中で、欠品の無い品揃えを実現するため
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には、高密度出店が大前提であった。セブンイレブンはメーカーやベンダーが運営する専
用工場 171、専用物流センター 150 を全国にきめ細かく配置しており、店舗が近接して存在
するがゆえに、工場や物流センターがカバーするエリアの店舗数が多くなり稼働効率を高
くできた。そして、センターから各店舗へ温度帯別、納品頻度別に複数メーカーの商品を
共同配送し、ベンダーに負担をかけることなく効率よく小分け多頻度納品を行い、新鮮で
安心・安全な商品を店舗に供給し、店舗に在庫を持たずに欠品をなくし、店舗の納品受け
入れ作業も軽減した。店舗がエリア内に集中していることによって、 OFC による高密度な
加盟店へのアドバイスも可能になった。  
第 4項 価値増幅サイクル：店舗の発注精度を高めるための高度な情報システム  
小分け多頻度納品によって品揃えを確保するためには、店舗での発注精度を高めること
がカギとなる。総合店舗情報システムは、第 6 次情報システムまで加盟店の日常的な商品
発注精度の向上を目的に進化してきた。売り場の担当者が、現在の在庫や売れ行きに加え
てこれからの売上を予測して補充発注を行うために、参考にすべき情報が携帯端末から取
り出せ、それをもとに仮説を立てて発注を行い、その結果がどうであったかを確認し、新
たな仮説設定に活かすという、仮説検証サイクルのための情報とツールが絶えず高度化さ
れている。  
このサイクルを回すなかで、売り場担当者の発注能力は継続的に向上し、自律的に精度
が高い発注が行えるようになる。結果として、顧客にとって魅力的で品切れしない品揃え
が実現する。そして、この店舗起点の情報は本部でも共有され、商品の改廃や店舗支援施
策の立案、 OFC による店舗指導にも活用され、フランチャイズ組織全体の知的資産となっ
ている。  
第 5項 価値創発サイクル：自主商品を生み出すチームマーチャンダイジング  
セブンイレブンの商品の売り上げの 6 割は自主マーチャンダイジングによって開発され
ている。しかも 1 年に 7 割の商品の見直しが行われ、新たな価値が追求されている。価値
とは「味、値ごろ感、新しさ」のことである。こうした自主商品の開発は、弁当などのデ
イリー商品とセブンイレブンのプライベートブランドであるであるセブンプレミアムにつ
いて行われている。  
こうした商品開発活動は、 100 名のセブンイレブンのマーチャンダイザーとメーカーや
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ベンダーのチームメンバーとの協働による、マーケティング・商品開発チーム、品質管理
チーム、原材料・包材共同購入チーム、環境対策チーム、生産設備開発チームなど 1000 名
の体制で行われている。  
チームにおける原則は①考え方・理念、②目標・目的、③顧客、④情報、⑤システム、
⑥成果を共有することであり、セブンイレブンはこうした知的資産を自らが保有すること
によって、多くの外部企業の人材との協働による新たな価値の創発を可能にしている。  
 チームマーチャンダイジングによって、商品は新たな価値を顧客に提供できるように常
に刷新されている。最近は女性やシニア層へとセブンイレブンの顧客層は拡大しており、
そうした生活者にとっても近くて便利な品揃えになるように、プライベートブランド商品
や個食向け惣菜や料理食材などの充実が図られている。  
第 6項 価値創造サイクルの発展：近くて便利な生活サービスの充実  
セブンイレブンの店舗は食品を中心にした商品を販売するだけでなく、生活に便利なサ
ービスを提供する拠点になっている。マルチ機能コピー機によるコピーサービス、チケッ
ト販売、住民票発行などの行政サービス代行、セブン銀行の ATM の利用、プリペイドカー
の販売、無料 Wi― Fi サービス、料金収納代行、セブン・ミール（食事宅配）サービス、セ
ブン＆アイホールディングス全ての商品を対象にしたネット通販商品の店頭での受け取り
など、サービスはさらに拡大を続けている。こうした新たなサービスも、セブンイレブン
の開発担当者と外部のサービス業者とが、店舗での実験を通じた試行錯誤によって創発し
ている。  
 
 セブンイレブンは、創業後早い段階から、高密度店舗網、高効率物流網、商品単品管理
を武器に高精度・高付加価値な商品品揃えのための価値増幅サイクルを確立し、その後、
自主商品の品揃えを増やす過程でチームマーチャンダイジングによる価値創発サイクルを
強化し、この２つの価値創造サイクルを、商品だけでなく店舗での多彩な生活総合サービ
スの展開へと拡大しているのである。セブンイレブンの事例は、価値創造サイクルが、商
品・サービスの開発だけでなく、新たな業務プロセスや新たなビジネスモデルの創造まで
拡張されて実行されることを示している。 
セブンイレブンは、店頭基点の売れ筋情報をもとに本部が価値創発サイクルも価値増幅
サイクルも垂直統合してコントロールしている。しかも、それぞれのサイクルを構成する
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メンバーはセブンイレブンの本部の社員ではなく、価値観と知識と情報を共有するフラン
チャイズ店とサプライヤーという外部の企業である。こうした社内外の多様な人材が行う
創発的変革は、経営者の明確な意図とそれに基づいて準備された仕組みによって、持続的
成長に向けて結集されている。外部の企業を組み入れたプラットフォームを形成し高速に
価値創造サイクルを回し続けることによって、絶え間ない計画的かつ創発的な変革を起こ
し、セブンイレブンの持続的成長が実現した。（図表 23） 
図表  23 セブンイレブンにおける価値創造サイクル  
サプライヤーによるセブンイレブン専用工場、専用倉庫の運営
商品供給プラットフォーム
生産 納入 試作 プロトタイプ
試用
ジャストインタイム 自主開発商品
生産 の試作
生産の 一時的在庫 商品・サービスの 評価
指示 配送 設計 サンプル出荷
温度帯、納品頻度 マーチャンダイジング
ごとの共同配送 チームによる協働
補充 商品・サービス 商品・サービス 商品・サービス
発注 の提供 仮説の設定 の試行
仮説検証型 自主開発商品
補充発注 の企画
 需要仮説の 需要仮説の マーケティング 商品・サービス
設定 検証 仮説の検証
顧客プラットフォーム
フランチャイズ店による個店経営とOFCによるカウンセリング
価値増幅サイクル 価値創発サイクル  
出所）筆者作成 
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第6章 価値創造サイクルの事例分析  
価値創造サイクルはセブンイレブンだけに見られる固有の変革の形態であろうか。本研
究では、価値創造サイクルが、変革を繰り返して成長を持続させている企業において共通
に見られることを確認するために、同社と同じ小売業であるしまむら、金融機関のウェル
ズファーゴ、製造業の GE、情報サービス企業のグーグルといった異なる業種の企業を分析
した。4 社とも公開情報にもとづく分析ではあるが、それぞれの企業に対する直接のイン
タビューをもとに書かれた書籍を分析の材料として選んでいる。もともとの事例では価値
創造サイクルという概念は登場しないが、それを価値創造サイクルの視点から捉えたもの
がこの分析である。本文中には各事例の概要を掲載し、詳細は付属資料として巻末に添付
する。 
第1節 しまむら 価値創造サイクルによる問屋内包型小売業の実現  
セブンイレブンは、自主開発商品と品切れのない品揃えで消費者に高い満足を与えてい
る事例であるが、同じ小売業であるしまむらはこれとは異なる成功事例である。小売業は
消費者の需要と商品をマッチングさせる顧客接点と商品を供給するサプライチェーンから
構成されており、その基本構造はセブンイレブンもしまむらも変わらない。しかし、しま
むらは、自ら問屋の機能を内包し商品の開発力をメーカーに依存すること、補充発注をせ
ず品切れ御免によって商品鮮度を高めることなど、セブンイレブンとはまったく異なるビ
ジネスモデルである。この事例は、『ユニクロ vs しまむら』（月泉博、 2009 年）にもとづ
いている。  
 
第 1項 低迷が続く衣料品市場でただ一社持続的成長を続けるしまむら  
（１）デイリーアパレル市場を席巻  
日本の衣料品に対する消費支出比率は、 1991 年の 7.5％をピークに、バブル崩壊ととも
に下がり続けた。その衣料デフレを味方につけた数少ない勝ち組企業がしまむらであった。
社長の藤原は独自の発想に基づいて問屋と小売店が一体化した集荷型衣料品小売業という
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他に無い業態を創り上げた。同社は出店拡大を継続して売上と営業利益を毎年確実に成長
させ続け、 2006 年に全国の店舗は 1000 店を突破しさらに増加し続けている。  
しまむらは、デイリーアパレルという、日常ニーズに密着した、地味ではあるが確実な
需要があるマーケットに着目した。同社は、車で行きやすい場所に、セルフサービス方式
で、従来の衣料品店に比べれば近代的な店舗を「ファッションセンターしまむら」として
チェーン展開し、顧客にとってリーズナブルな価格で販売することによって、この市場を
席巻した。  
 
（２）他社より低い経費率が成功の秘訣  
しまむらは、他店よりも広い売り場を確保し坪当たり売上が低くても利益が出せるコス
ト構造を作り上げた。同社の店舗は平均 300 坪あり、衣料品小売店としては最大であった。
坪当たり売上は 104 万円で、小売店平均の 3 分の 1、衣料品小売店平均の半分であった。  
また、しまむらの粗利益率は 30％であり、40％を超える他社よりも大幅に低かった。低く
なった原価をできるだけ顧客に還元し、売価を下げてより多くの顧客に買ってもらうよう
にしたのである。  
これが出来る理由は、しまむらの他社を凌駕する低い経費率にあった。同社の経費率は
一貫して 21％という業界最低水準に維持されていた。他社は経費率 40％を超えるところ
が多かった。この低い経費によって、粗利が少なく坪効率が低くても、店舗当たりの営業
利益が出るようにし、出店すればするほど総営業利益額が増える収益構造が出来上がった。 
 
（３）多品種、多アイテム、少量品揃えの商品戦略  
しまむらは、主婦が高頻度かつ値段の抵抗感を感じずに気軽に買えるデイリー衣料を広
範囲に品ぞろえした。商品構成は、「多品種、多アイテム、少量品揃え」が特徴であり、婦
人服なら、１アイテム当たり 2 着までしか店に置かないようにして、近所で顧客同士が同
じ服を着ることが無いようにした。  
売れない商品があれば、システムの指示によって他の売れる可能性のある店舗へ 1 品ず
つであっても移して売り切った。売り切れた商品は期中の追加補充はせず、新たな商品を
仕入れて、売り場の鮮度を維持し、顧客の嗜好の変化を追求した。このため、同社の売れ
ない商品の見切り値下げの比率は 4.9％と他社の半分の水準であり、これが低い経費率の
ひとつの要因になっている。  
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第 2項 顧客プラットフォーム：小商圏、高シェア主義の店舗戦略  
しまむらの出店の考え方は「小商圏、高シェア主義」であった。基本商圏は 5000 世帯
/15000 人であり、1 世帯の年間衣料購入額を 20 万円として、5000 世帯の商圏は 10 億円市
場となる。その 3 割のシェアを取って 3 億円を売り上げることを標準とした。 
同社は、ローカルな小商圏に幹線道路にそって稠密に店舗を出店し、1961 年に 6 店だっ
た店舗を、1984 年に 50 店、95 年に 314 店、2000 年に 651 店、そして 2006 年には 1071 店
へと拡大してきた。店舗の基本的な規模や売り場配置は標準化されており、どの店舗でも
同じオペレーションが、共通のマニュアルに基づいて、本社集中管理のもとで行われた。 
同社は、店舗の立地が売れ行きを決める最も重要な要素と考え、新規出店は全て自前で
準備して徹底的にこだわった。このため、一旦出店した店はほとんど退店しない。出店コ
ストの低さも経費率を下げる要因のひとつである。 
デフレ経済が続くなかで、しまむらは商品の価格を引き下げ続けることで、顧客数の拡
大を図ってきた。店舗当たりの来客数が増えることで、客当たり単価の低下をカバーした。
これが顧客の支持を集めるゆえんであった。  
第 3項 価値増幅サイクル：本社集中化管理による高効率な店舗運営  
同社の店舗運営は、完全な本社集中管理であった。 24 の商品部門別に分かれた 50 名の
コントローラーが本社にいて、全国の各店舗の売上、在庫状況をモニタリングしながら、
店ごとの品ぞろえ、商品補充、在庫の店舗間移動、見切り値下げを決定した。 
また、コントローラーが店ごとに日々の作業指示書、売り場計画書（商品の陳列計画）
を作成し、店舗へオンラインで指示した。店舗要員は、詳細な作業手順を記載したマニュ
アルに従って、この指示どおりに、納品受け入れ、品出し、売価変更などの作業を効率的
に実施した。 
システム化と作業標準化によって、店舗は少ない人員で運営でき、また経験が少ないパ
ートを中心にすることができた。同社の売り場生産性は高く、要員一人当たり 3696 万円の
売り上げを上げた。こうして高い効率性を実現し低い経費率を支えている。  
第 4項 価値創発サイクル：問屋の機能を内包した独自のビジネスモデル  
他の量販店や総合衣料小売店が、問屋に依存する商品調達を続ける中で、しまむらは問
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屋機能内包による高度な集荷・物流機能を早い段階から自前で実現し、製販直結の SPA と
は違う形で問屋からの自立を果たし、独自の強いビジネスモデルを創った。  
しまむらの仕入れは全て本社集中購買であった。仕入先は約 500 社あり、本社のバイヤ
ーが仕入先と交渉して仕入れる商品を決めた。同社の仕入れは、返品無し、未引き取り無
し、赤黒（仕入れた商品をいったん返して価格を下げて再納品させる）無し、といったク
リーンなやり方であった。また、仕入先に棚卸や販売応援といった支援要請もしなかった。
このため、仕入先から見ても付き合いたい買い手であり、仕入先は最優先で良い商品をし
まむらに提案した。多品種少量の商品品揃えのために、高頻度短サイクルの商品開発を行
うしまむらには、こうしてメーカーの開発力を活かす仕組みが適しているといえよう。  
一方、集荷型小売業として重要な物流機能については、しまむらは完全に自前で行って
いる。これは、多アイテム小口の配送が主になるので、アウトソーシングするとコスト高
になるためである。往きだけでなく帰りも店舗間移動などで荷物があるので輸送効率は高
く、荷物 1 個が移動する輸送コストは 59.2 円で、宅配便の 4 分の 1 であった。このきめ細
かい物流機能が、経費率を下げるために貢献するだけでなく、商品を店舗間で移動させて
売り切る能力を支えている。 
第 5項 成長継続を支える合理的なしくみ  
しまむらの独自の事業形態は、長く社長を務めた藤原の手作りによるものであった。藤
原は、カリスマによって社員を駆り立てるというよりは、合理的なしくみを作ってシステ
マティックに組織を動かすタイプであった。信条は「社員が自由と公平を保障される環境
をつくる」ことであった。  
しまむらの社員は、2～ 3 年で配置換え、担当換え、部署換えになり、「高速配転主義」に
よってゼネラリストとして育成された。バイヤーなどの専門職は募集せず内部の社員が勉
強して行うが、それも数年で配転となった。  
店舗にも専門職はおらず、しまむらの店舗のパート比率は 84％で業界一高かった。それ
を即戦力にするためのマニュアルが整備され、店舗要員各人の提案を受けて常時改訂され
ていた。  
しまむらの店舗は発注などの意思決定は行わないが、店舗要員の意欲は高く維持されて
いる。それは地域の主婦層にとって、仕事が標準化されていて分かり易く、決められたと
おりの時間に終わり、パートにも仕事が任されるので働きやすいからであった。  
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しまむらには、1000 店を越えるような大規模なチェーン展開になっても、店舗の運営や
本社の運営に関する品質が維持され拡張性が保たれるためのしくみが構築されていた。そ
れは、個人の専門性や経験に依存することなく、組織的な増殖ができるしくみである。そ
の象徴的な存在が厚さ 1 メートルに及ぶマニュアルであった。これは全 10 巻から成り、
店舗運営だけでなく、総務、教育、出店、商品開発等の本社業務も含めて、全社員の業務
心得と作業手順を詳細に規定していた。  
店舗を規格化し、業務を標準化し、情報を全て見える化し、システムに埋め込み、人材
を流動化してなんでも出来るようにすることによって、同社の成長は継続された。（図表
24）  
しまむらは、1975 年というチェーン展開間もないころからコンピュータを導入し、1981
年には 30 店舗の段階からオンラインで単品管理を開始した。これはセブンイレブンより
も早かった。1985 年には本社のコントローラー制を敷きシステムによる店舗集中管理が始
まった。このように、同社の情報システムは独自のビジネスモデルの形成と一体となって
発展してきた。  
情報システムが無ければ成立しないビジネスモデルを実践してきたしまむらにとって、
IT は事業を支える重要な基盤である。独自の事業戦略に基づく人間系システムと IT 活用
によって、しまむらは価値創造サイクルを回し続け長期にわたる安定成長を達成した。  
図表  24 しまむらにおける価値創造サイクル  
クリーンな取引慣行を貫きメーカーの商品開発力をフルに活かす
メーカー
商品導入
店舗間移動 商品の 評価・ 仕入れ商品仮説
による売り切り 店舗への配分 仕入れ決定 の策定
品切れ御免
価値増幅 価値創発
サイクル サイクル
（コントローラー） （バイヤー）
販売状況 店舗への メーカーとの メーカー提案
の評価 導入指示 検討 の受け入れ
顧客プラットフォーム
標準化、マニュアル化を徹底しパート要員中心に高生産性の店舗運営を実現  
出所）筆者作成 
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第2節 ウェルズファーゴ  価値創造サイクルによる顧客サービスの統合  
 金融機関では、商品は自社内で開発され監督官庁の認可を得て発売されるが、商品自体
は他社と大きく差別化できることは少なく、顧客にとっての差は、商品提供に関わる各金
融機関の顧客サービスの良し悪しである。そして顧客サービスにはITが不可欠の存在であ
る。ウェルズファーゴは商品ごとにバラバラの顧客サービスに問題を抱えていた。それを
解決するために、 SOAというモジュール化のための技術を活用して価値創造サイクルを駆
動し、顧客サービスプロセスの段階的な統合を実現した。この事例は、‘ Applied SOA: 
Service-Oriented Architecture and Design strategies’(Rosen他、 2008)に基づいてい
る。著者の Rosen氏はウェルズファーゴのチーフアーキテクトとして変革プロジェクトの
中心的役割を果たした。筆者は同氏に直接インタビューして変革の経緯を確認した。 
第 1項 合併を重ねて全米をカバーする巨大銀行に  
 ウェルズファーゴは、1985 年にパソコンバンキングを開始し、1995 年にはインターネッ
トによる銀行口座サービスを最初に導入した、ネットバンキングの先駆者である。そして
数多くの地方銀行との合併によって、全米に広がりを持つ実物の店舗網でも存在感を増し
ていった。ウェルズファーゴは、 12 の主要事業部門が提供する 80 を超すさまざまな商品
ラインにわたって、幅広い金融サービスを提供している。資産規模は最大ではないが、今
後の成長への期待から株式時価総額はトップレベルである。 
第 2項 変革の目的：ひとつのウェルズファーゴ  
ウェルズファーゴは、買収だけでなく、内部成長による拡大を目指す方針を 2001 年に打
ち出した。ディック・コバセビッチ CEO は、「弊社は、それぞれの顧客資産の 100％を獲
得したい。顧客にとって、ウェルズファーゴとの取引商品の数が多ければ多いほど良いこ
とが多くなるとわかれば、顧客の忠誠心が強まり、顧客が弊社にとどまる期間が長期化し、
顧客維持率が上昇する」と語った。 
しかし、 CEO の目標達成には問題があった。ウェルズファーゴは、顧客を維持し顧客の
忠誠心を向上するどころか、深刻な顧客離れに悩まされていた。顧客満足度調査では、「ウ
ェルズファーゴの応対は複数の別々の銀行を相手にしているようだ」と指摘された。ウェ
ルズファーゴの成長を推進してきた原動力は、 12 の個別の事業部門の起業家精神だった。
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各事業部門は極めて独立した存在で、これは有利でもあり不利でもあった。各事業部門は、 
それぞれの利益や収益の目標、事業戦略、サービスチーム、顧客を抱えていた。事業部門
の独立性は、企業文化に深く浸透しており、商品中心主義の経営には適していたが、顧客
中心主義を実現する上では障壁となった。 
また、各事業部門は、情報システムに関しても独立性を保っていた。各商品ラインの
IT責任者は、それぞれのビジネスを最もよくサポートするアプリケーションや IT製品を選
び、 IT組織は、それぞれの事業部門のアプリケーションを購入、導入、カスタマイズ、維
持管理していた。 
コバセビッチCEOは、エドワーズ CIOに複数の事業部門にわたって共通の顧客情報を導
入することを命じた。目標は、顧客が、各商品に関して異なる応対を受けるのではなく、
単一の顧客サービスによって、すべてのやりとりに関して「ひとつのウェルズファーゴ」
を相手にすることだった。 
顧客情報の統合の利点は、経営陣の間では十分理解されていた。経営陣は、よりよい
サービスの提供、顧客満足度の改善、顧客維持率の向上、クロスセルによるさらなる収入
の獲得に熱心だった。また、複数の商品ラインにわたって状況を把握できることによって
可能になるマーケティング、価格設定、商品のまとめ売り、不正検出等の新たな利点を期
待していた。 
第 3項 変革の内容：SOA による段階的な顧客サービスの統合  
（１） SOAによる顧客情報の統合 
商品ラインを越えて顧客情報と顧客対応プロセスを統一するには、顧客に関する業務機
能と情報管理機能を共通部品（サービス）化し、それを各商品ラインで共用するように、
業務機能と業務システムを設計し、それを各事業部門が使うように統制する必要がある。
これをサービス指向アーキテクチャ（ SOA）と呼ぶ。 
商品毎のこれまでの業務や情報システムを活かしつつ、顧客対応業務や顧客情報を共通
化するための方法が SOA であった。顧客に関する業務機能とシステム機能を共通部品とし
て設計し、それと各事業部門の既存システムの機能を部品化したものを組み合わせて、各
事業部門の新たな業務プロセスを構成した。これによって、既存の業務機能やシステム機
能を全面的に置き替えることなく、共通機能を組み入れることができた。 
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（２）段階的な変革の実行 
自分にとって都合の良いように業務とシステムを整備して使ってきた各事業部門に、共
通の業務部品を使わせるために、同行は、強制的に変革を進めるのではなく段階的に賛同
者を拡大した。まず、顧客情報の統合に高い必要性を感じている商品ラインに絞って、小
さく顧客情報統合プロジェクトを開始した。それを成功させ、顧客情報の統合効果を目に
見えるようにした上で、他の事業部門の需要を喚起し、参加する事業部門を拡大していっ
た。各事業部門の独立した起業家精神は尊重しながら、共通化・統合化したほうが良い部
分は協調するという参加姿勢を引き出した。これを「価値に基づいた需要主導型（ value-
based、demand-driven）」の戦略と呼んだ。こうして全商品の顧客情報を統合するのに 5
年間を要した。 
第 4項 価値創発サイクル：顧客情報サービスの初バージョンの試作  
変革チームは、顧客情報サービス（CIS）の初バージョンに統合するリテール銀行の主
力商品を 4つ選択した。変革チームは数ヶ月間にわたって、統合顧客情報の定義の初バー
ジョンを作成し、様々な顧客情報を複数のデータソースから収集、統合し、新しい顧客情
報に変換するためのサービス機能を導入した。しかし、このシンプルな読み取り専用のサ
ービス機能だけでは、顧客の不満に対処するには不十分だったため、変革チームは、単一
のオペレーションで異なる商品すべてにわたって住所などの情報を更新できるサービス機
能を追加した。 
最初の CISは、まず問い合わせサービス部門（コールセンター）をサポートするアプリ
ケーションに導入された。そして、サービス部門で実地テストが実施された後に、支店の
窓口係やネットバンキングをサポートするためにも急ピッチで拡大された。 
第 5項 価値増幅サイクル：統合顧客情報の全社展開  
新たに統合された顧客情報は大成功をおさめ、顧客満足度の向上にとって不可欠なも
のとなった。このため、リテール銀行の中のその他の商品にも、統合された顧客情報の利
用が求められた。 
多くのリテール銀行商品が統合されるにつれて、顧客維持率と、クロスセルが改善さ
れた。変革では、 5年後にすべての商品と事業部門が CISに組み込まれるまで、多くの商品
や情報が CISに追加されるにつれて、次のような問題が発生した。 
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・サービスに対する競合する要求の優先順位をどのように決めるのか？ 
・新しいバージョンが、アーキテクチャや戦略に一致していることをどう保証するか？  
・規則に従うことを嫌う商品が、私的な裏サービスを作るのをどのように防ぐか？ 
・サービスをどのようにサポートし、維持するのか？ 
・サービス追加のための資金の負担方法はどうするか？ 
・同時にいくつの旧バージョンをサポートするのか？ 
これらの問題はどれも答えを見出すのが難しく、サービスの提供と利用の全体を統制
するサービス・ガバナンスのプロセスが必要となった。 
 
ウェルズファーゴは、CISの利点により、業界平均の倍以上の商品のクロスセルを達成
し、さらに業界平均の3倍を目標とした。たとえば、顧客がある支店の窓口係を訪れた場
合、商品提案システムが、顧客の現在の取引状況、以前の取引状況、現在所有している商
品などを分析するために稼働する。次に、窓口係が顧客に提案できる新しい商品候補をリ
ストアップする。窓口係には、新たな商品の追加販売に関して報酬が支払われる。こうし
た業務変革によってクロスセルが促進された。  
第 6項 ウェルズファーゴにおける変革のイネーブラー  
 ウェルズファーゴの変革を可能にしたイネーブラーを抽出すると次の通りである。 
①  価値観：ウェルズファーゴがとったアプローチは、「可能な場所では共通化を、競争
上の優位性を提供するところでは差別化を」という連邦制組織の原則を尊重してい
る。独立性を保持している事業部門は、競争上の優位性を提供する機能のみ独自に導
入した方が良いという考え方を理解するようになった。 
②  人材： SOAプロジェクトを成功させるために必要な人材は、技術専門家としてのアーキ
テクトではなく、ビジネスの立場で事業部門と協力できる能力の高いアーキテクトで
あった。この人材は、ビジョンとコミュニケーションを確立し、長期的な価値の創出
と短期的な価値提供のバランスをとることができなければならない。また、ビジネス
とアーキテクチャ、技術と導入現場の橋渡しができる必要がある。 
③  組織・プロセス： SOAを導入するには、共通部品（サービス）を利用する商品ライン別
の事業部門とは別に、サービスを設計し各事業部門へ提供する部門横断的なサービス
提供部門が必要である。同行では、事業部門と全社 IT部門の関係を、サービス利用者
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（ Consumer）とサービス提供者（ Provider）に再定義し、共通分品の共同利用のため
のサービス・ガバナンスのプロセスを確立した。（図表 25） 
図表  25 ウェルズファーゴのサービスガバナンスプロセス  
 
出所）Rosen 他  (2008)をもとに筆者作成  
④  IT ：ウェルズファーゴの SOA に対する取り組みは、第 3 世代目に入っている。始まり
は 1995 年の分散オブジェクト技術（ CORBA）を使った顧客サービスシステムの開発で
あり、 2001 年には、 2 世代目のエンタープライズ Java 技術を使ってこの事例の変革を
開始し、その後、 3 世代目の Web サービス技術の利用に移行している。こうした経験
によって、技術力だけでなくサービス指向のアーキテクチャによるプロジェクトの管
理能力が、同行には蓄積している。 
 
ウェルズファーゴの SOAを用いた変革は、ITによるモジュール化を価値創造サイクルの
ために活かした典型例である。モジュール化の実現方法のひとつがSOAの共通機能（サー
ビス）である。そして、サービス提供者による新たな共通機能の開発が価値創造サイク
ル、サービス利用者による共通機能の利用が価値増幅サイクルである。 
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第3節 GE 断続的変革から価値創造サイクルへの遷移 
ゼネラル・エレクトリック（以下 GE）は、絶えず変革を繰り返して成長を継続してきた。
GE が行ってきた変革は、事業や組織のリストラクチャリング（再構成）、業務のリエンジ
ニアリング（再設計）、人材と組織文化の改革、技術革新、継続的な品質向上など多岐に渡
り、まさに変革の総合展示館といっても良い。中でも、20 年間に渡って CEO を務めたジャ
ック・ウェルチの変革は、事業構造改革を主とした戦略駆動型変革の性格が強く、断続的
な計画的変革とその後の創発的変革の繰り返しであった。それを引き継いだ現 CEO のジェ
フ・イメルトの変革は、テクノロジーを駆動力とした競争力の再定義のための計画的かつ
創発的な変革の性格が強く価値創造サイクルの典型例といえる。一つの企業の中での変革
方法の遷移を、GE の経緯をたどることで確認する。なお、ウェルチの変革事例は、ハーバ
ードビジネススクールのケース『 GE の過去２０年の体質転換』（ Bartlett、 1999、野村マ
ネジメントスクール訳）にもとづいており、イメルトの変革事例は、『ジェフ・イメルト  GE
の変わり続ける経営』(Magee、 2009、  関美和訳 )にもとづいている。  
第 1項 ウェルチの変革  
（１）計画的変革と創発的変革の組み合わせを実践  
 ウェルチは、 CEO 就任の直後から分散しすぎた事業構造と肥大化した経営組織のリスト
ラクチャリングと、経営管理プロセスのリエンジニアリングを行った。そして、米国国内
の事業再編が一段落した段階で、積極的な買収によって事業構成のグローバル化とサービ
ス事業化を進めた。この一連の変革は、トップダウンによる計画的変革に相当である。そ
して、これと合わせてワークアウトやベストプラクティスによる現場主導の組織能力の強
化を行った。これらは、さらにシックス・シグマ導入による品質改善活動に繋がった。こ
れは、現場主導の創発的変革である。ウェルチは断続的な計画的変革と継続的な創発的変
革を組み合わせて、 GE という巨大企業の成長を牽引した。  
 
（２）リーダー人材を変革の中核に  
 そして、変革を実行できるリーダー人材の育成に注力した。目標管理、業績管理、報酬
といった人事管理システムを、価値観を共有し業績達成責任を果たす社員を評価するもの
に変更した。また、クロトンビルの経営幹部教育センターをリーダー人材育成の中心拠点
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として充実させた。ウェルチは自らが先頭に立ってリーダー人材の育成と選抜に関わり、
挑戦を重視する企業文化を教育センターでの講話によってマネージャたちに植え付けてい
った。  
 
（３）もっとも評価される経営者、しかし経営環境は激変へ  
 ウェルチは、数多くの買収によって事業構造のグローバル化とサービス化を加速し、同
時に、生産性と品質の向上に向けて従業員を駆り立て、徹底的に業績目標達成に拘ること
によって、成長性と収益性を合わせて実現した最も評価される企業経営者となった。IT は
戦略遂行に当たって下支えとして利用されたであろうが、前面に出る存在ではなかった。  
しかし、ウェルチが引退する時期には、経営環境は大きく変化していた。グローバルな
市場や競争の中心は、先進国から中国などの新興国に移っていた。成長産業は重厚長大型
の製造業から IT などのハイテク産業に移っていた。その IT も 2000 年に起きた IT バブル
の崩壊によって一時減速し、米国は景気後退期に入った。  
第 2項 イメルトの変革において継承したことと変えたこと  
（１）事業ポートフォリオの組み換えによる成長の継続  
 ウェルチの時代からイメルトの時代まで、GE は環境変化や事業の成熟度合に応じて、事
業ポートフォリオを組みかえ戦略駆動型の変革を続けてきた。成長を継続するための変革
の方向は、一貫してグローバル化とサービス事業化であった。ウェルチは、この変革を成
熟事業からの撤退と積極的な買収によって行った。短期間の業績達成を重視し、事業のオ
ペレーション効率を最大化することによって、成長性と収益性を合わせて実現した。この
ためには、もちろんサプライチェーンや経営管理を支援する IT は必要であったが、 IT だ
けでなく革新的なテクノロジーが変革を駆動する役割を果たしたとは言えない。また、短
期業績指向の行きすぎが、 GE の長期的な成長体力を消耗させる結果にもなっていた。  
 
（２）技術革新による内部成長の重視  
 イメルトは、買収による成長だけでなく、イノベーションとマーケティングを強化して
内部から長期的に成長を駆動する方針を打ち出した。このため、よりテクノロジー指向や
情報活用指向が強い変革が行われた。リサーチセンターを強化し革新的なイノベーション
に関わるテーマに焦点を絞って価値創発サイクルを駆動した。あわせて、イマジネーショ
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ン・ブレークスルーによって、先進のテクノロジーを活用したこれまでにない製品・サー
ビスの試行錯誤を各事業部に課し、各事業部による自律的な価値増幅サイクルを促進した。
各事業部が提案する案件の条件は、「将来的に 1 億ドルの売り上げが見込め、新たな地域、
新たなビジネス領域、あるいは新規顧客を開拓できること」であった。  
リサーチセンターには 3000 人の研究者がいて、そのほとんどが事業部の仕事に従事す
るが、1 割はセンター直属の長期的な研究を行っていた。研究グループには、異なる事業
部や組織から研究リーダーを招いて、テクノロジーを様々な分野に展開できるようにした。
センターでは、事業部からテクノロジーチームが一堂に会し、年 3 回セッション T と呼ば
れる交流が行われた。こうしてリサーチセンターは事業部や役割を超えたバウンダリーレ
スなテクノロジーの共有の場となった。  
 優れた企業文化を維持することの重要性は変わることはなかった。イメルトは、不況の
中でも社員教育に年間 10 億ドルを投入し続け、将来の成長を牽引するリーダー人材の育
成にかける費用を削らなかった。ただし、これまでのマネージャはオペレーションと財務
には強いが、起業家精神にあふれ、進んでリスクをとる環境下で成功できる能力が不十分
であると考え、新たな成長を支えるリーダー（グロース・リーダー）の育成に力点を置く
ようにした。GE では、業績重視の文化を育むために社員が共通の目標に向かって協力でき
るプロセスとして、「変革の意思を伝え、社員の環境を変え、個人の変革を促し、文化に基
づいたプロジェクトを立ち上げ、利益を確保する」をリーダーの間で共有している。  
第 3項 IT を活用した新たなサービス事業の創造  
その活動の中から「エコマジネーション」という柱となる戦略が創発され、先進技術の
ひとつとして IT が注目されるようになった。これは環境問題をイノベ―ティブに解決す
ることを通じて、よりエネルギー効率の高い製品を求める顧客ニーズに応え、安定的な成
長を実現して、長期的に株主に利益をもたらすことをめざす全社プロジェクトであった。  
その中の代表的なテーマであるスマートグリッドは、GE が得意とするインフラストラク
チャー構築技術とインフラストラクチャーを制御する IT との融合であり、このために GE
は IT 先進企業であるグーグルとも手を組むことになった。  
そして、この考え方をインフラストラクチャー事業全体に適用し、製品をプラットフォ
ームにしたサービス事業の収益化を図るのがインダストリアル・インターネットであった。
これは、製品に組み込まれたセンサーのデータをインターネット経由で収集し、そのビッ
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グデータを分析して製品の稼働状況を把握し、自社のメンテナンスサービスに利用するだ
けでなく、顧客の手元にある資産の稼働効率を高めて顧客のコスト削減に役立てるもので
あった。  
このサービスを開発するために、リサーチセンターを核にしたバウンダリーレスなチー
ム体制が組まれた。また外部企業との連携も積極的に行われた。顧客向けのソリューショ
ンの開発のためには、収集したデータや技術情報をインターネット上に公開し、懸賞金を
かけてオープンにアイデアを募集するクラウド・ソーシングも活用した。  
第 4項 IT を活用した価値創造サイクルへの転換  
イメルトの時代に入って、GE は先進技術を開発する価値創発サイクルと、それを各事業
に活かして新たな製品やサービスを拡大する価値増幅サイクルを駆動し、その中から将来
に向けた産業ビジョンを形成していくといった、計画的かつ創発的な変革を行うようにな
り、 IT は変革の中心的な役割を果たすようになった。（図表 26）  
 GE は、以前からテクノロジー重視の企業ではあったが、IT が基幹設備でも競争優位に繋
がるコア技術でもなく、製造技術やインフラストラクチャー構成技術がコアであった。し
かし、今日においては、こうした製造業のビジネスでも IT が重要な構成要素となり、IT の
役割が進化して変革の大きな駆動力になってきたのである。  
図表  26 GE における変革の経緯  
計画的変革 ウェルチ ウェルチ イメルト
事業の絞り込み グローバル化 インダストリアル・インターネット
組織のスリム化 リーダー人材育成 エコマジネーション
サービス事業化
創発的変革 ウェルチ ウェルチ イメルト
ワークアウト シックスシグマ イマジネーション・ブレークスル―
ベストプラクティス イノベーションによる内部成長
非IT駆動 IT駆動
出所）筆者作成  
第4節 グーグル 価値創造サイクルによるクラウドサービスの創造  
 情報サービス企業にとって、 IT は競争優位の源泉であり、変革は常に IT 駆動によるも
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のである。スタンフォード大学の天才的 IT オタクであったラリー・ペイジとセルゲイ・ブ
リンによって起業され、彼らと同じような才能豊かなコンピュータ科学者やエンジニアを
結集して次々に新たな事業を創造してきたグーグルは、創発的な IT 駆動による変革の実
践者であることは間違いない。しかし同時に、グーグルには、未来を見通した創業以来一
貫したしたたかな戦略があった。  
ベンチャーキャピタルの出資を得て企業を拡大しようとした 1999 年当時、彼らは「世界
中の情報を整理し、世界中の人々がアクセスできて使えるようにする」というグーグルの
使命を表明した。2010 年代になってみるとこの前半の部分は世界最大のビッグデータのこ
と、後半の部分は世界最大のクラウドコンピューティングのことを指していたと解釈でき
る。グーグルの創業者たちは、はじめから IT の進歩が生み出す未来社会を予想し、データ
を中心に据えたビジネス、世界中の情報を収納できるサーバー空間、コンピュータ自身が
学習を繰り返すシステムを進化させ続けてきた。その意味から、グーグルは IT による新た
な事業形態を生み出した価値創造サイクルの実践者であるといえる。この事例は、’In the 
Plex: How Google Thinks, Works, and Shapes Our Lives’（ Levy、 2011、仲達志  & 池
村千秋訳）にもとづいている。  
第 1項 検索エンジンの進化  
（１）新たな検索エンジンの誕生  
ラリー・ペイジとセルゲイ・ブリンが、スタンフォード大学での博士論文の作成途上で
開発した「ページランク」は、誰がリンクしているかを評価してウェブページの重要度を
10 段階でランキングするロジックである。この方法は、ウェブページが増えるほど、ユー
ザーにとって役立つページが正確に特定できるようになる。このため、ウェブが普及する
ほど、ページランクは他の検索方法よりも的確に見たいページを選べるエンジンとして評
価が高まった。  
 
（２）大量データから成るファイルシステム問題の克服  
 2000 年当時、グーグルが抱えていた問題はデータベースの障害への対処と検索応答時間
の短縮であり、そのために独自に新たなファイルシステムを開発した。これには、障害復
旧を最初からやり直すのではなく、途中に保存されたチェックポイントから行うことで復
旧時間を短縮する仕組み、復旧を自動的に行えるように、複数のコピーを作成してシステ
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ムを止めないで復旧できる仕組み、さらには、データのインデックスをハードディスクで
はなくメモリ内に保持して検索を高速化する仕組みなどが含まれていた。  
 このファイルシステムのおかげで、2000 年 6 月に、グーグルはヤフーの検索トラフィッ
クを全て引き受けて処理する契約を結び、ヤフーの数百万人のユーザーがグーグルの検索
エンジンの優秀さを直接体験することになった。グーグルはより多くのユーザーと多くの
データを抱えることによって、利用ログを分析し検索エンジンを高度化させ続けることが
できた。  
 
（３）検索エンジンの絶えざる革新  
 グーグルの検索エンジンは 2001 年に全面的に書き直され、一部のユーザーに公開して
テストした後、秘密裏に切り替えられた。検索エンジンはその後も 2、3 年ごとに大改造さ
れた。こうした大改造の合間にも検索品質担当チームは常に漸進的な改善を繰り返した。
何万件もの検索語を新旧バージョンで同時に試して品質を比較し、より適切な検索結果が
得られるようにした。  
グーグルの最優先課題のひとつが、翻訳機能の開発であった。2004 年から翻訳機能の開
発に着手し、統計的機械翻訳という方法を用いた。これは、コンピュータに単一言語のテ
キストを大量に与え機械自身にその構造を分析させ、もうひとつの言語との間の関連を分
析させるものである。グーグルは、ウェブサイトの重要性を評価するのと同じ原理で、ど
の翻訳文書が最も優れているかを割り出し、膨大な量の文書をコンピュータに与えて学習
を繰り返させた。  
第 2項 新たな広告ビジネスモデルの確立  
 グーグルは、圧倒的に優れた検索エンジンによって、検索サービスでのシェアを拡大し
ていったが、検索サービス自体は利用者に無料で提供されるものであり、それを収益源に
することはできなかった。しかし、全世界のネットワーク上の情報を検索可能にするとい
う野望を実現するためには、グーグルは多額の資金が必要であった。それを可能にしたの
が新たな広告のビジネスモデルであった。  
（１）検索結果ページ上での広告掲載サービス  
 当初のグーグルの広告は、検索語と関連性があると判断された広告テキストを表示する
ものであった。広告テキストには、広告主のウェブサイト内のページが含まれていた。そ
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して、何人が広告を見たかで広告掲載料が決まる従来からの CPM 方式に基づいていた。  
 2000 年 10 月に、グーグルはこれまでの広告は高すぎて手が出せない中小広告主を対象
にしたセルフサービス型広告システム「アドワーズ」を開始した。広告主は、自分でキー
ワードを選択し、クレジットカードで広告掲載料を支払う。広告は検索結果の右側に表示
され、表示が目立つ場所ほど掲載料が高い。ただし、広告主は自分では表示場所を選ぶこ
とができず、ユーザーが広告のページを閲覧する割合（ CTR：クリックスルーレート）が高
いとシステムが判断した広告が優先して表示される仕組みであった。  
 グーグルは、2002 年 2 月に開始した改良版の「アドワーズセレクト」で、入札による広
告販売を行うことにした。ただし、入札者には次点の入札額よりも 1 セントだけ高い金額
を支払ってもらうようにし、高すぎる掲載金額を払わなくてもすむ独自の入札方式をとっ
た。また、従来の CPM の代わりに CTR によって課金する方式とした。さらに、システムが
広告とキーワードの関連性や広告のページの品質を評価し、品質によって広告掲載料の単
価を上げ下げした。アドワーズセレクトは、中小広告主だけでなく、大手企業も CPM 広告
を上回る入札額を提示するようになり、グーグルは高収入を上げ始めた。  
 
（２）ウェブサイトへの広告掲載サービス「アドセンス」の導入  
 2003 年にグーグルは、アドワーズと同じように、入札方式と CTR のモデルをメディアの
サイトの広告欄に応用することを考えた。これにより、有名メディアのページなどが広告
掲載場所として利用できる。また、2003 年 2 月に買収した「ブロガ―」の数百万ページあ
るブログにも広告を載せることができる。2003 年に、このサービスは「アドセンス」とい
う名前で開始され、アドワーズに次ぐ広告収入源に成長した。  
 
（３）広告品質向上への取り組み  
グーグルにとって決定的な意味を持つ広告品質スコアを算出するためには、何人のユー
ザーが広告をクリックするかを事前に見積もり、 1 日に百万回も正確に予測できるシステ
ムが必要である。グーグルは、 CTR とコンバージョン（広告のクリックが商品購入に繋が
ったか）を予測する方法を開発し、広告主に「コンバージョン・オプティマイザー」とし
て無料で提供した。  
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第 3項 クラウドビジネスへの挑戦  
 
 世界中のウェブ上の情報を分析し検索や広告に利用するために、グーグルは巨大なサー
バー空間を所有し、世界中のどこにデータが有るかによらずに自在に使いこなせる環境を
構築した。ウェブだけでなくあらゆる情報をこの空間に収納し検索可能にするという取り
組みを進めていくと、個々のユーザーが自分の手元にデータやアプリケーションを所有せ
ずに、ネットワークを介して、世界のどこかにあるデータやアプリケーションを利用する
という、クラウドコンピューティングの考え方に行き着くこととなった。  
（１）クラウドの発端となるウェブメールサービスの開始  
初期入社組のひとりブックハイトは、2001 年に誰の許しも得ずにウェブメールサービス
の開発に着手した。最大の差別化要因は、 1 ギガバイトという大きな文書保存容量であっ
た。ペイジやブリンは、メールの文書も検索対象の一部と考えて、メールサービスを積極
的に支持した。メールのサービスは無料であるが、メールのページ上には検索結果ページ
と同様に、メールに書かれている内容に関連した広告が表示され、それが収入を得るため
の方法になっていた。2004 年 4 月にユーザーを限定して「G メール」のサービスが公開さ
れた。  
 
（２）世界最大規模のデータセンター  
 2003 年にはグーグルは自社のデータセンターを建設する計画を立て始めた。自社のデー
タセンターでは、グーグルは、通常のセンターよりも多くのサーバーを詰め込み、必要最
低限の冷却設備で運転して省エネ化を図ることができた。グーグルは、10 億ドル規模のデ
ータセンターを 10 数か所も建設する計画に乗り出した。  
グーグルは競合他社の 3 分の 1 のコストでデータベースを運営できた。複数のセンター
にある大量のマシンは、運用をほとんど無人化して、マウンテンビューの本社で集中管理
された。さらに、グーグルは、複数のデータセンターに分散された大量のデータを効率的
に処理する画期的な方法を考案し、データの格納場所や、並列化や、故障時の同期化や、
データ劣化への対処を全てシステムが自動で管理した。  
 
（３）マイクロソフトの牙城への挑戦  
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 初期の頃、グーグルはマイクロソフトを刺激しないように、そのビジネスを侵すことを
避けてきた。しかし、クラウドコンピューティングの考え方を進めていけば、必然的にパ
ソコン上で稼働しているアプリケーションをウェブ上に移していくことになる。マイクロ
ソフトが主要な収益源にしているワード、エクセル、パワーポイントといった「オフィス
スイート」がその対象となった。  
また、ウェブブラウザは、ユーザーにとってウェブへの入り口として重要であり、それ
はマイクロソフトのインターネット・エクスローラーが独占している分野であった。グー
グルは、マイクロソフトを刺激しないため、独自のブラウザの開発は先延ばしにしていた
が、2006 年には開発に着手した。いまや、ウェブはブラウザを通じて情報を閲覧するだけ
でなく、アプリケーションを実行するプラットフォームとして機能することが期待され、
旧式のブラウザを手直ししても、これに対応することは難しくなっていた。グーグルのブ
ラウザは「クローム」と命名された。ブラウザを搭載したクラウドコンピュータが、速度、
信頼性、セキュリティ、操作性などあらゆる面でパソコンを凌駕することになれば、もは
やユーザーはパソコン上にソフトをインストールする必要がなくなり、ブラウザが OS の
役割を果たすようになる。（図表 27）  
図表  27 グーグルにおける変革の経緯  
戦略的な新分野への進出 革新的な事業の創造
クローム（ブラウザ） クラウドコンピューティング
計画的変革 オフィススイート製品 アドセンス
CPM広告 CTR入札広告
検索サービス
創発的変革 検索品質の改善 ページランク
広告品質の改善 機械翻訳　広告品質スコア
ファイルシステム
データセンター　　　　Gメール
継続的改善 IT駆動による新技術の創発
非IT駆動 IT駆動  
出所）筆者作成  
第 4項 グーグルの絶えざる創造を支えているもの  
 グーグルは、コンピュータ科学者やエンジニアの自主性を尊重し、それぞれのテーマの
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追求に没頭できる大学のような企業文化を維持してきた。それが、グーグルっぽい社員を
呼び寄せ、グーグルっぽい発明を促し、グーグルならではの価値創造サイクルを駆動させ
てきた。これを可能にしたのは、独自の広告ビジネスモデルが生み出す巨額の資金であっ
たが、同時に、2 人の創業者と彼らを信奉する社員たちが共有する独自の価値観であった。  
（１）創業者たちが大切にしたこと  
 グーグルの社風は、創業者であるペイジとブリンが 2 人とも幼年期にモンテッソーリ教
育を受けた経験があることと無縁ではない。彼らは、自分で考えた質問への答えを求め、
自分で決めたように行動し、権威を軽視し、偉い人に言われたからではなく道理にかなっ
ているからそうするという習慣を身に付けた。それが実践できる場がグーグルであった。  
 社員は 1 週間に 1 日は業務以外のプロジェクトに使うという「 20％ルール」が創業後間
もない頃に決められた。創業者 2 人は、野心的な思いつきによって世界を変えたいと現場
のエンジニアたちが思ったとしても、彼らに意欲をむやみに殺いではならないと考えた。  
 
（２）職場環境は創業者の価値観の表れ  
 創業者の価値観に基づいた職場環境をデザインする際のガイドラインには、「グーグル
っぽい空間は、何よりも社員自身を反映し、サポートするものでなければならない、私た
ちは献身的で、有能で、思慮深くて、勤勉な個人の集団であると同時に、多様な個性によ
って構成されたチームである。グーグルの基本的価値観が作業環境にも反映されなければ
ならない」と記されている。社員には大学のキャンパスにいるように知的な刺激に満ち、
仕事だけに熱中できる環境が用意された。  
 
（３）グーグルっぽい人材採用へのこだわり  
 ペイジとブリンは、会社が成果を出せるかどうかは、トップクラスの知性や能力を持つ
人材を採用できるかどうかにかかっていると考えた。基本的な採用基準は、とてつもなく
高い知性と抑えきれないほどの野心を備えていること、さらに、グーグルらしさを持って
いることである。はじめのころは、就職希望者の面接回数が最大 20 回に達する時期もあっ
たが、その後は 5 回程度になった。採用委員会が採用を了承したら、経営幹部グループが
資料を再度精査する。そして、最終判断はペイジ自身が下した。  
 
（４）創造性を尊重するチームマネジメント  
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 グーグルは 2004 年 8 月に上場を果たし、そろそろしっかりした会社組織を整えるべき
時期に来ていた。しかし、ペイジとブリンは、数千人のエンジニアを抱える大企業を円滑
に運営すると同時に、自由な発想や創造性を重視したのびのびとした職場環境を維持した
いと考えた。彼らの考えるグーグルの組織図は、水玉模様に覆われた巨大なシーツのよう
な形をしており、水玉は小さなチームでありシーツは平らな組織の構造を表していた。  
グーグルでは、小さなチームは、通常「テクリード」と呼ばれる上級エンジニアとプロ
ダクトマネージャによって率いられていた。優れたエンジニアたちが技術者としては一段
グレードが低いプロダクトマネージャに指示されるのはグーグルっぽくないと見なされて
いた。そこで、エンジニアの言うことが分かるマネージャではなく、プロダクトマネージ
ャになれるエンジニアを探すことにして、これを APM(アソシエート・プロダクト・マネー
ジャ )と呼んだ。APM はエンジニアたちに命令するのではなく、データを用いてエンジニア
を説得することが仕事であった。これよってエンジニアリングを重視しつつチームアプロ
ーチを維持することが可能になった。  
 経営陣は、社内のチームが肥大化することにも気を配った。社員のモチベーションを維
持するために、自分がプロジェクトの責任者であると感じられる程度の小規模なチーム編
成を保つように、プロジェクトを分割した。また、エンジニアの夢と会社の収益を両立さ
せるために、エンジニアの配属を「70・ 20・10」のルールで決定した。つまり、70％は検
索か広告という収益の柱の部署に、20％はアプリケーションなど重要な製品の開発部署に、
10％はそれ以外の何でもありのプロジェクトに配属したのである。  
 
（５）データから学ぶプロセスの確立  
 グーグルのエンジニアは、誰もが画期的な創造活動だけに従事しているわけではない。
グーグルの絶えざる進化は、地道なデータからの学習プロセスによって支えられていた。
たとえば、グーグルは検索ログデータを活用した A/B テストによる検索エンジンの改善プ
ロセスを確立した。プロセスは、エンジニアによる修正、アナリストによるテスト、テス
ターやユーザーによる A/B テスト、ローンチ会議による承認と本番導入から成っている。  
 
（６）無秩序の裏にある組織運営システム  
 グーグルは、インテルで実施されている OKR（目標と主要な成果）という管理方式を導
入した。これは、作業をセグメント化し、どんな成果をいつまでに出せるか、時期を決め
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て定量化する手法であった。社員は全員 4 半期に一度年間を通じての OKR を設定し、承認
を受ける必要があった。個人だけでなく、チーム、部門、企業全体のレベルでも OKR が設
定された。理想的には設定した OKR の 7～ 8 割が達成される程度の挑戦的な目標設定が求
められた。  
 OKR はマネージャだけでなく、社内全体で共有された。それはグーグルのイントラネッ
ト上で社員の略歴や職務内容とともに公開された。さらに、社員は、プロジェクトデータ
ベースを通じて、社内で何が行われているかに関する詳細な情報を得ることができた。創
業者 2 人は透明性を確保することで、大所帯になってもお互いが何をしているかが分かる
会社を実現しようとした。  
 
 グーグルのビジネスは、まったく前提や制約を設けない自由な創造活動 10％や、新たな
サービスを開発するための自主性を持ったエンジニアチームによるプロジェクト 20％か
ら成る価値創発サイクルと、既存の検索サービス、広告サービス、データセンター運用な
どの品質を向上させ続ける 70％の価値増幅サイクルから成っている。  
そして、百花繚乱のようなグーグルの絶えざる技術革新とサービス革新は、エンジニア
王国を維持しようとする創業者たちの強い意思によるものである。しかし、大企業となっ
たグーグルが、価値創造サイクルを駆動して社員の創造性や自主性を発揮させ続けるため
には、創造的な仕事ができる空間作り、知性と能力とグーグルらしさに徹底的にこだわっ
た人材採用、エンジニアの自主性を尊重したチーム組織の編成、目標管理制度による社員
の意識付け、社員への情報開示といった組織的なしくみも合わせて必要であった。  
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第7章 事例を踏まえた価値創造サイクルの具体化  
第1節 計画的変革や創発的変革と価値創造サイクルの関係  
しまむらの事例では価値創造サイクルのアウトプットは新たな商品やサービスであっ
たが、ウェルズファーゴの事例では、新たな顧客サービスプロセスがアウトプットであり、
GE やグーグルの事例では、新たなビジネスモデルがアウトプットであった。このように、
価値創造サイクルは、商品・サービスの開発と提供だけでなくより幅広い価値を生み出す
活動を対象にして知識創造サイクルを実践するものである。 
あらためて、価値創造サイクルとは、「新たな知識を生み出し、組織内で知識を共有し、
知識を活用して新たな価値を生み出す商品・サービス、業務プロセス、ビジネスモデルを
アウトプットとして創出する知識創造サイクルとして、企業の価値連鎖全体を運営するこ
と」である。 
また、価値創造サイクルとして捉えた変革の性格も各社によって異なる。 
セブンイレブンでは、まず経営者によって綿密に計画された店舗網と物流網が行う仮説
検証による価値増幅サイクルが駆動し、その後自主商品の開発の過程でチームマーチャン
ダイジングによる価値創発サイクルが強化された。しまむらでは、経営者が計画的に作り
上げた問屋機能を内包した小売業という独自のビジネスの仕組みの中で、集中型の店舗コ
ントロールが価値増幅サイクルとなり、仕入れ先の商品開発力を活かしたクリーンな仕入
れが商品鮮度を生む価値創発サイクルとなって持続的成長に結びついた。ウェルズファー
ゴでは、経営者が意図した「ワンウェルズファーゴ」の実現に向けた計画的変革を、創発
的な試行錯誤の繰り返しによって段階的に実行することが価値創造サイクルであった。 GE
では、リサーチセンターと事業部門が行う新事業の創出に向けた価値創発サイクルの成果
を、経営者がエコマジネーションやインダストリアル・インターネットといったビジネス
コンセプトに収斂させたことが価値創造サイクルであった。グーグルでは、エンジニア同
士による創発的な技術革新を経営者が促して価値創発サイクルを駆動し、広告モデルやク
ラウドコンピューティングといった新たな事業創造戦略に結実させることが価値創造サイ
クルであった。 
このように、価値創造サイクルは、創発を組み入れた計画的変革にも、計画的意図に収
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斂する創発的変革にもあてはまる考え方である。価値創造サイクルが駆動していない現状
の改善と比べると、計画的変革は計画的に価値増幅サイクルを駆動することであり、創発
的変革は散発的に価値創発サイクルを駆動することである。そして、計画的かつ創発的変
革は、価値増幅サイクルに価値創発サイクルを組み入れることや、価値創発サイクルを計
画的な意図に収斂させることによって、価値創発サイクルと価値増幅サイクルを連動させ
ることである。（図表 28） 
図表  28 計画的変革や創発的変革と価値創造サイクルの対応関係  
計画的変革 計画的かつ創発的変革
計画的に 価値創発サイクルと
計画的 価値増幅サイクルを駆動 価値増幅サイクルを連動
計画的意図
に収斂
現状の改善 創発的変革
散発的に
価値創発サイクルを駆動
創発的
創発サイクルを組み入れ
 
出所）筆者作成 
第2節 価値創造サイクルを駆動する IT 活用力  
IT は知識創造サイクル全般において、参加者の間でのコミュニケーションや知識共有の
ための手段として利用される。時間や空間を越え組織の壁を越えて豊富な情報を交換して
コミュニケーションを行い、暗黙知の共同化や表出化を促すために情報ネットワークは強
力な効果を発揮する。組織を超えて形式知を連結し相互活用したり統合したりするために
ナレッジデータベースは有効である。これらは、ナレッジマネジメントを支援する IT 活用
として、これまでも知られているものである。それに加えて、価値創造サイクルにおいて
は、 IT は無くてはならない駆動力として機能することが事例から明らかになった。 
 
（１）価値創発サイクルにおけるイテレーション 
IT は価値創発サイクルにおける試行錯誤を高速化、高度化、多頻度化するためのイテレ
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ーションの手段として用いられる。IT は暗黙知をメタファー、コンセプト、仮説、モデル
などの形で形式知として可視化する過程を支援する。そして、数理的モデル、プロセスモ
デル、デジタルモックアップなどの試作品を作成して仮説の価値を評価し改善を繰り返す
ことを容易にする。 
 セブンイレブンの商品開発を支援する情報活用、ウェルズファーゴの新サービス機能作
成における試行、GE の顧客向けソリューション開発のためのクラウド・ソーシング、グー
グルの検索機能の品質向上のための機械学習など、IT は強力なイテレーションツールとし
て機能している。 
 
（２）価値増幅サイクルにおける仮説検証とモジュール化 
さらに、IT は、価値増幅サイクルにおける情報を活用した仮説検証の手段として、また、
業務機能のモジュール化の手段として用いられる。IT は仮説を検証するために、豊富で多
様で即時な情報の収集と分析を可能にする。また、業務と情報システムをモジュール化し
ておけば、検証結果に基づいて該当するモジュールを改訂し業務全体に速やかに反映する
ことができる。 
セブンイレブンやしまむらの店頭基点の売れ行き情報、 GE の製品基点の稼動状況情報、
グーグルのサーバー内に格納された世界中の情報の写しは、顧客に対するサービスを常に
検証し改善し続けるために不可欠な資産である。ウェルズファーゴの SOA は業務機能と情
報システム機能を共通部品化して業務全体で再利用するための有力なモジュール化の手法
である。 
 
（３）顧客共創とサプライヤー協働のプラットフォーム 
価値創発サイクルや価値増幅サイクルでは、顧客とのやり取りの中から、新たな価値の
種を発見したり顧客にとっての価値を確認したりする価値共創が行われる。顧客との接点
を構成する手段として IT によるバーチャルチャネルは人手によるリアルチャネルと連携
して用いられるようになった。グーグルでは、もともと全てのサービスがインターネット
を介して行われるが、セブンイレブンやウェルズファーゴでも、インターネットと実店舗
を複合したサービスが行われ、GE でも顧客が利用する製品のセンサーネットワークがサー
ビスに利用されている。顧客を新たな商品・サービスの開発に巻き込み、顧客のニーズを
深く理解し、顧客にサービスを提供する真実の瞬間の質によって顧客経験価値を高め、顧
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客を永く維持するために、 IT は強力な手段となる。 
また、製造業や流通業などにおいては、商品や部品の仕入先であるサプライヤーとの協
働によって新商品・新サービスが開発され、供給される。セブンイレブンでは、IT はサプ
ライヤーとの共同開発環境の整備や共同配送網のコントロールに利用されている。GE では、
顧客向けサービスの開発のために、クラウド・ソーシングを利用して外部企業を参加させ
ったオープンイノベーションが行われている。  
このように IT は、顧客との価値共創やサプライヤーとの協働のためのプラットフォー
ムを形成する手段として重要である。IT は、知識創造サイクルを価値連鎖の中に実装する
ためにより強力な手段となり、IT 活用力は価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変
革を実現するイネーブラーとなる。（図表 29）  
図表  29 価値創造サイクルを駆動する IT 活用  
サプライヤーとの協働のプラットフォーム形成
オープン調達 供給協働ネットワーク チームマーチャンダイジング オープンイノベーション
拡張 シーズ
実用化 探索
実用品 試作品
仮説検証 サービス部品 サービス部品 評価 応用仮説 イテレーション
の手段 の改訂 の生成 /改良 の設定 の手段
モジュール化
の手段 価値増幅 価値創発
サイクル サイクル
（仮説検証） フィードバック （試行錯誤）
変革実行 利用状況 サービス部品 顧客との 試作品 変革実行
の評価 の利用 試行 の作成
顧客との共創のプラットフォーム形成
顧客維持 顧客経験 顧客理解 顧客参加
拡張 ニーズ
発掘  
出所）筆者作成 
第3節 価値創造サイクルのイネーブラー  
 価値創造サイクルを可能とする IT 活用力以外のイネーブラーは、まさに変革のイネー
ブラーとして挙げた価値観、組織、人材、プロセスである。（図表 30） 
 
（１）価値観 
経営者は、価値創発サイクルと価値増幅サイクルを整合させて回し続けるために、将来
に向けた価値創造のあり方と目標を示す必要がある。野中他（ 2004）は、これを「知識ビ
ジョンと駆動目標」と呼んでいる。「知識ビジョン」は、「企業が『どうあるか』という未
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来に関するイメージ」である。これは「知識スパイラルに方向性を与え、企業の製品、部
門、組織、さらには市場の境界を超えながらも、その組織の追求する価値から焦点をずら
さない知識の基盤や長期的な進化の方向を決定付ける」（野中他、2004）ものである。また、
「駆動目標は、ビジョンと対話・実践の知識創造プロセスを連動させる具体的な概念、数
値目標、規範」（野中他、 2004）である。これらは、価値観に相当するものである。 
Hamel & Prahalad（ 1994）は、「経営者は、今後 10 年間に提供していく新しい付加価値
や機能、必要なコア・コンピタンス、価値を顧客に届ける方法について戦略設計図を描く
べき」であるとし , 「その道を走るエネルギーとなる思い入れと知恵を供給する夢と力に
満ちた「戦略方針」として「ストレッチ戦略」を示すべき」であると述べている。戦略設
計図が知識ビジョン、ストレッチ戦略が駆動目標にあたると解釈できる。 
セブンイレブンの「近くて便利」な生活総合サービス拠点、しまむらの「問屋を内包し
た集荷型衣料品小売業」という独自の業態、ウェルズファーゴの「ひとつのウェルズファ
ーゴ」、GE の「イノベーションによる内部成長」、グーグルの「世界の情報を整理し、世界
中の人々がアクセスできて使えるようにする」というクラウドサービスに繋がるビジョン
は、将来の事業の姿を示す戦略設計図といえる。 
そして、その実現のためのストレッチ戦略として、セブンイレブンは「フレンドリー、
クリンリネス、品質、欠品の無い品揃え」という基本原則を全店舗に徹底し、しまむらは
「デフレ経済が続くなかで商品の価格を引き下げ続けること」で、顧客数の拡大を図り成
長を持続し、ウェルズファーゴは「それぞれの顧客資産の 100％を獲得する」ことを目標に
顧客サービスを統合し、 GE は「将来的に 1 億ドルの売り上げが見込め、新たな地域、新た
なビジネス領域、あるいは新規顧客を獲得できる革新的な事業を毎年 3 件提案する」とい
う「イマジネーション・ブレークスルー」を事業部門の目標とし、グーグルは「社員は 1
週間のうちの 1 日はプロジェクト以外のことに使う」という「 20％ルール」による全員参
加の未来創造を目指した。 
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図表  30 各事例における価値創造サイクルのイネーブラー  
企業 セブン・イレブン
業種 コンビニエンスストア
【イネーブラー】 【価値創造サイクル】
価値観 戦略設計図 ・「近くて便利」な生活総合サービス
ストレッチ目標 ・「フレンドリー、クリンリネス、品質、
欠品の無い品揃え」
組織 価値増幅サイクルの場 ・個店経営のフランチャイズ店舗網と
OFCによる支援
・ベンダーによるセブン専用の商品供給網
価値創発サイクルの場 ・サプライヤーとのチームマーチャンダイジング
・「理念、目標,、顧客、情報、システム、成果」を
共有した同社とサプライヤーの商品開発協働チーム
人材 ・売り場担当者への発注権限委譲と能力向上
・サプライヤーの専門家をプロデュースする社員
プロセス ・売り場担当者による仮説検証型発注プロセス
・納品頻度別・温度帯別の共同配送プロセス
・標準化された新商品開発プロセス
IT活用力 ・発注精度を高める需要予測支援情報
・商品仮説を引き出す店頭起点の売れ行き情報
【変革の効果】 アウトプット ・「味、値ごろ感、新しさ」を提供する自主開発商品
・1年に7割の商品を入れ替え
 
 
企業 しまむら
業種 日用衣料品小売業
【イネーブラー】 【価値創造サイクル】
価値観 戦略設計図 ・問屋を内包した集荷型衣料小売業
ストレッチ目標 ・デフレが続く中で価格を下げ続ける
組織 価値増幅サイクルの場 ・本社コントローラーによる店舗運営集中管理
・1品でも配送できる自前の高効率な物流網
価値創発サイクルの場 ・多くのメーカーの商品開発力・提案力を活かす
バイヤーによる公正な取引慣行による仕入れ
人材 ・社員は高速配属転換でゼネラリストとして育成
・パート中心で構成される意欲の高い店舗要員
プロセス ・見える化による特定の社員に依存しない業務
・店舗の標準化、オペレーションのマニュアル化
IT活用力 ・いち早く商品単品管理を実現
・店舗運営指示の集中コントロールシステム
【変革の効果】 アウトプット ・多品種、多アイテム、少量品揃えの商品鮮度
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企業 ウェルズファーゴ
業種 金融機関
【イネーブラー】 【価値創造サイクル】
価値観 戦略設計図 ・ひとつのウェルズファーゴ
ストレッチ目標 ・それぞれの顧客の資産の100％を獲得する
組織 価値増幅サイクルの場 ・サービス利用部門である事業部門による
共通機能の共同利用
価値創発サイクルの場 ・サービス提供部門であるIT部門による
新たな共通機能の開発
人材 ・ビジネスの立場で事業部門と協力できる
アーキテクト
プロセス ・共通機能の提供と利用を統制するための
サービス・ガバナンスのプロセス
IT活用力 ・SOA手法を適用したモジュール化の実現
【変革の効果】 アウトプット ・全商品で統合された顧客サービスプロセス
 
企業 GE
業種 製造業
【イネーブラー】 【価値創造サイクル】
価値観 戦略設計図 ・イノベーションによる内部成長
ストレッチ目標 ・イマジネーション・ブレークスルー
組織 価値増幅サイクルの場 ・事業部門による革新的製品の開発
価値創発サイクルの場 ・リサーチセンターによる新中核技術の開発
・事業部門研究者との協働と交流
・外部企業や顧客と連携した開発
人材 ・起業家精神にあふれ進んでリスクが
取れるグロース・リーダーの育成
プロセス ・社員が共通の目標に向かって
協力できるプロセス
IT活用力 ・製品に埋め込まれたセンサーの
稼動状況データを顧客サービスに利用
【変革の効果】 アウトプット ・エコマジネーションのビジネスモデル
・インダストリアル・インターネットのビジネスモデル
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企業 グーグル
業種 情報サービス業
【イネーブラー】 【価値創造サイクル】
価値観 戦略設計図 ・クラウドサービスに繋がる企業ビジョン
ストレッチ目標 ・20％ルールによる全員参加による未来創造
組織 価値増幅サイクルの場 ・既存の検索サービス、広告サービスの改良
・水玉模様に覆われた巨大なシーツのような
小さなチームからなる平らな組織構造
価値創発サイクルの場 ・何でもありの創造活動
・新規サービス開発プロジェクト
人材 ・知性、野心、グーグルらしさを持つ人材
・APMによるエンジニアを尊重したチーム運営
プロセス ・データから学習するサービス改良プロセス
・OKRによる社員の目標挑戦意欲の向上と
活動成果の透明化のプロセス
IT活用力 ・世界中の情報の写しを格納できるサーバー
・機械が自ら学習を繰り返すシステム
【変革の効果】 アウトプット ・新たな広告モデル
・クラウドサービスや新ブラウザの創造
 
出所）筆者作成 
 
（２）組織、場の形成 
野中（ 2002）は、知識創造の促進条件として「場の存在、即興的な相互作用、自己組織
性、参加者の心理的コミットメント、境界の透明性」をあげている。 Botkin(1999)は、参
加者の心理的コミットメントによって形成された場を「ナレッジ・コミュニティ」と呼ん
だ。これは「実体的なビジネスの目的に役立つ新しい知識を創造し、共有し、利用すると
いう共通の熱意を持つ人たちの集団」である。そして、 Garvin(1993)は、境界の透明性を
保った場として、「組織の境界を取り除き、アイデアが自由に交換できるようにボーダーレ
スにすべき」であることを主張した。野中・竹内（ 1995）は、こうした場の作り方として
「ハイパーテキスト型組織」を挙げている。これは、一人の社員が、通常のルーティン業
務を行うビジネス組織と、組織横断的に集められたプロジェクトと、それらで創られた知
識を分類・再構成する知識システムの 3 者の間を行き来することによって知識がダイナミ
ックに循環する場である。 
経営者は、価値創発を可能とするような、多様な知識を持つ人材が出会い相互作用が行
なわれる場を、組織横断的な変革チームのような形で設定する必要がある。あわせて、商
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品・サービス提供を行う現場組織も、価値増幅に向けた仮説検証を自律的に行い、変革チ
ームと連携ができるような組織に再編成する必要がある。 
セブンイレブンは、個店経営を行うフランチャイズ店を、売り場の担当者が自ら仮説検
証による発注精度向上に努める価値増幅の場として運営できるように、 OFC によるカウン
セリングと情報武装を提供している。そして、サプライヤーが、セブンイレブン専用の工
場、倉庫、配送車を運用して適時適量の商品供給を行っている。また、新たな顧客価値を
提供する多くの自主開発商品を生み出すために、自社の社員とサプライヤーの協働による
マーチャンダイジングチームを価値創発の場として編成し、理念、目標、顧客、情報、シ
ステムを共有するバウンダリーレスな組織として運営している。 
しまむらは、本社のコントローラーによる店舗運営の集中管理という独自の方式により
価値増幅の場を運営し、「多品種、多アイテム、少量品揃え」による商品鮮度を確保するた
めに、仕入先とのオープンな取引によりメーカーの商品開発力をフルに活かす価値創発の
場を形成している。 
ウェルズファーゴでは、サービス提供者による新たな共通機能の開発が価値創発サイク
ル、サービス利用者による共通機能の利用が価値増幅サイクルとなって、共通機能の共同
利用の場を形成している。 
GE は、革新的な技術を開発する拠点としてリサーチセンターを増強して価値創発の場と
し、各事業部門にマーケティング・リーダーを配置して「イマジネーション・ブレークス
ルー」を実践する価値増幅の場とした。リサーチセンターと事業部門の研究者は、プロジ
ェクトを共同で組成したり、定期的な交流会を行ったりしてバウンダリーレスな協働を行
っている。さらに「インダストリアル・インターネット」を開発するためには、外部企業
との連携を拡大させて、価値創発の場を社外にも広げている。 
グーグルは、社員に大学のキャンパスにいるような知的な刺激に満ち、仕事だけに集中
できる環境を提供した上で、数千人のエンジニアを抱える大企業を、水玉模様に覆われた
巨大なシーツ（小さなチームから成る平らな組織）のように運営しようとした。そして、
自分がプロジェクトの責任者であると感じられる程度の小規模なチームに分割し、検索サ
ービスや広告などの既存事業の改良という価値増幅の場に 70％、新規サービスの開発プロ
ジェクトや何でもありの創造活動といった価値創発の場に 30％のエンジニアを配属して
いる。 
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（３）人材 
野中・竹内（1995）は、組織的な知識創造が推進される要件として、「組織の意図、自立
性、ゆらぎと創造的カオス、冗長性、最小有効多様性」を挙げた。変革チームには、イノ
ベーションに繋がる揺らぎやカオスを起こせる多様な人材が主体的に参加し、失敗を恐れ
ずに新たな挑戦ができるようにして価値創発を促す。現場組織には、現状の改善に留まら
ない自発的な仮説検証による価値増幅の行動を推奨する。そして、変革チームと現場組織
との交流を活発に行い、価値創発の価値増幅への実用化、価値増幅から価値創発へのフィ
ードバックが絶えずスムーズに行われるようにする。ハイパーテキスト型組織はそれを行
うために有効な形態である。 
セブンイレブンのチームマーチャンダイジングにおいては、社員は、サプライヤーの専
門人材の知恵を結集して新たな魅力ある商品・サービスを生み出すためのプロデューサー
としての役割を果たしている。店舗の経営者や売り場担当者の仮説検証能力は、自律的な
仮説検証の繰り返しと OFC による助言によって向上する。 OFC は売り場基点の情報や知恵
を隔週で持ち寄って全社で共有し、担当する店舗へ還元する。こうした活動は、OFC 自身
の知識吸収による成長にも繋がっている。商品開発チームにとっても、この活動から得ら
れた情報は貴重なフィードバックとなる。 
しまむらでは、価値創発サイクルの主役は商品仕入れを担当する本社のバイヤー、価値
増幅サイクルの主役は店舗の集中管理を行う本社のコントローラーである。しまむらの社
員は、2～ 3 年で配置換え、担当換え、部署換えになり、「高速配転主義」によってゼネラリ
ストとして育成され、常に新鮮な気持ちで新たな職務に挑戦している。店舗要員はパート
が中心であるが、働きやすい職場環境により高い意欲を維持しており、現場発の店舗運営
改善提案を積極的に行っている。  
ウェルズファーゴにおいては、 SOA プロジェクトを成功させるために必要な人材は、技術
専門家としてのアーキテクトではなく、ビジネスの立場で事業部門と協力できる能力の高いア
ーキテクトであった。  
GE では、起業家精神にあふれ進んでリスクをとる環境下で成功できる能力を持つ、新た
な成長を支える「グロース・リーダー」の育成を重視して研修を強化した。 
グーグルは、会社の成果はトップクラスの知性や能力を持つ人材を採用できるかにかか
っていると考え、とてつもなく高い知性、抑えきれないほどの野心、グーグルらしさを備
えた人材の採用に徹底してこだわった。そして、エンジニアの自主性を尊重するチーム運
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営を重視し、プロダクトマネージャ（ PM）にチームを率いらせるのではなく、PM になれる
エンジニアを APM(アソシエート PM)に任命し、データでエンジニアを納得させる役回りに
した。 
各社を通じて共通するのは、価値創発チームをリードし、試行を実用に結びつけるプロ
デューサー人材の存在である。チームには、創造性豊かな多様な人材が集まるが、各人の
能力を引き出し、ぶつけ合わせ、融合させてアウトプット創出に向けて結実させるのがプ
ロデューサー人材である。知識を創造するだけに終わらせずに、商品・サービスや業務プ
ロセスやビジネスモデルとして、現業組織に受け渡す役割が重要である。 
 
（４）プロセス 
 価値創発サイクル、仮説検証サイクル、業務機能部品（モジュール）改訂サイクル等を、
標準的なプロセスとして組織内で共有し、知識創造サイクルの組織ルーティン化を促進す
る必要がある。 
セブンイレブンでは、チームマーチャンダイジングにおける商品開発のプロセスは標準
化され、チーム間で共有されている。 
しまむらでは、ゼネラリストである社員が、価値創発サイクルや価値増幅サイクルに携
わることができるように、また、パートを中心とする店舗要員で店舗運営が出来るように、
全ての業務が標準化されマニュアル化されている。そして、業務に必要な知識と情報は見
える化され、可能な限りシステム化されている。 
ウェルズファーゴでは、事業部門と全社 IT 部門の関係を、サービス利用者（ Consumer）
とサービス提供者（ Provider）に再定義し、共通部品の共同利用のためのサービス・ガバ
ナンスのプロセスを確立した。 
 GE では、業績重視の文化を育むために社員が共通の目標に向かって協力できるプロセス
として、「変革の意思を伝え、社員の環境を変え、個人の変革を促し、文化に基づいたプロ
ジェクトを立ち上げ、利益を確保する」を共有している。 
グーグルの絶えざる進化は、地道なデータからの学習プロセスによって支えられている。
プロセスは、エンジニアによる修正、アナリストによるテスト、テスターやユーザーによ
る A/B テスト、ローンチ会議による承認と本番導入から成っている。また、グーグルでは、
OKR という目標設定と達成度評価のプロセスが全社員に適用され、その評価内容は、各社
員の略歴や職務内容とともに全社に公開される。こうした透明性を確保することによって、
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大企業になっても社員同士がお互いに何をしているか分かる会社にして人材交流を活発に
しようとしている。 
第4節 価値創造サイクルの事例分析のまとめ  
 ５社の事例をまとめると、計画的かつ創発的な変革の実現方法としての価値創造サイク
ルのモデルを次のように想定することができる。「戦略設計図を知識ビジョンとし、ストレ
ッチ戦略を駆動目標として価値観を形成し、価値連鎖に知識創造サイクルを組織ルーティ
ンとして埋め込んで、価値創発サイクルと価値増幅サイクルとして運営し、組織、人材、
プロセス、IT 活用力から成る変革のイネーブラーによってこれらのサイクルを駆動するこ
とによって、変化の激しい競争環境に対応した、創発を組み入れた計画的変革や、計画的
意図に収斂する創発的変革を、企業は実践している。」（図表 31） 
図表  31 価値創造サイクルによる計画的かつ創発的変革  
価値創造のモデル 変革の
イネーブラー
計画的意図
価値連鎖 製品・サービス 製品・サービス に収斂する
（バリューチェーン） 提供サイクル 開発サイクル 創発的変革
組織（場）
価値創造サイクル 価値増幅 価値創発 人材
（知識・情報活用） サイクル サイクル プロセス
（仮説検証） （試行錯誤） IT活用力
組織ルーティン化
知識創造サイクル 知識創造
（SECIモデル） サイクル
創発を
経営者の価値統治 戦略設計図 価値創造 価値観 組み入れた
（コアコンピタンス） ストレッチ戦略 マネジメント 計画的変革
計画的かつ創発的変革知識創造サイクルの価値連鎖への埋め込み
顧客
 
出所）筆者作成 
 
 では、この５社に見られるような価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革は、
多くの企業が実践できているものであろうか。これらの企業は、いずれも持続的成長を絶
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えざる変革によって達成し、また、IT を駆使して知識創造を繰り返している先進事例であ
り、どの企業でも同じようなことができるとは限らない。第３部では、日本企業が行って
いる変革の実態を分析し、理論研究をもとに想定した「価値創造サイクルによる計画的か
つ創発的変革の実行モデル」が、どのような事業の状況の企業において実行されているか
について確認する。  
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第３部 量的分析による事業の状況に応じた変革内容
の違いの確認  
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第8章 IT の役割と戦略見直しの有無に応じた変革の構成要素の違い  
第1節 戦略駆動による変革と IT 駆動による変革  
（１）事業戦略の見直しによる変革 
Ansoff(1957）は、企業の事業戦略を、「既存製品・サービスを既存市場に浸透させる市
場浸透戦略、既存製品・サービスを新市場に展開する新市場開拓戦略、新製品・サービス
を既存市場に投入する新製品・サービス開発戦略、新製品・サービスを新市場に向けて開
発する多角化戦略」の 4 つに分類した。（図表 32）今日の企業でも、既存事業による成長
の限界を打破するために、新興国をはじめとするグローバル市場への展開、自社製品を活
用したアフターサービス事業の収益化、あらたなビジネスモデルの開発など、事業戦略を
見直すことによる計画的変革が行われている。  
図表  32 Ansoff の事業戦略の 4 分類  
新市場 市場開発 新事業創造
例）グローバル市場への展開 例）ビジネスモデル創造
既存市場 市場浸透 製品・サービス開発
戦略の見直し無し 例）アフターサービスの収益化
既存製品・サービス 新製品・サービス
出所）Anwsoff (1957)の分類をもとに筆者作成  
（２） IT の導入を契機とした変革 
一方、 IT も企業に変革を迫る要因になる。これまでに幾度もあった IT による事業変革
の波は、 IT の技術的進歩と関連付けると次のように捉えることができる。 SIS（戦略情報
システム）はオンラインネットワークの普及に伴って、企業の基幹業務をリアルタイム化
し競争優位を築くものであったと考えられる。BPR（ビジネス・プロセス・リエンジニアリ
ング）は、分散システムの普及に伴って、間接業務についても抜本的な効率化を図るもの
であったと考えられる。ERP(統合業務パッケージ )は、統合された業務システムを導入して、
業務のベストプラクティスを移植する狙いもあった。 e コマースは、インターネットを用
いて新たなビジネスモデルを構築するものであった。 
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もちろんこうした IT を導入するだけで変革が起こるわけではなく、新たな IT を活用し
てビジネスとして何を行うかという戦略が IT の導入にあたって必要である。とはいえ技
術の進歩によって新たな事業変革の機会が生じることは確かであり、例えば、IT は次のよ
うな事業戦略の見直しを企業にもたらした。 
・インターネット上でのダイレクト販売が普及して、裾野の広い少量の需要から成るロン
グテール市場が開拓された。（Anderson、2006）  
・IT によって普及した製品やサービスの価値が、その製品の利用者の総和によって決まる
という、「ネットワーク経済性」が新たな競争原理となった。（Shapiro、 1998）  
・急速に進歩する IT を基盤とする製品分野では、リーダー企業は常に革命的な代替品の
脅威にさらされる。（ Christensen、1997）  
・既存の来店型店舗とインターネット上のダイレクト販売チャネルの相乗効果を生むクリ
ック＆モルタル（ Potruck、 2000）は、リテールビジネスで一般化しており、企業は IT を
活用してマーケティングミックスを見直す必要がある。  
そして、現在は、スマートデバイス、ソーシャルメディア、ビッグデータが新たな波を
起こしている。企業活動に対する適用範囲が広く、進歩が著しい IT は、事業変革を起こす
可能性を持っている。これは、 IT を活用することによって可能となる IT 駆動による変革
と呼ぶことができる。 
第２部で検討した価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革は、将来の戦略設計
図にむけて IT を活用した創発的変革をスパイラルに繰り返すものであり、戦略駆動と IT
駆動の両方の側面を持っている。 
第2節 IT の役割による変革のイネーブラーの違い  
第 1項 McFarlan による企業における IT の役割の分類  
本研究は、IT が事業戦略や変革にどのように影響を与えるかは、企業ごとに一様ではな
いという立場をとる。McFarlan(2005)は、企業にとって IT が競争優位に繋がるコア技術で
あるかという軸と、 IT が基幹設備のひとつであるかという軸で、企業にとって IT が果た
す役割を４つに分類した。以降では、「コア技術」という言葉は競争優位に繋がる自社の強
みを生み出す技術という意味で用いる。IT がコア技術であるのは、IT サービス企業だけで
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はない。たとえば、第２部でとりあげたセブンイレブン、しまむら、ウェルズファーゴ、
GE、グーグルといった価値創造サイクルによる変革をおこなっている企業では、IT は競争
優位を生み出す上で欠かせない存在である。（図表 33） 
IT がコア技術かつ基幹設備である企業にとって、IT は「戦略的」な役割を果たす。IT が
コア技術かつ非基幹設備である企業では、IT は事業や業務の「変革手段」として用いられ
る。 IT が非コア技術かつ基幹設備である企業では、 IT はアウトプットを作り出す「工場」
の役割を持つ。 IT が非コア技術かつ非基幹設備である企業では、IT は管理や業務遂行を
「支援」する道具である。 
図表  33 McFarlan の IT の役割の 4 分類  
 
ITが基幹設備
のひとつ 「工場」 「戦略的」
IT以外に
基幹設備 「支援」 「変革手段」
がある
ITは競争優位に繋がる ITは競争優位に繋がる
コア技術ではない コア技術である
出所）McFarlan (2005) の分類をもとに筆者作成  
 
第 2項 IT の役割に応じた変革内容に関する第 2 の問いと仮説 2 の設定  
（１）本研究の第 2 の問いの設定 
IT がコア技術の企業では、事業戦略を見直さなくても、IT を活用した企業価値創出の機
会を探る創発的変革が行われる。事業戦略の見直しによる計画的変革は、IT がコア技術の
企業でもそうでない企業でも行われる。 IT がコア技術でなくても、 IT が基幹設備であれ
ば、事業戦略の見直しに伴う変革を実行する上で、業務を支える IT も改変が必要になる。
このため今日では多くの企業で、 IT は変革を実行する上で重要な役割を持っている。 
本研究では、IT をコア技術と考える企業は IT を活用した創発的変革を行う動機が有り、
事業戦略を見直した企業は計画的変革を行う動機が有ると考える。そして、IT をコア技術
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と考えるか否か、事業戦略を見直したか否かという事業の状況による変革の構成要素の違
いを分析する。 
IT がコア技術か否かや事業戦略を見直したか否かによって、第 1 部において「 IT を活
用した変革の効果創出モデル（実態版）」の解釈として示したように、事業戦略駆動型、
IT 駆動型、人間系システム駆動型といった変革へのアプローチが異なり、IT を活用した変
革の構成要素の間の関係がちがっていると考えられる。 
 
本研究における第 2 の問い（リサーチクエスチョン 2）を次の通りとする。 
「 IT が競争優位に繋がるコア技術と考えるか否か、事業戦略を見直したか否かという事
業の状況によって、変革のイネーブラーが IT を活用した価値連鎖の変革の内容と効果創
出に与える影響はどのように異なるか？」 
 
（２）仮説 2 の設定  
  第 1 部で検討した先行研究の結果から次の仮定を設ける。 
・企業が行う変革には、事業戦略の見直しによって起こる事業戦略駆動の計画的変革、新
たな競争優位に繋がる IT 活用によって起こる IT 駆動の創発的変革、人間系システムによ
って駆動される改善や創発的変革がある。 
・企業には、IT を競争優位に繋がるコア技術と考える企業と、コア技術とは考えない企業
がある。 
・IT がコア技術であっても無くても、事業戦略を見直しても見直さなくても、人間系シス
テムによって駆動される改善や創発的変革が起こりうる。 
・ IT がコア技術である企業は、 IT 駆動による創発的変革を行う動機がある、 
・事業戦略を見直した企業は、事業戦略駆動による計画的変革を行う動機がある。 
・ IT がコア技術である企業が事業戦略を見直した場合には、事業戦略駆動と IT 駆動によ
る計画的かつ創発的な変革が起こりうる。そして、現状の改善を超えた再設計・創造型の
変革が起こりうる。 
・IT を活用した価値連鎖の変革を可能にするイネ―ブラーは、価値観、組織、人材、プロ
セス、 IT 活用力である。 
これらの仮定に基づいて次の仮説 2 を設定する。 
「事業戦略を見直した場合でも見直さない場合でも、IT が競争優位に繋がるコア技術で
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ある企業は、IT がコア技術ではない企業よりも、価値観、組織、人材、プロセス、IT 活用
力といった変革のイネーブラーを整備し、IT を活用した価値連鎖の変革を実行して効果を
創出している。」  （図表 34） 
なお、第 2 の問いと仮説 2 に関する分析は、筆者等の経営情報学会誌掲載論文「 IT を活
用して変革のイネーブラー」（淀川・平野、 2015）をもとにしている。 
図表  34 仮説 2 の内容  
事業戦略の見直し
（戦略見直し/見直さず）
ITを活用した変革 価値連鎖 変革の
のイネーブラー の変革実行 効果創出
ITの役割の違い
（コア技術/非コア技術）  
出所）筆者作成  
第3節 仮説２の確認  
第 1項 IT の役割に関する追加の質問項目  
仮説 1 の確認に用いたもの同じアンケート調査の結果を活用して、仮説 2 の確認を行っ
た。なお、アンケート調査の中で、自社における IT が果たす役割について、 IT はコアの
技術であるか否か（コア /非コア）、IT が基幹設備のひとつであるか否か（基幹/非基幹）
の 4 つにわけて、いずれか一つを選択していただいた。 
IT の役割については、2008 年から毎年継続してアンケートの中で聞いている。非コア・
基幹が 35％強でもっとも多く、次いでコア・基幹が 30％前後、コア・非基幹が 20％前後、
非コア・非基幹が 10％前後で毎年順位は変わらない。IT が基幹設備と考える企業は、全体
の 70％弱と多く、 IT がコア技術と考える企業も、全体の 50％程度あることになる。 
2010 年から 2013 年の間でみると、コア・基幹が 29.7％から 33.7％に増加し、非コア・
基幹が 40.1％から 37.9％に、非コア・非基幹が 9.3％から 7.5％に減少しており、IT がコ
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ア技術でありかつ基幹設備であると考える企業が若干増える傾向にある。（図表 35、図表
36） 
図表  35 IT の役割の分類別の構成比の推移  ％（表）  
調査年 コア・基幹 コア・非基幹 非コア・基幹 非コア・非基幹 無回答 n数
2008 32.2 22.1 36.5 8.7 0.4 (515)
2009 29.0 22.0 38.9 9.5 0.6 (527)
2010 30.7 21.8 36.4 10.1 1.1 (473)
2011 29.7 20.0 40.1 9.3 1.0 (526)
2012 32.2 19.4 36.7 10.9 0.8 (603)
2013 33.7 19.9 37.9 7.5 1.0 (599)  
IT 活用実態調査 2008 年、 2009 年、 2010 年、 2011 年、 2012 年、 2013 年  
図表  36 IT の役割の分類別の構成比の推移  ％（グラフ）  
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出所） IT 活用実態調査 2008 年、 2009 年、2010 年、 2011 年、2012 年、 2013 年  
第 2項 戦略見直し×コア技術による企業の分類  
IT がコア技術である企業とコア技術ではない企業との違いを、事業戦略の見直しを行っ
た場合と行わない場合で確認するために、IT の役割について、IT が競争優位に繋がるコア
技術であると答えた企業を「コア技術」、それ以外の企業を「非コア技術」に分類した。ま
た、事業戦略の見直し項目として挙げた①市場と顧客、②業界と競合、③自社の強み、④
マーケティングミックスのいずれかについて、戦略を見直した（ 5 点）と答えた企業を「
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戦略見直し」、それ以外の企業を「戦略見直さず」に分類した。 
この 2 つの軸を掛け合わせた各分類の構成は、戦略見直さず・非コア技術 32.9％、戦略
見直さず・コア技術 36.2％、戦略見直し・非コア技術 12.6％、戦略見直し・コア技術 18.4
％であった。（図表 37）なお、Pearson のカイ 2 乗検定による漸近有意確率（両側）は 0.125
であり、  2 つの軸に関連性があるという仮説を 5％水準で棄却できる。 
図表  37 事業戦略見直しｘ IT がコア技術の構成比  
ITは非コア技術 ITはコア技術
（非コア技術） （コア技術）
事業戦略見直し実施 度数 72 105 177
（戦略見直し） 総和の % 12.6% 18.4% 30.9%
事業戦略見直し実施せず 度数 188 207 395
（戦略見直さず） 総和の % 32.9% 36.2% 69.1%
合計 度数 260 312 572
総和の % 45.5% 54.5% 100.0%
合計
 
出所） IT 活用実態調査 2013 年をもとに筆者作成  
第 3項 戦略見直し×コア技術による変革内容の平均値の比較   
戦略見直し×コア技術の 4 分類ごとに、変革のイネ―ブラー、変革の実行内容、変革の
効果創出に関する各変数の平均値をとり、全ての変数について分類間に 5％水準で有意の
差があることを、一元配置分散分析によって検定した。（図表 38、図表 39） 
平均値からは次のことが言える。 
・戦略見直さず・非コア技術にくらべると、コア技術では、IT 活用度合だけでなく他のイ
ネーブラーも実施度合がやや高く、変革の実行もやや活発である。 
・さらに戦略見直しの方が IT 活用以外のイネーブラーの実施度合が高く、特に改善型変
革が活発である。 
・そして、戦略見直しかつコア技術では、IT 活用度合も他のイネーブラーの実施度合も高
く、改善型変革も再設計創造型変革も活発である。 
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図表  38 事業見直し×IT がコア技術の 4 分類ごとの各変数の平均値の比較（表）  
価値観のマ
ネジメント
実施度合
組織のマネ
ジメント実
施度合
人材のマネ
ジメント実
施度合
プロセスの
マネジメン
ト実施度合
変革へのIT
活用度合
戦略見直し・コア技術 3.627 3.738 3.718 3.825 3.723
戦略見直し・非コア技術 3.563 3.746 3.789 3.648 3.148
戦略見直さず・コア技術 3.202 3.471 3.402 3.537 3.384
戦略見直さず・非コア技術 2.978 3.292 3.261 3.295 2.880
合計 3.253 3.496 3.463 3.525 3.260
一元配置分散分析p値 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
戦略見直しｘコア技術
 
改善型変革
実行度合
再設計創造
型変革実行
度合 顧客の評価 財務的効果
戦略見直し・コア技術 3.713 2.946 3.570 3.426
戦略見直し・非コア技術 3.586 2.740 3.369 3.382
戦略見直さず・コア技術 3.426 2.779 3.215 3.215
戦略見直さず・非コア技術 3.289 2.524 3.000 2.939
合計 3.460 2.731 3.236 3.190
一元配置分散分析p値 0.000 0.000 0.000 0.000
戦略見直しｘコア技術
 
出所） IT 活用実態調査 2013 年をもとに筆者作成 
図表  39 事業見直し×IT がコア技術の 4 分類ごとの各変数の平均値の比較（グラフ）  
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出所） IT 活用実態調査 2013 年をもとに筆者作成  
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2 つの分類ごとの変革の内容の違いを、さらに Tukay HSD の多重比較によって検定した
。結果は以下の通りである。（図表 40） 
（１）戦略見直さず・非コア技術と戦略見直さず・コア技術の比較 
・戦略を見直さない場合は、IT がコア技術であってもコア技術ではなくても、イネーブラ
ーの整備度合は低く、変革の実行度合は低く、変革の効果も低いことは同じである。 
・ただし、戦略を見直さない場合でも、IT がコア技術である方がコア技術ではないよりも
、プロセスのマネジメントの実施度合と変革への IT 活用度合が高く、再設計創造型変革の
実行度合と財務的効果も高く、５％水準で有意の差がある。 
・この違いは、 IT がコア技術の企業では、戦略を見直さなくても IT を活用した変革が行
われることを示している。 
 
（２）戦略見直さず・非コア技術と戦略見直し・非コア技術の比較 
・IT がコア技術ではない企業では、全ての変数について、戦略を見直した方が戦略を見直
さない場合よりも平均値が高い。 
・ただし、変革への IT 活用度合と再設計創造型変革の実施度合には、戦略を見直した場合
と戦略を見直さない場合の間に 5％水準で有意の差は見られない。 
・この違いは IT がコア技術ではない企業において、戦略見直しによる変革が行われるこ
とを示している。この場合には、変革への IT 活用度合はあまり高くない。 
 
（３）戦略見直さず・コア技術と戦略見直し・コア技術の比較 
・IT がコア技術である企業では、全ての変数について、戦略を見直した方が戦略を見直さ
ない場合よりも平均値が高い。 
・ただし、組織のマネジメントの実施度合、再設計創造型変革の実施度合、財務的効果に
は、戦略を見直した場合と戦略を見直さない場合の間に 5％水準で有意の差は見られない
。  
・この違いは IT がコア技術である企業において、戦略見直しによる変革が行われること
を示している。戦略を見直さない場合でも、IT を活用した変革によって再設計創造型変革
が行われ財務的効果が表れており、戦略見直しによる動機が加わってもこの 2 変数はさら
に高くはならない。 
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（４）戦略見直し・非コア技術と戦略見直し・コア技術の比較 
・戦略を見直した場合は、IT がコア技術であってもコア技術ではなくても、イネーブラー
の整備度合は高く、変革の実行度合は高く、変革の効果も高いことは同じである。 
・平均値の値では IT がコア技術の方がコア技術でないよりも高い変数が多いが、変革へ
の IT 活用度合以外はどの変数についても両者の間に 5％水準で有意の差は見られない。 
・戦略を見直した場合に、IT がコア技術である企業の方がコア技術でない企業よりも、IT
の活用と IT 以外のイネーブラーの整備が相まってさらに変革の実行度合や効果創出が高
くなると想定していたが、その差は有意ではないことがわかった。 
図表  40 2 分類間の変数の平均値の比較  
変数 戦略見直さず・コア技術 戦略見直し・非コア技術
ー戦略見直さず・非コア技術 ー戦略見直さず・非コア技術
価値観のマネジメント実施度合 .224 .585*
組織のマネジメント実施度合 .179 .455*
人材のマネジメント実施度合 .141 .528*
プロセスのマネジメント実施度合 .242* .353*
変革へのIT活用度合 .504* .269
改善型変革実行度合 .137 .297*
再設計創造型変革実行度合 .255* .216
顧客の評価 .215 .369*
財務的効果 .275* .443*
*平均値の差は5%水準で有意
変数 戦略見直し・コア技術 戦略見直し・コア技術
ー戦略見直さず・コア技術 ー戦略見直し・非コア技術
価値観のマネジメント実施度合 .425* .064
組織のマネジメント実施度合 .267 -.009
人材のマネジメント実施度合 .316* -.070
プロセスのマネジメント実施度合 .288* .177
変革へのIT活用度合 .339* .575*
改善型変革実行度合 .287* .127
再設計創造型変革実行度合 .167 .206
顧客の評価 .355* .201
財務的効果 .211 .043
*平均値の差は5%水準で有意  
出所） IT 活用実態調査 2013 年をもとに筆者作成  
第 4項 イネーブラーが変革効果に影響することの確認  
 企業が属している戦略見直し×コア技術の分類、 5 つの変革のイネーブラー、それらの
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交互作用のどれが変革の効果創出に影響を与えているかを確認した。そのために、戦略見
直さず・非コア技術を 1 点、戦略見直さず・コア技術を 2 点、戦略見直し・非コア技術を
3 点、戦略見直し・コア技術を 4 点として、分類を順序変数にし、これに各イネーブラー
の実施度合を乗じて分類とイネーブラーの交互作用の変数とした。そして、顧客の評価と
財務的効果を従属変数とし、分類の順序変数、５つのイネーブラーの実施度合、５つの交
互作用を独立変数として、ステップワイズ法で重回帰分析を行った。回帰分析の係数が大
きいほど大きな影響が有る変数であり、影響が小さい変数は回帰式から除外されている。 
この結果、顧客の評価にも財務的効果にも影響がある変数は、価値観、プロセスのイネ
ーブラーと、分類と IT、分類とプロセスの交互作用であり、財務的効果には、それに加え
て分類と組織の交互作用も影響することがわかり、次のことが確認できた。（図表 41） 
・企業が戦略見直しｘコア技術のどの分類に属するかは、変革の効果に影響を与えない。 
・価値観とプロセスのイネーブラーは、分類によらず変革の効果に影響がある。 
・ IT、プロセス、組織のイネーブラーは、実施する分類により変革の効果に影響がある。 
図表  41 分類、イネーブラー、交互作用の変革効果への影響度合  
従属変数 顧客の評価 財務的効果
【独立変数】
価値観 .165 .130
プロセス .368 .470
戦略見直しｘコア技術とIT .137 .093
戦略見直しｘコア技術とプロセス -.109 -.121
戦略見直しｘコア技術と組織 .043
定数項 1.263 1.054
Ｒ２乗 .264 .213  
出所） IT 活用実態調査 2013 年をもとに筆者作成  
第 5項 戦略見直しｘコア技術によるイネーブラーの変革効果への影響の違い  
 前項の結果から、分類によってイネーブラーが変革の効果創出に与える影響が異なるこ
とがわかった。そこで、各分類において変革の効果創出度合と変革の実行度合に影響を与
えているイネーブラーが何かをさらに分析した。このために、財務的効果と顧客の評価を
従属変数とし、価値観のマネジメント、組織のマネジメント、人材のマネジメント、プロ
セスのマネジメントのそれぞれの実施度合と、変革のための IT 活用度合、改善型変革の実
行度合、再設計創造型変革の実行度合を独立変数として、ステップワイズ法で重回帰分析
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を行った。また、改善型変革の実行度合、再設計創造型変革の実行度合を従属変数とし、
価値観のマネジメント、組織のマネジメント、人材のマネジメント、プロセスのマネジメ
ントのそれぞれの実施度合と、変革のための IT 活用度合を独立変数として、ステップワイ
ズ法で重回帰分析を行った。回帰分析の係数が大きいほど大きな影響がある変数であり、
影響が小さい変数は回帰式から除外されている。なお、４つの分類のいずれにおいても、
各独立変数の間には強い線形関係はなく、多重共線性は認められない。回帰分析の詳細な
結果は付属資料として最後に添付する。各分類における価値連鎖の変革の効果に繋がるイ
ネーブラーは何かが明らかになった。 
・戦略見直さず・非コア技術は、顧客の評価も財務的効果も低いものの、その中では、価
値観のマネジメント実施度合、プロセスのマネジメント実施度合、変革のための IT 活用度
合が高く、改善型変革と再設計創造型変革を実行した企業が効果に繋がる。 
・戦略見直さず・コア技術は、顧客の評価も財務的効果もやや低いが、その中では、プロ
セスのマネジメント実施度合、変革への IT 活用度合が高く、主に改善型変革を実行した企
業が効果に繋がる。 
・戦略見直し・非コア技術は、顧客の評価も財務的効果もやや高いが、組織のマネジメン
トと人材のマネジメントの実施度合が高く、変革への IT 活用度合が高く、もっぱら改善型
変革を実行した企業が効果に繋がる。 
・戦略見直し・コア技術は、顧客の評価が高く財務的効果もやや高いが、価値観のマネジ
メント、人材のマネジメント、プロセスのマネジメントの実施度合が高く、変革のための
IT 活用度合が高く、改善型変革と再設計創造型変革を実施した企業が効果に繋がる。 
第 6項 仮説 2 の確認結果  
 4 つの分類ごとの変革内容の平均値の比較と変革のイネーブラーの変革の効果創出への
影響の比較によって、次の結果が得られ仮説 2 は部分的に支持された。 
・IT がコア技術である企業の方がコア技術ではない企業よりも、事業戦略が見直されなく
ても、変革のイネーブラーの中のプロセスのマネジメントが整備され、IT を活用した変革
が行われ変革の効果が創出される。 
・IT がコア技術である企業でもコア技術ではない企業でも、事業戦略が見直されると、変
革のイネーブラーが整備され変革が行われ変革の効果が創出されることは同じであり有意
の差はない。ただし、IT がコア技術の企業の方が変革への IT 活用度合は高い。 
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・ IT がコア技術である企業が事業戦略を見直すと、 IT がコア技術ではない企業が事業戦
略を見直さない場合にくらべて、変革のイネーブラーが整備され、IT を活用して改善型変
革と再設計創造型変革が行われ、変革の効果が創出される。 
・IT がコア技術である企業とコア技術ではない企業とでは、事業戦略が見直された場合に
おいても見直されない場合においても、どの変革のイネーブラーが変革の効果創出に影響
を与えるかは異なっている。 
第4節 仮説 2 からの考察  
第 1項 変革の内容の平均値からの推論  
仮説 2 に関する分析では、 IT がコア技術である企業とコア技術ではない企業との IT を
活用した変革の内容の違いを、事業戦略を見直したか否かの 2 つの場合に分けて比較した
。  
（１）事業戦略を見直した場合について 
事業戦略を見直した企業は、 IT がコア技術であってもそうでなくても、価値観、組織、
人材、プロセスのマネジメントを行い、改善を中心とした変革を行って効果をあげている
。これにより Peters 等（ 1992）の 7S に示された変革全般のためのイネーブラーは、いず
れも企業が変革を行う上で重要であることが確認できる。その中では、価値観のマネジメ
ントは実施が難しく、事業戦略を見直してはじめて実施度合が高くなる。 
 
（２） IT がコア技術の企業が事業戦略を見直さない場合について 
 事業戦略を見直さなくても、IT がコア技術の企業の方がそうでない企業よりも、変革の
ために IT を活用するのは当然といえるが、それと同時にプロセスのマネジメントも実施
度合が高い。IT を活用した変革のためのイネーブラーとして 7S に追加した「IT 活用力」
と「プロセス」が変革において重要であることが確認できる。これは、IT を活用して試行
錯誤などのプロセスを実施し、創発的に変革を実行しているためと解釈できる。ただし、
IT がコア技術であるだけでは、事業戦略を見直した場合に比べて変革の実行度合や効果創
出度合は高くなく、 IT 駆動の動機だけによる創発的変革は限定的なものといえる。 
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（３） IT がコア技術の企業が事業戦略を見直した場合について 
 IT がコア技術の企業が事業戦略の見直しを行うと、すべてのイネーブラーを駆使して、
改善だけでなく再設計や創造も実行し、高い効果をあげている。IT を十分に活用して戦略
の見直しによる計画的な変革を行うことによって、はじめて現状の改善だけに留まらない
再設計や創造が実行されると解釈できる。 
とはいえ、IT がコア技術ではない企業が事業戦略を見直した場合と比べて、IT 活用度合
は高いが変革の実行度合や効果創出度合に大きな差がないのは、日本企業が抱える課題を
表している。特に、改善型変革よりも再設計創造型変革の実行度合が低いことが問題であ
る。IT が競争優位に繋がるコア技術であると考える企業が事業戦略を見直した場合であっ
ても、競争優位を生み出す新たなサービス、業務プロセス、ビジネスモデルを創り出すよ
うな変革に IT を活用することは多くないと考えられるからである。  
第 2項 変数間の影響度合の特徴  
（１）改善型変革と再設計創造型変革の効果への影響 
 4 つの分類ごとの変革の効果創出への他の変数の影響度合を見ると、いずれの分類にお
いても、改善型変革の方が再設計創造型変革よりも大きな影響がある。特に、IT がコア技
術ではない企業が事業戦略を見直した場合は、変革の効果創出に改善型変革だけが影響す
る。事業戦略の見直しに伴う変革でも、再設計創造型変革に踏み込む企業は多くないこと
がここにも表れている。  
 
（２） IT 活用の変革実行度合や効果への影響  
 IT 活用は、全ての分類において変革の効果創出にプラスの影響があり、改善型変革より
も再設計創造型変革の実行度合の方に大きな影響がある。この結果から、日本企業では、
IT 活用力は変革全般のイネ―ブラーになっていると言える。しかし、改善型変革だけに留
まっている企業が多いので、全体として見ると変革のために IT は十分に活かしきれてい
ない。 
 
（３）再設計創造型変革と改善型変革に影響するイネーブラーの違い  
 IT がコア技術である企業が事業戦略を見直した場合には、改善型変革だけでなく再設計
創造型変革の実行度合もやや高い。改善型変革の実行には価値観と IT 活用力、再設計創造
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型変革の実行には人材、プロセス、IT 活用力のイネ―ブラーが影響している。（付属資料 2
）これは、改善型変革には、事業戦略の実現にむけて変革のビジョンを共有し、社内の改
善活動の方向づけを行うことが重要であり、再設計創造型変革には、変革を牽引できるリ
ーダーの存在と、変革を実行する上で拠り所となるプロセスの存在が重要であることを示
している。 
第 3項 戦略見直し×コア技術ごとのイネーブラーの変革効果への影響の解釈  
 回帰分析において影響度が高かったイネーブラーについて、第 1 部で整理した計画的変
革や創発的変革のマネジメントの内容を踏まえると、各分類における価値連鎖の変革の効
果へのイネーブラーの影響の仕方を、次のように解釈できる。 (図表 42) 
（１） 戦略見直さず・非コア技術 
顧客の評価も財務的効果も低いものの、その中では、企業としての暗黙の価値原則を共
有し、現場で DMAIC のような改善サイクルを実施し、 IT を業務効率化のために活用して、
改善型変革と再設計創造型変革を実行した企業が効果をあげている。  
 
（２） 戦略見直さず・コア技術  
顧客の評価も財務的効果もやや低いが、その中では、試行錯誤のプロセスを実施し、IT
をイテレーションの手段として活用して、創発的に主に改善型変革を実行した企業が効果
をあげている。 
 
（３） 戦略見直し・非コア技術  
顧客の評価も財務的効果もやや高いが、変革チームを組織化して組織の変革実行能力を
高め、変革を推進できる人材を確保して、計画的にもっぱら改善型変革を実行した企業が
高い効果をあげている。そして、IT 自体は変革の動機ではないが、変革実行にあたって柔
軟な対応ができる情報システムを持つ企業が効果に繋がっている。 
 
（４） 戦略見直し・コア技術 
顧客の評価が高く財務的効果もやや高いが、明確な変革のビジョンを共有し、ビジョン
実現に向けて全体を牽引する変革のリーダー人材を登用し、変革の全体管理プロセスを実
施し、変革のための協働のプラットフォームの形成に IT を活用して、計画的に改善型変革
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と再設計創造型変革を実行した企業が高い効果をあげている。 
 
図表  42 4 つの分類ごとのイネーブラーの変革効果創出への影響の違い 
 
戦略見直さず・非コア技術 戦略見直さず・コア技術
効果創出 顧客の評価 低い やや低い
財務的効果 低い やや低い
変革実行 改善 低い◎ やや低い◎
再設計創造 低い○ やや低い△
イネーブラー 価値観 △
（暗黙の価値原則の共有）
組織
人材
プロセス △ △
（現場の改善サイクル） （試行錯誤プロセス）
IT活用力 △ ○
（効率化目的が中心） （イテレーションの手段）  
戦略見直し・非コア技術 戦略見直し・コア技術
効果創出 顧客の評価 やや高い 高い
財務的効果 やや高い やや高い
変革実行 改善 やや高い◎ 高い◎
再設計創造 やや低い 高い○
イネーブラー 価値観 △
（変革のビジョンの共有）
組織 △
（変革チームの組織化）
人材 ○ △
（変革推進人材の確保） （変革リーダーの登用）
プロセス △
（変革全体管理プロセス）
IT活用力 ◎ △
（柔軟性のあるシステム） （協働のプラットフォーム）
注）　効果創出に対して、◎影響が特に大きい（係数0.4以上）、
○影響が大きい（係数0.3以上）、△影響が有る（係数0.2以上）  
出所） IT 活用実態調査 2013 年の結果をもとに筆者作成 
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第5節 事業の状況に応じた変革内容の違いに関する量的分析のまとめ 
第 1項 理論研究と企業が行う実際の変革内容の違い  
 仮説 2 の確認において、IT が競争優位に繋がるコア技術と考える企業とコア技術ではな
い企業について、事業戦略を見直した場合と見直さない場合とに分けて、IT を活用した変
革の構成要素の違いを比較した。第 1 部の理論研究において検討した、計画的変革、創発
的変革、計画的かつ創発的変革の変革内容の想定と、量的分析の結果明らかになった企業
の変革内容の実態を比べると次のことが言える。 
（１）計画的変革においても改善型変革の実行が中心 
事業戦略を見直して計画的変革を行う企業でも、再設計創造型変革の実行度合は高くな
く、もっぱら改善型変革に留まる。また、変革の効果にも改善型変革の方が大きく影響す
る。IT がコア技術ではない企業において、この傾向は特に顕著である。人間系システムに
属するイネーブラーの整備はある程度行われて効果に結びついているが、その中では、「価
値観」と「プロセス」の実施度合が低い。これは、社員を再設計や創造にまで踏み出させ
るような経営者による変革のビジョンの提示が不十分であり、また、現状の改善を超えた
業務の再設計を行うためのプロセスが整備されていないことが、改善中心の変革に留まっ
てしまう原因であると考えられる。 
 
（２） IT を活用した創発的変革の実行は限定的 
IT がコア技術の企業が事業戦略を見直さない場合には、IT がコア技術ではない企業と
比べて改善型変革と再設計創造型変革がやや活発に行われるが、その差はあまり大きくな
い。「 IT 活用力」と「プロセス」のイネーブラーの実施度合がやや高いので、 IT をイテレ
ーションの手段として活用して試行錯誤のプロセスを実行して効果に結びついていると解
釈できる。しかし、それ以外のイネーブラーの実施度合はコア技術ではない企業と有意の
差がない。これは、現状の改善を超えた創発的変革を行えるような自律的チーム組織の編
成や変革人材の育成が不十分であると考えられる。 
 
（３） IT を活用した計画的変革においても再設計創造型変革は不十分 
IT がコア技術であると考える企業が事業戦略を見直した場合であっても、 IT 活用度合
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は高いものの、改善型変革が中心で再設計創造型変革の実行度合は高くなく、新たなサー
ビス、業務プロセス、ビジネスモデルを生み出すような変革に IT を十分に活かしきれてい
ない。人間系システムに属するイネーブラーの整備もある程度は進んでいるが、IT がコア
技術ではない企業が事業戦略を見直した場合との間に有意の差はない。 
 
このように、実際に企業が行う変革は、戦略駆動型の計画的変革であっても、IT 駆動型
の創発的変革であっても、改善的変革が中心であり再設計創造型変革があまり実行されて
おらず、人間系システムに属するイネーブラーの整備も部分的にしか行われていないこと
が、理論研究との違いである。特に、IT がコア技術の企業が事業戦略を見直して戦略駆動
と IT 駆動の両方の動機が働く場合であっても、再設計創造型変革を実行する企業は多く
はないことがわかった。  
第 2項 事業の状況の 4 分類と価値創造サイクルの対応  
仮説 2 の確認の結果、IT がコア技術であるか否か、事業戦略を見直したか否かによって
、企業の変革へのアプローチは異なり、全ての企業が IT を活用した計画的かつ創発的な変
革を行うわけではないということがあらためて確認された。そして、事業の状況の 4 つの
分類ごとの、変革の効果創出に繋がる変革の実行内容とイネーブラーの違いも明らかにな
った。 
ここでは、第 2 部において先進企業の事例をもとに検討した変革の内容と価値創造サイ
クルの対応関係をもとに、事業の状況の 4 つの分類において変革の効果を創出している企
業が、どのような価値創造サイクルを実行するかと、そのためにどのような IT 活用の方針
を立てるかについて考える。 
・戦略見直さず・非コア技術では、人間系システムが強力に働く企業において、現場組織
の改善サイクルの一部が価値創発サイクルに発展すると考えられる。IT 活用は効率性向上
の目的が主であり変革を駆動するためのものではなく、シンプルな情報システムを極力再
利用するようにして、II 活用自体も効率性が重視される。 
・戦略見直さず・コア技術では、IT 駆動によって試行錯誤のプロセスが強化された企業に
おいて創発的変革が起こり、散発的に価値創発サイクルが実行されると考えられる。IT 活
用は、試行錯誤のためのイテレーションが目的となり、IT を活用した価値創出の機会探索
が重視される。 
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・戦略見直し・非コア技術では、見直された事業戦略を実現するために変革チームを組織
した企業が計画的変革を行い、計画的に価値増幅サイクルを実行すると考えられる。IT 活
用は、変革実行を容易にするように業務と情報システムの柔軟性を確保することが目的と
なり、業務と情報システムのモジュール化が重視される。 
・戦略見直し・コア技術では、戦略駆動かつ IT 駆動によって計画的かつ創発的な変革を実
行する企業において、価値創発サイクルと価値増幅サイクルが連動すると考えられる。 IT
活用は、価値創造サイクルに参加する組織と顧客やサプライヤーとが行う協働のためのプ
ラットフォームを形成することが目的となり、人間系システムと相乗効果を発揮する IT 活
用によって価値創造サイクル全体を駆動することが重視される。 
第 3項 事業の状況に応じた変革と IT 活用の選択肢  
量的分析の結果明らかになった事業の状況に応じた変革内容の違いは、企業が自社の変
革をどのようにマネジメントをするかについての指針となる。これまでに検討した変革の
アプローチ、変革の実行内容、変革のイネーブラー、IT 活用の目的、IT 活用の方針、価値
創造サイクルの実行を統合して、4 分類ごとの変革の効果創出に繋がる変革内容と IT 活用
に関する選択肢を整理する。（図表 43） 
（１） IT がコア技術ではなく事業戦略も見直さない企業が変革の効果を創出する方法 
現場主導の改善サイクルを強化する人間系システム駆動型アプローチによって、現状の
問題解決中心の改善型変革と部分的に再設計創造型変革を行う。IT 活用の目的は業務効率
を向上させることである。IT 活用の方針は、プラスの投資対効果が見込めるシンプルな情
報システムに絞って所有し、既存の情報システム資産の再利用を徹底することである。現
場組織が改善の一部を価値創発サイクルに発展させる。 
 
（２） IT がコア技術であり事業戦略を見直さない企業が変革の効果を創出する方法 
IT による試行錯誤のプロセスを実行する IT 駆動型アプローチによって創発的に改善型
変革を行う。IT 活用の目的は試行錯誤のためのイテレーションの手段を提供することであ
る。IT 活用の方針は、新たな価値や競争優位を生み出す機会を探索することである。IT を
活用して一部の開発組織が散発的に価値創発サイクルを実行する。 
 
（３） IT がコア技術ではなく事業戦略を見直した企業が変革の効果を創出する方法 
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全社的な変革チームを組成する事業戦略駆動型アプローチによって改善型変革が中心
ではあるものの計画的変革に乗り出す。IT 活用の目的は業務の変革を妨げないように業務
と情報システムの柔軟性を確保することである。IT 活用の方針は、俊敏な情報システムの
構築や改変が可能なように、業務と情報システムのモジュール化を行うことである。変革
チームが計画的に価値増幅サイクルを実行する。 
 
（４） IT がコア技術であり事業戦略を見直した企業が変革の効果を創出する方法  
強い変革のリーダーシップによって事業戦略駆動かつ IT 駆動型のアプローチを牽引し、
改善型変革が中心ではあるものの再設計創造型変革も含めて IT を活用した計画的かつ創
発的な変革を行う。IT 活用の目的は変革のための協働のプラットフォームを形成すること
である。IT 活用の方針は、自社内だけでなく、顧客との価値共創やサプライヤーとの協働
も含めて、人間系システムとの相乗効果を発揮することである。全社の協働によって価値
創発サイクルと価値増幅サイクルを連動させて価値創造サイクル全体を駆動する。 
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図表  43 事業の状況に応じた変革と IT 活用の選択肢  
事業戦略 【戦略駆動型アプローチ】 【戦略駆動かつIT駆動型アプローチ】
見直し ・計画的に ・計画的かつ創発的に
改善型変革 改善型変革と再設計創造型変革
・変革チームの組成 ・変革のリーダーシップによる牽引
・業務と情報システムの柔軟性確保 ・協働のプラットフォーム形成
・モジュール化 ・人間系システムとの相乗効果発揮
・計画的に価値増幅サイクルを実行 ・価値創発サイクルと価値増幅サイクル
を連動
事業戦略 【人間系システム駆動型アプローチ】 【IT駆動型アプローチ】
見直さず ・現状の問題解決中心の ・創発的に
改善型変革と一部再設計創造型変革 改善型変革
・現場主導の改善サイクル ・試行錯誤プロセス
・業務効率の向上 ・イテレーションの手段
・シンプル化と再利用 ・価値創出の機会探索
・改善が一部価値創発サイクルに発展 ・散発的に価値創発サイクルを実行
ITは非コア技術 ITはコア技術  
凡例
【変革へのアプローチ】
・変革の実行内容
・変革のイネーブラー
・IT活用の目的
・IT活用の方針
・価値創造サイクル
 
 
出所）筆者作成  
第 4項 日本企業における IT を活用した変革の課題  
事業の状況に応じた変革の 4 つの選択肢は、本研究の目的である「企業はどのような場
合に、どのような方法で、どのような要素に焦点をおいたマネジメントを行って、計画的
かつ創発的な変革を実行するか、また、これらに、IT がどのように関係するか」という問
いに答えるものといえる。 
現時点での構成比を見ると、IT を活用した計画的かつ創発的な変革を行う動機がある IT
がコア技術であり事業戦略を見直した企業は 18.4％であり、本研究の問題意識は日本企業
全体に共通するものではないともいえる。大胆な変革の実行は現状の利点を損なうリスク
を伴うものであり、IT への過剰な投資は企業に負担を強いることにもなる。自社の特性に
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応じて、適切な変革と IT 活用の方針を選択することは、企業として正しい行動である。  
しかし、現在は事業戦略を見直さない企業でも、今後の事業環境の変化によって見直し
を行うことは十分想定される。アンケート調査の結果を見ても、事業戦略を見直す必要が
あると考えているのに実際には戦略を見直していない企業が多くあり、これらの企業が今
後戦略の見直しに踏み切る可能性は高いであろう。 
また、IT が競争優位に繋がるコア技術であるか否かは経営者の考え方次第であり、今後
の競争の激化や技術の進歩によって IT が事業に与える影響がさらに高まってくることも
想定される。2010 年から 2013 年の推移で見ると、 IT がコア技術でありかつ基幹設備であ
ると考える企業は増える傾向を示していた。 
こうしたことから、 IT を活用した計画的かつ創発的な変革が必要となる企業の割合は、
今後さらに増えると考えられる。本研究において、IT を活用した計画的かつ創発的な変革
のマネジメントの方法を明らかにすることは、一部の企業だけの関心事ではなく、今後そ
うした変革に迫られるであろう多くの日本企業にとって意味のあることと考える。 
 
 そして、すでに計画的かつ創発的な変革を行う段階に至っている企業であっても、改善
型変革を超えて IT を活用した再設計創造型変革に踏み出せていないことが課題であるこ
とが明らかになった。第 2 部で検討したような、IT を活用した価値創造サイクルによって
計画的かつ創発的な変革を実行し、新たな知識や価値を創造し続ける企業は、 18.4％の中
でもさらに限られた存在である。 
IT を活用した計画的かつ創発的な変革の成功要因について、この章では変革の効果創出
度合とイネーブラーの整備度合の回帰分析の結果を先行研究の理論によって解釈した。こ
れについては、筆者が直接インタビュー調査を行った企業における変革事例によって、何
が変革の実行を難しくているのか、何が変革を成功させるカギとなるのかを、詳細に分析
する必要がある。 
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第４部 事例分析による IT を活用した計画的かつ創発
的変革の成功要因の確認  
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第9章 IT を活用した計画的かつ創発的な変革の方法に関する第 3 の
問い  
第1節 再設計を伴う計画的かつ創発的な変革に関する第 3 の問いの設定  
IT がコア技術である企業が事業戦略を見直した場合でも、新たな知識や価値を生み出す
価値創造サイクルの実行に至らないのは、人間系システムに属するイネーブラーの整備が
中途半端であり、変革と一体化した IT 活用ができていないからであると考えられる。 
第３部で確認した企業の実態（付属資料 2 を参照）に見られるように、改善型変革にお
いては、変革のビジョンを示して現場組織が行う改善の方向づけを行うだけで、他のイネ
ーブラーの整備が行われず、既存の知識を活用した改善を新たな知識を生む創発的変革に
まで発展させることが出来ない。また、再設計創造型変革においては、ミドル層に変革推
進を任せて、変革実行の方法論と IT を導入して協働させているが、経営者によるトップダ
ウンの変革方針の提示があいまいであり、現状の業務や情報システムを新システムに置き
換えること以上の新たな価値創造には至らないと考えられる。 
一方で、業務機能の大半が埋め込まれている情報システムは、相互に関連性が高い業務
機能の集合体であり、改変することは容易ではない。情報システムの硬直性が、変革の計
画の機動的な変更や変革の創発的な実行にとって制約になる。 
IT をイテレーションの手段として使って、変革のための試行錯誤を高速化、低コスト化、
多頻度化したり（ Thomke、2003）、業務や情報システムの構造をモジュールに分割し、たが
いに独立した自律的なモジュールの組み合わせで全体を構成して、業務と情報システムの
柔軟な改変を可能にしたり（ MacCormack、 2008）することは、変革を創発的に実行する上
では有効な IT 活用方法である。しかし、全社にわたる業務と情報システムを再設計するよ
うな、事業戦略の見直しによる計画的な変革には適用が難しい。大規模な情報システムは、
計画時にしっかりと要求仕様を決定し、その通りに確実に構築しないと、品質や性能が確
保できない。したがって、「計画段階でシステム化すべき要件を定義して、それに基づいて
設計、コーディング、テスト、サービスインを行うウォーターフォール型の開発方法が取
られることが多い。」（JUAS、 2011）しかし、計画段階で要件を完全に確定させることは、
現行業務の情報システムへの置き換えだけではない再設計創造型の変革に伴う情報システ
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ム構築の場合は困難である。そこで、業務と情報システムの再設計を伴う計画的な変革に
おいて、イテレーションやモジュール化の利点を活かせるような変革の実行方法や情報シ
ステムの開発方法を考案する必要があるが、変革の実行と情報システムの構築を統合した
こうした実行方法は、これまで明確に提示されてこなかった。 
 
 IT がコア技術である企業が事業戦略を見直して情報システムの構築を伴う再設計創造
型の変革を行う場合、IT を変革の制約要因ではなく変革を促進するイネーブラーとして活
かすためには、どのように変革を進め、どのように IT 活用力やその他のイネ―ブラーを整
備すればよいか。そこで、本研究の第 3 の問い（リサーチクエスチョン 3）を次の通りと
する。 
「 IT がコア技術である企業が、事業戦略を見直して業務の再設計をするような IT を活
用した計画的かつ創発的な変革を行う場合に、どのような困難があり、それをどのように
克服しているか、また、その中で、どのように IT 活用力を含めた変革のイネーブラーが
整備されるか。」 
第2節 事例分析対象の選定  
（１）東京海上日動の変革を事例分析対象に選定 
 変革の実行やその中での変革のイネ―ブラーの活用方法を分析するには、企業の内部の
状況を時間の経過にそって詳細に観察する事例研究が必要である。本研究では、東京海上
日動火災保険（以下、東京海上日動）の抜本改革の事例を分析することによって、企業の
IT を活用した変革における成功要因を検討する。 
長らく業界首位を守り続けてきた東京海上では、新商品開発競争と代理店開拓競争を繰
り広げてきた結果、日動火災との経営統合を翌年に控えた 2003 年当時には、保険商品ごと
や代理店ごとの個別の業務手続きや例外処理が山のように蓄積されていた。それが、代理
店や営業部門にとって複雑で負担の大きい業務処理となり、契約者にとっては難解な商品
やサービスを生み出していた。同社は、契約者にとってわかりやすい商品、代理店や営業
店にとって負担が少なく業務品質を確保できる業務プロセス、社員や代理店の契約者中心
の行動に向けた変革を行った。新たな業務を実現するための基盤として情報システムも再
構築した。この全社をあげた変革を、同社は「抜本改革」と呼んだ。抜本改革が目指した
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商品、業務プロセス、情報システムの全体像を初めに示しておく。この図は、同社が変革
の開始時に描いたビジョンをもとに筆者が作成した。（図表 44） 
 東京海上日動は、経営陣の IT 活用に対する意識が高く、損保業界の IT 活用を牽引して
きた。この事例は、商品、業務、情報システムからなる相互依存的なシステム全体を同時
に再設計したものであり、 IT がコア技術である企業における事業戦略見直しによる IT を
活用した計画的な変革の典型例である。そして、当初の計画を状況の変化に応じて絶えず
創発的に見直すことによって、約 6 年間をかけて変革の目的が完遂された。このため、本
研究の第 3 の問いの検討に適した事例といえる。 
 
（２）当事者へのインタビューによる事例分析の実施 
 この事例調査は、同社の抜本改革推進部への詳細なインタビューに基づいている。事例
作成のために、変革が一段落した 2008 年 9 月から 11 月までの 3 ヶ月間に渡って、筆者は
６回のインタビューを変革実行の責任者に対して行った。調査は、貴重な変革の実行体験
を同社内で共有できる形で文書にしておくことも目的として、抜本改革担当役員と IT 担
当役員の了解を得て行った。このため、抜本改革推進部の全面的な協力を得て、変革実行
当時の詳細な社内資料を開示していただきながら、変革の経緯を正確にたどることができ
た。完成した事例は、抜本改革担当役員に最終的に確認していただき、あわせて概要を外
部へ公開する了解を得た。 
調査結果は、実際の企業における変革遂行の実態を、成功も失敗も含めて現実感を持っ
て把握することができる貴重な資料と言える。変革の背景や経緯を詳細に記述した内容は、
本研究論文の第 10 章として開示する。この資料をもとに、他の研究者も本研究の結果を再
確認でき、あらたな視点からの発見もありうると考える。なお、事例分析の文中では、同
社の呼び方に合わせて、変革のことを「抜本改革」、あるいは「改革」と表現する。 
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図表  44 東京海上日動の抜本改革の全体像（ビジョン）  
 
出所）東京海上日動の資料より筆者作成 
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第10章 東京海上日動の抜本改革の詳細  
第1節 抜本改革の背景：日本の損害保険会社の状況  
第 1項 規制緩和以来開発競争が続いた損保会社の商品  
 損害保険は、モノに関する補償であり、企業向けと個人向けの商品がある。個人向けの
商品には、自動車保険、火災保険、傷害保険、新種保険などの種類がある。1996 年の保険
業法の改正により、保険商品に対する規制が緩和され、あわせて、保険料率（保険料を算
定するために用いる支払保険金に対する保険料の比率）の自由化が進んだため、日本の損
保会社は、独自の保険商品の開発を活発に行った。まったく新しい商品を作ることもあれ
ば、従来の保険商品に新たな補償を｢特約｣として追加することもあった。損保各社が、新
商品、新特約の開発競争を繰り広げるうちに、商品や特約の種類は膨大になっていった。 
第 2項 代理店が大きな役割を果たす損害保険の販売  
 損害保険の販売には、損保会社が自ら販売したり、代理店を通じて販売したり、保険ブ
ローカーが販売したりする方法があり、代理店による販売が、全体の 9 割近くを占めた。 
 代理店は、金融庁に代理店登録をした上で、保険の勧誘、保険料の算出、申込書の受付
け、保険料の領収と保管、損保会社との精算、契約変更や解約の受付け、事故の受付けと
損保会社への連絡などを、契約者との間で行う。 
 代理店には、保険販売を専業にしているところと、他の本業と兼業しているところがあ
り、兼業の代理店が数の上では 8 割以上を占める。また、 1 社の損保会社の商品のみを扱
う専属代理店と、複数の損保会社の商品を扱う乗り合い代理店がある。一社専属で専業と
して保険を売る家族経営のところや、大きな企業が複数社の保険を兼業として扱うところ
もあり、代理店の規模は様々である。 
 損保会社は、契約金額を増やすために、専業、専属の代理店だけでなく、兼業、乗り合
いの代理店も含めて代理店開拓競争を繰り広げてきた。どこかの損保会社が目新しい商品
を出したら、自社でも同様の商品を代理店に供給しなければ負けてしまう。しかも、保険
種類ごとに扱う代理店が異なるので競争も保険種類ごとに行われた。この結果、保険種類
の間での契約内容の共通化や事務の標準化は行われず、個別対応で新商品開発が行われた。 
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第 3項 営業部門と商品本部が力を持つ損保会社の組織  
 損保会社の組織は、営業部門と業務部門の２つに分けられる。営業部門は、営業地域別
（支店や支社）、保険種類別、販売チャネル（代理店の種類）別などで構成される。営業担
当者の仕事の大半は、新たな代理店を開拓し、代理店を育成し、代理店の保険販売を支援
することである。かならずしも保険のプロではない代理店に、複雑な保険商品を売っても
らうには、損保会社の営業担当者が手とり足とり代理店の支援に回らなければならない。 
 業務部門は、営業部門を後方から支援する部隊であり、損害調査本部（事故の際の損害
額を査定し保険金を算出する）、財務本部、事務 IT 管理本部、などがある。これらの本部
は、営業部門に比べると社員数は少ない。商品が多岐に渡るため、業務部門のひとつとし
て商品本部が置かれ、保険種類ごとの保険商品の設計、金融庁からの認可の取得、販売企
画、販売推進を行っている。保険商品の開発は企業の中で花形の役割であり、保険数理の
専門家が配属され、商品開発競争が進む中で社内における位置づけはさらに重要になった。
（図表 45） 
図表  45 損害保険会社の典型的な組織構成  
 
出所）筆者作成 
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第 4項 規模の効率を求めて加速した損保会社の経営統合  
2001 年に日本火災と興亜火災が合併して日本興亜損保が誕生したのを皮切りに、主要な
損保会社の間で次々に経営統合がなされ、圧倒的な経営規模を誇っていた東京海上も、他
社との差が縮められてきた。そして、2004 年には、中堅の日動火災と経営統合することに
なった。損保会社の間では、経営統合による大型化と規模を活かした事業費削減競争が激
しくなった。かつては優位にあった東京海上の低い事業費率にも、大手他社は追い付いて
きた。このため、情報システムや事務の費用が抑制され、新たな商品が追加されても十分
な事務と情報システムの手当がなされず、営業第一線の頑張りで支える状態が続いていた。 
第2節 抜本改革の発端  
第 1項 はじまりは情報システムから  
抜本改革につながる議論は、情報システムへの疑問から始まった。海外で保険事業を担
当していた隅修三常務（当時、後に社長）が、事務と情報システムの担当役員に就任した
のは、2003 年 7 月であった。隅常務は、社内の各部門から情報システムについて話を聞き、
情報システムは大きな問題を抱えていることに気づいた。新商品を発売したりサービスを
改善したりする際に、情報システムを改修する要望を出しても何ヶ月もかかってしまう。 
隅常務が IT 企画部に実情を確認したところ、「現行の情報システムは、２０年以上前に
作り直して以来、商品本部や営業部門の要請に基づいて機能追加や改修を繰返してきた結
果大変複雑になっている。新たな要望に応えるには、システムの修正箇所の調査と修正箇
所以外に悪影響を与えない確認テストが大変で時間がかかる」ということであった。加え
て、 IT 企画部は、「情報システムは再構築が必要だ。しかし、情報システムが複雑になる
のは、商品自体が特約の山になって分かりにくく、保険販売や顧客サービスの業務が難し
くなっているからだ。そこから直さないと解決しない」と述べた。隅常務は、どのような
改革が必要か、絵を描くことを IT 企画部に指示した。 
第 2項 抜本改革の立ち上げ  
（１） 2003 年 12 月役員ディスカッションにおける問題提起 
同社の経営者の間で、改革の必要性が共通認識されたのは、 2003 年 12 月の役員ディス
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カッションにおける、隅常務の問題提起が発端であった。隅常務は、保険商品の契約内容
の複雑さが原因となった営業第一線や代理店の業務の混乱について実態を述べた。（図表
46） 
・  営業担当者は、保険契約申込書記入要領、保険料試算、未収保険料管理、契約にあたっ
て必要な付属書類などに関し、代理店からの問い合わせ対応に多くの時間を割いてい
る。 
・  代理店で完結する契約申込書の入力（計上入力と呼ぶ）は 53％しかない。 
・  申込書が紙で支社に送られてきて計上入力される契約のうち、 70％は記入ミスがあり
入力エラーになり、代理店に返送される。申込書が難しすぎて、お客様や代理店が正し
く記入できないのが問題である。 
・  代理店とお客様との間で、保険料が現金でやりとりされ、同社との 1 カ月 1 回の精算ま
での間、代理店で保管される。代理店との保険料精算において、毎月一支店当り平均で
1500 件もの現金不一致が発生する。 
・  これでは、本来の営業や顧客サービスに、営業担当者も代理店も注力できない。 
・  損害調査部門でも、商品が複雑すぎて保険金支払いの責任範囲の判断が難しくなった。 
そして、その原因である保険商品の複雑さについて、保険種類によって、保険料の払込
方法、不払い時の対処、契約に必要な付属書類などの規定が微妙に異なっていること、申
込書の記入要領が異なっていること、情報システムによるサポートの内容が違っているこ
となどを示した。そして、こうした商品間の不整合を、社内で十分にチェックすることな
く、新商品を発売し続けたことが問題だと指摘した。 
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図表  46 代理店による損害保険契約の流れ  
 
出所）筆者作成 
 
（２）抜本改革への合意  
経営陣は、あらためて問題の重大さを再認識した。そして、これを打開するには、小手
先の業務改善や情報システム改善ではだめであり、商品と事務と情報システムの抜本改革
が必要だという結論に至った。 
「シンプルで分かりやすい商品に見直すこと、代理店で 100％完結する契約事務処理に
すること、そのために、全保険種類について共通に、保険料の試算から契約の計上入力ま
でフルサポートする代理店システムを整備すること、顧客との間、代理店との間の保険料
の精算をキャッシュレスにすること」を基本方針にして、2007 年度新商品発売に向けて抜
本改革を実施することで合意した。 
 
（３）改革検討体制の立ち上げ 
抜本改革の全体を統括する改革実行責任者には、隅常務が任命された。そして、石原邦
夫社長（当時、後に会長）をはじめとする経営会議を改革の方針決定の場と位置づけ、重
要な事項はこの会議に報告し、速やかに意思決定するようにした。そして、2004 年 3 月に、
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経営企画部内に抜本改革の事務局が設置され、IT 企画部に設けた情報システム構築の統括
チームと両輪になって、改革の全体進捗管理を行った。商品、代理店オンライン推進、事
務・会計、損害調査、情報システム、販売チャネルビジョン、営業・代理店戦略の各検討
プロジェクトチーム（PT）も各主管部署の責任者を座長として関連部署を集め、IT 企画部
も参画して立ち上がった。 
第3節 抜本改革の計画段階  
第 1項 抜本改革の構想策定  
（１）あらためて現場の実態を確認 
 各 PT は、 100 を超える代理店や、営業と損害調査の担当者から現状のヒアリングを行
い、この調査をもとに、営業現場の業務負担がいかに大きいか実態を把握した。それを踏
まえて、商品、事務、情報システムの抜本改革の全体像を構想にとりまとめ、2004 年 10 月
の経営会議に諮った。 
 
（２） 2004 年 10 月構想の承認 
 構想では、抜本改革によって、顧客、代理店、営業、損害調査、事務サービスのそれぞ
れの立場から見て、何が良くなるかを示した。具体的には、商品の簡素化によって、照会
応答業務の 2～３割が削減されること、代理店での計上入力完結によって、計上関連業務
の３～５割が削減されること、キャッシュレス化によって、債権管理業務の４～５割が削
減されることなどであった。 
一方で、必要な投資額として、基本機能のシステム化だけでも 150 億円から 250 億円の
規模になるという想定値を示した。この時点では、現行の機能をシンプルに整理して作り
直せば、この程度の投資が必要という目安であった。これは、情報システム開発投資に十
分に見合う業務効率化の効果が見込まれる投資額であった。この時点で想定された投資対
効果の妥当性をもとに、 2007 年度開始に向けた抜本改革の構想が決定された。 
第 2項 抜本改革の計画策定  
（１）どんどん膨らむ新業務と新システム 
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 各 PT は、構想案をもとに、代理店システムによる事務・営業推進の革新、商品の抜本的
刷新の内容、キャッシュレス化による会計業務の改革についてイメージを具体化した。  
また、新たな代理店システムや損害調査サービスシステムについて、システム画面の試
作品を作成し、業務担当者と情報システム担当者が共同して、利用者にとって使いやすい
情報システムの具体化を進めた。（図表 47）早い段階で、画面イメージを作って検討した
ことは、情報システムに必要な機能を洗い出すのに大いに役立った。また、実際のイメー
ジを見せることによって、利用者や経営者に改革への期待を抱かせる効果もあった。一方
で、せっかく新しい情報システムを作るなら、こんな機能もあると便利といった意見が多
数出て、情報システムの機能がどんどん膨れていった。 
図表  47 新代理店システムの画面イメージ（プロトタイプ）  
 
出所）東京海上日動 
 
（２） 2005 年 3 月計画承認 
各 PT の検討結果は、計画案に取りまとめられ、 2005 年 3 月の経営会議に諮られた。こ
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の段階では、抜本改革は、自動車保険について 2007 年 7 月から、その他の保険種類につい
て 2007 年 12 月からの、ほぼ一斉スタートのスケジュールであった。また、投資対効果に
ついて、NPV（Net Present Value）を計算して経営者に投資の妥当性を説明し承認を得た。 
 
（３）「新しい風」の先行スタート 
 さらに、抜本改革の実施を待たずに、キャッシュレス化と現行の代理店システムの活用
を推進するために、「新しい風」プロジェクトを 2005 年 2 月から開始した。2004 年時点で
は、全保険種類の契約のうち、初回支払い保険料の口座振り替えの比率は 26.5％しかなか
った。また、代理店システムを導入していない代理店や、十分使いこなしていない代理店
も多かった。代理店が契約者から現金で受けとった保険料は、月一回の損保会社との精算
までの間、代理店が運用することができた。損保会社の営業部門としては、それに代わる
見返りもなしに代理店にとってのメリットを無理に無くすることに抵抗があった。 
「新しい風」は、社員や代理店に対して変革に向けた危機感を醸成する運動という側面
もあった。しかし、抜本改革の開始時までに、キャッシュレス化が進み、代理店の情報シ
ステム活用が進まなければ、新システムが稼動しても、相変わらず非効率な事務が残って
しまう実害があり、改革までの 2 年間で目標を達成しなければならなかった。 
第 3項 抜本改革の設計（詳細計画）  
（１）商品・事務・情報システムが一体となった検討 
2005 年度からは、いよいよ抜本改革の詳細な内容の検討に入り、検討体制も拡充が図ら
れた。まさに、商品、事務、情報システム、実施体制の詳細な実行計画が、同時並行で検
討される段階を迎えた。抜本改革事務局と IT 企画部が、商品、組織、業務プロセス、情報
システムを横断するタスク全体の進捗、課題、リスクを管理し、タスク間の齟齬や計画と
のズレが発生する都度全体調整を行った。そのために、事務局が全社の部長クラスで組織
された変革実行委員会を開催し、進捗確認と全体調整の場とした。 
各 PT では、関係部署が、日常業務を持ったまま兼務で検討を重ねていたので、進捗が思
わしくなかった。そこで、業務と情報システムの詳細な仕様を決定するために、同社のコ
ンピュータセンターがある多摩に、業務と情報システムの担当者が缶詰になって、集中的
に業務仕様を確定した。また、情報システムの試作画面を利用者である代理店に見てもら
って意見を吸収するために、地方も含めて数 10 の代理店を選び、営業部門と抜本改革事務
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局と情報システムの担当者がいっしょに全国行脚を行った。 
 
（２）当初の改革方針への揺り戻しが発生 
 この検討において、営業部門や商品本部からいくつもの揺り戻しが発生した。「保険の特
約を少なくするといっても、既存の契約者にとって現在の補償内容に替わる何かは残して
おくべきだ」「代理店に情報システムを使ってもらうには、申込の入力だけなく、代理店に
とって便利な機能もセットにして提供すべきだ」「自ら 100％申込入力をしたりキャッシュ
レス化したりした代理店には、優遇措置がなされるべきだ」といったものである。 
こうした方針見直しの意見に対して、隅専務（当時）は、｢保険会社の最大の競争力はお
客様に対する業務品質だ｣と一貫して言い続けた。「顧客にとって品質が確保できないよう
な複雑な商品は売るべきではないし、品質を守れないような代理店を増やすべきではない」
と繰り返し説得した。 
 
（３）商品・事務・情報システムの具体化内容  
この努力の結果、全体の整合を保ちながら次のような改革内容の具体化がなされた。 
商品については、「自動車保険をベースにして保険種類間で契約の規定内容を統一する」
「商品ラインナップを整理統合する」「保険種類固有の難解な契約の規定内容を簡素化す
る」という方針で設計が行われた。 
 商品は、全保険種類共通の一般条項、保険種類固有の一般条項、保険種類固有の補償条
項、共通特約、固有特約から成る契約の構造が決定された。契約内容を記述する文書であ
る約款は 30 から 8 種類に集約され、特約は 1700 から 850 に削減された。50 種類あった保
険料払い込み方法は 10 種類に統一された。（図表 48） 
事務と情報システム活用については、全保険種類ついて、情報システムを用いて保険料
の試算、見積書・申込書作成、契約計上入力、エラー訂正、精算ができる事務の流れを創
ることが決定した。そして、代理店で業務を完結できるように現状の業務処理をシンプル
化するだけでなく、「やるべきこと一覧リスト」など業務支援や情報提供の機能も充実させ
た新代理店システムが必要になり、機能が当初の想定より大幅に増えた。また、主力商品
である自動車保険の業務機能をベースにして、システムを部品の集まりとして設計し、業
務機能の追加変更や他の保険商品での再利用が容易にできるようにした。 
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図表  48 新たな保険商品の契約の構造  
 
出所）東京海上日動 
 
（４）実行スケジュールと投資額の見直し 
そして、実行スケジュールと予算の見直しを行った。詳細な検討が進むにつれて、当初
の方針は変わらないが、改革の内容は想定以上に膨大なものになっていた。営業部門や代
理店の要望を取り入れた結果、情報システム開発の規模も大幅に拡大した。IT 企画部では、
40 社程の親密な IT ベンダーを組織化し、大規模なシステム開発体制を編成した。そして、
これまでは同社や情報子会社の社員が担当していたシステム設計工程も含めて、IT ベンダ
ー各社にシステム開発を一括して任せることによって、大規模開発を乗り切ろうとした。 
それでも、2007 年までに全部を作り上げることは困難であった。隅専務は、全体を後ろ
に伸ばすのではなく、出来ることから早く始めて成果を刈り取ることが、改革の機運を消
さないために重要と考えた。このため、当初の 2007 年度での全保険種類の一斉改訂実施と
いう案は、2007 年度に自動車保険の改訂、2008 年度にその他保険種類の改訂という段階的
実施に変更された。 
また、投資額や NPV についても、システム化する機能の拡大と改革実施時期の延期によ
って、当初の想定とは大きく変更された。投資額は、初めに想定した 250 億円よりも大幅
に増え、約 600 億円と見積りし直された。この投資額は、同社にとっては従来の新規シス
テムへの年間投資額の 4 年分に相当し、想定される業務効率化によるコスト削減額だけで
は、とても見合わない金額であった。 
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（５） 2005 年 10 月詳細計画承認 
こうした設計作業をもとに見直された詳細計画案が、 2005 年 10 月に経営会議に諮られ
た。投資額の大幅な増額修正は、経営者全員にとって厳しい判断を迫るものであったが、
「抜本改革は、自社にとってやらないで済ませることはできない」という経営者のぶれな
い判断によって、実施が決定された。 
一方で、「新しい風」プロジェクトは難航していた。「抜本改革は事務の改訂である」と
社内ではとらえられがちで、営業部門の中には積極的に参加しないところもあった。そこ
で、あらためて全支店に対して抜本改革の説明会を行い、「抜本改革は仕事の改革である」
ことを理解させるよう、経営者から指示が下った。 
第4節 抜本改革の実行段階  
第 1項 改革第一期の実行準備  
（１）「仕事の仕方」抜本改革への発展 
改革実施決定をうけて、 2005 年 12 月に、それまで経営企画部内にあった抜本改革事務
局を改組し、抜本改革推進部が発足した。また、この時から抜本改革は、「仕事の仕方」抜
本改革と呼ばれることになり、全社をあげた仕事の改革として社員全員を巻き込んだ活動
になっていった。そして、改革の第一期である 2007 年 10 月の自動車保険の抜本改革商品
発売に向けて実行スケジュールが作成された。  
 
（２）改革準備の実施体制 
 改革への準備は、本社サイドでの検討から、営業や損害の第一線での活動に比重が移っ
ていった。このため、既に活動している PT に加えて、支店支援 PT が設けられ、移行支援、
研修支援、支店・支社個別支援のチームが活動を開始した。また、効果・コスト管理 PT が
設けられ、これ以上の想定投資額からの上ブレを抑えるために、効果実現とコストの管理
を徹底した。「新しい風」では、抜本改革推進部が支店を回って改革の内容を繰り返し説明
し、改革準備のアクションプランとチェックリストによる定期的な進捗管理を徹底した。 
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第 2項 予期せぬ２つのかく乱要因  
（１）業務改善命令への対処 
こうして、抜本改革への準備が佳境を迎えようとするさなかに、 2005 年 11 月に金融庁
から保険金支払いに関する業務改善命令を受けた。抜本改革が目指している、わかりやす
い商品や業務の実現は、保険引き受けと保険金支払いの適正化に向けた根本的解決策であ
る。隅専務は、ぶれることなく抜本改革に向けて邁進することを全社に指示した。 
しかし、2007 年 3 月にさらに業務停止命令を受け、同年 4 月に業務改善報告書を提出す
るにいたって、保険金支払い業務への当面の対策を早急に実施することが必要になった。
一方で、情報システム開発の作業は当初の想定を超えて大幅に膨らんでいた。 
 
（２） 2007 年 4 月第一期延期決定 
こうした状況のもとで、業務改善計画に基づく開発優先順位の変更と、新システムの品
質確保のために、第一期の開始時期を延期する決定を 2007 年 4 月に行った。改革第一期
の自動車保険の発売は、 2007 年 10 月を予定していたが、2008 年 5 月に延期することにし
た。 
 営業や損害の第一線が混乱しないように、社長から、「業務適正化対応を第一に、抜本改
革を第二にする」旨のメッセージを発した。その上で、抜本改革こそが業務適正化にも繋
がるのだから、最後までやり抜こうとリードした。 
第 3項 第一期開開始への周到な実行準備  
（１）半年の猶予が功を奏する 
 約半年改革開始時期を延期したことは、結果として確実な新業務・新システムへの移行
のためには良かった。情報システムは、この間に、業務部門によるシステムテストを徹底
的に行い、本格稼動前に情報システムの不備を潰すことができた。また、営業第一線は、
当面の業務適正化への対応と抜本改革への準備が重なって、負担が大きくなっていたので、
半年の猶予があることによって十分な業務移行準備ができた。 
 
（２）一冊で改革業務が理解できるテキストを作成 
 改革開始にあたって大きな仕事は研修である。社員全員に対して新業務を研修し、更に、
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その社員が代理店に対して研修を行う。この研修のために、商品・事務・情報システムを
全て 1 冊で理解できるテキストを作成した。業務全体を通じて、1 冊で説明できるマニュ
アルや説明資料はこれまでなかったものである。このテキストを作ったことで、新たな業
務の中の微妙な不整合や考慮不足が明らかになる効果もあった。社員向けの研修は、全社
員を対象に順次実施された。また、代理店向けの研修は、第一期の開始のめどが確実にな
ったうえで、2007 年 11 月から開始され、 5 月の開始直前まで続けられた。 
 
（３）「新しい風」最後の詰めへ 
 一方で、「新しい風」 の営業現場への徹底も、詰めの段階を迎えていた。「新しい風」を
スタートして間もなくの頃と比べると、 2007 年 3 月には大きな改善成果があがっていた。
しかし、支店や支社によっては、まだ十分な成果に繋がっていないところもあった。そこ
で、遅れている支社をひとつひとつ抽出して個別に進捗管理を徹底し、2008 年 1 月のリス
クチェック会議で最終判断することにして、背水の陣を敷いた。 
第 4項 第一期開始とその後の展開  
（１） 2008 年 5 月無事第一期スタート 
 2008 年 5 月の第一期開始にむけて、新代理店システムの利用開始について、予め定めた
「判断基準」にそって改革に関連する役員が協議を行い、その上で、2008 年 4 月に準備完
了の最終判断を隅社長が行った。 5 月の連休に最終リハーサルを行って、業務と情報シス
テムの確実な稼動を確認した上で、新代理店システムと新自動車保険の発売は無事にスタ
ートした。その後、火災保険、傷害・積立保険の発売へと、抜本改革は継続した。 
 
（２）改革第二期へのさらなる展開 
第一期の開始によって、商品と業務の構造化・標準化の土台が出来上がった。自動車保
険の業務をベースにして作られた共通業務機能やシステム機能部品は、その他の商品にも
適用されるので、全体の 6 割がたの情報システムはすでに出来ていた。また、主力の自動
車保険について、新たな商品と業務が代理店に浸透すると、業務負担は軽くなってくるし、
その他の商品切り替えも容易になる。 
一旦シンプルになった商品や業務が、再び新商品開発競争などによって、もとの複雑な
状態に戻ることは顧客や社会が許さない。同社でも、「業務品質改善委員会」と「コンプラ
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イアンス委員会」を設置し、新商品の仕様が出来たときに、業務処理で問題が生じないか
予めチェックし、これが通らないと発売しないようにした。業務機能の共通部品化の維持
も徹底された。また、商品部門が、代理店や営業店の意見を直接聞いたり、他部の意見を
聞いたりするようになった。東京海上日動の抜本改革の経緯をまとめると、次の図のよう
になる。（図表 49） 
図表  49 「抜本改革」における段階的計画と段階的実行の経緯  
 
出所）東京海上日動の資料をもとに筆者作成 
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第11章 第 3 の問いの分析と考察  
第1節 第 3 の問いの分析  
第 1項 計画的かつ創発的な変革の実行  
東京海上日動の商品、業務、情報システムは、相互依存性が高い密結合のシステムを構
成している。そして、長年に渡って環境変化への個別適応を繰り返した結果、複雑さを増
して身動きが取れなくなり、これ以上の環境適応が続けられなくなって、商品政策や代理
店政策などの事業戦略の見直しによるシステム全体の変革が必要になった。 
（１）変革実行の難しさ  
抜本改革の実行は大きな困難を伴っていた。まず、商品、業務、情報システムを同時に
刷新することは難易度が高く、初めからは変革の全体像を詳細に見通せないものであった。
また、パートナーである社外の代理店の仕事の仕方を変える必要があり、社内の保守本流
の部門にも変革への抵抗感があって、多くの利害関係者を巻き込むことが大変だった。そ
して、情報システムの構築の面でも、相互に関連し合う業務機能を詳細に詰めきることが
難しく、情報システム機能の膨張に歯止めがかけにくく、巨大な情報システムを構築し品
質を確保することが難しかった。さらに、変革の途上で予期せぬかく乱要因も発生した。 
Weick（2000）が計画的変革の問題点として挙げた、「予測できることに制約があるため
に期待とは異なる結果になる」、「変革への見せかけの賛同を呼び起こしやすい」、「事業部
門間で変革の進展が不均衡になる」、「変革の実現までにタイムラグがあり実現したころに
は時代遅れになっている」といった恐れは、東京海上日動でもあてはまると考えられる。 
 
（２）計画の度重なる軌道修正 
当初の計画を粛々と実行すれば、こうした困難を克服して変革が完遂できるわけではな
い。実際に、変革実行途上で当初には想定していなかった事態に何度も見舞われ、その都
度計画の軌道修正が必要となった。 
まず、構想～計画～詳細計画という多段階の計画見直しのステップを踏んだことである。
全保険商品の再設計による新たな業務の姿を、変革の当初から詳細に見通すことは不可能
である。そのため、検討の詳細度を段階的に高めていき、その都度実施計画と投資額を見
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直し、経営者の承認を得るという手順を踏んだ。 
保険商品や特約の種類を大幅に削減し、保険商品の間で規定を統一して、商品全体をシ
ンプル化するという変革の内容は、多くの新商品を開発し続けてきた商品本部や、それを
要求し続けてきた営業本部から見れば、自らのそれまでの成果を否定するものでもある。
また、それまでは保険会社の社員が支援してくれていた保険契約の入力処理を、全て代理
店自身で完結し、契約者と代理店の間での保険料のやり取りを全てキャッシュレスにする
という変革の内容は、代理店からすれば既得権を損なう部分もある。こうした利害関係者
からの抵抗は、当初に構想された変革の内容に揺り戻しを発生させた。 
また、変革の内容が具体化するにつれて情報システムで支援する業務機能が膨張してい
き、全保険種類の一斉切り替えという当初計画を、保険種類ごとに段階的に切り替える計
画に変更し、情報システム構築への投資額の見込みを何度も増額修正する必要があった。 
さらに、変革の途上で金融庁から業務改善命令を受け、保険金支払い業務の改善のため
の暫定対策を優先するために、抜本改革の実施を繰り延べなければならなかった。加えて、
外部ベンダーの要員を大量に動員した情報システム構築プロジェクトが危機的状態になり、
社員や情報子会社の要員の追加投入と構築期間の延長が必要になった。 
 
（３）不測の事態への創発的対処 
このような利害関係者からの抵抗、情報システム機能の肥大化、金融庁からの業務改善
命令、システム構築プロジェクトの難航といった変革途上における不測の事態に対し、変
革を推進する現場での臨機応変の判断と全体調整を経て柔軟な実行計画の変更で対処した。 
加えて、新システムの本格稼働に先駆けて、現行システムのもとで代理店による契約入
力率向上とキャッシュレス化を極力すすめておくという「新しい風」運動を実施した。こ
れは、本格的な変革実施のパイロットプロジェクトの意味合いがある。また、本格実施段
階でのリスクを事前に把握して対処しておくことができた。 
同社の場合は、組織能力向上が主な目的、社員の参画、現場主導、試行錯誤、現行シス
テムの老朽化が発端といった点で、抜本改革がそもそも創発的変革の性格が強い。しかし、
商品、業務、情報システムというシステム全体を変えるためには、創発的変革の積み重ね
だけでは方向を定めきれないので、それを計画的変革のプロセスに載せて実行したと考え
られる。このため、トップダウンで策定した計画を一気に実行するのではなく、良く言え
ば試行錯誤、悪く言えば紆余曲折を経た変革になった。 
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 この意味から、同社の変革は、計画的変革を創発的に見直しながら実行したとも、創
発的変革を計画的な意図を持って繰り返したとも捉えられる。 
第 2項 結果としての変革の 8 ステップの実践  
IT と一体化した計画的かつ創発的な変革であった抜本改革では、Kotter（ 1996）の変革
の 8 ステップに当たる実行プロセスが実践されていると結果的にみると解釈できる。そし
て、各ステップにおいて、 IT が重要な要素として組み込まれていることが、 8 ステップの
考え方を拡張すべき点である。 
東京海上日動は、変革の実行にあたって Kotter の理論を参考にしたわけではないが、こ
こでは Kotter の 8 ステップに沿って、抜本改革の過程の解釈を試みる。 
（１） 危機意識を高める 
 変革のきっかけとなった役員ディスカッションにおける隅常務からの問題提起と、経営
者全員による問題意識の共有は、まさに、全社の危機意識を高めるためのいち大イベント
となった。危機意識は、当初は新商品開発への迅速な対応が出来ない情報システムに対す
る不満から発したが、その根本原因である複雑な商品構成の問題へと発展した。 
 
（２） 変革チームを編成する 
 早速隅常務を変革実行責任者とし、経営企画部と IT 企画部を事務局する全社横断の変
革チームが編成され、経営者全員でそれを支える体制が出来あがった。 CIO の立場の役員
が変革実行責任者を任され、商品、業務、情報システムの全面改訂を統括することになっ
た。 
 
（３） 変革のビジョンを生み出す 
 変革チームは、変革の目的と戦略を明確にするため、改めて営業店と代理店の現場の実
態把握を行い、それをもとに抜本改革構想案を策定して経営会議に諮った。この構想によ
って保険契約者、代理店、営業部門、損害部門、事務部門、情報システム部門、経営者、
株主といったそれぞれの利害関係者にとって、変革で何が良くなるかというビジョンが明
確に示された。ビジョンには、商品、業務のあり方と並んで情報システムのあり方も 3 本
柱のひとつとして明記された。 
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（４） ビジョンを周知徹底する  
 変革の計画は数次にわたって詳細化されたが、ビジョンは一貫して変わることなく全社
の合意事項となっていった。また、変革のビジョンを経営者の言葉で繰り返し社内に説明
し、重要な当事者となる代理店に対しても変革の意図を早い段階から積極的に発信した。 
そして、「業務品質こそが競争優位」という変革の柱となる考え方を、度重なる難局に当
たっても一貫してぶれることなく経営者が関係者に対して訴え続けた。変革が事務部門や
情報システム部門など一部の部署にとってのものではなく、社員全員、代理店全員の「仕
事のやり方の抜本改革」であるという考え方に基づいて、社員全員が変革の意図を理解し
て自ら代理店など他者にも説明できるようになるまで研修を徹底した。 
 
（５） 社員の自発を促す 
 変革の推進役となる抜本改革推進部、IT 企画部、全社横断の変革プロジェクトチームに
対して、変革推進のための権限を委譲し、経営者が支援することによって、保険商品別組
織や販売チャネル別営業組織など、従来から強い力を持っていた業務機能縦割りの社内抵
抗勢力に対抗できるようにした。 
各プロジェクトチームは、テーマによって商品企画、営業企画、損害調査、事務企画な
ど、本業における責任部署から座長をアサインし、関連する部署から人員を集めて横断的
に組織された。これによって、各業務の当事者自らが変革内容を決定できるようにして全
社のキーパーソンを巻き込んでいった。また、全てのチームには IT 企画部の責任者が参画
し、チーム間に横串を刺して変革内容の整合性を保ちシステム化の実現可能性を確保した。 
 
（６） 短期的成果を実現する 
見えにくい新たな業務の姿を、早い段階で見定めるために、新たな代理店業務や情報シ
ステムのプロトタイピング（試作品作成）を実施した。これは、業務を行う当事者を巻き
込んで、業務イメージの具体化を試行錯誤で行う創発的な手段として有効であった。また、
「新しい風」を先行プロジェクトとして実施したことにより、変革の本格実施に先駆けて
着実に成果が見えるようになり、また、代理店も含めて全社の意識改革にもなった。 
そして、全保険商品について一斉に新しい商品へ切り替えるという当初の計画を、新シ
ステム構築規模の肥大化によって、保険商品別の段階的な切り替えに変更せざるをえなか
った。それでも、保険契約処理件数の大半を占める主力商品である自動車保険の切り替え
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を先行させて、変革の成果を出来るだけ早く享受できるようにした。  
商品、業務、情報システムの中で、情報システムが最も変化に対する柔軟性が低い。全
ての仕様が詳細に決まらなければ情報システムの構築はできないし、構築にリソースも時
間も要する。このため、プロトタイピングによって仕様確定を加速したり、現在の情報シ
ステムでもできる業務の見直しを先行したりすることは短期的成果を生むために重要であ
った。また、新たな商品は情報システムが準備できなければ発売できないので、リソース
が許す範囲で情報システムを保険種類ごとに構築して、段階的に商品を切り替えたことは
結果的に妥当な判断であった。 
 
（７） さらなる変革を推進する  
 変革の設計や実行の段階は、まさに商品、業務、情報システムの変革が同時並行で進む
大掛かりなプログラムとなった。全体プログラムのマネジメントには、変革のリーダーだ
けでなく、大規模プログラムを仕切れるプログラムマネージャの機能が重要になる。この
ため、抜本改革推進部を事務局、IT 企画部を黒子として、全社の部長クラスによって編成
された変革実行委員会が、変革全体の進捗とリスクを管理し、相互に関連する複雑な変革
タスク間の様々な調整機能を果たし、必要な意思決定を速やかに行った。 
 変革プログラムの中でも、巨大な情報システムの構築の進捗の遅れや品質の劣化は最大
の不確実要素であり、情報システム部門だけに任せておけることではない。変革実行委員
会には常時システム構築状況が報告され、問題が有れば、業務仕様の再検討、開始時期の
変更、業務部門による確認テスト体制の強化などの対策が打たれた。  
 
（８） 組織文化に定着させる 
 変革は、保険商品ごとの段階的切り替えを経て一段落した。その後も、変革を逆戻りさ
せて、無計画な新商品開発競争に陥ることが無いように、全社横断で新商品発売前にチェ
ック・調整する仕組みが整えられた。業務機能の標準化・共通化の維持は情報システムの
共通部品化の観点からも確認が行われる。「業務品質こそが競争優位」という信念は全社に
浸透している。 
 
 同社においては、 8 ステップのうちの「ビジョンの周知徹底」と「社員の自覚の促し」
は、段階的な計画の詳細化の中で行われ、「短期的成果の実現」と「更なる変革の推進」は、
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段階的な変革の実行の形をとって行われた。そして、「ビジョンの周知徹底」と「社員の自
覚の促し」は、段階的な変革の実行の過程でも繰り返し行われた。このように、同社にお
いては、Kotter が提唱したように 8 ステップが順をおって行われたのではなく、それぞれ
が並列に段階的に繰り返し行われ、価値創造サイクルのようなスパイラル型のプロセスと
なっていることが、 8 ステップの直列型のプロセスとは異なる。 
第 3項 各実行ステップにおける変革のイネ―ブラーの強化  
東京海上日動における変革実行の過程を振り返ってみると、同社は変革の内容について
は必要に応じて見直したが、変革のイネーブラーは一貫して強化し続けている。 
変革の各ステップにおいて、変革のビジョンの明確化と浸透、変革のための組織構造と
組織運営システムの整備、変革を推進する人材の行動、技能、態度の醸成、変革実行のプ
ログラムマネジメント、多数の変革タスクを同時進行するための全体マネジメントが周到
に行われている。これらは、本研究において変革のイネーブラーとして想定した、「価値観」、
「組織」、「人材」、「プロセス」に相当する。 
変革の 8 ステップの中で、「短期的成果を実現する」「さらなる変革を推進する」という
実行段階においては、変革と同時進行する IT プロジェクトのマネジメントや、情報システ
ム構築に必要となるリソースの全体マネジメントが、変革全体の成功を左右する。こうし
た IT のマネジメントのために、同社においては COBIT5（2012）の BAI（構築・調達・導入）
プロセスや APO（整合・計画・組織化）プロセスに相当するような変革と IT を統合した管
理が実践された。段階的な変革内容の見直しや変革の実行を通して、終始一貫していたも
のは、変革のビジョンに加えて、「商品、業務、情報システムの共通部品化」という全体構
造の考え方であった。 
 以上の分析によって、第 3 の問いに設定した IT がコア技術である企業が、事業戦略を
見直して業務の再設計を伴うような IT を活用した計画的かつ創発的な変革を行う場合に
おける、変革の進め方とその中での変革のイネーブラーの活用の仕方が明らかになった。 
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第2節 第 3 の問いに関する考察  
第 1項 段階的計画の詳細化と段階的な変革の実行  
 事例分析からわかるように、東京海上日動では、結果的に Kotter（ 1996）の 8 ステップ
に当たる変革実行プロセスを踏んでいると解釈できる。始めに営業現場の実態調査を踏ま
えて経営者も含めた危機感の共有を行い、変革の目指す姿を全利害関係者間で確認したこ
とは、変革途上で変革が頓挫したり中途半端な妥協に終わったりしないために重要であっ
た。そして、新たな商品、業務、情報システムを描く変革チームを全社のキーパーソンを
集めて現業組織とは別に編成したことは、業務の改善ではない抜本的な再設計を行ううえ
で重要であった。 
しかし、東京海上日動では、 Kotter の 8 ステップが直列に進行したわけではない。 
全社にわたる新たな業務と情報システムの詳細な仕様を、変革の当初に描ききることはで
きない。そこで、変革の基本方針と業務の全体構造を始めに明確にし、全員で共有した上
で、業務の詳細な仕様は、プロトタイプシステムなどを用いた試行錯誤をへて、部分ごと
に全体の整合性を確認しながら段階的に設計していった。 
設計内容が明らかになるにつれて、情報システムの構築や変革の実行の計画は実現可能
なものに見直した。変革にかけられるリソースの制約や移行に伴うリスクの大きさから、
変革全体を一気に実行することが難しかったので、より確実に変革の成果を刈り取ってい
けるように段階的な実行計画を立てた。 
こうした段階的な計画と実行によるスパイラルな変革のプロセスが、相互依存性が高い
巨大な業務と情報システムの再設計を、試行錯誤を経て創発的に実行するためには実践的
な方法といえる。 
第 2項 段階的変革の実行に不可欠な全体構造図  
段階的な計画の見直しと段階的な変革の実行を可能にするためには、業務とシステムの
全体構造図（アーキテクチャ）が、ぶれない軸として重要である。 
（１）新業務の原型となる全体構造図 
東京海上日動の場合は、商品と業務の抜本改革とはいっても、損害保険として持つべき
基本的な商品機能や業務機能の構成は、従来と根本的には変わるわけではない。既存の商
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品や業務をたたき台にして、新たな商品と業務の全体構造の原型を、変革の構想段階から
ある程度描いておくことは可能であった。もちろん、この原型は設計が詳細化していく段
階で変更され、大幅に拡張されることになったが、各段階で原型に立ち返って確認するこ
とによって、全体の整合性を維持し、機能拡張の妥当性を吟味する上で役立った。 
 
（２）商品、業務、情報システムの変革同時進行を可能にする全体構造図 
そして、詳細計画の段階で、先行する自動車保険の業務機能をベースにして、保険種類
間で共通の機能と保険種類ごとに固有の機能を明確に区分し、共通機能については、保険
種類間で標準化・共通部品化するという全体構造図を描いた。この全体構造図があること
によって、実行段階において、新商品の申請、新業務への移行、情報システムの構築の同
時進行が可能になった。それぞれのタスクの実行は複数の部署に分散して行われるが、共
通の参照モデルとなる全体構造図があることによって、タスク間の整合性は確保された。 
 
（３）代理店と全体像を共有するための全体構造図 
商品、業務、情報システムの全体の姿は、移行に当たって現場を教育するために一冊に
まとめられたマニュアルの形で具体的に示された。マニュアル作成の過程で、それぞれの
間での齟齬は詳細にチェックされ修正された。そして、マニュアルは代理店に対しても公
開され、研修によって共有され、新商品と新業務の速やかな導入を可能にした。 
 
（４）業務機能の共通部品の再利用を可能にする全体構造図 
変革の実行を保険商品ごとに段階的に行うにあたっても、共通部分については先行する
自動車保険の機能部品を再利用し、保険種類ごとの固有の設計開発部分に絞り込むことが
できた。新商品が導入された後の機能追加や機能変更も、全体構造図を参照して実行する
ことによって、抜本改革で実現されたシンプルでわかりやすい商品と業務の構造は維持さ
れる。 
 
このように、業務と情報システムの全体構造図の存在が、変革の実行全体にわたって果
たした役割はきわめて大きい。特に同社のような金融サービス業においては、顧客との契
約という形で示される商品機能を規定することは、その商品を提供する業務機能を規定す
ることとイコールであり、商品機能の見直しにまで立ち返って、商品、業務、情報システ
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ムを一体として標準化・共通化したことが、抜本的な再設計を可能にした。その拠り所と
なるものが全体構造図である。 
第 3項 創発的変革の繰り返し  
 東京海上日動の変革は、計画的変革のプロセスを踏みながら、社員参加による試行錯誤
をへて変革の形を具体化していく創発的な方法を繰り返している。 
（１） 現場の実態把握を踏まえたビジョンの策定 
 変革のビジョンを策定するにあたって、改めて営業部門、損害調査部門、代理店といっ
た現場の業務実態を調査し直し、現場が抱える問題について現場の声を集約し、それを数
字で裏付ける作業を行った。これによって、現場の意識を反映したビジョンが作成された。 
 
（２） プロトタイピングによる現場に意見の反映 
 新たな業務やシステムの内容を決定するにあたって、その業務を担当する社員や代理店
の意見をプロトタイピングの手法を用いて吸収した。まず、新代理店システムの試作画面
を早い段階から作成し、業務企画担当者に見てもらいながら必要な機能や使いやすさを確
認していった。さらに詳細な設計を行う段階では、全国から代表的な代理店を選んで、現
地に足を運んで試作品のシステムに関して代理店から意見を直接に聞き、代理店が使える
ように機能や操作性を微調整していった。さらに、移行段階では、商品、業務、情報シス
テムが一冊でわかるマニュアルを作成して社員や代理店に説明し、本当に現場が実行でき
るものになっているか確認した。マニュアルも IT を使わない机上プロトタイピングの手
法の一つといえる。 
 
（３） 「新しい風」運動によるパイロットプロジェクト 
 新商品の本格導入に先だって、既存の商品、業務、情報システムの中でもできる代理店
による申込書入力の徹底と、代理店と顧客との間での現金の受け渡しの削減を、先行的に
実施した。これは、抜本改革で目指しているものが、本当に代理店に受け入れられるかを
確認するものであった。本格的な変革に向けて営業部門と代理店の意識を改革し、新たな
業務の実施のための下地作りをし、変革の障害となるものを炙り出して早期に手を打つと
いうパイロットプロジェクトとしての狙いがあったと思われる。 
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（４） 変革実行委員会における合議制による意思決定  
 商品、業務、情報システムをまたがる変革全体の進捗を管理し、齟齬を調整し、方向を
決定する場として、全社の部長クラスから成る変革実行委員会が有効に機能した。この場
では、変革リーダーの隅専務や抜本改革推進部の方針を一方的に説明するのではなく、変
革の状況を共有し、問題を特定し、対策を参加者の合議によって決定して、決定結果をそ
れぞれの参加者が責任部署へ持ち帰って実行するという全員参加の会議運営が行われた。 
 
（５） 社員全員の意識を変える研修 
 「抜本改革は、社員と代理店一人ひとりの仕事の仕方の改革である」ことを徹底し、社
員全員が抜本改革の意味するものを自ら代理店に対して説いて回れるまでに研修を徹底し
た。新たな業務手順や代理店システムの使い方を事務担当者だけに教育するのではなく、
社員全員に対して意識と行動を変える研修を行ったことに、変革リーダーの本気さが現れ
ている。 
第 4項 IT の活用を前提とした変革のイネーブラーの拡張  
 事例分析の結果を踏まえて、IT を活用した変革におけるイネーブラーの特徴について整
理する。東京海上日動の抜本改革においては、本研究において変革のイネーブラーとして
抽出した要素が変革実行のために活用されている。そして、IT を活用した変革においては、
変革全般に共通する「価値観」「組織」「人材」「プロセス」のイネ―ブラーに「 IT 活用力」
を並列的に加えるだけではなく、各イネ―ブラーの中に IT に関する実施内容を組み入れ
て拡張する必要があることが分かった。変化全般のイネーブラーとして実施されたことに
加えて、 IT を活用した変革であるがゆえに実施されたことを一覧にまとめた。（図表 50） 
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図表  50 IT の活用を前提とした変革のイネーブラーの拡張  
変革の 変革全般における実施内容 ITに関する実施内容の拡張
イネーブラー
価値観 ・変革のビジョンの策定 ・ビジョンの中に柱のひとつとして
IT活用のあり方も盛り込む
・利害関係者とのビジョンの共有 ・CIOが変革実行のリーダーとして
変革の理念を訴え続ける
組織 ・全社横断の変革プロジェクトチームの ・IT責任者によるチーム間に横串を差した
編成と権限委譲 実現可能性と整合性の確保
・変革実行委員会での全体進捗とリスク管理、 ・変革実行委員会の事務局の黒子としての
タスク間調整、集中した意思決定 IT部門の参画
人材 ・本業の中核部署のキーパーソンの巻き込み ・ITを理解したビジネスリーダーの登用
・変革のリーダー人材とマネージャ人材の混成 ・変革プログラムマネージャとITプロジェクト
マネージャの育成
・全社員に変革の意図を理解させる研修 ・商品、業務、情報システムが1冊でわかる
マニュアルと試作版システムによる研修
プロセス ・段階的な計画の詳細化と段階的な変革の実施 ・業務と情報システムの全体構造の設計と改訂
・Kotterの8ステップに相当する全体実行プロセス ・ビジョンと全体構造を共有した商品、業務、
ITの同時並行実施
・パイロットプロジェクトの先行実施 ・試行錯誤のためのプロトタイピングシステム
IT活用力 ・リソースが許す範囲での段階的なシステム構築 ・業務機能とシステム機能の共通部品化
・仕様確定のための業務担当者とIT担当者
による集中ワークショップ
・業務担当者によるテストケース作成と
仕様確認テストの実施  
出所）筆者作成 
 
（１）「価値観」のマネジメントは、変革に向けて共有すべき価値観や組織文化を醸成す
ることである。このために、同社では、変革チームによって変革のビジョンが策定され、
変革のリーダーによって利害関係者の間でビジョンの共有が繰り返しなされた。 
そして、変革のビジョンには、商品、業務のあり方に加えて、IT 活用のあり方も 3 本柱
のひとつとして描かれている。事務と情報システムの担当であった CIO が変革の問題提起
をし、自らが変革のリーダーの役割を担い、変革内容の肥大化、社内からの抵抗、先行プ
ロジェクトの停滞、監督官庁からの指導などの難局を迎えても、終始ぶれることなく「業
務品質こそが競争優位」という変革の基本理念を訴え続けた。 
 
（２）「組織」のマネジメントは、変革を促進する組織構造や組織運営システムを設計し
導入することである。このために、同社では、全社横断の変革プロジェクトチームが編成
され、社内で力を持つ機能別縦割りの業務遂行組織に対抗して変革を推進する権限委譲が
なされた。全社の部長クラスを集めて変革実行委員会が開催せれ、変革全体の進捗管理、
リスク管理、タスク間相互調整、意思決定が集中して迅速に行われた。 
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そして、各変革プロジェクトチームには IT 責任者が参画し、検討される内容が IT で対
応可能なものか、情報システム全体に大きな影響を与えるものか、常に確認しながら進め
た。それだけでなく、複数のチームに属する IT 責任者が集まって、チーム間に横串を差し
た検討内容の整合性確保が図られた。  
変革実行委員会においては、抜本改革推進部に加えて IT 部門が事務局として黒子の役
割を果たした。合議制による委員会では、参加者の意見が対立することもしばしばであっ
たが、それを変革が目指す方向に向けて調整するのが抜本改革推進部であるとすれば、全
体最適と実現可能性の観点から調整するのが IT 部門の役割といえよう。  
 
（３）「人材」のマネジメントは、変革を推進できる人材を育成し活躍させることである。
このために、同社では、商品、営業、損害調査といった本業の中核部署のキーパーソンを
プロジェクトチームの責任者として巻き込み、本業の現場を変革に向けて牽引する変革の
リーダー人材と変革の確実な遂行を管理するマネージャ人材の混成チームを構成した。ま
た、全社員に変革の意図を理解させる研修を行い、全員に「仕事の仕方を変える」意識を
徹底させた。  
そして、同社のような業務と IT が一体となった事業の変革においては、 IT を理解した
ビジネスリーダーの存在が重要である。同社では、商品、営業、損害といった部門の中に、
自部門のシステム化の要件を決定する責任を持つ IT オーナーが平素から配置されていた。
こうした人材の中から、変革をリードするビジネスリーダーを登用し、変革プログラムマ
ネージャとして育成した。また、 IT 部門の中から、業務設計ができる人材を登用し、変革
プログラムマネージャや IT プロジェクトマネージャとして育成した。  
全社員と代理店が、変革の意図と新たな仕事の仕方を目で見て理解できるようにするの
は新代理店システムである。商品、業務、情報システムが 1 冊でわかるマニュアルととも
に、新代理店システムの試用バージョンが、社員向けや代理店向けの研修で利用された。  
 
（４）「プロセス」のマネジメントは、標準的なプロセス（実行手順）にそって変革の進
行を管理することである。同社では、段階的な計画の詳細化と段階的な変革の実施の手順
が慎重に踏まれ、Kotter の 8 ステップに相当する全体実行プロセスが結果的に実行された。
また、「新しい風」のパイロットプロジェクトでは、変革の進捗を確実にするためのチェン
ジマネジメントが徹底された。  
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そして、度重なる計画変更がなされても、業務と情報システムの全体構造の設計と改訂
が行われ、全体整合性は維持された。このために、アーキテクチャ・マネジメントにあた
るプロセスが実施された。  
変革の実行は、ビジョンと全体構造を共有した上での商品、業務、IT の同時並行プロセ
スとなった。このためには、COBIT5 の BAI や APO にあたる変革プログラムの全体管理プロ
セスが実施された。仕様の確定を加速するために試作画面を用いたプロトタイピングによ
る、試行錯誤の手法も導入された。  
 
（５）「IT 活用力」は、変革と同時進行する IT プロジェクトのマネジメントや IT リソー
スの全体マネジメントのことである。同社では、情報システム構築のリスクと品質確保を
考慮して、リソースが許す範囲での段階的な情報システム構築が行われた。 
そして、情報システム全体を通じて業務機能とシステム機能の共通部品化が図られ、情
報システムの品質、柔軟性、効率性を向上させた。これはモジュール化の方法にあたる。  
情報システムの品質確保のためには、業務担当者と IT 担当者が一箇所に集まって、仕様
確定のためのワークショップを集中的に行ない、業務を理解した人材が情報システムの仕
様を最終決定するようにした。また、出来上がった情報システムの仕様確認テストのため
のテストケースを業務担当者が作成し、自らテストを行うようにした。これは、イテレー
ションにおけるユーザー参加の方法にあたる。  
第 5項 変革の実行プロセスに沿ったイネーブラーの活用  
変革の実行において変革のイネーブラーがどの段階で活用されたかについて、同社の行
った変革の経緯に沿って、実行プロセスとイネーブラーの対応関係を整理する。（図表 51） 
「危機感を高める」「変革推進チームを築く」「ビジョンと戦略を生み出す」「ビジョンを
周知徹底する」というステップでは、「価値観」のマネジメントに焦点がおかれる。「従業
員の自発を促す」というステップでは、「組織」と「人材」のマネジメントに焦点が置かれ
る。「短期的成果を実現する」「さらなる変革を推進する」というステップでは、「プロセス」
と「 IT 活用力」のマネジメントに焦点が置かれる。そして「組織文化に定着させる」とい
うステップでは、再び「価値観」のマネジメントが重要になる。 
各ステップは、直列に順次実行されるのではなく、並列に段階的に繰り返し実行され、
その都度ステップに対応するイネーブラーは見直され強化され続ける。 
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図表  51 変革の実行プロセスとイネーブラーの対応  
変革の実行プロセス 変革マネジメントのポイント 変革のイネ―ブラー
危機意識を高める 現状満足から脱却し、危機を共通認識する 価値観
（変革する文化の醸成）
変革推進チームを築く 変革のリーダーを選び、推進チームを作り、
共通の目標を設定する
ビジョンと戦略を生み出す 利害関係者にとって何が出来るようになるか、
具体的で実現可能な方向を示す
ビジョンを周知徹底する わかりやすい表現で多様な伝達手段を活用し、
リーダーが規範を示しつつ、繰り返し徹底する
従業員の自発を促す（１） ミッションが明確でフラットな変革実行組織 組織
変革への参加を評価するしくみ （組織の変革実行能力）
悪いことも良いこともトップと現場が情報を共有
変革推進者への権限委譲と自律的行動重視
従業員の自発を促す（２） 変革リーダー人材を登用する 人材
全社員の行動、技能、態度を訓練する （変革を推進する人材）
短期的成果を実現する 先行変革プロジェクトを確実に遂行する プロセスとIT活用力
明確な変革プロジェクト目標の設定 変革プロジェクトマネジメント
プロジェクト予算の確保 ＣＯＢＩＴ５のＢＡＩプロセス
実行組織の整備、人材の配置 （構築・調達・導入）
プロセス進捗管理、モニタリング、テコ入れ
目に見える成果の達成
さらなる変革を推進する 相互依存性が高いシステムを同時に変革する プロセスとIT活用力
（多数の変革の同時進行） リーダーたる経営者と現場への権限委譲 変革の全体マネジメント
リーダー人材とマネージャ人材の組合せ COBIT5のAPOプロセス
（整合・計画・組織化）
個々の変革を超えた全体のマネジメント
戦略整合、優先順位、資源配分、相互調整、
資金確保、人材確保、関係整理、適正リスク
組織文化に定着させる 変革を後戻りさせないで定着させる 価値観
（変革の最終段階で実現） 変革のイネーブラーを継承する （変革する文化の定着）
 
出所）筆者作成 
第 6項 イネーブラーによる変革実行と情報システム構築の緩やかな統合  
（１）変革と情報システム構築を繋ぐ従来の方法の問題点 
 IT を活用した変革においては、変革実行プロセスと情報システム構築プロセスが同時進
行し、相互に整合性が保たれる必要がある。しかし、これまでの情報システム構築方法で
は、変革のプロセスは情報システム構築プロセスの外部に置かれ、変革の内容が決定され
てからシステム化の要件が示されることになっていた。 
たとえば、 COBIT5（ 2012）では、 BAI(構築・調達・導入 )のドメインの中に IT プロジェ
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クトのマネジメントの一部分として、「組織の変革実現性の管理」を定義し、Kotter（ 1996）
の 8 ステップをサブプロセスとして組み入れている。これは、変革実行プロセスでの検討
結果を情報システム構築プロジェクトは受け取ってシステム化の実現可能性を検討すると
いう考え方であり、変革実行プロセスと情報システム構築プロセスは直列に繋がるものと
して扱われている。 
 商品や業務の再設計を伴う事業戦略見直しによる変革では、東京海上日動が行ったよう
な変革内容の段階的な詳細化や変革の段階的な実行は、特別なことではないであろう。シ
ステム化要件の前提となる変革の内容が段階的に見直されていく変革実行プロセスには、
これまでのような情報システム構築プロセスとの直列の連結では対応が難しい。 
 
（２）変革のイネーブラーを橋渡し役にする 
 本研究が変革全般のイネーブラーと COBIT5 のイネーブラーを照合して抽出した IT を活
用した変革のイネーブラーは、変革の実行と情報システムの構築の間を橋渡しする役割を
果たすと考えられる。本研究が東京海上日動の変革の経緯をもとに整理したように変革実
行プロセスとイネーブラーを対応させれば、変革のビジョンの策定段階から IT のあるべ
き姿が盛り込まれ、変革推進チームに IT 人材が始めから組み入れられ、新たな業務を描く
ための試行錯誤に IT が活用され、業務と情報システムの全体構造が同時並行で詳細化さ
れ、業務と情報システムの共通部品化が同期をとって行われ、業務の移行準備と情報シス
テムの構築が統合的に管理される。 
 このように、変革全般のイネーブラーを拡張した IT を活用した変革のためのイネーブ
ラーを、変革実行のプロセスにそって活用することによって、それを橋渡しにして情報シ
ステムの構築プロセスを緩やかに統合することができる。この統合方法によれば、並列的
で段階的な変革実行プロセスにも柔軟に対応でき、ウォーターフォール型の情報システム
開発方法とイテレーションの長所を必要に応じて組み合わせることができる。 
第3節 事例分析のまとめ  
 東京海上日動の事例分析によって、業務や情報システムの再設計を伴う計画的かつ創発
的変革が何故難しいか、そしてその困難さをどのようにして克服したかが明らかになっ
た。 
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（１）業務と情報システムの再設計を伴う計画的変革の困難さ 
Weick（2000）が計画的変革の問題点として挙げたことは、東京海上日動でもあてはまる。 
・相互に密に関係し合っている商品、業務、情報システムを同時に刷新することは難易度
が高く、初めからは変革の全体像を詳細に見通せなかった 
・パートナーである社外の代理店の仕事の仕方を変える必要があり、社内の保守本流の部
門にも変革への抵抗感があって、多くの利害関係者を巻き込むことが大変であった 
・変革の完遂までに長い期間を要し、変革の途上で予期せぬかく乱要因が発生した 
 これに加えて、巨大な情報システムの再構築自体が、変革の実行を困難なものにした。
相互に関連し合う業務機能を詳細に詰めきることが難しく、情報システム機能の膨張に歯
止めがかけにくく、巨大な情報システムを構築し品質を確保することが難しかった 
 
（２）困難を克服した成功要因 
 こうした困難を東京海上日動が克服した成功要因は次の通りであった。 
・計画的変革の実行ステップを踏みながらも、段階的に計画を詳細化し、段階的に変革を
実行し、実行途上で柔軟に計画を見直した。 
・変革の過程を通じて一貫して業務と情報システムの全体構造（アーキテクチャ）を想定
し、その改訂を続けて、変革全体の拠り所とした。これによって、商品構造の標準化に立
ち返った業務と情報システムの共通機能のモジュール化が実現できた。 
・計画的変革の実行ステップの中で、社員を巻き込んだ意見吸収、合意形成、試行錯誤、
意識統一といった創発的変革の方法を繰り返した。 
・変革の過程で、価値観、組織、人材、プロセスといった人間系システムのイネーブラー
を強化し続けた。しかも、各イネーブラーの中に IT を活用することを前提とした強化の
内容を組み入れて拡張して実行した。 
・変革のイネーブラーを橋渡しにすることによって、段階的な変革の進行と同期を取った
情報システムの構築を行った。 
 
 この事例分析の結果は、どの企業にも通用する一般的な成功要因であると言い切ること
はできないが、本研究の問題意識に対するひとつの回答となる。東京海上日動の事例は、
計画的変革の中に創発的変革の要素を取り入れ段階的に実行する方法を示している。一
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方、同社の事例は、業務と情報システムの全体を再設計するような変革であっても、変革
の柱としてビジョンと全体構造図を一貫して保持した上で、創発的変革を繰り返し同時並
行的に積み重ねることによって達成できると捉えることもできる。第 3 部で見たように事
業戦略を見直して計画的変革を行う場合でも改善型変革しか実行しない多くの日本企業に
とっても、創発的な改善型変革の積み重ねによって結果的に再設計型変革を行うという、
東京海上日動が行った方法ならば取り組みやすいと考えられる。 
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第12章 おわりに  
第1節 本論文の全体総括  
本研究は、IT を活用した変革のマネジメントに関する２つの理論研究、２つの量的研究、
１つの事例研究から構成されている。  
第 1項 問題意識  
本研究は、「はじめに」において、変革、価値連鎖、変革の効果に関する定義を行った上
で、企業が行う変革の枠組に関する Beer & Nohria（ 2000）、Weick（ 2000）等の先行研究
を踏まえて、変革には計画的変革と創発的変革がありそれぞれに利点と欠点があること、
そして変化が激しい競争環境に対応するには計画的かつ創発的な変革が求められること、
IT は変革の促進要因であるとともに速やかな変革実行の阻害要因にもなることを論じた。
そして、本研究の問題意識を次のように設定した。  
「変化が激しい競争環境の中で、改善だけの変革の限界、計画的変革の困難さ、既存情
報システムの硬直性を打破して、IT を活用した計画的かつ創発的な価値連鎖の変革を進め
るために、企業はどのようなマネジメントを行っているか。」 
そして、本研究の目的は、「企業はどのような場合に、どのような方法で、どのような要
素に焦点をあてたマネジメントを行って、計画的かつ創発的な変革を実行するか、また、
これらに、 IT がどのように関係するか」を明らかにすることである。 
 
第 2項 IT を活用した変革全般に共通する構成要素の定義  
（１）変革の構成要素と「 IT を活用した変革による効果創出モデル」の想定 
第 1 部では、それぞれを適合させてマネジメントすることによって変革の実行を可能に
するもの（イネーブラーと呼ぶ）に関する先行研究をレビューした上で、Peters 等（1992）
の 7S と COBIT5（ 2012）のイネーブラーを照合して、価値観、組織、人材、プロセス（この
４つを人間系システムとして括る）、 IT 活用力を「 IT を活用した変革のイネーブラー」と
して、「事業戦略」を変革の達成目標として抽出し、関連する先行研究によってこれらの内
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容を補完した。 
そして、事業戦略、変革の実行内容、人間系システム、IT 活用力、変革の効果から成る
IT を活用した変革の構成要素間の関係について、次のような「IT を活用した変革による効
果創出モデル」を想定した。 
「・事業戦略と整合させて  
・価値観、組織、人材、プロセスから構成される人間系システムと、IT 活用力をイネーブ
ラーとして活かして 
・改善、再設計、創造といった価値連鎖の変革を実行すれば  
・顧客の評価や財務的効果で表現される変革の効果が創出される。」  
そして、先行研究の内容をもとに計画的変革と創発的変革における変革の構成要素の内
容の違いを対比した。 
 
（２）第１の問いと仮説１の設定 
「 IT を活用した変革による効果創出モデル（想定版）」の妥当性を確認するために、事
業戦略、人間系システム、IT 活用力、変革の実行、変革の効果という変革の構成要素間の
関係を量的研究によって確認した。そのために、本研究の第１の問い（リサーチクエスチ
ョン１）を設定した。 
「計画的変革や創発的変革に適用できるように先行研究によって COBIT5 のイネ―ブラー
を拡張して得られた事業戦略、人間系システム、IT 活用力は、変革の実行と変革の効果創
出にどのような影響を与えるか？」  
 この問いに対して、次の仮説１を設定した。  
仮説１－１：価値連鎖の改善、再設計、創造といった変革を実行することによって、顧客
の評価や財務的効果で表現される変革の効果が生み出される。 
仮説１－２：人間系システム（価値観、組織、人材、プロセス）と IT 活用力は、価値連鎖
の変革の実行による効果創出を可能にするイネーブラーである。 
仮説１－３：IT 活用力は、人間系システムの整備を促すことによって、間接的に変革の実
行に繋がる。 
仮説１―４：事業戦略の見直しは、人間系システムの整備と IT 活用力の強化を促すことに
よって、間接的に変革の実行に影響を与える。  
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（３）仮説１と想定版モデルの妥当性の確認 
約 600 社の日本企業に対するアンケート調査結果の分析によって仮説１を確認し、「IT
を活用した変革による効果創出モデル（実態版）」を作成し、想定版のモデルの妥当性が概
ね支持された。このモデルは、人間系システムと IT 活用力が変革実行を可能にするため
に、複数のアプローチがあると解釈できる。以降の章において、企業が行う事業の状況に
応じた変革の方法を検討する際に、これらのアプローチをその選択肢として用いることが
できる。 
・事業戦略駆動型アプローチ：これは、環境変化に対応して事業戦略を見直し、それを実
現するために人間系システムと IT 活用力を強化し、計画的に変革を開始し、変革途上で
創発的に計画を見直すという、計画的変革に創発を組み入れた変革の実行である。  
・ IT 駆動型アプローチ：これは、 IT を活用して人間系システムの性能を向上させて変革
実行能力を高め、創発的変革を促進し、その結果を計画的変革に発展させ、事業戦略とし
て形にしていくという、創発的変革を計画的意図に収斂させる変革の実行である。  
・人間系システム駆動型アプローチ：これは、人間系システムが持っている高い変革実行
能力によって、事業戦略の如何に関わらずに絶えず改善や創発的変革を繰り返すというも
のである。この場合は、 IT 活用力は副次的な存在である。  
このように複数の変革へのアプローチを内在しつつも、実態版のモデルは、計画的変革、
創発的変革、計画的かつ創発的な変革に関わらず、IT を活用した変革全般に共通する構成
要素間の関係を示したものである。以降の章において、本研究の問題意識である計画的か
つ創発的な変革のマネジメントの内容を具体化する際には、このモデルに登場する構成要
素を検討の視点として用いる。 
第 3項 問題意識への回答としての「価値創造サイクル」モデルの提示  
（１）創発を組み入れた計画的変革と計画的意図に収斂する創発的変革 
本研究の問題意識である計画的かつ創発的変革を行う場合のマネジメントはどのよう
に行えばよいか。変化の激しい競争環境の中で計画的変革を行う際に、当初の計画通りに
変革を遂行できることは稀で、変革の途上で計画見直しが必要となるという困難さを克服
する上で、計画的変革の中に創発的な要素を取り入れ段階的に実行することが考えられる。
また、計画的変革の頻度が高まって変革が定常的に繰り返されるようになり、計画的変革
と創発的変革を同時進行させなければならないという状況も発生する。そのためには、計
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画的な意図に収斂するように創発的変革を繰り返して、その中から結果的に戦略を形成し
ていくことが考えられる。 
第 2 部では、変化の激しい競争環境のもとで計画的かつ創発的な変革を行う方法として
、野中等（ 1995）が提唱した知識創造サイクルを価値連鎖の中に組織ルーティンとして埋
め込んだ「価値創造サイクル」モデルを提示した。 
 
（２）価値創造サイクルとは 
価値連鎖における商品・サービス開発サイクルを、シーズの応用仮説を策定し、試作品
を作成し、顧客との試行によって評価・改良を繰り返すような「価値創発サイクル」とし
て回し続け、価値連鎖における商品・サービス提供サイクルを、試作品を実用化してサー
ビス部品を生成し、顧客への提供プロセスの中でサービス部品を利用して評価し、サービ
ス部品を改訂するような「価値増幅サイクル」として回し続ける。 
本研究では、多様な知識を結集して試行錯誤により新たな価値を生み出すという意味で
前者を「価値創発サイクル」、顧客への価値提供の過程での仮説検証により顧客への価値を
最大化するという意味で後者を「価値増幅サイクル」と表現し、「価値創発サイクル」と「
価値増幅サイクル」を合わせた全体を「価値創造サイクル」と呼ぶ。  
 
（３）事例分析による価値創造サイクルの具体化 
そして、変革を繰り返して成長を持続してきたセブンイレブン、しまむら、ウェルズフ
ァーゴ、 GE、グーグルの事例により、企業における価値創造サイクルの実際を分析し、計
画的変革や創発的変革と価値創造サイクルの対応関係を整理し、IT 活用力と人間系システ
ムに属するイネーブラーが価値創造サイクルを駆動する上でも重要な役割を果たしている
ことを確認した。 
価値創造サイクルが駆動していない現状の改善と比べると、計画的変革は計画的に価値
増幅サイクルを駆動することであり、創発的変革は散発的に価値創発サイクルを駆動する
ことである。そして、計画的かつ創発的な変革は、価値増幅サイクルに価値創発サイクル
を組み入れることや、価値創発サイクルを計画的な意図に収斂させることによって、価値
創発サイクルと価値増幅サイクルを連動させることである。  
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第 4項 量的分析による事業の状況に応じた変革内容の違いの確認  
（１）第 2 の問いと仮説 2 の設定 
価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革は、多くの企業が実践できているもの
であろうか。事例で取り上げた企業は、いずれも持続的成長を絶えざる変革によって達成
し、また、IT を駆使して知識創造を繰り返している先進事例であり、どの企業でも同じよ
うなことができるとは限らない。 
本研究では、IT をコア技術と考える企業は IT を活用した創発的変革を行う動機が有り、
事業戦略を見直した企業は計画的変革を行う動機が有ると考える。そして、IT をコア技術
と考えるか否か、事業戦略を見直したか否かという事業の状況による変革の構成要素の違
いを分析した。 
IT がコア技術か否かや事業戦略を見直したか否かによって、第 1 部において「 IT を活
用した変革の効果創出モデル（実態版）」の解釈として示したように、事業戦略駆動型、IT
駆動型、人間系システム駆動型といった変革へのアプローチが異なり、IT を活用した変革
の構成要素の間の関係がちがっていると考えられる。 
本研究の第 2 の問い（リサーチクエスチョン 2）を設定した。 
「 IT が競争優位に繋がるコア技術と考えるか否か、事業戦略を見直したか否かという事
業の状況によって、変革のイネーブラーが IT を活用した価値連鎖の変革の内容と効果創
出に与える影響はどのように異なるか？」 
この問いに対して第 1 部で検討した先行研究の結果をもとに仮説 2 を設定した。 
「事業戦略を見直した場合でも見直さない場合でも、IT が競争優位に繋がるコア技術で
ある企業は、IT がコア技術ではない企業よりも、価値観、組織、人材、プロセス、IT 活用
力といった変革のイネーブラーを整備し、IT を活用した価値連鎖の変革を実行して効果を
創出している。」   
 
（２）仮説 2 の確認 
仮説１の確認に用いたアンケート調査結果と同じデータを分析して仮説 2 を確認した。
IT がコア技術か否か、事業戦略を見直したか否かの 4 つに企業を分類し、分類間で変革の
各構成要素の平均値の比較と変革のイネーブラーの変革の効果創出への影響の比較を行い
、仮説 2 を部分的に支持する結果が得られた。  
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まず、戦略見直し×コア技術の 4 分類ごとに、変革のイネ―ブラー、変革の実行内容、
変革の効果創出に関する各変数の平均値をとり、全ての変数について分類間に 5％水準で
有意の差があることを、一元配置分散分析によって検定した。さらに 2 分類ごとにどの変
数に有意の差があるかを検定した。 
 分類ごとの平均値の比較から以下のことがわかった。 
・IT がコア技術である企業の方がコア技術ではない企業よりも、事業戦略が見直されなく
ても、変革のイネーブラーの中のプロセスのマネジメントが整備され、IT を活用した変革
が行われ変革の効果が創出される。 
・IT がコア技術である企業でもコア技術ではない企業でも、事業戦略が見直されると、変
革のイネーブラーが整備され変革が行われ変革の効果が創出されることは同じであり有意
の差はない。ただし、IT がコア技術の企業の方が変革への IT 活用度合は高い。 
・ IT がコア技術である企業が事業戦略を見直すと、 IT がコア技術ではない企業が事業戦
略を見直さない場合にくらべて、変革のイネーブラーが整備され、IT を活用して改善型変
革と再設計創造型変革が行われ、変革の効果が創出される。 
さらに、各分類において変革の効果創出度合と変革の実行度合に影響を与えているイネ
ーブラーが何かを回帰分析し、以下のことがわかった。 
・戦略見直さず・非コア技術は、顧客の評価も財務的効果も低いものの、その中では、価
値観のマネジメント実施度合、プロセスのマネジメント実施度合、変革のための IT 活用度
合が高く、改善型変革と再設計創造型変革を実行した企業が効果に繋がる。 
・戦略見直さず・コア技術は、顧客の評価も財務的効果もやや低いが、その中では、プロ
セスのマネジメント実施度合、変革への IT 活用度合が高く、主に改善型変革を実行した企
業が効果に繋がる。 
・戦略見直し・非コア技術は、顧客の評価も財務的効果もやや高いが、組織のマネジメン
トと人材のマネジメントの実施度合が高く、変革への IT 活用度合が高く、もっぱら改善型
変革を実行した企業が効果に繋がる。 
・戦略見直し・コア技術は、顧客の評価が高く財務的効果もやや高いが、価値観のマネジ
メント、人材のマネジメント、プロセスのマネジメントの実施度合が高く、変革のための
IT 活用度合が高く、改善型変革と再設計創造型変革を実施した企業が効果に繋がる。 
 
（３）事業の状況に応じた変革へのアプローチの違い 
165 
仮説 2 の確認の結果、IT がコア技術であるか否か、事業戦略を見直したか否かによって
、企業の変革へのアプローチは異なり、全ての企業が IT を活用した計画的かつ創発的な変
革を行うわけではないことがあらためて確認された。そして、事業の状況の 4 つの分類ご
との、変革の効果創出に繋がる変革の実行内容とイネーブラーの違いも明らかになった。 
回帰分析において影響度が高かったイネーブラーについて、第 1 部で整理した計画的変
革や創発的変革のマネジメントの内容を踏まえて、各分類における変革の効果へのイネー
ブラーの影響の仕方を解釈した。さらに、第 2 部において先進企業の事例をもとに検討し
た変革の内容と価値創造サイクルの関係にもとづいて、事業の状況の 4 つの分類ごとに、
変革の効果を創出している企業が、どのような価値創造サイクルを実行するかと、そのた
めにどのような IT 活用の方針を立てるかを対応させた。 
そして、4 つの分類ごとに、変革のアプローチ、変革の実行内容、変革のイネーブラー、
IT 活用の目的、IT 活用の方針、価値創造サイクルの実行について、変革の効果創出に繋が
る変革と IT 活用に関する選択肢を整理した。  
・ IT がコア技術ではなく事業戦略も見直さない企業が変革の効果を創出する方法  
現場主導の改善サイクルを強化する人間系システム駆動型アプローチによって、現状の
問題解決中心の改善型変革と部分的に再設計創造型変革を行う。IT 活用の目的は業務効率
を向上させることである。IT 活用の方針は、プラスの投資対効果が見込めるシンプルな情
報システムに絞って所有し、既存の情報システム資産の再利用を徹底することである。現
場組織が改善の一部を価値創発サイクルに発展させる。 
・ IT がコア技術であり事業戦略を見直さない企業が変革の効果を創出する方法  
IT による試行錯誤のプロセスを実行する IT 駆動型アプローチによって創発的に改善型
変革を行う。IT 活用の目的は試行錯誤のためのイテレーションの手段を提供することであ
る。IT 活用の方針は、新たな価値や競争優位を生み出す機会を探索することである。IT を
活用して一部の開発組織が散発的に価値創発サイクルを実行する。 
・ IT がコア技術ではなく事業戦略を見直した企業が変革の効果を創出する方法  
全社的な変革チームを組成する事業戦略駆動型アプローチによって改善型変革が中心
ではあるものの計画的変革に乗り出す。IT 活用の目的は業務の変革を妨げないように情報
システムの柔軟性を確保することである。IT 活用の方針は、俊敏な情報システムの構築や
改変が可能なように、業務と情報システムのモジュール化を行うことである。変革チーム
が計画的に価値増幅サイクルを実行する。 
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・ IT がコア技術であり事業戦略を見直した企業が変革の効果を創出する方法  
強い変革のリーダーシップによって事業戦略駆動かつ IT 駆動型のアプローチを牽引し、
改善型変革が中心ではあるものの再設計創造型変革も含めて IT を活用した計画的かつ創
発的な変革を行う。IT 活用の目的は変革のための協働のプラットフォームを形成すること
である。IT 活用の方針は、自社内だけでなく、顧客との価値共創やをサプライヤーとの協
働も含めて、人間系システムとの相乗効果を発揮することである。全社の協働によって価
値創発サイクルと価値増幅サイクルを連動させて価値創造サイクル全体を駆動する。 
 
（４）日本企業における IT を活用した変革の課題 
事業の状況に応じた変革の 4 つの選択肢は、本研究の目的である「企業はどのような場
合に、どのような方法で、どのような要素に焦点をあてたマネジメントを行って、計画的
かつ創発的な変革を実行するか、また、これらに、IT がどのように関係するか」という問
いに答えるものといえる。 
現時点での構成比を見ると、IT を活用した計画的かつ創発的な変革を行う動機を持つ IT
がコア技術であり事業戦略を見直した企業は 18.4％であり、本研究の問題意識は日本企業
全体に共通するものではないともいえる。大胆な変革の実行は現状の利点を損なうリスク
を伴うものであり、IT への過剰な投資は企業に負担を強いることにもなる。自社の特性に
応じて、適切な変革と IT 活用の方針を選択することは、企業として正しい行動である。  
しかし、現在は事業戦略を見直さない企業でも、今後の事業環境の変化によって見直し
を行うことは十分想定される。また、IT が競争優位に繋がるコア技術であるか否かは経営
者の考え方次第であり、今後の競争の激化や技術の進歩によって IT が事業に与える影響
がさらに高まってくることも想定される。こうしたことから、IT を活用した計画的かつ創
発的な変革が必要となる企業の割合は、今後さらに増えると考えられる。本研究において
、IT を活用した計画的かつ創発的な変革のマネジメントの方法を明らかにすることは、一
部の企業だけの関心事ではなく、今後そうした変革に迫られるであろう多くの日本企業に
とって意味のあることと考える。 
 そして、すでに計画的かつ創発的な変革を行う段階に至っている企業であっても、改善
型変革を超えて IT を活用した再設計創造型変革に踏み出せていないことが課題であるこ
とが量的分析の結果明らかになった。IT を活用した価値創造サイクルによって計画的かつ
創発的な変革を実行し、新たな知識や価値を創造し続ける企業は、18.4％の中でもさらに
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限られた存在である。 
IT を活用した計画的かつ創発的な変革の成功要因について、第 3 部では変革の効果創出
度合とイネーブラーの整備度合の回帰分析の結果を先行研究の理論によって解釈した。こ
れについては、筆者が直接インタビュー調査を行った企業における変革事例によって、何
が変革の実行を難しくているのか、何が変革を成功させるカギとなるのかを、第 4 部でさ
らに詳細に分析した。 
第 5項 事例分析による IT を活用した計画的かつ創発的な変革の成功要因の確認  
（１）第 3 の問いの設定と事例分析対象の選択  
第 4 部では、業務や情報システムの再設計を伴う IT を活用した計画的かつ創発的変革
に焦点を絞って、その成功要因を事例分析によって確認するために、本研究の第 3 の問い
（リサーチクエスチョン 3）を設定した。 
「 IT がコア技術である企業が、事業戦略を見直して業務の再設計をするような IT を活
用した計画的かつ創発的な変革を行う場合に、どのような困難があり、それをどのように
して克服しているか、また、その中で、どのように IT を含めた変革のイネーブラーが活
用されるか。」  
この問いに答える事例分析の対象として東京海上日動を選択した。東京海上日動は、経
営陣の IT 活用に対する意識が高く、損保業界の IT 活用を牽引してきた。そして、同社が
行った「抜本改革」は、商品、業務、情報システムからなる相互依存的なシステム全体を
同時に再設計したものであり、IT がコア技術である企業における事業戦略見直しによる IT
を活用した計画的な変革の典型例である。そして、当初の計画を状況の変化に応じて絶え
ず創発的に見直すことによって、約 6 年間をかけて変革の目的が完遂された。このため、
本研究の第 3 の問いの検討に適した事例である。 
 
（２）事例分析により明らかになった計画的かつ創発的な変革の成功要因 
事例分析によって明らかになった東京海上日動の変革の成功要因は次の通りであった。 
・計画的変革の実行ステップを踏みながらも、段階的に計画を詳細化し、段階的に変革
を実行し、実行途上で柔軟に計画を見直した。  
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・変革の過程を通じて一貫して業務と情報システムの全体構造（アーキテクチャ）を想
定し、その改訂を続けて、変革全体の拠り所とした。これによって、商品構造の標準化
に立ち返った業務と情報システムの共通機能のモジュール化が実現できた。  
・計画的変革の実行ステップの中で、社員を巻き込んだ意見吸収、合意形成、試行錯
誤、意識統一といった創発的変革の方法を繰り返した。  
・変革の過程で、価値観、組織、人材、プロセスといった人間系システムのイネーブラ
ーを強化し続けた。しかも、各イネーブラーの中に IT を活用することを前提とした強化
の内容を組み入れて拡張して実行した。 
・変革のイネーブラーを橋渡しにすることによって、段階的な変革の進行と同期を取っ
た情報システムの構築を行った。  
この事例分析の結果は、どの企業にも通用する一般的な成功要因であると言い切ること
はできないが、本研究の問題意識に対するひとつの回答となる。 
第2節 企業が価値創造サイクルを実行するための示唆  
（１）知識創造サイクルの価値連鎖への実装 
知識こそが企業が生み出す価値の源泉となる最重要な資産と考え、それを創造し続ける
ことを強調した野中等（ 1995）の知識創造サイクルは、企業が行う変革の根源的な意味を
示したものとして説得力を持つ。しかし、企業が価値連鎖の変革を行う上での方法として
は具体性に欠ける。そこで、価値連鎖の中に知識創造サイクルを組織ルーティンとして埋
め込んで実行する価値創造サイクルという考え方を導入することによって、本研究は価値
連鎖を持続的に変革し続ける方法を提示した。  
 
（２）価値創造サイクルの IT による駆動 
価値創造サイクルにおいて、価値創発のためのイテレーション、仮説検証のための情報
収集と分析、価値増幅のためのモジュール化、顧客との共創のためのプラットフォーム、
サプライヤーとの協働のためのプラットフォームとして、先進企業は IT を活用している。
価値創造サイクルにおいては、IT は変革における知識と情報の活用を支援する欠かせない
技術といえる。 
ところが、第 3 部での企業が行っている変革の実態分析の結果、IT がコア技術である企
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業が事業戦略を見直した場合であっても、新たな商品・サービス、業務プロセス、ビジネ
スモデルを創出するような再設計創造型の変革に IT 活用は結びつかないことが多いこと
が分かった。 
 
（３） IT を活用した変革のイネーブラーの強化 
IT を活用した変革のイネーブラーとして本研究で取り上げた価値観、組織、人材、プロ
セスは、価値連鎖の中で知識創造サイクルを回すことによって実現する価値創造サイクル
にとっても共通のイネーブラーとなる。共通の価値観としての戦略設計図とストレッチ戦
略、創造の場となるチーム組織、価値創造のプロデューサー人材、価値創造の実行プロセ
スの重要性が先進企業の事例から明らかになった。 
しかし、第 3 部での企業の実態分析からは、IT がコア技術である企業が事業戦略を見直
した場合であっても、こうした人間系システムの整備は多くの企業では不十分であり、価
値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革は実行できていないことが分かった。 
 
（４）先進企業と一般の企業の間を埋める方法  
 価値創造サイクルは、先進企業だけが実行できるものなのだろうか。実態分析の結果か
らは、人間系システムに属するイネーブラーの整備が不十分であり、変革と連動した IT 活
用ができないことが問題であると考えられる。  
第 4 部で取り上げた東京海上日動が行った計画的かつ創発的な変革は、価値創造サイク
ルとして捉えることもできる。革新的な保険商品と業務プロセスを再設計する価値創発サ
イクルと、それを業務機能部品化して新たな商品提供サイクルを組み立て実践の中で検証
を行う価値増幅サイクルを同時並行で回すことによって抜本改革は実行された。自動車保
険をまず新たな商品に切り替え、その後段階的に他の保険種類を新商品に切り替えるため
に、この２つのサイクルを回し続けた。そして、抜本改革が一段落した後も、商品や業務
の改訂を継続する中で、価値創造サイクルを駆動し続けている。 
 同社の変革を、価値創造サイクルを実行するための成功要因という観点から見直してみ
ると、次のことが言える。 
・変革を現状の延長の改善だけに終わらせないためには、「これまでの延長では将来は無
い」という危機感と、「将来の目指す姿はこれだ」という戦略設計図を、経営者が終始ぶ
れることなく訴え続けることが重要である。 
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・変革のビジョンである戦略設計図に加えて、特に大規模な業務と情報システムの再設計
を伴う変革においては、より具体的な変革全体の方針を示すものとして業務と情報システ
ムの全体構造図が必要である。 
・価値創造サイクルは創発的変革の同時並行的なスパイラルで進行するが、その途中にチ
ェックポイントを設けて、変革全体の整合性を確認し、資源の追加調達や再配分を行い、
これまでの成果を確認し、次の目標を再確認するというステップを踏むことが、変革を後
戻りさせたり発散させたりしないために有効である。 
・同時進行する多数の変革タスク間の全体調整役としてプロデューサー組織が重要であ
る。同社の場合は抜本改革事務局や、全社の部長クラスによって編成された変革実行委員
会がこれに相当する。 
・変革と合わせて情報システムの再構築や新規構築が必要な場合には、人間系システムに
属する変革のイネーブラーを、 IT を活用することを前提にして拡張して強化する必要が
ある。情報システムはモジュール化を意識して設計し、モジュールごとの段階的な構築が
できるようにする。 
・そして、スパイラルな変革の実行と段階的な情報システムの構築の間を拡張された変革
のイネーブラーによって繋ぐことで、変革と情報システム構築の同時進行を可能とする。 
 
 価値創造サイクルの事例として第 2 部で検討した 5 社は、いずれも創業者や中興の祖の
ような経営者が長期にわたってリーダーシップを発揮し、絶えざる変革の方向付けと仕組
み作りを行ってきた事例であった。しかし、そうした経営者がどの企業にもいるとは限ら
ない。ひとりの経営者の卓越した統率力だけに頼らなくても、将来に想いをはせる経営者
のもとに組織の力を結集して価値創造サイクルは実行することができることを東京海上日
動の事例は示しており、日本企業にとって参考にすべきことが多いと考える。 
第3節 結論と限界  
（１）本研究の貢献 
 本研究の問題意識として掲げた IT を活用した計画的かつ創発的な価値連鎖の変革のマ
ネジメントの仕方に対する回答は、「戦略設計図を知識ビジョンとし、ストレッチ戦略を駆
動目標とし、価値連鎖に知識創造サイクルを組織ルーティンとして埋め込んで、価値創発
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サイクルと価値増幅サイクルとして運営し、IT 活用力と人間系システムから成る変革のイ
ネーブラーによってこれらのサイクルを駆動することによって、変化の激しい競争環境に
対応した、創発を組み入れた計画的変革や、計画的な意図に収斂する創発的変革を、先進
企業は実践している」ということである。 
断続的に起こる計画的変革を創発的な要素を組み入れて段階的に行うためにも、持続的
な創発的変革を計画的な意図に収斂するように繰り返すためにも、価値創造サイクルは有
効な方法であり、これによって、変化の激しい競争環境における計画的変革の創発的な軌
道修正や、計画的変革と創発的変革の同時進行に先進企業は対応している。アンケート調
査の分析によって多くの一般の企業は価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革を
実行していないことが分かったが、東京海上日動が実践したように組織の力を結集すれば
実現は可能である。 
 
 本研究の理論的な貢献は、事業価値を創出する IT 活用のマネジメントのフレームワー
クである COBIT5（ 2012）と Peters 等（ 1992）の提唱する組織マネジメントの 7S をもとに
して、IT を活用した変革の構成要素を定義し、「 IT を活用した変革による効果創出モデル」
を作成したことである。 EFQM（欧州品質管理協会が策定した経営品質評価モデル）など従
来の変革のマネジメントのフレームワークは、変革の構成要素として IT を明示的に表現
していない。しかし、今日の企業では、IT は変革の実行にあたって不可欠なマネジメント
の対象である。本研究では、変革のイネーブラーのひとつとして IT 活用力を追加するだけ
でなく、IT 活用を前提として他の人間系システムに属するイネーブラーの内容を拡張する
必要があることを示した。この考え方をもとにして、IT 活用を前提にした変革のマネジメ
ントのフレームワークを今後構築することができると考える。 
また、計画的かつ創発的な変革の方法として、野中等（ 1995）の提唱する知識創造サイ
クルを価値連鎖の中に埋め込んだ「 IT を活用した価値創造サイクル」モデルを提示したこ
とである。価値創造サイクルは、抽象度が高い知識創造サイクルのコンセプトを現実の価
値連鎖の変革の中で実行する考え方である。これは、「急激に変化する環境に対処するため
に、組織の利用できる内外の資源を統合・構築・再構成する能力」として Teece 等（ 1997）
が提唱した「ダイナミックケイパビリティ」を獲得する具体的な方法を示していると考え
られる。 
さらに、自社にとっての IT の役割と事業戦略の見直しの有無に応じて、現状の改善、計
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画的変革、創発的変革、計画的かつ創発的な変革の 4 つの選択肢を、効果の創出に繋がる
変革の実行内容に関するコンティンジェンシー理論として提示したことである。加えて、
計画的変革を計画的な価値増幅サイクル、創発的変革を散発的な価値創発サイクル、計画
的かつ創発的変革を価値創発サイクルと価値増幅サイクルの連動というように、変革の選
択肢と価値創造サイクルの考え方を対応させた。これによって、 4 つの選択肢を事業の状
況に応じて静的に使い分けるだけでなく、企業が現状の改善に留まらない変革を必要と考
える場合には、現状の改善から計画的変革へ、現状の改善から創発的変革へ、計画的変革
から創発を組み入れた計画的変革へ、創発的変革から計画的意図に収斂する創発的変革へ
と遷移することが可能であると考えられる。これをもとにして、これまで対立するものと
して扱われてきた計画的変革と創発的変革を動的に統合する議論に発展させることができ
る。 
 
一方、本研究の実務的な貢献は、企業の実態データの分析をもとに多くの企業は価値創
造サイクルによる再設計創造型変革を行っていないことを確認したことである。これに対
して、自社にとっての IT の役割と事業戦略の見直しの有無という事業の状況に応じて、効
果の創出に繋がる変革方針を企業は選択する、というコンティンジェンシー理論を示した。
事業の状況に応じた変革の 4 つの選択肢は、本研究の目的である「企業はどのような場合
に、どのような方法で、どのような要素に焦点をおいたマネジメントを行って、IT を活用
した変革を実行するか」という問いに対する指針となるものである。  
一方で、IT がコア技術であり事業戦略を見直した多くの一般の企業が再設計創造型変革
を実行していないという課題に対しては、変化の激しい競争環境のもとで IT を活用した
計画的かつ創発的な変革を実際に行った東京海上日動における成功要因の事例分析をもと
に、企業が価値創造サイクルによる計画的かつ創発的な変革をどのようにして実行するか
を示唆した。 
 
（２）本研究の限界と今後の課題 
 価値創造サイクルは、計画的かつ創発的な変革の方法に関する検討の中で野中等（ 1995）
の知識創造サイクルをもとに発展的に構築されたコンセプトであり、フィールドケースに
よる詳細な事例分析や、企業における実行可能性に関する量的分析はまだ十分とはいえな
い。本研究では、公開情報にもとづく価値創造サイクルの事例分析に留まっている。また、
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価値創造サイクルの実行状況を直接的に聞いたアンケート調査はまだ行われていない。今
後、質的、量的両面から研究を積み重ねて、変革の方法としての価値創造サイクルの実効
性を確認したい。 
 加えて、計画的かつ創発的な変革を行うために、計画的変革に創発を組み入れるか、計
画的意図に創発的変革を収斂させるか、いずれの方法を企業が採用するかについての判断
基準を明確にする必要がある。これには競争環境の変化の激しさの度合といった外部要因
や、経営者のリーダーシップの強さ、現場組織の変革実行力の強さ、変革の実行全体を調
整する能力の有無といった内部要因が影響すると想定される。そして、価値創発サイクル
と価値増幅サイクルをどのように企業組織の中に組み込んで実行するかについても具体化
が必要である。価値創発サイクルの知識探索的行動に向いている組織と、価値増幅サイク
ルの知識深化的行動に向いている組織は、性格が異なると想定される。 
 また、本研究の第 3 部で行ったアンケート調査結果に基づく量的分析は、同一時点のデ
ータを用いて変革の構成要素間の相互関係を捉えている。しかし、事業戦略の見直し、変
革のイネーブラーの整備、変革の実行、変革の効果創出の間には、時間差があることが想
定されるので、今後は、同一の企業について時系列に追跡することによって構成要素間の
因果関係を確認するべきである。 
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付属資料  
付属資料 1 IT 活用実態調査 2013 の調査票の抜粋  
問 3-3 自社にとっての IT の役割について 
貴社の事業にとって IT が果たす役割について、下記の選択肢の中から最も近いものを一
つだけお選びください。（単一回答）なお、ここでは、IT が建物、機械、土地、人員と同じ
ように商品やサービスを生み出す主要な生産手段となっている場合に、「 IT が本業を支え
る基幹設備である」と考えます。また、競争優位を生み出すように本業を改革または強化
する上で IT が中核技術である場合に、「IT がコア技術である」と考えます。 
□  1)自社にとって、IT は本業を支える基幹設備のひとつであり、本業を改革して自社
の強みを生み出すコアの技術である。  
□  2)自社にとって、 IT は本業を支える基幹設備のひとつであるが、 IT が自社の強み
を左右するものではない。  
□  3)自社にとって、IT は本業を支える基幹設備ではないが、本業を改革して自社の強
みを生み出すコアの技術である。  
□  4)自社にとって、 IT は本業を支える基幹設備ではないし、IT が自社の強みを左右
するものではない。   
問５  事業戦略の変化について 
今、企業は世界規模の自然環境や経済環境の変化に見舞われています。一方、技術革新も一層
加速しています。市場が変わり、顧客が変わり、競争が変わり、技術が変わる中で、企業に対し
て事業戦略の見直しを迫る要因として、以下のようなものがあります。  
 1. 市場と顧客の変化  
対象としてきた市場やターゲットとする顧客が変化してきた（市場の成熟化や顧客の嗜
好性の変化など）ので、自社がどんな顧客に対してどのような価値を提供するべきかを
再定義する必要がある。  
 2. 業界と競合の変化  
業界他社との競争条件が変わったり（規制緩和など）、新規参入や代替品による脅威が高
まったり（外資系企業の参入や新技術の活用など）、川上・川下からの圧力が強まったり
（企業間の垂直統合など）して、自社の業界における位置取りや競争戦略の見直しが必
要となる。  
 3. 自社の強みの変化  
従来からの自社の強みが、希少価値を失い、他社でも真似できるようになってきたり、
自社の組織では支えきれなくなってきたので、新たな強みを生み出すことが必要とな
る。  
 4. マーケティングミックスの変化  
顧客への価値提供や価値伝達の仕方が変化してきた（顧客の要求の高度化や消費者への
インターネットの普及など）ので、自社の製品・サービス、提供価格やその前提となる
コスト構造、提供チャネル、顧客とのコミュニケーション方法の見直しが必要となる。  
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問 5-1 事業戦略の見直しの必要性 
貴社において前述のような事業戦略の見直しが必要ですか。最も当てはまる選択肢をそれぞ
れ一つだけお選びください。（それぞれ単一回答）  
 
実施状況  
 
 
事業戦略の見直し  
必要であ
る
 
ある程度
 
必要であ
る
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり必要
 
では
ない
 
必要
 
では
ない
 
わからない
 
1. 市場と顧客の変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 業界と競合の変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 自社の強みの変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
4. マーケティングミックスの変化に伴
う見直し  ５  ４  ３  ２  １  ０  
 
問 5-2 事業戦略の見直しの実施 
貴社において前述のような事業戦略の見直しを実施していますか。最も当てはまる選択肢を
それぞれ一つだけお選びください。（それぞれ単一回答）  
 
実施状況  
 
 
事業戦略の見直し  
実施している
 
ある程度
 
実施している
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり実施
 
していない
 
実施
 
していない
 
わからない
 
1. 市場と顧客の変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 業界と競合の変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 自社の強みの変化に伴う見直し ５  ４  ３  ２  １  ０  
4. マーケティングミックスの変化に伴
う見直し  ５  ４  ３  ２  １  ０  
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問６   変革の実行と IT の役割について 
企業は新たな事業戦略を遂行するために、様々な変革に取り組む必要があります。  
変革には、大がかりなものも継続的な改善のようなものもあります。変革の対象も、製品やサー
ビスを変える、ビジネスプロセスを変える、ビジネスモデル自体を変えるなど、様々です。  
注：「変革」という言葉には、さまざまな捉え方がありますが、本設問では以下の３つの変革を採
り上げて、この範囲でお尋ねします。  
 
1.  製品・サービスの変革  
自社の製品・サービスに関わる変革  
（例）パソコンの性能向上、衣類の匂いを防ぐ柔軟剤、住宅担保年金  など  
※設問では、以下の３つのタイプそれぞれについてお尋ねします。  
1)  改善型   ･･･ 既存の製品・サービスに改善を加える変革  
2)  再設計型   ･･･ 既存の製品・サービスを抜本的に再設計する変革  
3)  創造型   ･･･ 既存にない新しい製品・サービスを創り出す変革  
       2.  業務プロセスの変革  
製品・サービスを開発・提供するプロセスの変革  
（例）在庫量に応じた自動発注、ライン生産からセル生産への変更、インターネット
で受注を行うカスタムメイド生産  など  
※設問では、以下の３つのタイプそれぞれについてお尋ねします。  
1)  改善型   ･･･ 既存の業務プロセスに改善を加える変革  
2)  再設計型   ･･･ 既存の業務プロセスを抜本的に再設計する変革  
3)  創造型   ･･･ 既存にない新しい業務プロセスを創り出す変革  
       3.  ビジネスモデルの変革  
自社の事業構造・収益構造に関する変革  
（例）アフターサービス事業の収益化  
営業員による株式注文取次ぎを廃止し、インターネット経由に移行  
携帯オーディオプレーヤの拡販を通じた、楽曲のオンライン販売の事業化など  
※設問では、以下の３つのタイプそれぞれについてお尋ねします。  
1)  改善型   ･･･ 既存のビジネスモデルに改善を加える変革  
2)  再設計型   ･･･ 既存のビジネスモデルを抜本的に再設計する変革  
3) 創造型   ･･･ 既存にない新しいビジネスモデルを創り出す変革  
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問 6-1  製品・サービスの変革  
貴社の製品・サービスに関する変革の取り組み状況について、下記の 1～ 3 の変革のタイプ
毎に最も当てはまる選択肢をそれぞれ一つだけお選びください。（単一回答） 
注 IT に関係する範囲での取り組みではなく、会社全体としての取り組みを念頭にお答え
ください。 
取り組み状況  
(会社の期待と比較 ) 
 
変革のタイプ  
期待を
 
達成している
 
ある程度
 
達成している
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり達成
 
していない
 
達成
 
していない
 
不明（わからな
い、判断でき
ない）
 
1. 改善型の変革  
（既存の製品・サービスに改善を加える） 
５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 再設計型の変革  
（既存の製品・サービスを抜本的に再設計
する）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 創造型の変革  
（既存にない新しい製品・サービスを創
り出す）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
 
問 6-2  業務プロセスの変革 
製品・サービスを開発・提供する業務プロセスの変革の取り組み状況について、下記の 1
～ 3 の変革のタイプ毎に最も当てはまる選択肢をそれぞれ一つだけお選びください。（単一
回答） 
注 IT に関係する範囲での取り組みではなく、会社全体としての取り組みを念頭にお答え
ください。 
取り組み状況  
(会社の期待と比較 ) 
 
変革のタイプ  
期待を
 
達成している
 
ある程度
 
達成している
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり達成
 
していない
 
達成
 
していない
 
不明（わからな
い、判断でき
ない）
 
1. 改善型の変革  
（既存のプロセスに改善を加える）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 再設計型の変革  
（ 既 存 の プ ロ セ ス を 抜 本 的 に 再 設 計 す
る）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 創造型の変革  
（ 既 存 に な い 新 し い プ ロ セ ス を 創 り 出
す）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
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問 6-3  ビジネスモデルの変革  
自社の事業構造・収益構造に関する変革の取り組み状況について、下記の 1～ 3 の変革のタ
イプ毎に最も当てはまる選択肢をそれぞれ一つだけお選びください。（単一回答） 
注 IT に関係する範囲での取り組みではなく、会社全体としての取り組みを念頭にお答え
ください。 
取り組み状況  
(会社の期待と比較 ) 
 
変革のタイプ  
期待を
 
達成している
 
ある程度
 
達成している
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり達成
 
していない
 
達成
 
していない
 
不明（わからな
い、判断でき
ない）
 
1. 改善型の変革  
（既存のビジネスモデルに改善を加える）  ５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 再設計型の変革  
（既存のビジネスモデルを抜本的に再設計
する）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 創造型の変革  
（既存にない新しいビジネスモデルを創り
出す）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
 
問 6-4 変革の効果 
貴社では、問 6-1 から問 6-3 でお聞きしたような変革の取り組みを行った結果、下記のよ
うな効果が得られているとお考えですか。選択肢の中から最も近いものをそれぞれ一つだ
けお選びください。（単一回答） 
注 IT に関係する範囲での効果ではなく、会社全体としての変革の効果を念頭にお答えく
ださい。 
 効果が出ている
 
どちらかといえば
 
効果が出ている
 
どちらとも
 
 
いえない
 
どちらかといえば
 
 
効果が出ていな
い
 
効果が出ていない
 
不明（
わ
からな
い、判断できな
い）
 
1. 
 
 
顧客の貴社に対する評価が高まり、
信頼度が増して、新規顧客の拡大や
既存顧客の取引拡大につながって
いる。  
５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 
  
取組みの成果が、増収やコスト削減
などの財務的な効果として表れて
いる。  
５  ４  ３  ２  １  ０  
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問 6-6  変革における IT の活用状況 
変革における IT の活用状況について、下記の 1～ 3 の変革の対象毎に最も当てはまる選択
肢をそれぞれ一つだけお選びください。（単一回答） 
 
IT の活用状況  
 
 
変革の対象  
活用
 
している
 
ある程度活用
 
している
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり活用
 
していない
 
活用
 
していない
 
わからない
 
1. 製品・サービスの変革への活用  
（製品・サービスそのものに IT を組み込む）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 業務プロセスの変革への活用  
（業務プロセスへの IT の活用）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
3. ビジネスモデルの変革への活用  
（ビジネスモデルの一旦を担う形で IT を活用）  
５  ４  ３  ２  １  ０  
 
問７   変革のためのマネジメントについて 
 
 
変革を進めるために企業が実施すべきマネジメントとして、次のようなものがあります。  
 
１．  「プロセス」のマネジメント：標準的なプロセス（実行手順）にそって変革の進行を管理
する。プロセスには、計画的変革の大まかな実行ステップ、継続的改善プロセス、プログ
ラム・プロジェクト管理プロセス、変革全体の整合化・計画・組織化プロセスなどがある。 
２．  「組織」のマネジメント：変革を促進する組織構造や組織運営システムを設計し導入する。
これには、外部の知識・情報への感度を高めたり、社内で知識・情報をオープンにしたり、
変革の責任と権限を明確にしたり、ミッションが明確な小さな組織にしたり、変革を促す
評価を導入するといった施策がある。  
３．  「人材」のマネジメント：変革を推進できる人材を育成し活躍させる。これには、変革す
るための技能、実行能力、姿勢を社員に教育したり、変革のリーダーを社員から登用し訓
練するといった施策がある。  
４． 「価値観」のマネジメント：変革に向けて共有すべき価値観や組織文化を醸成する。こ
れには、価値の原則を明文化して周知したり、変革のビジョンを策定して徹底したり、経営
者が言動で示したり、儀式や教宣によって浸透させたり、価値観を共感できる雰囲気を作る
といった施策がある。  
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問 7-2 変革のためのマネジメントの実施状況 
貴社において前述のようなマネジメントをどの程度実施していますか。最も当てはまる選
択肢をそれぞれ一つだけお選びください。（単一回答）  
 
実施状況  
 
 
変革のための施策  
実施
 
している
 
ある程度実施
 
している
 
どちらとも
 
いえない
 
あまり実施
 
していない
 
実施
 
していない
 
わからない
 
1. 「プロセス」のマネジメント  ５  ４  ３  ２  １  ０  
2. 「組織」のマネジメント  ５  ４  ３  ２  １  ０  
3. 「人材」のマネジメント  ５  ４  ３  ２  １  ０  
4. 「価値観」のマネジメント ５  ４  ３  ２  １  ０  
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付属資料 2 変革のイネーブラーの変革実行と変革効果創出への影響
度の詳細データ  
戦略見直さず・非コア技術
従属変数 顧客の評価 財務的効果 従属変数 改善型変革 再設計創造型変革
【独立変数】 【独立変数】
価値観 価値観 0.207
組織 組織
人材 人材
プロセス プロセス 0.246
IT活用 0.176 IT活用 0.164 0.282
改善型変革 0.435 0.609 定数項 2.016 1.102
再設計創造型変革 0.376 0.387 R2乗 0.192 0.220
定数項 0.102 0.041
R2乗 0.402 0.374  
 
戦略見直さず・コア技術
従属変数 顧客の評価 財務的効果 従属変数 改善型変革 再設計創造型変革
【独立変数】 【独立変数】
価値観 0.128 価値観
組織 組織
人材 0.147 人材 0.173
プロセス プロセス 0.157 0.252
IT活用 0.368 0.273 IT活用 0.266 0.355
改善型変革 0.326 0.420 定数項 1.378 0.666
再設計創造型変革 0.261 0.230 R2乗 0.192 0.210
定数項 0.303 0.278
R2乗 0.384 0.378  
 
戦略見直し・非コア技術
従属変数 顧客の評価 財務的効果 従属変数 改善型変革 再設計創造型変革
【独立変数】 【独立変数】
価値観 価値観 0.193
組織 組織 0.222
人材 0.390 人材 0.323
プロセス 0.195 プロセス
IT活用 0.495 0.489 IT活用 0.371
改善型変革 0.627 0.996 定数項 2.233 1.604
再設計創造型変革 R2乗 0.225 0.149
定数項 0.271 0.327
R2乗 0.528 0.519
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戦略見直し・コア技術
従属変数 顧客の評価 財務的効果 従属変数 改善型変革 再設計創造型変革
【独立変数】 【j独立変数】
価値観 0.218 価値観 0.132
組織 組織
人材 人材 0.292
プロセス プロセス 0.244
IT活用 0.214 IT活用 0.184 0.229
改善型変革 0.577 0.608 定数項 2.553 0.087
再設計創造型変革 0.374 0.303 R2乗 0.153 0.374
定数項 0.453 0.547
R2乗 0.458 0.348  
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付属資料 3 しまむらの事例詳細説明  
セブンイレブンは、自主開発商品と品切れのない品揃えで消費者に高い満足を与えてい
る事例であるが、次に同じ小売業であるしまむらを取り上げる。小売業は消費者の需要と
商品をマッチングさせる顧客接点と商品を供給するサプライチェーンから構成されており、
その基本構造はセブンイレブンもしまむらも変わらない。しかし、しまむらは、自ら問屋
の機能を内包し商品の開発力をメーカーに依存すること、補充発注をせず品切れ御免によ
って商品鮮度を高めることなど、セブンイレブンとはまったく異なるビジネスモデルであ
る。この事例は、『ユニクロ vs しまむら』（月泉博、 2009 年）にもとづいている。  
 
１．低迷が続く衣料品市場でただ一社成長を続けるしまむら  
日本の衣料品に対する消費支出比率は、 1991 年の 7.5％をピークに、バブル崩壊ととも
に下がり続け、 2005 年には 4.5％に減少した。その理由は大幅な価格低下である。中でも
しまむらが主力とする婦人服部門は不調であった。生産拠点の海外移転によって、衣料品
の原価は大きく下がったが、そのメリットをできるだけ早く顧客に還元し、衣料デフレを
味方につけた数少ない勝ち組企業がしまむらであった。  
しまむらは、1953 年埼玉県小川町に島村呉服店として設立された。1961 年には本社を東
松山に移し、総合衣料品店として 6 店舗を展開してチェーン化の基礎を作った。創業者で
ある島村は 1970 年に同社に入社した藤原秀次郎に経営を委ねた。藤原は独自の発想に基
づいて問屋と小売店が一体化した集荷型衣料品小売業という他に無い業態を創り上げた。
同社は出店拡大を継続して売上と営業利益を毎年確実に成長させ続け、2006 年に全国の店
舗は 1000 店を突破しさらに増加し続けている。  
しまむらは、デイリーアパレルという、日常ニーズに密着した、地味ではあるが確実な
需要があるマーケットに着目した。この市場は従来地方の総合衣料品店やスーパーの衣料
品売り場がカバーしていた。同社は、車で行きやすい場所に、セルフサービス方式で、従
来の衣料品店に比べれば近代的な店舗を「ファッションセンターしまむら」としてチェー
ン展開し、顧客にとってリーズナブルな価格で販売することによって、この市場を席巻し
た。  
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２．他社より低い経費率が成功の秘訣  
日本の小売業は、店舗当たりの売り場面積を拡大し続けて高コスト化しているのに、販
売額が減少し、坪当たり売上が低下し続け利益が出ないという行き詰まり状態にあった。
しまむらは、他店よりも広い売り場を確保し坪当たり売上が低くても利益が出せるコスト
構造を作り上げた。同社の店舗は平均 300 坪あり、衣料品小売店としては最大であった。
坪当たり売上は 104 万円で、小売店平均の 3 分の 1、衣料品小売店平均の半分であった。  
他社は、低い坪当たり売上をカバーするために、粗利益率を上げて利益を確保しようと
した。しかし、それでは売価が下がらず顧客から買ってもらえなくなり、さらに売上が低
下するという悪循環に陥っていた。これに対して、しまむらの粗利益率は 30％であり、40％
を超える他社よりも大幅に低かった。低くなった原価をできるだけ顧客に還元し、売価を
下げてより多くの顧客に買ってもらうようにしたのである。  
これが出来る理由は、しまむらの他社を凌駕する低い経費率にあった。同社の経費率は
一貫して 21％という業界最低水準に維持されていた。他社は経費率 40％を超えるところ
が多かった。この低い経費によって、粗利が少なく坪効率が低くても、店舗当たりの営業
利益が出るようにし、出店すればするほど総営業利益額が増える収益構造が出来上がって
いた。  
 
３．多品種、多アイテム、少量品揃えの商品戦略  
同社の商品売上は、婦人衣料が 30％、肌着が 24％、子供服が 9％であり、メインターゲ
ットは 25～ 45 歳の主婦であった。主婦が高頻度かつ値段の抵抗感を感じずに気軽に買え
るデイリー衣料を広範囲に品ぞろえした。商品構成は、「多品種、多アイテム、少量品揃え」
が特徴であり、婦人服なら、１アイテム当たり 2 着までしか店に置かないようにして、近
所で顧客同士が同じ服を着ることが無いようにした。  
売れない商品があれば、システムの指示によって他の売れる可能性のある店舗へ 1 品ず
つであっても移して売り切った。売り切れた商品は期中の追加補充はせず、新たな商品を
仕入れて、売り場の鮮度を維持し、顧客の嗜好の変化を追求した。顧客から見れば、いつ
行っても変わった商品があるので楽しいが、前に買って気に入った商品があっても次には
もう無いというほどの変化の速さである。このため、同社の売れない商品の見切り値下げ
の比率は 4.9％と他社の半分の水準であり、これが低い経費率のひとつの要因になってい
る。  
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４．顧客プラットフォーム：小商圏、高シェア主義の店舗戦略  
しまむらの出店の考え方は「小商圏、高シェア主義」であった。基本商圏は 5000 世帯
/15000 人であり、1 世帯の年間衣料購入額を 20 万円として、5000 世帯の商圏は 10 億円市
場となる。その 3 割のシェアを取って 3 億円を売り上げることを標準とした。  
同社は、ローカルな小商圏に幹線道路にそって稠密に店舗を出店し、1961 年に 6 店だっ
た店舗を、1984 年に 50 店、95 年に 314 店、2000 年に 651 店、そして 2006 年には 1071 店
へと拡大してきた。当初ローカルから始まった出店もやがて全国をカバーするようになり、
しだいに都市部への出店、独立店舗ではなくビル内店舗での出店などに変化してきた。  
しかし、店舗の基本的な規模や売り場配置は標準化されており、どの店舗でも同じオペレ
ーションが、共通のマニュアルに基づいて、本部集中管理のもとで行われた。  
同社は、店舗の立地が売れ行きを決める最も重要な要素と考え、新規出店は全て自前で
準備して徹底的にこだわった。セスナ機を飛ばして上空から周辺を調査し、独自のやり方
で候補地を決め、物件情報の収集、用地取得、賃貸、建物リースなどの交渉・契約を、業
者を介さずに自ら行った。このため、一旦出店した店はほとんど退店しない。出店コスト
の低さも経費率を下げる要因のひとつである。  
緻密な商圏管理に基づく高密度な出店という考え方は、セブンイレブンとも共通するも
のである。これにより顧客の認知度を高めて広告費をかけずにすむようにし、店舗への商
品配送の効率を高めて、低い経費率の実現に貢献している。  
 
５．価格を下げ続けることが顧客にとっての価値   
デフレ経済が続くなかで、しまむらは商品の価格を引き下げ続けることで、顧客数の拡
大を図ってきた。1995 年に 1050 円であった 1 品当たり単価は、年々下がり続けて 2006 年
には 716 円になった。客当たり単価も、 1995 年の 3235 円が、 2006 年には 2369 円になっ
た。しかし、この間で店舗数が、314 店から 1071 店と 3.4 倍に増え、レジ客数が、35034 人
から 131843 人と 3.8 倍に増えた。つまり、店舗当たりの来客数が増えることで、客当たり
単価の低下をカバーした。これが顧客の支持を集めるゆえんであった。  
 
６．価値増幅サイクル：本社集中化管理による高効率な店舗運営  
同社の店舗運営は、完全な本社集中管理であった。 24 の商品部門別に分かれた 50 名の
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コントローラーが本社にいて、全国の各店舗の売上、在庫状況をモニタリングしながら、
店ごとの品ぞろえ、商品補充、在庫の店舗間移動、見切り値下げを決定した。  
また、コントローラーが店ごとに日々の作業指示書、売り場計画書（商品の陳列計画）
を作成し、店舗へオンラインで指示した。店舗要員は、詳細な作業手順を記載したマニュ
アルに従って、この指示どおりに、納品受け入れ、品出し、売価変更などの作業を効率的
に実施した。  
システム化と作業標準化によって、店舗は少ない人員で運営でき、また経験が少ないパ
ートを中心にすることができた。同社の売り場生産性は高く、要員一人当たり 3696 万円の
売り上げを上げた。しまむらの本社集中管理による店舗運営はセブンイレブンの自主経営
による店舗運営の対極にある。しかし、店舗には意思決定をさせないようにして徹底的に
作業の標準化をすすめ、誰でもできる仕事にして、高い効率性を実現し低い経費率を支え
ている。  
 
７．価値創発サイクル：問屋の機能を内包した独自のビジネスモデル  
他の量販店や総合衣料小売店が、問屋に依存する商品調達を続ける中で、しまむらは問
屋機能内包による高度な集荷・物流機能を早い段階から自前で実現し、製販直結の SPA と
は違う形で問屋からの自立を果たし、独自の強いビジネスモデルを創った。  
しまむらの仕入れは全て本社集中購買であった。仕入先は約 500 社あり、本社のバイヤ
ーが仕入先と交渉して仕入れる商品を決めた。同社の仕入れは、返品無し、未引き取り無
し、赤黒（仕入れた商品をいったん返して価格を下げて再納品させる）無し、といったク
リーンなやり方であった。また、仕入先に棚卸や販売応援といった支援要請もしなかった。
このため、仕入先から見ても付き合いたい買い手であり、仕入先は最優先で良い商品をし
まむらに提案した。  
仕入先には店舗での売れ行き情報が開示され、それをもとに仕入先が提案する商品の中
からバイヤーが相談して買い入れる商品を決め、価格面では厳しい交渉した上で仕入れた。
仕入れた商品はしまむらの責任で売り切る。売り切った商品は追加発注せず仕入先には次
の新たな商品の提案を求める。この仕入先との共存関係によって、しまむらは、問屋を介
する以上により良い商品をより安く仕入れることができた。  
クリーンな取引を徹底して仕入先に過度な負担を求めないようにすることによって、し
まむらは、多くのメーカーの商品開発力を活かしたオープンな価値創発の場を形成してい
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る。特定のサプライヤーとのチームマーチャンダイジングにより独自商品を開発するセブ
ンイレブンの価値創発サイクルに比べて、しまむらはより多くの仕入先にインターフェー
スを公開してオープンな価値創発のエコシステムを形成している。多品種少量の商品品揃
えのために、高頻度短サイクルの商品開発を行うしまむらには、こうしてメーカーの開発
力を活かす仕組みが適しているといえよう。  
 
一方、集荷型小売業として重要な物流機能については、しまむらは完全に自前で行って
いる。これは、多アイテム小口の配送が主になるので、アウトソーシングするとコスト高
になるためである。全国に 7 か所の大型商品センターがあり、センター内の仕分け処理は
自動化され省人化されていた。センターには在庫を備蓄せず、仕入先から納品された商品
は、即時に各店舗へ振り分けられ出荷された。センター間は大型トレーラーのシャトル便、
センターと店舗間は 4 トントラックの定時・定店往復便が運行された。往きだけでなく帰
りも店舗間移動などで荷物があるので輸送効率は高く、荷物 1 個が移動する輸送コストは
59.2 円で、宅配便の 4 分の 1 であった。このきめ細かい物流機能が、経費率を下げるため
に貢献するだけでなく、商品を店舗間で移動させて売り切る能力を支えている。  
 
８．成長継続を支える合理的なしくみ  
しまむらの独自の事業形態は、長く社長を務めた藤原の手作りによるものであった。藤
原は、カリスマによって社員を駆り立てるというよりは、合理的なしくみを作ってシステ
マティックに組織を動かすタイプであった。信条は「社員が自由と公平を保障される環境
をつくる」ことであった。  
しまむらの社員は、2～ 3 年で配置換え、担当換え、部署換えになり、「高速配転主義」に
よってゼネラリストとして育成された。バイヤーなどの専門職は募集せず内部の社員が勉
強して行うが、それも数年で配転となった。  
店舗にも専門職はおらず、しまむらの店舗のパート比率は 84％で業界一高かった。それ
を即戦力にするためのマニュアルが整備され、店舗要員各人の提案を受けて常時改訂され
ていた。改善提案は年間 4 万件を越え、その 6 割は提案賞として報奨金が支払われた。金
額は 500 円だが、全員参加の貢献意識を盛り上げる効果があった。提案のうちの 3％は実
際にマニュアルの改訂に反映された。  
しまむらの店舗は発注などの意思決定は行わないが、店舗要員の意欲は高く維持されて
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いる。それは地域の主婦層にとって、仕事が標準化されていて分かり易く、決められたと
おりの時間に終わり、パートにも仕事が任されるので働きやすいからであった。  
しまむらには、1000 店を越えるような大規模なチェーン展開になっても、店舗の運営や
本部の運営に関する品質が維持され拡張性が保たれるためのしくみが構築されていた。そ
れは、個人の専門性や経験に依存することなく、組織的な増殖ができるしくみである。そ
の象徴的な存在が厚さ 1 メートルに及ぶマニュアルであった。これは全 10 巻から成り、
店舗運営だけでなく、総務、教育、出店、商品開発等の本社業務も含めて、全社員の業務
心得と作業手順を詳細に規定していた。  
店舗を規格化し、業務を標準化し、情報を全て見える化し、システムに埋め込み、人材
を流動化してなんでも出来るようにすることによって、同社の成長は継続された。社長だ
った藤原は自前主義にこだわった。他がやったことが無いことをやるのだから自分でやる
しかないとも言えるが、「自分でやるからこそ面白い」という彼の主張の方が強く影響して
いた。アウトソースするのではなく自社でやる、外部の専門家を雇うのではなく内部の人
間でやってみる、自分の手の内にした知識から着実に成功を導く知識創造サイクルが同社
のやり方であった。  
 
しまむらは、1975 年というチェーン展開間もないころからコンピュータを導入し、1981
年には 30 店舗の段階からオンラインで単品管理を開始した。これはセブンイレブンより
も早かった。1985 年には本部のコントローラー制を敷きシステムによる店舗集中管理が始
まった。このように、同社の情報システムは独自のビジネスモデルの形成と一体となって
発展してきた。  
情報システムが無ければ成立しないビジネスモデルを実践してきたしまむらにとって、
IT は事業を支える重要な基盤である。独自の事業戦略に基づく人間系システムと IT 活用
によって、しまむらは価値創造サイクルを回し続け長期にわたる安定成長を達成した。  
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付属資料 4 ウェルズファーゴの事例詳細説明  
 金融機関では、商品は自社内で開発され監督官庁の認可を得て発売されるが、商品自体
は他社と大きく差別化できることは少なく、顧客にとっての差は、商品提供に関わる各金
融機関の顧客サービスの良し悪しである。そして顧客サービスには IT が不可欠の存在で
ある。ウェルズファーゴは商品ごとにバラバラの顧客サービスに問題を抱えていた。それ
を解決するために、SOA というモジュール化のための技術を活用して価値創造サイクルを
駆動し、顧客サービスプロセスの段階的な統合を実現した。この事例は、‘ Applied SOA: 
Service-Oriented Architecture and Design strategies’ (Rosen 他、 2008)に基づいている。著者
の Rosen 氏はウェルズファーゴのチーフアーキテクトとして変革プロジェクトの中心的役
割を果たした。筆者は同氏に直接インタビューして変革の経緯を確認した。  
 
１．  ウェルズファーゴの事業概況  
 
（１）たび重なる買収による成長  
1995 年の規制撤廃によって州を超えた銀行業務が自由化された後、過剰出店の状態にあ
った米国の地方銀行は、合併によって大規模銀行に集約されていった。ウェルズファーゴ
は、 150 年の歴史を持つサンフランシスコを本拠とする名門銀行であったが、 1998 年にミ
ネアポリスに本拠を置き銀行買収で成長してきたノーウェスト・コーポレーションと合併
し、合併後も、全米で知名度が高いウェルズファーゴのブランドを活用するために、その
名称と駅馬車のトレードマークを継承した。その後も同行は全米の地方銀行を買収して成
長をしてきた。  
2008 年には、業績不振に陥ったワコビアを合併し、従業員、顧客、資産の規模を倍増さ
せて、全米屈指の巨大銀行となった。ワコビアとの合併後は、全米にわたって 5,000 店を
超す支店を有する。  
 
（２）厳しさを増すリテール銀行の競争  
州ごとに地方銀行が住み分けて地域の顧客に銀行業務を提供していた頃は、銀行間の競
争は緩やかであった。しかし、その後地方銀行の合併が進み、米国内のリテール（消費者
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向け）銀行サービスは、大手銀行どうしが凌ぎを削る寡占状態になった。  
ウェルズファーゴとともに米国のトップバンクの座を競い合う巨大銀行は、いずれも合
併を繰り返して経営拡大してきた。JP モルガンチェースは、1996 年のケミカルバンクとチ
ェースマンハッタンの合併、 2000 年の JP モルガンとの合併、さらに、 2004 年のバンクワ
ンの買収を経ている。バンクオブアメリカは、1998 年にネーションズバンクとバンクオブ
アメリカが合併して誕生した。同行もチェースもバンクオブアメリカも、長い歴史を持つ
名門銀行の名前を冠しているが、実は、各州の地方銀行を吸収して急拡大してきたリテー
ル銀行が、資本の面では存続会社となる合併を経て現在に至っている。インターネットの
普及が、店舗の立地によらないネットバンキングに拍車をかけたことも、競争激化の一因
であった。  
 
（３） IT 活用と幅広い商品の品揃えが強み  
 ウェルズファーゴは、1985 年にすでにパソコンバンキングを開始し、1995 年にはインタ
ーネットによる銀行口座サービスを最初に導入した、ネットバンキングの先駆者である。
そして数多くの地方銀行との合併によって、全米に広がりを持つ実物の店舗網でも存在感
を増していった。  
ウェルズファーゴは、12 の主要事業部門が提供する 80 を超すさまざまな商品ラインに
わたって、幅広い金融サービスを提供している。リテール銀行部門には、地方銀行業務、
資産管理、多様化商品、消費者預金が含まれる。ホールセール銀行部門には、大手企業や
中小企業向けに販売される商品が含まれ、融資、財務管理、ミューチュアルファンド、資
産担保融資、商業用不動産、企業・機関向け信託サービス、投資銀行業務などを提供して
いる。資産規模は最大ではないが、今後の成長への期待から株式時価総額はトップレベル
である。  
 
２．変革の目的  
（１）「ひとつのウェルズファーゴ」による内部成長  
ウェルズファーゴは、買収だけでなく、内部成長による拡大を目指す方針を 2001 年に打
ち出した。ディック・コバセビッチ CEO は、「弊社は、それぞれの顧客資産の 100％を獲
得したい。顧客にとって、ウェルズファーゴとの取引商品の数が多ければ多いほど良いこ
とが多くなるとわかれば、顧客の忠誠心が強まり、顧客が弊社にとどまる期間が長期化し、
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顧客維持率が上昇する」と語った。顧客がすべての金融商品をウェルズファーゴから購入
するように奨励することが同行の目標とされた。そのために、同行は、顧客中心主義の組
織に変身する必要があった。  
 
（２）商品ごとにバラバラの顧客対応  
しかし、CEO の目標達成には問題があった。ウェルズファーゴは、顧客を維持し顧客忠
誠心を向上するどころか、深刻な顧客離れに悩まされていた。顧客満足度調査では、「ウェ
ルズファーゴの応対は複数の別々の銀行を相手にしているようだ」と指摘された。各商品
は別々に販売管理がなされており、すべての商品に異なる口座番号、取引明細書、業務手
続き、連絡先担当者が存在し、何も統合されていなかった。たとえば、顧客が住所を変更
するには、保有するそれぞれの個別商品に関して顧客サポート係りに連絡しなければなら
なかった。  
 
（３）独立した事業と IT による連邦制組織  
ウェルズファーゴの成長を推進してきた原動力は、12 の個別の事業部門の起業家精神だ
った。各事業部門は極めて独立した存在で、これは有利でもあり不利でもあった。各事業
部門は、  それぞれの利益や収益の目標、事業戦略、サービスチーム、顧客を抱えていた。
事業部門の独立性は、企業文化に深く浸透しており、商品中心主義の経営には適していた
が、顧客中心主義を実現する上では障壁となった。  
また、各事業部門は、情報システムに関しても独立性を保っていた。各商品ラインの IT
責任者は、それぞれのビジネスを最もよくサポートするアプリケーションや IT 製品を選
び、 IT 組織は、それぞれの事業部門のアプリケーションを購入、導入、カスタマイズ、維
持管理していた。事業部門によっては、個々の商品ラインごとに戦略や方向性を策定する
IT アーキテクトが複数存在した。  
情報システムとデータセンターのオペレーションを管理する、CIO のウェブ・エドワー
ズが指揮する IT 本部も存在した。しかし、 IT 本部は、全体的な技術戦略、オペレーショ
ン、アーキテクチャを担当していたものの、個々の事業部門の情報システムを直接管理し
ていなかった。  
 
（３）「ひとつのウェルズファーゴ」  がめざすもの  
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コバセビッチ CEO は、エドワーズ CIO に複数の事業部門にわたって共通の顧客情報を
導入することを命じた。目標は、顧客が、各商品に関して異なる応対を受けるのではなく、
単一の顧客サービスによって、すべてのやりとりに関して「ひとつのウェルズファーゴ」
を相手にすることだった。具体的には、次のような業務プロセスを実現することであった。  
・商品ごとに異なっていた顧客口座管理を統合する。口座番号は統一し、顧客情報は全て
の商品について共通化する。  
・商品ごとに異なっていた顧客対応を一本化する。住所変更など顧客の口座情報変更手続
きを一度だけでよくし、顧客連絡窓口を統一し、顧客にとっての手続きを統一する。  
・顧客接点では、全ての商品について顧客の取引情報を一覧でき、それをもとに的確に顧
客に応対するとともに、新たな商品の追加販売の推奨ができる。  
顧客情報の統合の利点は、経営陣の間では十分理解されていた。経営陣は、よりよいサ
ービスの提供、顧客満足度の改善、顧客維持率の向上、クロスセルによるさらなる収入の
獲得に熱心だった。また、複数の商品ラインにわたって状況を把握できることによって可
能になるマーケティング、価格設定、商品のまとめ売り、不正検出等の新たな利点を期待
していた。  
 
３．変革の内容  
（１）SOA による顧客情報の統合  
商品ラインを越えて顧客情報と顧客対応プロセスを統一するには、顧客に関する業務機
能と情報管理機能を共通部品（サービス）化し、それを各商品ラインで共用するように、
業務機能と業務システムを設計し、それを各事業部門が使うように統制する必要がある。
これをサービス指向アーキテクチャ（SOA）と呼ぶ。  
顧客情報を統合する上では、 12 の事業部門の 80 の商品ラインをサポートするそれぞれ
に異なるデータソースやアプリケーションから、情報を集めてくることが問題であった。
さらに、名前や住所といった同じデータが、異なる形式で複数の場所に保管されていたの
である。  
商品毎のこれまでの業務や情報システムを活かしつつ、顧客対応業務や顧客情報を共通
化するための方法が SOA であった。顧客に関する業務機能とシステム機能を共通部品と
して設計し、それと各事業部門の既存システムの機能を部品化したものを組み合わせて、
各事業部門の新たな業務プロセスを構成した。これによって、既存の業務機能やシステム
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機能を全面的に置き替えることなく、共通機能を組み入れることができた。  
 
（２）段階的な変革の実行  
技術的な課題と同じように困難だった点は、事業部門に新しい戦略を受け入れさせ、本
社と独立したそれぞれの事業部門の連邦制のもとで SOA を実践するように、組織の全体
構造を変えることだった。  
自分にとって都合の良いように業務とシステムを整備して使ってきた各事業部門に、共
通の業務部品を使わせるために、同行は、強制的に変革を進めるのではなく段階的に賛同
者を拡大した。まず、顧客情報の統合に高い必要性を感じている商品ラインに絞って、小
さく顧客情報統合プロジェクトを開始した。それを成功させ、顧客情報の統合効果を目に
見えるようにした上で、他の事業部門の需要を喚起し、参加する事業部門を拡大していっ
た。各事業部門の独立した起業家精神は尊重しながら、共通化・統合化したほうが良い部
分は協調するという参加姿勢を引き出した。こうして全商品の顧客情報を統合するのに 5
年間を要した。  
SOA による変革の成功のカギは、段階的アプローチにあった。小規模な機能から始め、
価値を提供し、学んだ教訓を取り入れ、サービスやアプリケーションを追加する新たな機
会を模索し、これを繰り返す方法である。段階的アプローチには多くの利点があった。ま
ず、顧客情報の統合に関連する問題の範囲を扱いやすいサブセットに限定できた。次に、
サービスをサポートするために必要な IT 基盤を需要に応じて徐々に拡大できた。さらに、
事業部門を乗り気にさせるために、「価値に基づいた需要主導型（ value-based、 demand-
driven）」の戦略をとることができた。サービスのライフサイクルとバージョン管理という
SOA の基本的な方法論が段階的アプローチの基礎であった。  
 
（３）価値創発サイクル：顧客情報サービスの初バージョンの試作  
変革チームは、顧客情報サービス（CIS）の初バージョンに統合するリテール銀行の主力
商品を 4 つ選択した。選ばれた商品は、共通した顧客情報が無いことから最も被害を被っ
ており、CEO の目標に向けて変革するプレッシャーを最も受けていたので、新しいシステ
ムを試すように説得することは容易であった。変革チームは数ヶ月間にわたって、統合顧
客情報の定義の初バージョンを作成し、様々な顧客情報を複数のデータソースから収集、
統合し、新しい顧客情報に変換するためのサービス機能を導入した。しかし、このシンプ
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ルな読み取り専用のサービス機能だけでは、顧客の不満に対処するには不十分だったため、
変革チームは、単一のオペレーションで異なる商品すべてにわたって住所などの情報を更
新できるサービス機能を追加した。  
最初の CIS は、まずは、顧客がサービス部門に電話してきた際の応対が改善されるよう
に、問い合わせサービス部門（コールセンター）をサポートするアプリケーションに導入
された。そして、サービス部門で実地テストが実施された後に、支店の窓口係やネットバ
ンキングをサポートするためにも急ピッチで拡大された。ネットバンキングについては、
表示、ロジック、データを分離した 3 層構造のアーキテクチャの設計がすでに採用されて
いたため、CIS に基づく新しいサービスの追加は容易であった。  
 
（４）価値増幅サイクル：統合顧客情報の全社展開  
新たに統合された顧客情報は大成功をおさめ、顧客満足度の向上にとって不可欠なもの
となった。このため、リテール銀行の中のその他の商品にも、統合された顧客情報の利用
が求められた。その導入の手順は、以下の通りである。  
・統合顧客情報の定義に新しい情報が含められるように修正する  
・新しい情報をサポートする CIS の新バージョンを作成する  
・追加する商品ラインのアプリケーションへ CIS サービスを統合する  
・CIS の新バージョンを導入しながら旧バージョンのサポートを継続する  
・最後に、CIS の最新バージョンが使えるように既存のアプリケーションを更新する  
この手順の利点は、新たな顧客情報が CIS に追加されると、サービスをすでに使用してい
るどのアプリケーションでも同時に利用可能となる点だった。  
多くのリテール銀行商品が統合されるにつれ、顧客維持率と、クロスセルが改善された。
まもなく、資産管理や多様化商品といった他の事業部門も、同じような利点の実現を望む
ようになった。変革では、 5 年後にすべての商品と事業部門が CIS に組み込まれるまで、
同じプロセスを何度も繰り返した。多くの商品や情報が CIS に追加されるにつれ、次のよ
うな問題が発生した。  
・サービスに対する競合する要求の優先順位をどのように決めるのか？  
・新しいバージョンが、アーキテクチャや戦略に一致していることをどう保証するか？  
・規則に従うことを嫌う商品のために、私的な裏サービスが作られるのをどうやって防ぐ
か？  
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・サービスをどうやってサポートし、維持するのか？  
・サービス追加のための資金の負担方法はどうするか？  
・同時にいくつの旧バージョンをサポートするのか？  
これらの問題はどれも答えを見出すのが難しく、サービスの提供と利用の全体を統制す
るサービス・ガバナンスのプロセスが必要となった。しかし、CIS の価値はビジネスにと
って明白だったため、CIS を最新の状態に維持するために設けられたサービス・ガバナン
スのプロセスは、ほとんど異議を唱えられずに各事業部門に受け入れられた。  
 
（５）価値創造サイクルの拡大：統合顧客情報の定着  
ウェルズファーゴは、CIS の利点により、業界平均の倍以上の商品のクロスセルを達成
し、さらに業界平均の 3 倍を目標とした。顧客がある支店の窓口係を訪れた場合、商品提
案システムが、顧客の現在の取引状況、以前の取引状況、現在所有している商品などを分
析するために稼働する。次に、窓口係が顧客に提案できる新しい商品候補をリストアップ
する。窓口係には、新たな商品の追加販売に関して報酬が支払われる。こうした業務変革
によってクロスセルが促進されたのである。  
SOA は、その後ウェルズファーゴにしっかりと定着し、コンプライアンス、不正検出、
マネーロンダリング対策、支払い処理など、事業部門を越えた様々な機能を提供するため
に、適用範囲が拡張された。新しいビジネスプロセスが、顧客管理、支払い、不正対策、
価格設定、そして特にマーケティングと営業に導入された。新しいビジネスプロセスでは、
最良のサービスと最適な商品を提供するために、統一された顧客情報が利用された。  
 
４．ウェルズファーゴにおける変革のイネーブラー  
（１）価値観とリーダーシップ  
ウェルズファーゴでのリーダーシップは、いくつかの異なる形態をとった。当初は、ア
ーキテクチャ本部、特に主任アーキテクトがリーダーであった。SOA 導入のロードマップ
を策定して導入を先導し、数年間にわたって変革プログラム全体（技術とビジネス）を導
いたのは、主任アーキテクトが持つビジョンだった。  
また、経営陣の中で SOA 計画を推進する上で極めて重要だったのは、ウェブ・エドワー
ズ CIO による経営陣レベルでのリーダーシップであった。コバセビッチ CEO によるサポ
ートも、無視できないものであった。エドワーズ CIO とともに、CEO が全面的にサポート
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したことが、他の経営陣を動かすのに役立った。  
ウェルズファーゴがとったアプローチは、「可能な場所では共通性を、競争上の優位性を
提供するところでは差別化を」という連邦制組織の原則を尊重している。独立性を保持し
ている事業部門は、競争上の優位性を提供する機能のみ独自に導入した方が良いという考
え方を理解するようになった。その他の機能については、共通サービスを利用したほうが、
より高い品質、低いコスト、商品化までの時間短縮が実現でき、「ひとつのウェルズファー
ゴ」ブランドの構築が実現できるのである。  
 
（２）組織  
事業部門と IT 部門の関係が、共通機能（サービス）の利用者と提供者という性質に変更
された。IT 本部機能には、アーキテクチャとサービス提供のグループが含まれるようにな
った。  
アーキテクチャ・グループは、全体的なアーキテクチャ・ビジョンの策定、サービス・
カタログの設定、サービス・ガバナンスの実施、個々の事業部門やプロジェクトのアーキ
テクチャに関する理解のサポートを担っていた。  
サービス提供グループは、共通機能（サービス）に関して、分析、設計、導入、メンテ
ナンス、機能改善といったライフサイクル全体に関して責任を持つ。サービス提供に関す
るプロジェクト管理においては、どのサービスの追加・改訂をいつ実施すべきかを判断す
るために、ロードマップ、アーキテクチャ、資源、スケジュールについて、複数の組織か
らの要請を調整した。  
新しい組織構造の導入における難題は、中間管理層の説得だった。最上層部からの明確
な指示は重要だが、中間管理層によって実行されないかぎり効果は出ない。中間管理層の
支持をとりつけるには、 2 つの管理方法が役立った。まず、新しい役割や責任を促進する
ためのインセンティブや報酬が設けられた。次に、個人目標の設定や評価を通じて、変革
の妨害は許されないことが明確にされた。  
 
（３）人材  
SOA プロジェクトを成功させるために必要な人材は、技術専門家としてのアーキテクト
ではなく、ビジネスの立場で事業部門と協力できるスキルの高いアーキテクトであった。
この人材は、ビジョンとコミュニケーションを確立し、長期的な価値の創出と短期的な価
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値提供のバランスをとることができなければならない。また、ビジネスとアーキテクチャ、
技術と導入現場の橋渡しができる必要がある。  
しかし、アーキテクトがすべてを担うことはできない。SOA のための分析と設計のスキ
ルとして、分散型システム設計と階層型アーキテクチャのしっかりした基礎を持つ技術者
も必要とされた。システム設計者は、優れたインターフェース設計と分散型システムの処
理能力への配慮を理解していなければならない。  
 
（５）プロセス  
 SOA を導入するには、共通部品（サービス）を利用する商品ライン別の事業部門とは別
に、サービスを設計し各事業部門へ提供する部門横断的なサービス提供部門が必要である。
同行では、事業部門と全社 IT 部門の関係を、サービス利用者（Consumer）とサービス提供
者（Provider）に再定義し、共通分品の共同利用のためのサービス・ガバナンスのプロセス
を確立した。  
サービス提供者は、サービス利用者が勝手に共通機能に手を加えたり共通機能を使わな
いで自分で同様の機能を作ったりしないように統制する。また、サービス利用者が遅滞な
く共通機能を使えるように、サービス利用者間の要求を調整して、共通機能を整備し改訂
し続ける。共通機能はサービス・リポジトリーに登録され共同利用が可能になる。サービ
ス利用者は、提供された共通機能を、自部門の業務プロセスを実現するためのアプリケー
ションの中に組み込んで利用する。利用結果を評価して、共通機能の追加や改訂が必要で
あれば、サービス提供者にその旨要求を出す。自分で勝手に共通機能を作ったり改訂した
りしないことは徹底されている。  
 
（５） IT： 3 世代にわたる SOA 技術の蓄積  
 ウェルズファーゴの SOA に対する取り組みは、第 3 世代目に入っている。始まりは 1995
年の分散オブジェクト技術（CORBA）を使った顧客サービスシステムの開発であった。こ
れによって同行は他社よりも 1 年早くインターネットバンキングを開始した。2001 年に
は、この事例の変革を 2 世代目のエンタープライズ Java 技術を使って開始した。そして、
その後、 3 世代目の Web サービス技術の利用に移行している。こうした経験によって、技
術力だけでなくサービス指向のアーキテクチャによるプロジェクトの管理能力が、同行に
は蓄積している。  
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５．ウェルズファーゴの変革の総括  
SOA による変革は成果をあげた。ウェルズファーゴは、グローバル・ファイナンス誌が
主催する「世界の最優良ネットバンク」北米部門でいくつかの分野においてトップの座を
獲得した。変革の最も重要な成果としては、顧客に対する商品のクロスセルが挙げられる。
米国の銀行業界では、クロスセルの平均が顧客一人当たり 2.4 商品となっている。ところ
が、ウェルズファーゴのクロスセル平均は、顧客中心主義と統合顧客情報によって、一人
当たりほぼ 6 商品に達しており、業界基準の倍以上である。  
同行は、コストの節約のために SOA を導入したわけではなかった。SOA は、同行が必
要とする性能と規模で、広範にわたるさまざまなシステムに散らばる情報を効果的に統合
する唯一の方法だった。SOA のおかげで、同行は 12 年間業界のリーダーシップを維持し
てきた。これは ROI で測れることではない。  
ウェルズファーゴの SOA を用いた変革は、 IT によるモジュール化を価値創造サイクル
のために活かした典型例である。モジュール化の実現方法のひとつが SOA の共通機能（サ
ービス）である。そして、サービス提供者による新たな共通機能の開発が価値創造サイク
ル、サービス利用者による共通機能の利用が価値増幅サイクルである。  
ウェルズファーゴは、SOA を顧客サービス統合だけでなく、買収した数多くの銀行の業
務と情報システムを同行に統合するためにも活用した。買収された銀行の情報システムを
活かしつつ、同行の顧客情報サービスを共同利用できるようにして、緩やかな経営統合を
図るのである。こうした方法はワコビアの統合においても採用され、ウェルズファーゴの
得意とするハイテクな顧客サービスとワコビアが得意とする対面によるハイタッチな顧客
サービスをともに活かすことができた。  
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付属資料 5 GE の事例詳細説明  
ゼネラル・エレクトリック（以下 GE）は、絶えず変革を繰り返して成長を継続してきた。
GE が行ってきた変革は、事業や組織のリストラクチャリング（再構成）、業務のリエンジ
ニアリング（再設計）、人材と組織文化の改革、技術革新、継続的な品質向上など多岐に渡
り、まさに変革の総合展示館といっても良い。中でも、 20 年間に渡って CEO を務めたジ
ャック・ウェルチの変革は、事業構造改革を主とした戦略駆動型変革の性格が強く、断続
的な計画的変革とその後の創発的変革の繰り返しであった。それを引き継いだ現 CEO の
ジェフ・イメルトの変革は、テクノロジーを駆動力とした競争力の再定義のための計画的
かつ創発的な変革の性格が強く価値創造サイクルの典型例といえる。一つの企業の中での
変革方法の遷移を、GE の経緯をたどることで確認する。なお、ウェルチの変革事例は、ハ
ーバードビジネススクールの『GE の過去２０年の体質転換』（Bartlett、2005）にもとづい
ており、イメルトの変革事例は『ジェフ・イメルト GE の変わり続ける経営』 ( Magee、
2009 関美和訳 )にもとづいている。  
 
１．GE の変革（ウェルチ時代）  
１．１．ウェルチの CEO 就任前夜  
 1878 年にトーマス・エジソンによって設立された GE は、1978 年には、発電、家庭用電
気機器、照明、航空機エンジン、医療システム、ディーゼル機関車といった多岐にわたる
多角化製造業になっていた。ウェルチの前任の CEO であるレジ・ジョーンズは、多角化し
た事業を遂行する事業本部、事業部、部をさらに 43 の戦略ビジネスユニット (SBU)で括っ
た複雑な階層型組織を、ひとりの CEO のもとではマネジメントがしきれないと考えた。そ
して、その上にセクターという階層を設けて、セクター別の責任者に経営を移譲し、高度
な経営システムを構築して多くの自立性を持った事業を経営した、  
この時点の GE は、過度な多角化による弊害（コングロマリット・ディスカウント）の
状態にあったといえる。これは、多数の異なる業種の事業を抱える企業において、個々の
事業内容を十分理解していない経営者が事業への資源配分を決定すると、自由な市場より
も資金効率が悪くなるという現象である。  
 
１．２．事業ポートフォリオの再編成  
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 1981 年に CEO に就任したジャック・ウェルチは、多岐にわたる事業の整理に着手した。
「業界で No1 か No2 になること、それができなければ撤退する」という明確な基準を持っ
て事業の選別を行った。さらに 1983 年には、「スリーサークル・コンセプト」に GE が行
うべき事業のビジョンを整理し、生産性と品質に再投資する中核事業、最先端に留まるこ
とに挑戦する技術集約事業、優秀な人材を採用し隣接企業を買収するサービス事業の 3 つ
に区分した。  
この結果、 1981 年から 1990 年までの間に、集中空調装置、小型家電製品、石炭採掘、
消費者向けエレクトロニクス製品など 200 以上の事業を売却し 110 億ドル以上の資金を手
に入れ、一方で、照明事業、保険、証券、医療機器など、370 件以上の買収に 210 億ドル
の資金を投入した。こうした大胆な事業ポートフォリオの再編がウェルチの行った外科手
術的な変革である。  
 
１．３．組織のリストラクチャリング  
同時に、ウェルチは、肥大化した階層型組織と経営管理機能のスリム化を行った。本社
部門の官僚化した組織を身軽で機敏な組織にするために、戦略計画立案スタッフ 200 名を
50％削減した。従来本社部門のスタッフが行っていた戦略計画作成の膨大な作業は、5 ペ
ージものの「戦略プレーブック」に置き換えられ、ウェルチと 14 名の主要事業統括責任者
によって、本社スタッフの介入なしに検討されるようになった。1985 年には、セクター層
を廃止し、 9 層あった管理階層を 4 層に減らして、ウェルチ自身が全ての事業部門を直轄
する体制にした。そして、1986 年には 14 名の事業統括責任者のうちの 12 名を更迭し経営
体制を一新した。  
こうした組織のスリム化によって、GE は、1981 年から 1988 年までの間に、年俸社員 6
万人、時給労働者 6 万 4 千人を削減し、事業売却によってさらに 12 万人を削減した。そし
て 1980 年時点で 40 万 4 千人いた従業員は、 1989 年には 29 万 2 千人に減少し、これによ
って営業利益は大幅に改善した。  
 
１．４．企業文化と組織能力の向上  
大胆なリストラクチャリングによって、1988 年までにハードウェア面の整備が完了した
と考えたウェルチは、次にソフトウェア面の変革に着手した。1989 年に、ウェルチは、GE
が模範にすべき経営スタイルとして「素直さ、誠実さ、現実直視」を、企業文化の中心的
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要素として「スピード、簡潔さ、自信」を明確に打ち出し、その後 2～ 3 年の間にこれを実
践する施策を打った。  
ひとつは 1988 年に開始した「ワークアウト」である。これは、従業員全員が仕事に没頭
していると感じ、誰にも発言権があるような小企業のような文化を創出するためのもので
あった。これは、1 回あたり 40 名から 100 名の従業員が 3 日間の日程で社外の施設に集ま
り、従業員自らが抱える問題と解決策を自由に討議し、結果を直接の上司に発表し、上司
の判断や回答をその場で得るという現場主導の改善提案活動である。 1992 年半ばまでに、
全従業員の 3 分の 2 である 20 万人以上がワークアウトに参加し、その前は年平均 2％であ
った生産性の伸び率が４％に高まった。  
もうひとつが「ベストプラクティス」である。1988 年にフォード、ヒューレット・パッ
カード、東芝などベストプラクティス（成功体験）を有する 9 社を選定し、成功に共通す
る要素を抽出した。それは、活動管理よりも効果的なプロセスを重視する、顧客満足で実
績を測る、仕入先をパートナーとして扱う、絶えまなく新製品を供給する、といったこと
であった。これをもとに、「ベストプラクティス」を社内に普及させる研修計画が策定され
た。  
 
１．５．米国国内中心からグローバル事業展開へ  
米国国内の事業の合理化のめどがたってきた段階で、ウェルチは事業のグローバル化を
加速させた。1987 年に業績評価基準を「世界市場における No1 か No2 になる」と変更し、
それぞれの事業部門が行うグローバル化を促すとともに、フランスのトムソンとの間で消
費者向けエレクトロニクス事業と医療用画像事業の交換を決めて先行事例とした。さらに、
欧州企業や日本企業との合弁や買収を積極化した。GE は、欧州の景気減速を好機として、
1989 年から 1995 年までに 175 億ドルを欧州に投資し、約 50 社の買収を行った。また、
1995 年のペソ急落時にはメキシコの 16 社を買収した。1997 年から 1998 年にかけてアジ
ア経済が危機に陥ると、日本でも 150 億ドルの買収を行った。こうした積極的なグローバ
ル展開によって、 1998 年には海外売上は 428 億ドルと 5 年前のほぼ 2 倍になり、 2000 年
までには取引の半分を海外で行うようになった。  
 
１．６．従業員のスキルとマインドの変革  
ウェルチは、事業構造変革と企業文化刷新と合わせて、従業員のスキルとマインドの変
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革も行った。従来従業員との間にあった終身雇用的な契約による、温情主義、曖昧な忠誠
心、社内指向を廃して、従業員の感情的エネルギーを外部の競争的な世界に向けるように
変えるために、人事管理制度を作り変えた。  
ウェルチはリーダーの育成を重視した。毎年、彼と少数の経営幹部が事業部門を回り、
事業部門ごとに 10 時間以上かけて 3000 名の役職者の育成状況を詳細に検討した。そして、
将来のリーダー候補を識別し、研修・人材開発計画を確認し、すべての主要ポストの継承
計画を明確にした。報酬制度も見直して、ストック・オプションが経営者の報酬の主要部
分を占めるようにし、ストック・オプションの受領範囲を 300 名から 3 万名に拡大し、ボ
ーナスやストック・オプションの支給を個人の貢献度と強く結びつけた。  
また、約束した業績達成責任を果たすか否か、自社の価値観を共有するか否かで 4 つの
タイプにリーダー人材を分類し、責任を果たさず価値観も共有しない人材は淘汰されるの
はもちろんであるが、責任は果たすが価値観を共有できない人材もまた排除するために、
上司、同僚、部下による 360 度評価の制度が導入された。  
ウェルチは、リストラクチャリングの最中の 1980 年台半ばに 4500 万ドルを支出してク
ロトンビルにある経営幹部教育施設を充実させて、企業文化の変革の中心的役割を果たさ
せた。そして、この施設は、ウェルチの直接指揮のもとで、ビジョンと企業文化の規範に
向かって団結して進むリーダーたちを育成する機関となった。ウェルチは月 2 回自らクロ
トンビルに出向き、社員の教育と対話を行った。  
こうした社員教育の中で、ウェルチは、個々の事業部門の強化を超えた「統合された多
様性」の創出を強調するようになった。これは、事業部門の垣根を越え、技術、生産、マ
ーケティング、販売、顧客サービスの障壁も超え、経営者、年俸社員、時給労働者の区別
もなくして、バウンダリーレスにベストプラクティスを高めることを目指すものである。
講話の中で、ウェルチ自身がバウンダリーレスの社内での実践事例を紹介し、それを実践
した人が評価されることを明言した。  
また、1990 年代始めに、新たな目標管理制度も導入された。従来からの業績目標必達に
拘った管理に加えて、それより高い「自分はどこまでやれるか」に関するストレッチ目標
を設定するものである。マネージャはストレッチ目標の達成自体には責任を負わされるわ
けではないが、それを達成すれば高いボーナスやストック・オプションが支給される。こ
れは、社員に自発的な挑戦を促し、従来の改善の積み重ねを超えた成果の追求を目指すも
のであった。  
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１．７．製造業からサービス事業への転換  
1994 年の保険会社や証券会社の買収により、従来型工業製品依存の収益構造のサービス
事業へのシフトが開始された。1995 年には、これらの金融サービス事業によって GE の利
益の約 60％が得られるようになった。さらに、全ての事業が、製品販売の成長鈍化を販売
した製品に対する付加価値サービスで補い、製品のサービス事業化を成長の柱とする方針
を打ち出した。すなわち、約 9000 台の商用ジェットエンジン、１万台のタービン、１万 3
千台の機関車、 8 万 4 千台の医療画像装置といった導入済の GE 製品がサービス事業のプ
ラットフォームになるのである。 1996 年までに、GE は 80 億ドルの機器サービス事業を
構築し製品販売事業よりも高い成長を続けていたが、さらに 1997 年だけでも 20 件のサー
ビス事業関連の買収や合弁を実施し、1998 年には、売上の 3 分の 2 をサービス事業が占め
るようになった。  
 
１．８．引退に向けたさらなる組織体質強化  
ウェルチは 2001 年には GE の規約で決められた定年を迎えることになった。しかし、総
仕上げにむかって、彼はさらに意欲的に変革を進めた。  
1995 年に従業員が自社の製品とプロセスの品質に不安を感じていることが分かったこ
とから、ウェルチは、モトローラ社が開発したシックス・シグマという品質向上活動手法
を GE 全社に展開することを決めた。そして業績管理システムの中で品質向上計画の進捗
を評価し、社員のボーナスの 40％は個人のシックス・シグマ活動による品質向上目標の達
成と関連づけた。この実施のために最初の 2 年間で 8 万 5 千人のマネージャに対する「緑
帯」「黒帯」「師範格黒帯」になるための訓練に 5 億ドルの資金を投入した。その結果、品
質が GE の DNA になり、 1999 年には 15 億ドルの収益増に繋がったとしている。  
引退による後継者への引き継ぎに向けて人材の質を高めるために、ウェルチは、GE のマ
ネージャに求める資質をさらに高度化させた。従来、マネージャを 4 つのタイプに分けて
評価していたものを、エネルギー、エナジャイズ（他者を活性化する）、エッジ、エグゼキ
ューションの 4 つの E を備えた A プレーヤー以外は要らないという厳しいものに変えた。
そして、マネージャ全員を 5 段階で実績評価し、トップの 10％とそれに次ぐストロングの
15％にはストック・オプションが与えられる一方、無能な 10％は会社を去らなければなら
ないとした。  
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１．９．ウェルチの変革の総括  
 ウェルチは、CEO 就任の直後から分散しすぎた事業構造と肥大化した経営組織のリスト
ラクチャリングと、経営管理プロセスのリエンジニアリングを行った。そして、米国国内
の事業再編が一段落した段階で、積極的な買収によって事業構成のグローバル化とサービ
ス事業化を進めた。この一連の変革は、トップダウンによる計画的変革に相当である。そ
して、これと合わせてワークアウトやベストプラクティスによる現場主導の組織能力の強
化を行った。これらは、さらにシックス・シグマ導入による品質改善活動に繋がった。こ
れは、現場主導の創発的変革である。ウェルチは断続的な計画的変革と継続的な創発的変
革を組み合わせて、GE という巨大企業の成長を牽引した。  
 そして、変革を実行できるリーダー人材の育成に注力した。目標管理、業績管理、報酬
といった人事管理システムを、価値観を共有し業績達成責任を果たす社員を評価するもの
に変更した。また、クロトンビルの経営幹部教育センターをリーダー人材育成の中心拠点
として充実させた。ウェルチは自らが先頭に立ってリーダー人材の育成と選抜に関わり、
挑戦を重視する企業文化を教育センターでの講話によってマネージャたちに植え付けてい
った。  
 ウェルチは、数多くの買収によって事業構造のグローバル化とサービス化を加速し、同
時に、生産性と品質の向上に向けて従業員を駆り立て、徹底的に業績目標達成に拘ること
によって、成長性と収益性を合わせて実現した最も評価される企業経営者となった。IT は
戦略遂行に当たって下支えとして利用されたであろうが、前面に出る存在ではなかった。  
しかし、ウェルチが引退する時期には、経営環境は大きく変化していた。グローバルな
市場や競争の中心は、先進国から中国などの新興国に移っていた。成長産業は重厚長大型
の製造業から IT などのハイテク産業に移っていた。その IT も 2000 年に起きた IT バブル
の崩壊によって一時減速し、米国は景気後退期に入った。  
 
２．GE の変革（イメルト時代）  
 
２．１．不確実性の時代への転換点での CEO 就任  
 イメルトが GE の CEO に就任した 2001 年は、企業経営が不確実性の時代に突入する転
換点であった。まず、その前年の 2000 年 8 月に起きた IT バブルの崩壊を機に、米国経済
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は景気後退に入っていた。加えて、2011 年 9 月 11 日のワールド・トレードセンタービル
への航空機による同時多発テロによって、世情は不安定さを増した。さらに、エネルギー
企業大手のエンロンの経営者が引き起こした経済犯罪によって、米国企業の信頼は大きく
損なわれた。GE も含めて有力企業の株価は大きく値下がりし、GE の持つ保険事業、航空
機エンジン事業、メディア事業は直接的に大きな損失を被った。  
 しかし、こうした逆風の中、GE は破産したエンロンの風力事業を 2002 年 4 月に買収し、
GE が蓄えてきた経営資源を注入してエネルギー事業を短期間で収益事業化した。買収後 3
年間は、エンロンが締結していた長期固定契約によって価格が縛られていたため利益が出
せなかったが、その後は、米国内の多くの州で再生可能エネルギー使用基準が導入され、
風力発電事業は追い風に乗って一気に拡大した。  
 
２．２．CEO 交代で継承したことと変えたこと  
 優れた企業文化を維持することの重要性は変わることはなかった。イメルトは、不況の
中でも社員教育に年間 10 億ドルを投入し続け、将来の成長を牽引するリーダー人材の育
成にかける費用を削らなかった。そして、イメルト自身の時間の 3 割を人材のために充て
た。ただし、これまでのマネージャはオペレーションと財務には強いが、起業家精神にあ
ふれ、進んでリスクをとる環境下で成功できる能力が不十分であると考え、新たな成長を
支えるリーダー（グロース・リーダー）に求められる資質を見直した。それは①外部指向、
②明晰な思考力、③想像力と勇気、④人心掌握、⑤専門知識であり、クロトンビルでの教
育においてもこれら資質の育成に重点が置かれるようになった。  
 買収を成長のための手段とすることも変わりは無かった。エンロン以外にも、2003 年に
は、ビベンディ・ユニバーサル・エンタテイメントを 140 億ドルで、2004 年には生命工学
企業のアマシャムを 100 億ドルで買収し、新たな事業ポートフォリオの核とした。しかし、
イメルトは買収には慎重な態度で臨んだ。買収の条件は、「①売却対象の会社であること、
②主要製品が長期的に成長する可能性が高いこと、③GE の事業ポートフォリオや経営能
力にフィットすること、④価格が適正であること」である。つまり、敵対的な買収は行わ
ず、高すぎる買い物はしないという無理のない姿勢であった。  
 
２．３．内部成長のためのイノベーションとマーケティング  
イメルトは買収によらず売上と生産性を伸ばすことによって事業の内部成長を図るこ
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とを最重視した。2000 年までのような追い風が吹くことが無くても、イノベーションを原
動力として競争力のある他にはない製品を出し続けることが成長に繋がるという、内部成
長戦略を 2004 年に発表した。  
長い歴史の中で GE はイノベーションを大切にしてきた。しかし、1990 年代には、クロ
トンビルでのリーダーシップ教育に重点が置かれる一方で、リサーチセンターはあまり注
目されていなかった。短期間での業績達成を重視するウェルチのもとでは、リサーチセン
ターもビジネスに直結するアウトプットを求められ、基礎研究はおろそかになっていた。
イメルトは、まず、 1 億ドルを投じてリサーチセンターを改修・拡張し、クロトンビルと
並ぶイノベーションを育むための中核センターとした。同時に、研究開発の拡大に投資し、
上海、バンガロール、ミュンヘンの研究所を強化した。  
あわせて、イメルトは、社内外から選別した事業開発の専門家をマーケティング・リー
ダー（バイスプレジデント級）として各事業部門に配置し、それまでの業績目標達成責任
と同等に、イノベーションを育てる責任も事業部門に負わせることにし、これを「イマジ
ネーション・ブレークスルー」と呼んだ。各事業部門は、毎年 3 つの新規事業を提案する
ことが義務付けられ、イメルトを含めトップクラスのマーケティング・リーダーによって
編成されたコマーシャル・カウンシルが審査した。提案する事業の条件は、「将来的に 1 億
ドルの売り上げが見込め、新たな地域、新たなビジネス領域、あるいは新規顧客を開拓で
きること」であった。  
ウェルチが行った「A ランク人材しか必要無し」の人事評価の方法は、管理職を 5 段階
で評価して「下位の 10％の人材は会社を去らなければならない」という厳しいものであっ
た。イメルトは、この制度を変えて率直な評価は行うけれども、強制的にパーセンテージ
でグループ分けすることはやめ、各人が成長特性に応じて一段上の仕事ができる機会を与
えられるようにした。しかし、事業責任者であるマネージャたちは、以前の業績目標達成
に加えて、新たな事業提案も必ず求められるようになった。  
リサーチセンターには 3000 人の研究者がいて、そのほとんどが事業部門の仕事に従事
するが、 1 割はセンター直属の長期的な研究を行っていた。研究グループには、異なる事
業部門や組織から研究リーダーを招いて、テクノロジーを様々な分野に展開できるように
した。センターでは、事業部門からテクノロジーチームが一堂に会し、年 3 回セッション
T と呼ばれる交流が行われた。こうしてリサーチセンターは事業部門や役割を超えたバウ
ンダリーレスなテクノロジーの共有の場となった。  
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センターの 5 億ドルを超える研究費用は、6 割が事業部門の負担、 27％が本社の負担、
13％が社外のパートナーの負担で賄われた。センター以外にも、それぞれの事業部門は数
10 億ドルの研究開発予算を持っていた。これらの予算は、コマーシャル・カウンシルで毎
年検討され配分が決定された。センターでは以前は 2000 もの小さなプロジェクトが行わ
れていたが、イメルトはそれぞれの分野で 1 番になれる有望な 80 プロジェクトに絞り、
研究者の時間の切り売りをやめさせた  
 
２．４．エコマジネーションを新たな柱に  
 2004 年時点で GE はエンロンから買収した風力発電事業が収益を生むようになり、太陽
光発電のためのソーラーパネルの最大手アストロパワーも買収して、再生可能エネルギー
関連の事業が拡大しつつあった。イメルトは、これをさらに発展させて全社を挙げたプロ
ジェクトとして「エコマジネーション」を 2005 年に立ち上げた。これは環境問題をイノベ
―ティブに解決することを通じて、よりエネルギー効率の高い製品を求める顧客ニーズに
応え、安定的な成長を実現して、長期的に株主に利益をもたらすことをめざす。プロジェ
クトの目標は、「①2010 年までにエコマジネーション関連製品の売り上げを 250 億ドルに
拡大する、②2005 年に 7 億ドルだったグリーンテクノロジーの研究開発投資を 2010 年に
は 15 億ドルにする、③温室効果ガスの排出を削減し、全社のエネルギー効率を改善する、
④情報を公開する」である。GE の既存顧客の中には化石燃料に依存するビジネスを行って
いるところもあり反発が予想され、環境団体もすんなりとは連携を受け入れないと考えら
れたが、イメルトは社内外を説得して、このプロジェクトを推進した。  
イメルトがこのプロジェクトを直轄し、エコマジネーション・アドバイザリーボードか
らすべての製品や顧客活動について報告を受けた。このプロジェクトに任命された役員や
マネージャがイメルト直属のチームを編成し、グローバル・リサーチ、医療とエネルギー、
その他事業の 3 グループでの個々のプロジェクトを統括した。個々のプロジェクトは全社
でレバレッジが働くように横断的な人材で構成された。  
エコマジネーションの典型的なプロジェクトのひとつはスマートグリッドであった。こ
れは家電製品や家庭への送電を最適化することで、消費者の電気利用費用を下げ、電力会
社の送電効率を高めるものである。イメルトは、この推進のためにグーグルと手を組むこ
とを 2008 年に発表した。GE は自社のエネルギー事業やパートナーを通じて、幅広い送電
網の権利を所有したり使用したりでき、インテリジェント・エネルギー削減システムを利
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用して新世紀のインフラリーダーを目指す。グーグルは、 IT の力で、気候変動、貧困、疾
病といったグローバルな問題に対処する目的で、風力、太陽光、地熱分野のベンチャー企
業に投資しており、自社でも波力発電を利用した水上データセンターの構築を考えていた。
GE のハードの強みとグーグルのソフトの強みを連携させて、政府を巻き込んだ大きな動
きを作りだそうとした。  
 
２．５．改めて共通の価値観を確認  
イメルトは、世代を超えて GE が大切にしてきた企業文化の土台となる価値観として、
「インテグリティ（倫理観）、業績、変革」を挙げた。このなかでもインテグリティを特に
重んじ、コンプライアンスに違反する社員を容赦しなかった。企業イメージを大事にし、
社員の行動規範を明文化して、それに一度でも違反すればアウト（ワンストライクアウト）
の厳しい姿勢を徹底した。  
業績達成に全力を尽くすことはウェルチの時代と変わらない。ただし、業界 No1 に拘る
姿勢は緩やかになり、そうでない事業でも利益と成長において貢献するものであれば許容
するようになった。業績重視の文化を育むためには社員が共通の目標に向かって協力でき
るプロセスが必要である。そのプロセスとは、「①変革の意思を伝え、②社員の環境を変え、
③個人の変革を促し、④企業文化に基づいたプロジェクトを立ち上げ、⑤利益を確保する」
ことである。  
変革は GE が絶えず成長を続けるための原動力である、絶えず過去を見直し、必要な変
革を決断する。たとえば、長年 GE を支えてきたプラスチック事業を原材料価格の高騰に
よって収益化が難しいと判断して 2007 年に売却し、 2008 年には、保険事業やアプライア
ンス事業を売却し事業ポートフォリオの 4 割を入れ替えるなど、大胆な変革を実行した。  
 
２．６．新興国を中心としたグローバル化の進化  
GE のグローバル化は新興国市場へのインフラ事業によってさらに急拡大した。中国を
はじめとする新興国における産業インフラや生活インフラの整備と運営こそ、GE の総合
力を発揮できる成長分野であった。国家を相手にトップ営業をし、GE の持つ幅広い最先端
の技術のレバレッジを効かせて複数のインフラ構築提案を行い、現地の事情に合わせたロ
ーカライズを行って提供した。インフラ構築は長期に渡る投資が必要だが、GE にはそれを
負担する資金余力が有り、顧客へのファイナンス手段を提供することもできた。ウェルチ
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の時代の買収によるグローバル展開よりも進化した、内部の事業資産を総合的に活用した
大規模な多角化企業ならではのグローバル化をイメルトは推し進めた。  
 
２．７．外部の種を活用した成長  
企業買収の方法も進化した。カテゴリートップの企業を買収し、業績を上げるべく GE
の経営陣がてこ入れするというのが、これまでのやりかたであった。しかし、 1 番手にな
ろうとしている 3 番手の企業に出資し、経営権を握ることはしないが、経営革新プログラ
ム、協力企業との連携、シックス・シグマやワークアウトのプロセスの共有などによって
スタートアップ企業を育てあげ成功させるといった、ベンチャーキャピタルとしての役割
を GE は果たすようになった。そのほか、大学や研究機関との数百に及ぶ共同研究の実施
や、アブダビ投資庁との共同出資による中東とアフリカを対象とした投資会社の設立など、
新たな成長機会の探索を外部との連携によって進めた。  
 
２．８．事業組織構造の簡素化  
事業組織構造を簡素化し、オペレーション費用を削減し、重点分野を明確にしてシナジ
ー効果を発揮させるために、 2005 年と 2008 年の 2 回の組織改編を経て、イメルトは組織
を 4 つの事業部に再編した。「根強い官僚体質に負けない」「柔軟な組織構造を作り」「資産
を最良の手段で最大限に活用する」ことが再編の目的であった。再編後の組織は、①テク
ノロジー・インフラストラクチャー（ヘルスケア、交通、テクノロジーのインフラ構築）、
②エネルギー・インフラストラクチャー（風力、石油、ガス、水など天然資源の活用）、③
GE キャピタル（企業と個人に対する資金調達手段）、④NBC ユニバーサル（メディア・エ
ンタテイメント）であった。  
 
２．９．インダストリアル・インターネット  
イメルトは、サービス事業化の推進をさらに進化させた。GE は 2012 年に、自社製品を
ネットワークでつなぎ製品の稼働率を最大化する「インダストリアル・インターネット」
サービスを発表した。製品に組み込まれたセンサーのデータをインターネット経由で収集
し、そのビッグデータを分析して製品の稼働状況を把握し、自社のメンテナンスサービス
に利用するだけでなく、顧客の手元にある資産の稼働効率を高めて顧客のコスト削減に役
立てるものである。GE は、全世界に展開するインフラストラクチャー事業を対象に、この
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サービスを適用することで、製品をプラットフォームとしたサービス事業をインテリジェ
ント化した。  
このサービスを開発するために、リサーチセンターを核にしたバウンダリーレスなチー
ム体制が組まれた。また外部企業の連携も積極的に行われた。大量データの収集のために
はアマゾン・ドット・コムのクラウド・コンピューティングサービスと提携し、顧客向け
のソリューションの開発のためには、収集したデータや技術情報をインターネット上に公
開し、懸賞金をかけてオープンにアイデアを募集するクラウド・ソーシングを活用した。  
顧客に役立つサービスを実現するには、顧客自身との協働も不可欠である。GE はこれま
でも重視してきた顧客とのダイレクトなセッションを発展させて、「Mind+Machines」 とい
うカンファレンスを開催した。  
 
３．GE の変革の総括  
 ウェルチの時代からずっと、GE は環境変化や事業の成熟度合に応じて、事業ポートフォ
リオを組みかえ戦略駆動型の変革を続けてきた。成長を継続するための変革の方向は、グ
ローバル化とサービス事業化であった。ウェルチは、この変革を成熟事業からの撤退と積
極的な買収によって行った。短期間の業績達成を重視し、事業のオペレーション効率を最
大化することによって、成長性と収益性を合わせて実現した。このためには、もちろんサ
プライチェーンや経営管理を支援する IT は必要であったが、 IT が変革を駆動する役割を
果たしたとは言えない。  
 イメルトは、買収による成長だけでなく、イノベーションとマーケティングを強化して
内部から長期的に成長を駆動する方針を打ち出した。このため、よりテクノロジー指向や
情報活用指向が強い変革が行われた。リサーチセンターを強化し革新的なイノベーション
に関わるテーマに焦点を絞って価値創発サイクルを駆動した。あわせて、イマジネーショ
ン・ブレークスルーによって、先進のテクノロジーを活用したこれまでにない製品・サー
ビスの試行錯誤を各事業部門に課し、各事業部門による自律的な価値増幅サイクルを促進
した。その活動の中から「エコマジネーション」という柱となる戦略が創発され、先進技
術のひとつとして IT が注目されるようになった。スマートグリッドは、GE が得意とする
インフラストラクチャー構築技術とインフラストラクチャーを制御する IT との融合であ
り、このために GE は IT 先進企業であるグーグルとも手を組むことになった。そして、こ
の考え方をインフラストラクチャー事業全体に適用し、製品をプラットフォームにしたサ
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ービス事業の収益化を図るのがインダストリアル・インターネットと言える。  
イメルトの時代に入って、GE は先進技術を開発する価値創発サイクルと、それを各事業
に活かして新たな製品やサービスを拡大する価値増幅サイクルを駆動し、その中から将来
に向けた産業ビジョンを形成していくといった、計画的かつ創発的な変革を行うようにな
り、 IT は変革の中心的な役割を果たすようになった。  
 GE は、以前からテクノロジー重視の企業ではあったが、 IT が基幹設備でも競争優位に
繋がるコア技術でもなく、製造技術やインフラストラクチャー構成技術がコアであった。
しかし、今日においては、こうした製造業のビジネスでも IT が重要な構成要素となり、IT
の役割が進化して変革の大きな駆動力になってきたのである。  
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付属資料 6 グーグルの事例詳細説明  
 情報サービス企業にとって、 IT は競争優位の源泉であり、変革は常に IT 駆動によるも
のである。スタンフォード大学の天才的 IT オタクであったラリー・ペイジとセルゲイ・ブ
リンによって起業され、彼らと同じような才能豊かなコンピュータ科学者やエンジニアを
結集して次々に新たな事業を創造してきたグーグルは、創発的な IT 駆動型変革の実践者
であることは間違いない。しかし同時に、グーグルには、未来を見通した創業以来一貫し
たしたたかな戦略があった。  
ベンチャーキャピタルの出資を得て企業を拡大しようとした 1999 年当時、彼らは「世界
中の情報を整理し、世界中の人々がアクセスできて使えるようにする」というグーグルの
使命を表明した。2010 年代になってみるとこの前半の部分は世界最大のビッグデータのこ
と、後半の部分は世界最大のクラウドコンピューティングのことを指していたと解釈でき
る。グーグルの創業者たちは、はじめから IT の進歩が生み出す未来社会を予想し、データ
を中心に据えたビジネス、世界中の情報を収納できるサーバー空間、コンピュータ自身が
学習を繰り返すシステムを進化させ続けてきた。その意味から、グーグルは IT による新た
な事業形態を生み出した価値創造サイクルの実践者であるといえる。この事例は、’ In the 
Plex: How Google Thinks, Works, and Shapes Our Lives’（Levy、 2011、仲達志  & 池村千秋
訳）にもとづいている。  
 
１．検索エンジンの進化  
（１）新たな検索エンジンの誕生  
ラリー・ペイジとセルゲイ・ブリンは、スタンフォード大学の博士論文のテーマとして、
ウェブサイト上にユーザーが注釈やコメントを残すシステムを構築するプロジェクトを共
同で行っていた。その中で、ウェブページへのリンクをデータベース化し、リンクを後ろ
向きにたどる方法である「バックラブ」を思いついた。初期のバックラブは、単にリンク
元のページ数を数えてページ間の関連性の高さをランキングしていたが、その後、誰がリ
ンクしているかを評価してページの重要度を 10 段階でランキングするようになった。こ
れを「ページランク」と呼んだ。  
ページランクは、特定の言葉がページ内でどの程度目立っているかを評価する「シグナ
ル」と組み合わせて、入力された検索したい単語「クエリ」とそのページの関連性が高い
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かを評価するのに使われた。この方法は、ウェブページが増えるほど、ユーザーにとって
役立つページが正確に特定できるようになる。このため、ウェブが普及するほど、ページ
ランクは他の検索方法よりも的確に見たいページを選べるエンジンとして評価が高まった。 
（２）シリコンバレー人脈に囲まれての起業  
 ペイジとブリンは、ページランクのアイデアを買ってくれる検索業者を探したが適当な
相手が見つからず、ついに自ら起業する道を選んだ。会社設立の資金は、シリコンバレー
の人脈をたどって、サン・マイクロ・システムズのベクトルシャイムやアマゾンのベゾス
から出してもらった。1998 年 9 月に会社設立の手続きを行い、インテルのマネージャをし
ていたウォイッキのメロンパークにある家の部屋とガレージを借りて、シリコンバレーの
ベンチャーらしいスタートを切った。  
 グーグルは、才能あるコンピュータ科学者を次々に採用した。採用の基準は、今いる社
員よりも優れた人材であり、マイクロソフトの研究部門やカーネギーメロン大学の教員の
採用基準を満たすような人材であった。  
（３）大量データから成るファイルシステム問題の克服  
 2000 年当時、グーグが抱えていた問題はデータベースの障害への対処と検索応答時間の
短縮であった。グーグルは価格の安いサーバーを大量に繋いでウェブのデータを保管する
データベースを構成していたが、これが障害を起こすと、直近の状態にデータを更新する
ことが出来ずにしばらく放置され、検索結果が古い状態のままになってしまった。これを
解決するために、独自の新たなファイルシステムが必要になった。  
新たなファイルシステムには、障害復旧を最初からやり直すのではなく、途中に保存さ
れたチェックポイントから行うことで復旧時間を短縮する仕組み、復旧を自動的に行える
ように、複数のコピーを作成してシステムを止めないで復旧できる仕組み、さらには、デ
ータのインデックスをハードディスクではなくメモリ内に保持して検索を高速化する仕組
みなどが含まれていた。  
 こうしたファイルシステムのおかげで、2000 年 6 月に、グーグルはヤフーの検索トラフ
ィックを全て引き受けて処理する契約を結び、ヤフーの数百万人のユーザーがグーグルの
検索エンジンの優秀さを直接体験することになった。グーグルはより多くのユーザーと多
くのデータを抱えることによって、利用ログを分析し検索エンジンを高度化させ続けるこ
とができた。  
（４）検索ログを用いた検索品質の向上  
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 グーグルは、検索のログが人間行動を幅広く感知するセンサーになることに気付いた。
この知識を検索の精度向上に役だてたことはもちろんだが、グーグルが開発するありとあ
らゆる製品やサービスでもユーザーの行動を観測したり、改良点をテストしたりするため
に利用した。  
 グーグルの検索エンジンは、検索の品質を高めるためにシグナルが追加され、ページラ
ンク自体の重要性は小さくなっていたので、コードは 2001 年に全面的に書き直され、一部
のユーザーに公開してテストした後、秘密裏に切り替えられた。検索エンジンはその後も
2、 3 年ごとに大改造された。  
こうした大改造の合間にも検索品質担当チームは常に漸進的な改善を繰り返した。何万
件ものクエリを新旧バージョンで同時に試して品質を比較し、より適切な検索結果が得ら
れるようにした。改善の大きな要素の一つは、クエリが普通名詞なのか固有名詞なのかを
前後の文脈から識別して、ユーザーが意図した結果を返せるようにすることであった。  
 グーグルの利用者が増えるにつれて、サイトの運営者たちは、グーグルのメカニズムを
分析して、人工的にページランクを押し上げる工夫をした。これを SEO(検索エンジン最適
化）と呼ぶ。これは検索の実用性を損なうものであり、グーグルは検索エンジンの更新の
たびに SEO に対抗する変更を行う必要もあった。  
（５）ユニバーサル検索への挑戦  
 グーグルは設立後数年間に、動画、画像、ショッピングカタログ、地図情報など、異な
る種類の情報を個別に提供するバーティカル（専門ごとの）検索を開発してきた。そして、
それらを一括して検索するユニバーサル検索の開発に着手した。問題のひとつは、異なる
種類の情報の価値をどのように比較しランキングするかであった。このためにグーグルは、
過去のログから検索クエリへの最適な検索結果を取り出して分析し、検索の意図（検索が
行われた文脈）を判断できるようにした。  
（６）独自の翻訳機能の開発  
 グーグルの最優先課題のひとつが、翻訳機能の開発であった。目標はウェブ上にある数
十億のコンテンツを世界中のユーザーに母国語で読めるようにすることであった。2004 年
から自ら翻訳機能の開発に着手し、統計的機械翻訳という方法を用いた。これは、コンピ
ュータに単一言語のテキストを大量に与え機械自身にその構造を分析させ、もうひとつの
言語に適切に翻訳された模範的な文書を機械に与えてその間の関連を分析させ、機械によ
って言語間のデコードが出来るようにするものである。グーグルはインデックスを用いて
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文書の中から、ウェブサイトの重要性を評価するのと同じ原理で、どの翻訳文書が最も優
れているかを割り出し、膨大な量の文書をコンピュータに与えて学習を繰り返させた。  
まともな翻訳ができるようになるまでには 10 億の単語を入力する必要があるが、グー
グルにとっては 10 億語を集めることは簡単であった。翻訳システムは 2005 年半ばまでに
は機械翻訳コンテストで最優秀の結果をあげるまでになった。  
 このように、グーグルは実験的大規模機械学習システムを開発し機械学習を繰り返して
いる。2010 年に米国で開始された「グーグルインスタント」は、検索内容を入力し終わら
ないうちに調べようとしている語句を予測し、検索結果を表示する機能であった。グーグ
ルは人間の脳の機能を補佐し増強するものになろうとしている。  
 
２．新たな広告ビジネスモデルの確立  
 グーグルは、圧倒的に優れた検索エンジンによって、検索サービスでのシェアを拡大し
ていったが、検索サービス自体は利用者に無料で提供されるものであり、それを収益源に
することはできなかった。しかし、全世界のネットワーク上の情報を検索可能にするとい
う野望を実現するためには、グーグルは多額の資金が必要であった。それを可能にしたの
が新たな広告のビジネスモデルであった。  
（１）有力ベンチャーキャピタル 2 社からの出資獲得  
 1999 年、グーグルは雇用と設備増強に膨大な資金を必要としていた。ペイジとブリンは
有力なベンチャーキャピタリスト 2 社から均等に 2500 万ドルの出資を引き出すことに成
功した。ただし、出資の条件として、2 社は、経験の豊かな CEO にグーグルの経営をゆだ
ねることを求めた。グーグルはスタンフォード大学のゲイツビルで初の記者会見を開いた。
そこで彼らは「世界中の情報を整理し、世界中の人々がアクセスできて使えるようにする」
というグーグルの使命を説明した。  
（２）シュミット CEO の就任  
 ベンチャーキャピタリストは、プロの CEO を迎える約束を果させるべく、ペイジとブリ
ンを有力な候補者に引き合わせた。その結果、選ばれたのがエリック・シュミットであっ
た。シュミットは、サン・マイクロ・システムズの CTO、ノベルの CEO として経営者を経
験し、自らもコンピュータ科学の博士号を持っており、何より候補者の中でただ一人「バ
ーニングマン」に参加したことがあり、創業者 2 人の共感と信頼を得られる人物であった。
2001 年は、グーグルの CEO となったシュミットにとっては、資金が底をつき厳しい歳と
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なった。それを一気に好転させたのが新たな広告システムであった。  
（３）検索結果ページ上での広告掲載サービス  
 当初のグーグルの広告は、検索クエリと関連性があると判断された広告テキストを表示
するものであった。広告テキストには、広告主のウェブサイト内のページが含まれていた。
そして、何人が広告を見たかで広告掲載料が決まる従来からの CPM 方式に基づいていた。
グーグルの広告枠を販売していたのは、生身の営業担当者であった。広告主にキーワード
を買ってもらい、そのキーワードを含む検索結果が表示される際に、キーワードにマッチ
した広告が検索結果の上部に表示される。これを「プレミアムスポンサーシップ広告」と
呼んでいた。  
 2000 年 10 月に、グーグルはこれまでの広告は高すぎて手が出せない中小広告主を対象
にしたセルフサービス型広告システム「アドワーズ」を開始した。広告主は、自分でキー
ワードを選択し、クレジットカードで広告掲載料を支払う。広告は検索結果の右側に表示
され、表示場所が目立つ場所ほど掲載料が高い。ただし、広告主は自分では表示場所を選
ぶことができず、ユーザーが広告のページを閲覧する割合（CTR：クリックスルーレート）
が高いとシステムが判断した広告が優先して表示される仕組みであった。  
（４）新たな広告システム「アドワーズセレクト」の導入  
 グーグルは、2002 年 2 月に開始した改良版の「アドワーズセレクト」で、入札による広
告販売を行うことにした。ただし、入札者には次点の入札額よりも 1 セントだけ高い金額
を支払ってもらうようにし、高すぎる掲載金額を払わなくてもすむ独自の入札方式をとっ
た。また、従来の CPM の代わりに CTR によって課金する方式とした。さらに、システム
が広告とキーワードの関連性や広告のページの品質を評価し、品質によって広告掲載料の
単価を上げ下げした。これにより、高い関連性の確保に広告主が努力するようにし、グー
グルの広告はユーザーに役立つものだけにするという創業者のこだわりを実現しようとし
た。  
 アドワーズセレクトは、中小広告主だけでなく、大手企業も「プレミアムスポンサーシ
ップ広告」を上回る入札額を提示するようになり、グーグルは高収入を上げ始めた。さら
に 2002 年 5 月に AOL に対して検索エンジンを提供する契約を獲得し、2002 年には通年で
初の黒字になった。  
（５）ウェブサイトへの広告掲載サービス「アドセンス」の導入  
 2003 年にグーグルは、アドワーズと同じように、入札方式と CTR のモデルをメディア
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のサイトの広告欄に応用することを考えた。これにより、AOL、ニューヨークタイムス、
ニューズウィークといった有名メディアのページなどが広告掲載場所として利用できる。
また、2003 年 2 月に買収した「ブロガ―」の数百万ページあるブログにも広告を載せるこ
とができる。  
2003 年 3 月に「コンテンツターゲット広告」というパイロットサービスが開始された。
これは、まずサイト運営者を登録してアカウントを開設し、グーグルが特定のキーワード
にマッチした広告をどのページに掲載するかを決め、掲載された広告がクリックされるこ
とによって得られる掲載料をグーグルとサイト運営者で分け合うという仕組みであった。  
同様のアイデアはアプライドセマンティクス社が特許を取っており、「アドセンス」とい
う製品に応用していた。グーグルは、アプライドセマンティクスを買収し、「アドセンス」
という名称を自ら使えるようにした。アドセンスを普及させるため、当初は広告掲載ペー
ジをグーグルが買い上げ、広告主の広告掲載料を無料にして、ニューヨークタイムスなど
潜在的な登録者を開拓し、その後このサービスの有効性を登録者も十分体験したところで、
有料サービスに移行した。 6 月にはブログや中小企業サイトにもアドセンスのサービスを
拡大した。グーグルにとって、アドセンスはアドワーズに次ぐ広告収入源に成長した。  
（６）広告ビジネスモデルの大転換  
 アドワーズセレクトは、伝統的な CPM 方式によるプレミアム広告の、中小広告主を対象
とした補完サービスというもともとの位置付けであったが、高いコストパフォーマンスの
ために広告主の支持を集め、しだいにプレミアム広告にとって代わるようになった。そし
て、ついに CPM 方式の広告からの撤退をグーグルは考えるに至った。これは、広告営業の
世界の革命であった。大企業か中小企業かに関わらず、広告を載せるために入札しなけれ
ばならず、市場価格で競争が行われ、広告品質が問われるという点で平等になるのである。
大手広告主との関係を大事にする従来の広告業界の営業においては、これは一大事であり、
従来の得意先である大手の広告主にアドワーズセレクトへの転換を説得することは大変だ
った。  
グーグルは、あるウェブサイトを訪ねたユーザーが何人いて、それらはどのサイトを経
由したものか、広告サイトから来たユーザーは実際に何かを購入したかといった分析を行
って、広告主が広告の効果を改善することができるサービス「グーグルアナリティクス」
を 2005 年 11 月に無料で公開した。グーグルの営業担当者の仕事は、担当する企業が売上
を伸ばせるように、データを用意し、ツールを使って広告を評価できるように手助けする
45 
 
ことに変った。  
（７）最大のビッグデータ活用の実践  
広告ビジネスは、これまで社内で主流派であった検索エンジンと同格の立場として認め
られるようになった。検索エンジンと同様に優秀な人材が割り当てられ、数学、コンピュ
ータ科学、統計学の分野の専門家が広告に結集した。  
 グーグルにとって決定的な意味を持つ広告品質スコアを算出するためには、何人のユー
ザーが広告をクリックするかを事前に見積もり、 1 日に百万回も正確に予測できるシステ
ムが必要である。グーグルは、CTR とコンバージョン（広告のクリックが商品購入に繋が
ったか）を予測する方法を開発し、広告主に「コンバージョン・オプティマイザー」とし
て無料で提供した。  
予測には、季節、時間帯、気候なども影響する。こうした様々なデータと検索クエリの
相関を分析して予測した結果に問題がないか監視するために、検索クエリ、広告主の数、
収益、入札されたキーワードの数、広告主の ROI などを一覧できるダッシュボードを作り、
変則的な兆侯を発見できるようにした。いまや、グーグルは、ウェブ上のあらゆる情報を
駆使できる計量経済学者の集団となった。  
 
３．クラウドビジネスの創造  
 
 世界中のウェブ上の情報を分析し検索や広告に利用するために、グーグルは巨大なサー
バー空間を所有し、世界中のどこにデータが有るかによらずに自在に使いこなせる環境を
構築した。ウェブだけでなくあらゆる情報をこの空間に収納し検索可能にするという取り
組みを進めていくと、個々のユーザーが自分の手元にデータやアプリケーションを所有せ
ずに、ネットワークを介して、世界のどこかにあるデータやアプリケーションを利用する
という、クラウドコンピューティングの考え方に行き着くこととなった。  
（１）クラウドの発端となるウェブメールサービスの開始  
初期入社組のひとりブックハイトは、2001 年に誰の許しも得ずにウェブメールサービス
の開発に着手した。最大の差別化要因は、文書の保存容量であった。既存のウェブメール
サ―ビスでは、マイクロソフトが 2 メガバイト、ヤフーが 4 メガバイトしか保存容量がな
く、ユーザーは頻繁にメールを消去しなければならなかったのに対して、グーグルのウェ
ブメールサービス「G メール」では、 1 ギガバイトの文書が保存できた。ペイジやブリン
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は、メールの文書も検索対象の一部と考えて、メールサービスを積極的に支持した。Ｇメ
ールのサービスは無料であるが、メールのページ上には検索結果ページと同様に、メール
に書かれている内容に関連した広告が表示され、それが収入を得るための方法になってい
た。  
2004 年 4 月にユーザーを限定して G メールのサービスが公開されると、ユーザーから
２つの否定的な反応が返ってきた。まず、メールの文書の横にそれと関連する広告が表示
されるのを見たユーザーは、自分のメールを誰かにのぞかれているように感じたことであ
る。また、G メールでは、メールの内容を永久に保存すると宣言したことが、ユーザーに
とっては自分のメールをどこか知らないところへ預けてしまう不安に繋がったことである。
人々の苦情が爆発すると、ペイジとブリンは対応を協議するために「ウォールーム」を招
集し、メディアを通じて不正なことをする意図は無いことを説明したり、メールに対する
広告を禁止する法案の提出をアル・ゴアの助力を得て抑えたりしたが、G メールはずっと
個人情報保護団体からの攻撃の対象であり続けた。  
一方で、グーグルがサービス開始当初ユーザーを限定したためにサービスが受けられな
い人からの不満も高まっており、利用者が G メールを受け入れるか否かの態度は 2 つにわ
かれるようになった。数ヵ月後にはマイクロソフトのウェブメールが保存容量を増やして
グーグルに追従することになった。  
グーグルは潤沢なサーバースペースをメールのストレージとして活用することで、他の
同種のサービスとの差別化をはかったが、この方法は、やがてあらゆる情報がオンライン
で保存されることに繋がっていく。これこそが「クラウドコンピューティング」の核をな
す価値観である。物理的にどこにデータが保存されていようと、好きな時にとりだして利
用し、またもとに戻すことができる。グーグルが創業以来やってきたことは全てがクラウ
ドビジネスだったといえる。  
（２）世界最大規模のデータセンター  
 ブリンとペイジは、創業当初から、データ処理インフラは今後劇的に成長するので、２
～３年のうちに 5 千台ではなく、5 万台になることを前提に拡張性を実現することを考え
た。グーグルのインフラは、途方もなく安い価格で性能が低いハードウェアを購入し、高
い故障率を見越して創意工夫でシステムを稼働させ続けることが求められた。そのために
自社設計のサーバーを安価で製造し、大量の台数を高速ネットワークに繋ぐ方法をとった。
グーグルのハードウェアは 10％程度の高い故障率であり、それを前提に安定稼働を確保す
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るために独自のグーグル・ファイル・システムが開発された。  
当初、データセンターはエクソダス社の施設を借りていたが、冗長性を確保するためグ
ーグルは本社近くのハウジング施設とも契約を結んだ。データセンターの需要が低迷しエ
クソダス社が経営難に陥り、データセンターを他社に売却すると、グーグルは、そのセン
ターを安い賃貸料で丸ごと１棟借り受け、自社に合うように改造した。  
しかし、やがて安い賃貸料契約が期限切れになり、コストが高くなることが見込まれた
ため、2003 年にはグーグルは自社のデータセンターを建設する計画を立て始めた。自社の
データセンターでは、グーグルは、通常のセンターよりも多くのサーバーを詰め込み、必
要最低限の冷却設備で運転して省エネ化を図ることができた。冷気と暖気を分離する独自
のモジュラー型設計を採用し、ほぼ無人で運転し、やや高い温度による故障の発生は、冗
長性のあるファイルシステムによってカバーした。こうしてグーグルは、10 億ドル規模の
データセンターを 10 数か所も建設する計画に乗り出した。グーグルがそれほど巨大なデ
ータセンターを建設していることは秘密にされた。なぜなら、それは検索ビジネスの大き
な可能性を、世の中に、とりわけ仮想敵であるマイクロソフトに知られてしまうからであ
った。  
グーグルがデータセンターに全部で何台のサーバーを設置しているかは明らかにされ
なかったが、10 万台を超えることは間違いなかった。そして、グーグルは競合他社の 3 分
の 1 のコストでデータベースを運営できるようになっていた。複数のセンターにある大量
のマシンは、運用をほとんど無人化して、マウンテンビューの本社で集中管理された。さ
らに、グーグルは、複数のデータセンターに分散された大量のデータを効率的に処理する
画期的な方法「マップリデュース」を考案した。これを使えば、データの格納場所や、並
列化や、故障時の同期化や、データ劣化への対処は全てシステムがやってくれるので、プ
ログラマーは一切考える必要がなく、大量のマシンを 1 台のコンピュータで処理している
かのように管理でき、データだけに集中できるようになった。  
（３）オフィススイートのクラウドサービス化  
 初期の頃、グーグルはマイクロソフトを刺激しないように、そのビジネスを侵すことを
避けてきた。しかし、クラウドコンピューティングの考え方を進めていけば、必然的にパ
ソコン上で稼働しているアプリケーションをウェブ上に移していくことになる。マイクロ
ソフトが主要な収益源にしているワード、エクセル、パワーポイントといった「オフィス
スイート」がその対象となった。  
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グーグルは、2006 年からウェブベースのアプリケーションを開発する会社を買収し始め
た。そして、オフィススイート製品「グーグルドキュメント」のベータ版がリリースされ
無料で公開された。このサービスは 2010 年までには、多くのユーザーを獲得するようにな
り、マイクロソフトも競争のためにオフィスのオンライン版を無料で提供し始めた。  
（４）独自のウェブブラウザの開発  
 ウェブブラウザは、ユーザーにとってウェブへの入り口として重要であり、それはマイ
クロソフトのインターネット・エクスローラーが独占している分野であった。グーグルも
独自のブラウザを開発することを考えていたが、マイクロソフトを刺激しないため、独自
のブラウザの開発は先延ばしにし、モジラ財団と提携してオープンソースのブラウザであ
るファイアフォックスの検索エンジンになった。これによって、モジラから技術者がグー
グルに移籍し、ブラウザ関連の改良を行うようになった。  
2006 年、ファイアフォックス 2.0 のリリース準備が行われる傍らで、グーグル独自のブ
ラウザ開発が浮上した。いまや、ウェブはブラウザを通じて情報を閲覧するだけでなく、
アプリケーションを実行するプラットフォームとして機能することが期待され、旧式のブ
ラウザを手直ししても、これに対応することは難しくなっていた。グーグルのブラウザは
「クローム」と命名された。クロームが従来のブラウザより 1 ケタ速い速度でプログラム
を実行する上で重要な技術は、ジャバスクリプトエンジンという「仮想マシン」であった。  
これが実現すれば、ブラウザはもはや OS に匹敵する機能を持つことになる。Windows
パソコンが立ち上げに数分要するのに対して、ブラウザだけのクラウドコンピュータは 3
秒で立ち上がりすぐにウェブ上のアプリケーションが使える。ブラウザを搭載したクラウ
ドコンピュータが、速度、信頼性、セキュリティ、操作性などあらゆる面でデスクトップ
マシンを凌駕することになれば、もはやユーザーはパソコン上にソフトをインストールす
る必要がなくなり、ブラウザが OS の役割を果たすようになる。グーグルはマイクロソフ
トが築いたパソコン OS 中心のコンピューティングモデルを変える段階を迎えたことにな
る。  
 
４．グーグルの企業文化  
 グーグルは、コンピュータ科学者やエンジニアの自主性を尊重し、それぞれのテーマの
追求に没頭できる大学のような企業文化を維持してきた。それが、グーグルっぽい社員を
呼び寄せ、グーグルっぽい発明を促し、グーグルならではの価値創造サイクルを駆動させ
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てきた。これを可能にしたのは、独自の広告ビジネスモデルが生み出す巨額の資金であっ
たが、同時に、2 人の創業者と彼らを信奉する社員たちが共有する独自の価値観であった。  
（１）創業者たちが大切にしたもの  
 グーグルの社風は、創業者であるペイジとブリンが 2 人とも幼年期にモンテッソーリ教
育を受けた経験があることと無縁ではない。この教育は、「子供には自分が興味を持ったこ
とを追求する自由を与えるべきだ」という考え方に基づいている。彼らは、自分で考えた
質門への答えを求め、自分で決めたように行動し、権威を軽視し、偉い人に言われたから
ではなく道理にかなっているからそうするという習慣を身に付けた。それが実践できる場
がグーグルであった。  
グーグル本社内の創業者 2 人だけが入れるロフトは、裕福な家の子供部屋と国立航空博
物館の展示ホールが組み合わされたような空間である。ロフトの下には、パーティション
で区切られた社員たちの座席がサバンナのように広がっており、どのオフィスも知性が発
達したオタクっぽい社員にとって空想の世界が出現したような場所になっている。  
 グーグルにとって神聖な日は、 4 月 1 日のエイプリルフールである。毎年この日のため
に何カ月もかけて社員たちは綿密に計画された想像力にあふれた悪ふざけを準備すること
が決まりになっている。社員は 1 週間に 1 日は業務以外のプロジェクトに使うという「20％
ルール」が創業後間もない頃に決められた。創業者 2 人は、野心的な思いつきによって世
界を変えたいと現場のエンジニアたちが思ったとしても、彼らに意欲をむやみに殺いでは
ならないと考えた。  
（２）職場環境は創業者の価値観の表れ  
 創業者の価値観に基づいた職場環境をデザインする際のガイドラインには、「グーグル
っぽい空間は、何よりも社員自身を反映し、サポートするものでなければならない、私た
ちは献身的で、有能で、思慮深くて、勤勉な個人の集団であると同時に、多様な個性によ
って構成されたチームである。グーグルの基本的価値観が作業環境にも反映されなければ
ならない」と記されている。  
グーグルの社員数が増えオフィススペースが拡大するにつれて、こうした理想的な職場
環境が実現できるようになった。そのひとつが、複数の充実したカフェテリアでの食事の
無料サービスであった。また、社員たちには、ジャケット、帽子、レインコート、傘、フ
リース、T シャツなどが無料で配られた。日常の雑用を引き受けてくれるコンシェルジュ
サービスも受けられ、マッサージやジムも利用でき、有名人を招いた講演会やパーティが
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頻繁に開かれた。社員には大学のキャンパスにいるように知的な刺激に満ち、仕事だけに
熱中できる環境が用意されている。  
（３）価値観を表すフレーズは「邪悪になるな」  
 2001 年にインテュイットの会長を務めたキャンベルがエグゼクティブコーチとしてグ
ーグルに招かれた。キャンベルは創業者 2 人が抱いている理想主義的な考え方に感銘を受
けたが、同時に、会社が成長するにつれて創業者たちと現場で働く数千名の社員の間が多
くの階層によって隔てられ、理念や価値観が希薄になるのではないかという不安を抱いた。 
彼は社内から 15 名ほどの社員を集めて、共通の価値観について検討する場を持った。そ
こで参加者の一人であるブックハイトが思いついたフレーズが「邪悪になるな」であった。
その場では決定に到らなかったが、その後このフレーズは社内に広く受け入れられた。「創
業者たちが開発したテクノロジーはより良い世界をつくるためにあり、彼らがつくった会
社もまた同じ目的を共有している。グーグルは理想的な行動規範を持った企業として、他
の会社を導く光となる。社員を第一に考え、データ主導の経営スタイルを取るリーダーシ
ップ、そして、素晴らしく頭の切れる社員たちは、もてる知恵と技術力の全てをつぎ込ん
でユーザーに力を与える。そのプロセスに悪意、詐欺行為、強欲などが入りこむ余地はな
い。」その思いがこのフレーズには込められていた。  
（４）グーグルっぽい人材採用へのこだわり  
 ペイジとブリンは、会社が成果を出せるかどうかは、トップクラスの知性や能力を持つ
人材を採用できるかどうかにかかっていると考えた。基本的な採用基準は、とてつもなく
高い知性と抑えきれないほどの野心を備えていること、さらに、グーグルらしさを持って
いることである。  
はじめのころは、就職希望者の面接回数が最大 20 回に達する時期もあったが、その後は
5 回程度になった。面接では、数学の天才やクイズ番組のベテラン回答者でも苦労するよ
うな難問が出された。その関門を突破した候補者について、採用担当者は、面接者からの
評価、学業成績、推薦状などから成る分厚い資料を作成し、採用委員会に提出する。委員
会は、候補者の分析能力、総合的知性、技術的成熟度、グーグル文化との相性、経歴など
8 つのフィールドについて評価する。委員会が採用を了承したら、経営幹部グループが資
料を再度精査する。そして、最終判断はペイジ自身が下した。  
（５）マネージャ廃止の試み  
 グーグルは 2004 年 8 月に上場を果たしたが、その頃には企業規模も大きくなり、そろ
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そろしっかりした会社組織を整えるべき時期に来ていた。しかし、ペイジとブリンは、数
千人のエンジニアを抱える大企業を円滑に運営すると同時に、自由な発想や創造性を重視
したのびのびとした職場環境を維持したいと考えた。彼らの考えるグーグルの組織図は、
水玉模様に覆われた巨大なシーツのような形をしており、水玉は小さなチームでありシー
ツは平らな組織の構造を表していた。  
しかし、もはや社員全員が顔見知りの親密な会社であるという理想は実現が困難になっ
ていた。また、中間管理職層がいつの間にか組織内に巣くい始めており、グーグルっぽさ
を期待することが難しいようなマネージャも社員の中に含まれるようになっていた。  
そこで、創業者 2 人は、「マネージャという役職を廃止する」という方針を打ち出し、エ
ンジニアリング部門で実行した。エンジニアたちは、マネージャに管理される代わりに、
自らが管理することになった。自ら不具合に対処し、自ら課題と設定して新製品を生み出
した。エンジニア全員が、ひとりの担当役員に直接報告することになった。しかし、この
方針は、実際に行うことには無理があり先細りになっってしまった。  
（６）創造性を尊重するチームマネジメント  
 グーグルでは、小さなチームは、通常「テクリード」と呼ばれる上級エンジニアとプロ
ダクトマネージャによって率いられていた。優れたエンジニアたちが技術者としては一段
グレードが低いプロダクトマネージャに指示されるのはグーグルっぽくないと見なされ、
プロダクトマネージャの地位は確立されていなかった。  
そこで、エンジニアの言うことが分かるマネージャではなく、プロダクトマネージャに
なれるエンジニアを探すことにして、これを APM(アソシエート・プロダクト・マネージ
ャ )と呼んだ。APM はエンジニアたちに命令するのではなく、データを用いてエンジニア
を説得することが仕事であった。これよってエンジニアリングを重視しつつチームアプロ
ーチを維持することが可能になった。  
 経営陣は、社内のチームが肥大化することにも気を配った。社員のモチベーションを維
持するために、自分がプロジェクトの責任者であると感じられる程度の小規模なチーム編
成を保つように、プロジェクトを分割した。また、エンジニアの夢と会社の収益を両立さ
せるために、エンジニアの配属を「70・ 20・10」のルールで決定した。つまり、70％は検
索か広告という収益の柱の部署に、20％はアプリケーションなど重要な製品の開発部署に、
10％はそれ以外の何でもありのプロジェクトに配属したのである。  
（７）データから学ぶプロセスの確立  
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 グーグルのエンジニアは、誰もが画期的な創造活動だけに従事しているわけではない。
グーグルの絶えざる進化は、地道なデータからの学習プロセスによって支えられていた。
たとえば、グーグルは次のような検索エンジンの改善プロセスを確立した。  
・エンジニアが不具合を発見すると、数週間は検索アナリストの管理下で改善作業が行わ
れる。  
・エンジニアは不具合の原因を特定し、検索アルゴリズムに変更を加え、アナリストがそ
れをテストにかける。  
・このテストには世界各地で採用された数百人のテスターが参加する。彼らは自宅で様々
な検索クリエを実行し、変更前後で検索結果が良くなったか否かを評価する。  
・グーグルのユーザーもテスターの役割を果たしている。ユーザーのごく一部だけに変更
後のバージョンを知らず知らずのうちに使わせて（被検グループ）、変更前のバージョンの
ユーザー（コントロールグループ）との反応の差を観察する A/B テストが行われる。  
・そして、週 1 度の検索品質ローンチ会議で、50 人のエンジニアによって最終確認されゴ
ーサインが出される。  
（８）無秩序の裏にある組織運営システム  
 グーグルは、インテルで実施されている OKR（目標と主要な成果）という管理方式を導
入した。これは、作業をセグメント化し、どんな成果をいつまでに出せるか、時期を決め
て定量化する手法であった。OKR はグーグルの企業文化に必要不可欠の要素になった。社
員は全員 4 半期に一度年間を通じての OKR を設定し、承認を受ける必要があった。個人
だけでなく、チーム、部門、企業全体のレベルでも OKR が設定された。理想的には設定し
た OKR の 7～ 8 割が達成される程度の挑戦的な目標設定が求められた。  
 OKR はマネージャだけでなく、社内全体で共有された。それはグーグルのイントラネッ
ト上で社員の略歴や職務内容とともに公開された。さらに、社員は、プロジェクトデータ
ベースを通じて、社内で何が行われているかに関する詳細な情報を得ることができた。創
業者 2 人は透明性を確保することで、大所帯になってもお互いが何をしているかが分かる
会社を実現しようとした。  
 OKR 以外にも、大組織を運営するための官僚機構の整備は必要であった。定期的なロー
ンチミーティングとレビュー会議、最高幹部による毎週の運営会議、製品戦略会議、全社
員を対象としてピアレビューなどの実施に時間が割かれるようになった。いつまでも無秩
序のままであるかのように見せながら、実はこうした管理体制は整えられていたのである。 
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５．グーグルの総括  
 グーグルのビジネスは、まったく前提や制約を設けない自由な創造活動 10％、新たなサ
ービスを開発するための自主性を持ったエンジニアチームによる価値創発サイクル 20％、
既存の検索サービス、広告サービス、データセンター運用などの品質を向上させ続ける価
値増幅サイクル 70％から成っている。  
そして、百花繚乱のようなグーグルの絶えざる技術革新とサービス革新は、エンジニア
王国を維持しようとする創業者たちの強い意思によるものである。しかし、大企業となっ
たグーグルが、価値創造サイクルを駆動して社員の創造性や自主性を発揮させ続けるため
には、創造的な仕事ができる空間作り、知性と能力とグーグルらしさに徹底的にこだわっ
た人材採用、エンジニアの自主性を尊重したチーム組織の編成、目標管理制度による社員
の意識付け、社員への情報開示、会議体の整備といった、組織的なしくみも合わせて必要
であった。 
 
